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緒論 
 
 
第１節  問題の所在  
 
国連憲章は、国際連合（以下、国連）による集団的安全保障 1の具体的な方法として、武力
行使を伴う「軍事的措置」と、武力の使用を伴わず主に経済的力の行使を含む「非軍事的措
置」2のふたつを規定し、その決定を安全保障理事会（以下、安保理）に委ねている。 
これらの強制措置のうち、国連憲章第 7 章第 42 条に規定された形での軍事的措置は国連
創設以来一度も発動されていない 3のに対して、非軍事的措置は冷戦終結以降度々発動され
てきた。 
とりわけ 1990 年代は「Sanction Decade（制裁の十年）」4と称されるほど、国連安保理による非
軍事的措置が頻繁に決定・発動された 10 年であった。わずか 10 年の間に 13 の国と地域およ
                                                     
1 国連憲章においては、その主たる任務である国際の平和および安全の維持に係る施策として、
武力行使を一般的に禁止した上で、①国際紛争の平和的解決、②軍備規制、③集団安全保障
（collective security）が想定されている。集団安全保障とは、国際社会又は一定の国家集団内において、
諸国が相互に不可侵を約束し、この約束に反して武力行使を行なう国家に対し、それ以外のすべての
国家が協力して集団的に強制措置を講ずるものである。諸国の集結した力の威圧により、平和を維持し
又は回復し、相互の安全を保障する体制をいう。香西茂、大寿堂鼎、高林秀雄、山手浩之『国際法概
説』(2001 年)、256 頁。 
2 国連憲章第 7 章第 41 条。本論第 1 部第 1 章において詳しく述べる。 
3 これについては論者によって見解が異なる。朝鮮戦争（1950 年）の際の軍事行動を、憲章第 42
条に基づいたものとする論者（「42 条合憲説」：42 条には 43 への言及がないため、安保理による武力行
使の権限は、加盟国に参加を義務付ける命令ではなく、単に参加を勧告する権限も含まれると解釈し、
軍事行動を 42 条に根拠を求める説）もいる。また、39 条や 7 章全体に根拠を求める説や、第 51 条の個
別的集団的自衛権を根拠とする見解がある。しかし、一般的には、安保理の決議がすべて勧告であっ
たため、39 条に基づく軍事行動であったと解釈される（国際法学会『国際関係法辞典』、1995 年、617
頁）。 
4 例えば、David Cortright and George A. Lopez, The Sanctions Decade: Assessing UN Strategies in 
the 1990s (2000)など。 
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び特定勢力に対して発動されたのである 5。国連創設の 1945 年から 1990 年までの発動件数
がわずかに 2 件 6であったことを考えると、その増加は著しい。 
さらに、2000 年に入ってからは新たに 6 件 7が発動されており、非軍事的措置が今後も引き
続き国連による集団安全保障の具体的な方法として活用されていくことが予想される。 
非軍事的措置は、武力行使を含まないため国際法上の許容範囲が広いこと、国際法上著
しく制限されてきた軍事的措置と比べて事実上機能しうること 8、物理的暴力を伴わないため
直接的かつ大規模な犠牲を伴わないこと 9、また、違法行為者に対して予め発動の可能性を
                                                     
5 対イラク（1990 年）、旧ユーゴスラビアにおけるセルビア監視地域（1991、1992、1993 年）、ソマリ
ア（1992 年）、リビア（1992、1993 年）、リベリア（1992 年）、ハイチ（1993、1994 年）、アンゴラ〔UNITA〕
（1993、1997、1998 年）、ルワンダ（1994 年）、スーダン（1996 年）、カンボジアにおけるクメール・ルージ
ュ監視地域（1992 年）、シエラレオネ（1997 年）、コソボ（1998 年）、アフガニスタンのイスラム原理主義勢
力タリバン政権（1999 年）である。詳しくは、本論第 3 部において述べる。 
6 対南ローデシア制裁（1966 年、安保理決議 232； 1968 年、安保理決議 253 の石油・武器禁輸）
と対南アフリカ制裁（1977 年、安保理決議 418 の武器禁輸）。 
7 2006 年 1 月末日時点。1990 年代に既に科されたもので更新・継続されている事例（すなわち、
対アフガニスタン、シエラレオネ、リベリア、ソマリア）は除く。2000 年に入ってから安保理によって新たに
発動された制裁は、対エトリア/エチオピア（2000 年）、テロ行為に関与する個人および集団（2001 年）、
コンゴ（2003 年）、コートジボワール（2004 年）、スーダン（2004 年）、シリア（2005 年）である。これらにつ
いては、第 3 部第 6 章において詳しく述べる。 
8 詳しくは、本論第 1 部第 1 章で述べるが、軍事的措置がとられてこなかった理由として、武力の
行使が国際法上著しく制限されてきたこと、また、冷戦中は五大国間でのコンセンサスがとれないことか
ら安保理が機能しなかったことなどが大きな理由として挙げられる。「武力による威嚇又は武力の行使」
が一般的に禁止され（国連憲章第 1 章第 2 条 4 項）、武力攻撃に対する自衛の場合のみ、武力行使が
容認されている（憲章第 7 章第 51 条）。「友好関係宣言」（国連決議 2625）も、「国は武力行使をともなう
復仇行為を慎む義務を負う」として武力復仇を禁止している。また、安保理は軍事的措置発動の前提と
して加盟国との間に特別協定の締結が必要である（憲章第 7 章第 43 条）が、大国間の見解が一致せず、
現在まで特別協定は一つも締結されていない。島田征夫『国際法』（1997 年）、304-306 頁。 
9 Peter Wallensteen の言うように「経済制裁は、非暴力的哲学からなされるものではなく、多少なりと
も政治的便宜からなされるものもある（Peter Wallensteen and Miroslav Nincic, Dilemmas of Economic 
Coercion: Sanctions in World Politicsn, 1983, p126.）」ことは否定し得ないが、軍事的措置と違って直接の
破壊、殺戮を伴わない点は過小評価すべきではないとされる。深津栄一『国際法秩序と経済制裁』
（1982 年）、157 頁。； 中谷和弘 「経済制裁の国際法上の機能とその合法性：国際違法行為の法的結
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「明らかにしておくことによって平和破壊行為を事前に抑止する」10効果が期待されていること
などから発動件数が増したと考えられる。 
非軍事的措置の中でもとりわけ活用されてきたのが経済制裁である 11。経済制裁は、「経
済」という国家運営に最も重要な分野に打撃を与えることから、特に今日のような経済的依存
の発達した国際関係においては強力な措置と見なされている。 
さらに、包括的な措置、例えば全面的輸出入の禁止から、部分的な財政・金融上の措置、
通商・貿易上の措置、渡航の制限および禁止措置、武器禁輸措置など多様な手段 12を含むこ
とから、違法行為者の態度に応じていくつかの手段を組み合わせたり、措置の強度を変えたり
することによって柔軟な対応も可能である。 
また、内戦が続く国へ経済制裁を科す場合には、人道上の保護をより進めるために、生活
用品や食糧などの物資の配給や紛争の収拾、さらに武装解除などを国連平和維持軍に委託
するケースもしばしばみられる 13。 
                                                                                                                                                     
果に関する一考察」『国家学会雑誌』第 101 巻 5/6 号（六/完）（1988 年）、479 頁。 
10 大沼保昭「『平和憲法』と集団安全保障（二・完）」『国際法外交雑誌』第 92 巻第2 号（1993 年）、
52 頁。 
11 狭義の定義に従えば、非軍事的制裁イコール経済制裁を意味する。しかしながら、一般的な
解釈に従えば、国連が持ちうる非軍事的措置には、本論第1 部第1 章で述べるように、経済制裁のほか
に以下の 4 つが含まれる。①「外交上の制裁」：違法行為国に対する外交上の抗議や外交及び領事関
係の断絶など、②「不承認主義」：侵略、植民地支配、アパルトヘイトなどの普遍的な義務に違反する行
為の結果としての援助・支援の不供与など、③「非難声明や決議」：国際法違反に対する非難・抗議、④
「国際組織による内部的な制裁」：権利および特権の停止、投票権停止、除名など。本論では、これに従
う。中谷（1987 年）100 巻 5/6 号、382-385 頁。 
12 詳しくは、中谷 「経済制裁の国際法上の機能とその合法性：国際違法行為の法的結果に関す
る一考察」『国家学会雑誌』（1987 年）第 100 巻 7/8 号(二)、677-680 頁。； 深津（1982 年）； 宮川眞喜雄
『経済制裁：日本はそれに耐えられるか』（1992 年）； 岡部恭宜「経済制裁と国家のコスト」『季刊国際政
治』No.128（2001 年 10 月）を参照。 
13 1944-88 年の冷戦期の 44 年間には 13 件、1988-1995 年の間には 25 件の PKO が活動した。
ポスト冷戦後に、ニーズは急増した。例えば、旧ユーゴスラビアにおいては、国連保護軍
（UNPROFOR）が内戦の収拾目的で展開された。（中西寛『国際政治とは何か：地球社会における人間
と秩序』、2003 年、18 頁。） ソマリアにおいては、憲章第７章のもとで平和強制を行った史上初めての
PKO、第２次国連ソマリア活動（UNOSOM II、UNOSOM I よりも強制的な性質をもつ）が設置された。こ
   4
以上のような経済制裁の様々な機能を積極的に利用して、国連は、冷戦終結以降多発する
内戦や民族紛争、その結果としての民族抑圧や人権侵害、国境をまたいだテロ活動 14などの
脅威に対抗してきた。 
しかしながら、国連が、イラク（1990 年）、旧ユーゴスラビア（1992、1993 年）、ハイチ（1994
年）に対して発動したような一切の通商を禁止する包括的な制裁によって、本来制裁の第一
義的な対象ではない無辜の人民への被害が次々と明らかになり、国連事務総長自らが経済
制裁について言及するまでになった。 
ブトロス・ブトロス＝ガリ（Boutros Boutros-Ghali）前国連事務総長は、「平和への課題：追補
（Supplement to an Agenda for Peace）」の中で、制裁について、「対象国の無防備な集団（つま
り一般市民）を苦しめることが、政治指導者に圧力をかける手段として合法的か」と疑問を投げ
かけた 15。また、コフィ・アナン（Kofi Annan）現国連事務総長も、経済制裁を、政治的利得と不
釣合いな苦痛を国民に負わせる「あまりに頻繁に発動されるなまくらな手段（too often a blunt 
instrument)」と評し、「制裁は、平和の維持と人権の保護という二つの任務を負う国連に対して
ジレンマを突きつけた」として、その難しさを述べている 16。 
安保理決議に基づいて発動される経済制裁は国連憲章で規定されているため正当性を有
するものであるが、190 カ国以上の国家が参加する制裁が一般市民に与える影響は、国家数
から考えても、単独国家のそれに比べて遥かに大きい。経済制裁は武力の行使を伴わないと
いう意味において平和的な紛争解決手段と考えられてきたが、もはや「平和的な手段」とは言
えないことが明らかになった。 
                                                                                                                                                     
れは、PKO でありながら、人道援助のみならず、戦闘阻止、強制武装解除、警察・司法を含む統治機構
の構築など、まさに国家そのものの再建援助が任務とされた。また、ルワンダにおいては、国連ルワンダ
支援団（UNAMIR）が展開された。詳しくは、本論第 3 部第 6 章において述べる。 
14 安保理は、テロ行為に関与する個人および集団に対して非軍事的措置の発動を決定した
（2001 年9 月 28 日、安保理決議 1373）。国際的なテロリズムの根絶を目指して国際社会全体で取り組も
うという決意の表れである。 
15 Boutros Boutros-Ghali, Supplement to An Agenda for Peace: Position Paper of the 
Secretary-General on the Occasion of the 50th Anniversary of the United Nations, A/50/60 （3 January 
1995）, pp. 17-18. 
16  Kofi Annan, The Causes of Conflict and the Promotion of Durable Peace and Sustainable 
Development in Africa, Secretary General’s Report to the United Nations Security Council （16 April 1998）, 
p.25. 
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そこで、たとえ憲章第７章に基づいて発動される強制措置であっても、国際人道法に含まれ
る人権保護の原則に則った「制限」が加えられてしかるべきであるとの考えが重要視され始め
た 17。加盟国の多くが、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（International 
Covenant on Economic, Social and Cultural Rights、ICRSCR）」18など国際規約の当事国である
ことを考えると、国連による経済制裁が人権侵害を回避する義務をもつことは当然であろう。 
一般市民への過度の損害を回避し、国際法違反に直接責任のある指導層への打撃を極大
化することが重要である 19として、そのような効果を有する「スマート・サンクション（smart 
sanction(s)）」20の検討が、欧米の研究を中心に、1990 年代末から唱えられている。 
「スマート・サンクション」という用語は、1998 年あたりから一部の研究者によって使用され始
めたが 21、一般的に、この考え方が理解されるようになったのは、対イラク制裁の末期に英国
が提案し米国が賛成した改革案からだといわれる 22。 
スマート・サンクションの具体的な内容は、民生用物資に関しては原則として禁輸対象から
外し、他方、武器禁輸、金融制裁、渡航の制限および禁止などに力点をおいた措置を課すこ
となどが考えられる。また、政策については、研究者、国連機関関係者、各国代表者によって
議論が重ねられている 23。 
                                                     
17 例えば、Erika de Wet, The Chapter VII Powers of the United Nations Security Council: Studies in 
International Law (2004)； Dan Sarooshi, The United Nations and the Development of Collective Security: 
The Delegation by the UN Security Council of Its Chapter VII Powers (2005)； 中谷和弘 「現代における
経済制裁と交戦・中立法および国際人道法との関係」村瀬信也・真山全（編）『武力紛争の国際法』
（2004 年）など。 
18 1966 年採択。国際人権規約と総称される条約のうち、経済的、社会的および文化的諸権利の
保障について定めた条約。社会権規約、また日本では A 規約と略称される。詳しくは、大沼保昭、藤田
久一 『国際条約集』（2000年）、66-69頁。；国際法学会（編）『国際関係法辞典』（2005年）、210-211頁。 
19 David Cortright and George A. Lopez, Smart Sanctions: Targeting Economic Statecraft (2002) 
20 「賢い制裁」と邦訳される場合もあるが、たいていは「スマート・サンクション」と称される。 
21 スマート・サンクションの研究機関Fourth Freedom Forum（第4の自由フォーラム）の副所長であ
るミラー（Alistair Iain Millar）による。 
22 2001 年 11 月 29 日の安保理決議 1382 および 2002 年 5 月 14 日の安保理決議 1409 におい
て、「石油と食糧交換プログラム」を拡大させ、軍事として「二重使用」の可能な物品の取締り強化および
武器禁輸の徹底化を図った。詳しくは、本論第 2 部において述べる。 
23 これについては、本論第 3 部において述べる。具体的な議論がもたれた会議として、①金融制
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「スマート・サンクション」の具体的かつ実効的な手段はまだ発展途上の段階にあるといわざ
るをえないが、実際においては、既に幾つかの事案においてスマート・サンクションの要素を
含む安保理決議が採択されていた 24ことが確認されている。 
例えば、スマート・サンクションを多少なりとも意識して発動されたものとして、リベリア産ダイ
ヤモンドの輸入禁止と高官の渡航禁止が決定された対リベリア制裁（安保理決議788、1992年
11 月 19 日）が挙げられる 25。また、スーダンへの外交上の措置（安保理決議 1054、1996 年 4
月 26 日）、エリート層に打撃を与えるために個人資産の凍結をした例として、アンゴラへの金
融・財政上の措置（安保理決議 1173、1998 年 6 月 12 日）などがある。また、対イラク制裁中に
導入された人道的例外措置（1996 年末）や英米による制裁改訂案（2001 年 5 月）も、スマート・
サンクションの趣旨を含むものであったとされる 26。 
スマート・サンクションの考え方は、国際法違反の真の責任の所在を追及するという点で個
人の国際法上の責任を問う国際刑事裁判と通底するものであり、戦闘員と文民の差異化の上
に成立する国際人道法の基本構造とも合致するものである。また、さらに、国連憲章には、ス
マート・サンクションの考えに通ずる条文 27も確認できる。その意味で、今後の国連経済制裁
のあり方を問う重要な課題として議論を重ねていくことが不可欠である。 
とくに冷戦以降の国際社会において、単独国家では対処できないテロ、民族抑圧、人権侵
害といった脅威が増加し、それに対峙していくためには、なるべく多くの国家が参加して、広
範な共通意識をもって取り組んでいくことが重要である。そして、その際に、国連が果たせる役
                                                                                                                                                     
裁につき、スイス主催のインターラーケン・プロセス（1998-1999 年）、②武器禁輸および旅行・航空制裁
につき、ドイツ主催のボン⁃ベルリン・プロセス（1999-2000 年）、③制裁の実効的な実施につき、スウェー
デン主催のストックホルム・プロセス（2002 年）がある。 
24 「スマート・サンクション」の議論が本格化するのは 2000 年に入ってからなので、それ以前の事
例についてどれが「スマート・サンクション」の趣旨に沿ったものであったのかは論者によって異なる。詳
しくは、本論第 3 部にて述べる。 
25 これについては紛争ダイヤモンドの流れからの措置であると考える論者もいる。詳しくは、本論
第 3 部にて述べる。 
26 本論第 2 部、第 3 部において詳しく述べる。 
27 具体的には、第 7 章第 50 条。加盟国が、安保理決議で決定された措置を履行することから経
済的困難に陥った場合、安保理と協議する権利を有するという内容。詳しくは、本論第 2 部および第 3
部で述べる。 
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割は大きい。国連が集団的安全保障実現のために活用できる強制措置は、現在のところ、経
済制裁措置のみであるが、それには改革すべき点が多々あると共に、制裁下での一般市民
への配慮も未だ不充分である。 
 
 
第２節  本論の目的と意義 
 
筆者は、無辜の人民の犠牲を回避して保護を進める一方で、本来制裁を受けるべき対象に
より焦点を絞った措置を科すという「スマート・サンクション」の議論を歓迎する。国連加盟国お
よび研究者らが英知を絞り、スマート・サンクションの議論を重ねていき、安保理だけでなく、
国連関連機関が必要に応じて組み合わせを変え、戦略を練り、互いにうまく機能するようなシ
ステム作りが急務であると考える。 
本論は、国連が、集団的安全保障の具体的な手段である「非軍事的措置」、とりわけ経済制
裁をもって、国際社会に共通する脅威に取り組んでいく過程を考察する。国連の経済制裁の
あり方を検討し、その人道上の問題を明らかにしたうえで、一時的な人道的措置が導入された
対イラク制裁の事例を分析した後、その例外措置が、スマート・サンクションとして緻密に検討
されていくプロセスを分析する。今後の国連経済制裁がこれから、どのような戦略をもって、国
際社会への脅威に立ち向かうべきなのか方向性を提示したい。 
現在、国際社会において使用されている経済制裁は、以下の 3 つに分類できる。第一に、
国際機構がルール違反を認定し、自ら経済制裁を実施する場合であり、第二に、国際機構は
ルール違反の認定だけを行うにとどまり、経済制裁の実施は、国家（あるいは国家群）が独自
の判断で行う場合である。そして、第三に、ルールの認定も経済制裁の実施も国家（あるいは
国家群）が自らの判断で行う場合である。 
本論では、第一のケース、つまり、国連による集団的安全保障体制の下で、安保理の決定
によって発動される経済制裁について考察する。本論が、第二、第三のカテゴリーに属する経
済制裁を扱わずに、国連安保理の決議によって発動される経済制裁をとりあげる主な理由を、
それぞれがもつ性質の違いに触れながら、3 つ挙げておきたい。 
第一に、国連による経済制裁は、国連憲章第 7 章第 39 条に則って、安保理が、「平和に対
する脅威、平和の破壊又は侵略行為の存在を決定し」、「国際の平和及び安全を維持し又は
回復するために」発動する集団的安全保障体制を維持するための措置である。国際社会の秩
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序や法規範の回復という目的に立ち、国際社会が共有するグローバルな問題、例えば、大規
模な人権侵害、民族抑圧、テロといった脅威に対処しうる素質を有している。そのため、多国
の合意によるより中立的な立場から国境をまたいだグローバルな問題にも対処できるという利
点をもつ。現在の国際社会は、冷戦後の「新しい脅威」に立ち向かう道を模索している。このよ
うな時に、国連経済制裁を考察することは有益であると考える。 
一方、単独（あるいは複数）の国家によって発動される制裁の多くは、秩序や法規範という
一般的な目的以上に、経済制裁を発動する側の国益や安全保障上のニーズによって支配さ
れる場合が圧倒的に多い。例えば、貿易摩擦を原因として発動される制裁のように、発動国の
政治的な価値の受容を迫ることに主目的があり、パワーポリティクスを常態としてきた国際政治
の場において、特定国家(群)の対外政策上の目的を達成するための有力な経済的武器とい
えよう。まれに、普遍的価値である人権侵害を理由に発動される場合もあるが、この場合には、
不干渉主義原則に反する行為か否かということが問題とされる。 
第二に、国連は、多くの国家が参加し、国際社会に共通する脅威に取り組んでいくための
組織であることから、民主主義を反映しており、それが下す決定は、国家が下す判断よりも恣
意性が低い点である。もっとも、国連が組織の構成国である以上、制裁国の主観が多少とも組
織の決定に影響を与えることは避けがたく、恣意性が全くないとはいえない。例えば、安保理
の常任理事国のメンバーが違法行為をした場合、自国の案件が議論される安保理の場にお
いて自国に対して制裁が発動されることに賛成することはない。当然拒否権を発動するであろ
う。この時点で政治的力が大いに働く。しかし、このような状況に陥って安保理の機能が麻痺
した場合には、より民主的な組織である総会が措置を決定することになる。少なくとも、ある一
定の基準は保たれつつ手続きを踏んで発動が決定されることになる。この意味において、国
連による制裁は、単独国家および特定のグループによる制裁より、恣意性は低いと判断でき
る。 
一方、国家が行なう経済制裁は、経済的政治的「強者」から「弱者」へ科される傾向が強く、
大抵の場合、発動国によって主観的に原因行為の事実、違法性の認定がおこなわれ、どのよ
うな態様の措置を発動するかについても一国の国益に沿う形で決定される。そのため、発動
国に有利な認定の下に制裁が濫用される危険がある。また、地域的機構による措置も、ある特
定地域に共有される価値（例えば、かつての冷戦下ではイデオロギーを理由に発動されたよ
うに）に基づいて発動されるため、同様の恣意性を含む。また、対抗措置であることから、国連
による経済制裁とは基本的な構造が全く異なる。 
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国家（あるいは国家群）によって発動される制裁を考察することは、各国あるいは地域機構
の国益を知るためには意義あることであるが、筆者は、ある特定国家（および国家群）の国益
についての考察を行なうのではなく、集団的安全保障体制を維持するために、多くの国家が
参加して、国際社会に共通する脅威に取り組んでいく過程を考察したいことから、恣意性が低
い国連による制裁措置を研究対象とする。 
第三に、国連経済制裁を考察するための資料が豊富な点も挙げられる。国連による措置は、
会合の議事録、決議などの一次資料も公開されているため公共性が高く、信頼性もある。膨
大な資料にはなるが入手可能であり、分析可能である。 
一方、国家による制裁に関する資料には様々な制約がある。既に述べたように、国家（ある
いは国家群）による措置は恣意性が高いがゆえに、それらを分析するためには発動国の内政、
国益、発動の目的などを的確に知る必要がある。制裁決定には、政権だけでなく国内の特定
の利益団体からの圧力に影響された結果発動される制裁も多い。つまり、分析するにあたって
収集すべき資料は機密性が高く、筆者は国内政治に入り込んで分析する手段を持たない。 
以上を理由として、本論では、国連による非軍事的措置とりわけ経済制裁に絞って分析す
る。それによって、国際社会が掲げる共通の問題が鮮明に提示され、脅威に対してどのような
戦略で立ち向かうべきなのか方向性が見えてくると考える。 
また、本論において、国連による対イラク経済制裁を事例として分析する理由は以下に挙
げられる。 
まず、対イラク制裁は、包括的かつ長期に亘ったため、国連の制裁を履行するうえでの機
能上の不具合が明らかになったこと、深刻化する人道状況などたくさんの問題が露呈した事
例であること、国連史上初の大規模な人道的措置が導入された事例であること、国際社会が
制裁の人道的問題を深刻に考える契機になった事例であること、さらに、後に本格的に議論さ
れることになる「スマート・サンクション」の理念を含む措置がなされており、その後の経済制裁
そのもののあり方を問う議論に発展した事例であることから、本論においてふさわしいと考える。
国連経済制裁が抱える理論上の問題点を、事例をもって実際的に提示することによって、問
題点がより具体的に分かり易くなると考える。 
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第３節  従来の研究 
 
本論の目的に即して、国連による経済制裁を含む非軍事的制裁を研究したものを以下のよ
うに整理した。 
非軍事的措置の「有効性」を巡る議論が、先行研究において主流をなす。主として政治経
済学的な見地から非軍事的制裁の事例を挙げながら分析したものとして、ハフバウアー（Gary 
Hufbauer）らによる Economic Sanctions Reconsidered (1990 年)がある。また、宮川真喜雄による
『経済制裁』（1992 年）および Do Economic Sanctions Work? (1992 年) は、国際政治の観点か
らの研究である。 
また、「なぜ経済制裁は効かないのか？」という戦略的な視点から、ときには、一国による単
独制裁と多国間制裁を比較してどちらがより有効的であるかという議論もなされている。例え
ば、ペイプ（Robert A. Pape）の“Why Economic Sanctions Do Not Work” (1997 年)、ドレズナー
（David W. Drezner）の The Sanctions Paradox: Economic Statecraft and International Relations 
(1999 年) 、エリオット（Kimberly Ann Elliott）の “The Sanctions Glass: Half Full or Completely 
Empty?” (1998 年) 、ケンファー（William Kaempfer）とローウェンバーグ（Anton Lowenberg） 
による “Unilateral Versus Multilateral International Sanctions: A Public Choice Perspective” 
(1999 年) などである。 
以上のように、国際関係学の視点から経済制裁を分析する際の論点は、非軍事的制裁の
効果についてである。効果を議論することは、制裁決定を行なう上で重要であり、戦略的視点、
例えば、いかなる状況下でどのような措置をとるかを決定するなどの視点から、政策立案・執
行上、経済制裁の有効性を考察するのに有効である。しかし、本論の関心事である人道的側
面からの視点を持たない。 
一方、法社会学的見地から論じた研究としては、例えば、深津栄一『国際法秩序と経済制
裁』（1982 年）がある。また、ドゥエット（Erika de Wet）による The Chapter VII Powers of the 
United Nations Security Council (2004 年)は、国連が国連憲章第７章下で活動をする際にどの
ような制約を受けるのかについて分析している。国家によって構成される「国際社会」の秩序を
形成する要因に関する研究であり、国際法の法秩序を考察する上で大変意義深い研究であ
る。 
また、国際法学から別の視点で分析したものとしては、中谷和弘の「経済制裁の国際法上
の機能とその合法性：国際違法行為の法的結果に関する一考察」（1987-1988 年）およびそれ
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に関連する諸研究である。中谷は、主として国家責任の観点より国連の非軍事的制裁および
国際機構による非軍事的制裁を評価･分析し、経済制裁の国際法上の機能とその合法性につ
いて包括的な研究を行なった。また、吉村祥子は、『国連非軍事的制裁の法的問題』（2003
年）において、国連安保理が採択した非軍事的措置決議を取り上げ、国家による履行の分析、
私人である企業に対して適用される際の法的効力を実証的に考察している。 
また、制裁措置そのものの合法性を問う議論もあり、その際には、国連による対イラク制裁が
事例として扱われている。例えば、松隈潤「イラク問題をめぐる国際法上の争点：武力行使、介
入、経済制裁」『西南学院大学法学論集』（2003 年）、「経済制裁における人道的例外措置：イ
ラク『石油と食糧交換プログラム』を中心として」（2003 年）である。 
以上のような法学的見地からの研究は、国連経済制裁の性質を知るうえで大変有益な文献
であるが、実際的な事例への言及があまりなされていない点、人道的側面への言及が少ない
点において、本論とは異なる。 
国連経済制裁が抱える人道上の問題について議論したものは 1990 年末から、主に短い論
文の形をとって発表されるようになってきた。まとまったものとしては、コートライト（David 
Cortrights）とロペズ（George A. Lopez）らによる Economic sanctions: Panacea or Peacebuilding 
in a Post-Cold War World? (1995 年)、シモンズ（Geoff Simons）の Imposing Economic 
Sanctions: Legal Remedy or Genocidal Tool? (1999 年)、マーティン（Lisa L. Martin）による
Democratic Commitments: Legislatures and International Cooperation (2000 年)などがある。 ま
た、ヴァン・グヌーテンやドゥグート（William J.M. van Genugten and Gerarde A. de Groot）などの
ヨーロッパの研究者による論文集である United Nations Sanctions: Effectiveness and Effects, 
Especially in the Field of Human Rights: A Multi-Disciplinary Approach （1999 年）は、筆者と興
味が近く、制裁の倫理的側面を考察した論文も収められているが、ひとつひとつの事象に対
する考察が比較的浅く、紹介する程度の記述にとどまっている。 
以上のような人道的視点からの研究は、筆者の興味とかなりの部分で合致しているが、制
裁が現在の国際社会において「機能しうる手段」であるという視点を欠いている。つまり、経済
制裁を否定する立場に立つばかりであるが、制裁の代替手段への提案はないため、議論が
現実的でない。経済制裁には確かに負の面があるが、安保理がもちうる現在唯一の強制手段
とあらば、それをいかに改革していくべきかということに議論を傾けるべきであると思われる。 
また、制裁を政策的視点から分析したものとしては、国連の包括的な非軍事的制裁が人道
上の問題をもたらしているとして、特に被制裁国の一般市民への影響を最小限に食い止める
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措置のあり方、いわゆる「スマート・サンクション」に関する研究が行なわれている。 
国連経済制裁、とりわけ包括的制裁を人道的観点から見直しを呼びかけたものとして、1997
年に、研究者が主導して、当時の国連人道問題局（Department of Humanitarian Affairs、
DHA）に提出した報告書、 Toward More Humane and Effective Sanctions Management: 
Enhancing the Capacity of the United Nations System（「より人道的でより効果的な制裁を目指し
て：国連システムの可能性を高めるために」）28がまず挙げられる。また、人権の観点から、国
連人権小委員会（Sub-Commission on the Promotion and Protection of Human Rights）に提出さ
れた The Adverse Consequences of Economic Sanctions on the Enjoyment of Human Rights 
（「経済制裁が人権にもたらす副次的影響」）29（2000 年）、いわゆる「ボジィ リポート（Bossuyt 
Report）」がある。さらに、アナン国連事務総長が軍事制裁のあり方について安保理に提言し
た文書Report of the Secretary-General to the Security Council on the Protection of Civilians in 
Armed Conflict 「（武力紛争下での文民保護に関する安保理への事務総長報告）」30の中で、
部分的制裁のあり方に言及している点も重要である。 
また、先に挙げた国連人道問題局の報告書のメンバーであったコートライトやロペズらは、 
Smart Sanctions （2002 年）において、財政・金融上の措置、武器禁輸について事例を挙げな
がら、より効果的に国連の非軍事的制裁を行うための勧告を行なっている。各国の政府関係
者、民間や NGO からの専門家、国連関係者や有識者が研究の成果として昨年発表したウォ
ーレンスティーン（Peter Wallensteen）、ステバーノ（Carina Staibano）、エリクソン（Mikael 
Eriksson）らによる Making Targeted Sanctions Effective: Guidelines for the Implementation of UN 
Policy Options (2003 年) が挙げられる。これは、「ストックホルム・プロセス（Stockholm 
Process）」 と呼ばれ、それまでの一連の議論（「インターラーケン・プロセス（Interlaken 
Process）」 と 「ボン・プロセス（Bonn-Berlin Process）」も盛り込まれている。しかし、これらは未
だ政策論にとどまっている。 
国際人道法との関係からスマート・サンクションを議論したものとして、中谷和弘「現代にお
ける経済制裁と交戦・中立法および国際人道法との関係」（2004年）があるが、スマート・サンク
ションの議論の現状を紹介するに留まっている。また、スマート・サンクショ」の武器禁輸にの
                                                     
28 邦訳が付けられていないため、筆者が便宜的に訳した。 
29 筆者が邦訳を付けた。 
30 S/1999/957, 8 Sept. 1999、パラグラフ 54 で言及している。これも、筆者が便宜的に訳した。 
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み焦点を当てた吉村祥子「国連による武器禁輸とその問題点：Smart sanction を超えて」（2003
年）などがある。 
スマート・サンクションは比較的新しい理念であるため、これについて論じている邦文文献
はかなり少なく、国連経済制裁をスマート・サンクションの視点から分析したものもほとんどない。
また、スマート・サンクションについて議論が重ねられた一連の会議と、その結果まとめられた
膨大な量の報告書を跡づけ研究も見られない。よって、その理念についても内容についても
漠然とした部分が多い。筆者はそれらの整理に努めるとともに、現在の国連経済制裁を、スマ
ート・サンクションの視点から分析することを試みる。 
以上に諸所の学説およびそれらの分析方法を述べた。 
国連の非軍事的制裁に関する先行研究には多くの蓄積があり、参考にすべき点は多大で
ある。しかしながら、総じて、国際法学からの研究には十分な蓄積があるが、人道的、政策的
視点からなされたものは物足りないと言わざるを得ない。ひとつの方法論だけでは不十分であ
る。法学的判断だけでなく、政治的、人道的、政策的な面から併せて論じたものがあれば、国
連経済制裁をより広く深く理解することができるであろうと考える。 
また、本論は、国連による対イラク制裁中に導入された人道的措置を中心に、制裁末期ま
での過程を詳細に分析することを特徴とする。 
そして、その人道的措置が、スマート・サンクションとして緻密に検討されていくプロセスを分
析した後、スマート・サンクションが実際の制裁にどのように反映されているのかを、実例を示
すことによって明らかにする。これまで国連経済制裁をスマート・サンクション視点から分析し
た研究は見られないことから、本論のオリジナリティーと考える。 
 
 
第４節   本論の構成 
 
以上の問題意識、目的に基づき、本論を 3 部で構成する。 
第1 部においては、国連経済制裁の重要性と期待される役割について整理し、経済制裁が
抱える諸問題について考察を加える。国連経済制裁が理論上どのような機能を持ち、国際法
上どのような地位にあり、強制措置としてどのような点が期待されているのかについて整理す
る。 
第 2 部において、第 1 部で概観した諸問題を包含する事例として対イラク制裁を取り上げる。
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イラクへの制裁は、13 年間という長期間に亘って医療物資および食糧品以外のほとんどの通
商を禁止した国連史上前代未聞の厳しい制裁であったこと、また、制裁下において、規模と複
雑さにおいても国連史上最大の人道的例外措置が導入されたことから、その後本格的に議論
されることになる「スマート・サンクション」の要素を多く含んだ事例であったことから、本論にお
いてふさわしいと考える。 
そして、第3部においては、国連経済制裁はどのように改革されるべきなのかを、スマート・
サンクションの検討を基に、人道的、政策的見地から考察する。その際に、かつては戦争の倫
理的側面を問うため、現在は経済制裁の倫理分析に用いられる「正戦論」枠組みを基に国連
経済制裁の倫理的側面を考える。「正戦論」は、交戦者と文民の差異化の上に成立する国際
人道法の基本構造と合致するものでもあり、スマート・サンクションの議論にも通じるものである。
さらに、スマート・サンクションの趣旨が実際の制裁にどの程度、あるいは、どのように反映され
ているのかを明らかにするために、現在発動中の制裁事例とその内容を分析する。 
結論においては、国連経済制裁が人道的かつ有効的な措置となるためには、いかに改革
されるべきであるのかを、人道的、政策的な見地から明らかにしたうえで、国連経済制裁措置
の道義性と実効性について幅広い検討を試みる。 
なお、国連関連による文書においては、「スマート・サンクション」の用語はあまり使用されて
いない 31。たいていの場合は、「部分的制裁（targeted sanctions）」、あるいは「限定的制裁
（selective sanctions）」が使われている。つまり、「スマート・サンクション」は、いわば研究者主導
で唱えられた用語である。本来ならば、本論も、国連文書に従うべきであるが、1990 年代に科
されていような単なる部分的制裁（限定的制裁）、つまり、人道的配慮や制裁対象の戦略化を
意識せずに行なわれていた制裁と区別する必要性があることから、「スマート・サンクション」と
いう用語を使用するをここに断っておきたい。 
また、本論第2 部の事例を分析するうえで重要な資料である国連安保理決議は分量が多い
ため、主要と思われる決議のみを添付資料として巻末に掲載した。 
                                                     
31 アナン事務総長による報告書「武力紛争下での文民保護に関する安保理への事務総長報告」
（S/1999/957, 8 Sept. 1999）のパラグラフ 54、注 11 において使用されている。 
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第１部 国連による経済制裁と人道上の問題 
 
 
はじめに 
 
冷戦終結後の国連は、集団的安全保障体制の下で、多発する内戦や民族紛争、その結果
としての民族抑圧や人権侵害、国境をまたいだテロ活動など様々な脅威への強制措置として、
経済制裁を発動してきた。 
しかしながら、国連が、イラク（1990 年）、旧ユーゴスラビア（1992、1993 年）、ハイチ（1994
年）に対して発動したような一切の通商を禁止する包括的制裁によって、本来制裁の第一義
的な対象ではない無辜の人民への被害が次々と明らかになった。それによって、国連経済制
裁そのもののあり方が問われるようになってきた。 
そこで、この第 1 部では、国連経済制裁の重要性と期待される役割について整理したうえで、
経済制裁が抱える諸問題について考察を加える。 
まず、第 1 章において、経済制裁が国際社会への脅威への強制措置として活用されるよう
になった歴史的背景を概観し、その特徴を述べる。次に、国連による経済制裁の国際法上の
地位を確認したうえで、経済制裁が国際社会の秩序を保つための強制手段として活用されて
きた理由を、国連がもちうるもう一つの強制手段である軍事的措置との比較、次に、経済制裁
以外の非軍事的措置との比較おいて明らかにし、国連経済制裁の重要性と期待される役割
について整理する。 
そして、第 2 章において、国連安保理が実際に制裁を決定・発動する際に生じる諸問題、
加盟国が制裁措置を履行する際に生じる諸問題について提起する。その際に、制裁によって
生じる副次的影響、つまり一般市民へのダメージを中心に考察する。
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第１章  経済制裁の重要性と期待される役割 
 
 
第１節  国連経済制裁の成り立ちと特徴 
 
○ 経済制裁：国家（あるいは国家群）による制裁 
 
現在の国際社会における経済制裁は、国際社会の規範(ルール)、つまり、国際法や二国間
あるいは多国間における国際約束と国際慣習法に基づいて発動されており、以下の 3 つに分
類できる １。 
第一は、ルールの認定、経済制裁の実施を、国家（あるいは国家群）が自らの判断で行う場
合である ２。第二に、国際機構はルール違反の認定だけを行うにとどまり、経済制裁の実施は、
国家（あるいは国家群）が独自の判断で行う場合である ３。第三は、国際機構がルール違反を
認定し、自ら経済制裁を実施する場合である ４。後に詳しくのべるが、これらの制裁の性質は
それぞれ大きく異なる。 
現在までに、200件を優に超える経済制裁が発動されてきており ５、そのほとんどは、第一の
グループに入る制裁、つまり、ルールの認定も実施も国家（あるいは国家群）によってなされた
                                                     
１ 深津（1982 年）、83-99 頁。；深津 「ジレンマに立つ国連：南ローデシアに対する経済制裁」『時
の法令』No. 741（1971 年）、31-37 頁。；中谷「経済制裁の国際法上の機能とその合法性：国際違法行為
の法的結果に関する一考察」第 100 巻 5/6 号（一）（1987 年）および、第 100 巻 7/8 号（二）（1987 年）お
よび、第 100 巻 11/12 号（三）（1987 年）および、第 101 巻 1/2 号（四）（1988 年）および、第 101 巻 3/4 号
（五）（1988 年）および、第 101 巻 5/6 号（六/完）（1988 年）。 
２ 国家が自衛権の行使として、各国の制裁規定に基づいて制裁が発動される。米国などによる対
日制裁（1938 年）はこの範疇に入る。 
３ 他国の国際法違反の行為に対し、被害国が「復仇」として制裁を行なうような場合である。国連
による対イラン制裁（1980 年）がこれにあたる。 
４ 国連安保理が国連憲章に基づいて決定する制裁がこの範疇に入る。この場合、国連憲章は、
地域的取り決めや二国条約よりも優先される。 
５ 最も多く経済制裁を発動しているのは米国である。第一次大戦以降に米国が発動した制裁は、
170 件にのぼるという（星野俊也「アメリカの経済制裁とビジネス」外務省委託研究『米国におけるビジネ
スカルチャー』平成 11 年度研究報告書掲載論文、日本国際問題研究所アメリカ研究センター）。 
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ものである。 
単独もしくは国家群による制裁はもっぱら、パワーポリティクスを常態とする国際政治の場に
おいて、特定国家あるいは国家群の対外政策上の目的を達成するための有力な経済的武器
として機能してきたといえよう。 
発動国側が、「ルール違反」であると認定した場合に、経済的手段を通じて、被制裁国の経
済的価値を剥奪したり、発動国側の政治的価値の受容を迫ることに主目的がある ６。その際の
発動の動機は、秩序の法規範の回復という目的以上に、発動国側の国益や安全保障上のニ
ーズによって支配される場合が圧倒的に多く、一般には、政治的経済的「強者」から「弱者」に
対して発動される場合がほとんどである。 
このように、経済制裁は本来、二国間における経済的「力」の行使である。その原型は古く
紀元前 432 年、アテネのペリクレスの命令によってメガラに対して発動された貿易禁止措置ま
で遡るといわれる ７。その後、17世紀初頭において、戦時下における商業的輸送を禁じる意味
で用いられ、徐々に政府によって行なわれる特定品目の貿易禁止を指すようになった。 
現在の経済制裁に近い措置は、19 世紀初頭のイギリスの外務大臣Charles Lee （カールス・
リー）が、当時国際的に非難の高まっていた奴隷貿易禁止の効を上げるべく、奴隷売買を続
ける国の植民地からは品物を輸入しないよう他の諸列強に提案した事例がある ８。 
また、ほぼ時を同じくして行なわれたナポレオンによる「大陸封鎖」も経済制裁の先駆けとさ
れる。ナポレオンは、イギリス商品がヨーロッパ市場へ流入する道を遮断すると共に、イギリス
が大陸から食糧を購入できなくすることによって経済を破綻させようとした。経済力を駆使して
相手の行動を強制しようとする点においては現代の制裁と同じであるが、現代はルール違反
                                                     
６ 経済制裁の目的については、上記に加えて、制裁の目的に制裁発動国から被制裁国へのメッ
セージの伝達を含める論者が多い（例えば、Baldwin, Economic Statecraft , 1985.; Kim Richard Nossal, 
“International Sanctions as International Punishment,” International Organization 43, 2, spring 1989 など）。
経済制裁の目的およびその効果については、本論第 1 章第 5 節において詳しく述べる。 
７ Gary Clyde Hufbauer, Jeffrey J. Schott and Kimberly Ann Elliott, Economic Sanctions 
Reconsidered: History and Current Policy (1990), pp. 4-5. 
８ イギリスは 1808 年に世界に先駆けて奴隷貿易を禁止して、ナポレオン戦争中で海軍力が慢性
的に不足しているにもかかわらず、アフリカ沿岸に多数の艦艇を配置して奴隷貿易を取り締まった。詳し
くは、『フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』の「奴隷貿易」を参照
【http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A5%B4%E9%9A%B7%E8%B2%BF%E6%98%93#.E5.A5.B4.E9.9A
.B7.E8.B2.BF.E6.98.93.E7.A6.81.E6.AD.A2.E3.81.AE.E7.90.86.E7.94.B1】。 
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を行なった者に対して懲罰的な意味合いでなされるのに対して、この場合は、フランスが全ヨ
ーロッパ支配という野心を達成するための一手段だったことを考えると、双方の性質は大きく
異なる。 
このように、経済制裁は、国際関係における影響力行使の一形態として国家によって古くか
ら用いられてきた手段であり、その数が急激に増えたのが第一次大戦後である。 
国家間の経済的相互依存関係の緊密化によって、貿易摩擦、経済摩擦が多発する状況が
生まれ、経済制裁が紛争処理の外交活動の中で大きな比重を占めるようになった。各国の経
済が自給自足的であった時代には、たとえ輸出入の差し止めを行なったとしてもほとんどダメ
ージを与えることができなかったに違いないが、経済の相互依存が深化した時代になって初
めて、経済制裁が効果を発揮する環境が出現したのである。 
東西冷戦下においては、新しい傾向として、単独国家による制裁に加えて、ある特定の地
域的組織が、ブロック内のルールを逸脱する行動を取ろうとする国家に対して経済制裁を発
動したり、イデオロギーの対立から制裁を発動するケースも見られた。例えば、米州機構
（Organization of American States、以下OAS）主導のもとに西側諸国及び日本が対共産圏諸
国輸出統制委員会（Coordinating Committee for Export to Communist Area、以下COCOM）を
組織し、共産圏諸国への輸出統制措置 ９を実行した。 
 
 
○ 国際連盟および国際連合による経済制裁 
 
一方、国連による経済制裁の場合は、国連憲章に基づく、集団的安全保障体制下で発動さ
れる措置であり、既に述べた国家（あるいは国家群）によるそれとは全く性質が異なる。 
国連憲章は、その主たる任務である国際の平和および安全の維持に係る施策として、武力
行使を一般的に禁止した上で、①国際紛争の平和的解決、②軍備規制、③集団安全保障
（collective security）を想定している。そして、国際社会または一定の国家集団内において、諸
国が相互に不可侵を約束し、この約束に違反した国家（あるいは特定の集団）に対して、それ
                                                     
９ これについては、以下の文献が詳しい。山本武彦『経済制裁：深まる西側同盟の亀裂』（1982
年）および『経済制裁の戦略的含意に関する研究』（2000 年）。 
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以外のすべての国家が協力して集団的に強制措置を講ずる体制をいう １０。 
そして、国際社会のルールを破った国に対しては、経済制裁（財政・金融上の措置、貿易・
通商上の措置、渡航の制限および禁止措置、武器禁輸措置）１１を科したり、外交ルートを通じ
てその非を認識させたり（外交上の制裁）、外交・領事関係の不確立及び条約の不適用や援
助・支援の不供与を決定したり（不承認主義）、他の国々にも働きかけて国際世論を喚起したり
（非難・抗議）、あるいは、国際機構から追放するなどの処置（内部的制裁）が取られる １２。国際
法の明らかな違反行為など正当な理由がある場合に国連安保理が「平和への脅威」と認定し、
しかるべき措置をとることを検討する。 
国連は、非軍事的措置の中でも、とりわけ、経済制裁を、冷戦後の 1990 年代にとくに発動し
てきた。この理由として、経済制裁は、「経済」という国家運営に最も重要な分野に打撃を与え
るため、特に今日のような経済的依存の発達した国際関係において強力な措置であること、、
物理的暴力を伴わないため直接的かつ大規模な犠牲を伴わないこと、また、違法行為者に対
して予め発動の可能性を「明らかにしておくことによって平和破壊行為を事前に抑止する」１３
効果が期待できることが挙げられる。 
さらに、国際法における紛争処理の方法が、武力から非武力へ大きく限定されたことは、非
軍事的措置とりわけ経済制裁が主要な集団安全保障の手段となった背景として重要である。
以下に、その経緯について述べる。 
1945 年に採択、発効された国連憲章においては、国際連盟規約（以下、連盟規約）１４や不
戦条約 １５の下では許容されるものと解される余地があった武力行使を、その第 2 条 4 項にお
いて、「戦争に至らざる武力行使」を含めて一切の「武力による威嚇又は武力の行使」を禁止し、
例外的に認める場合にはその要件を厳格に明記した。 
連盟規約第16条において、規約に反して戦争に訴えた加盟国を「当然他ノ総テノ連盟国ニ
                                                     
１０ 香西、大寿堂、高林、山手(2001 年)、256 頁。 
１１ これらについては、本論第 1 章第 3 節、4 節において詳しく述べる。なお、この定義は、深津
（1982 年）； 中谷（1987-1988 年）； Cortrights & Lopez (2002) に依拠している。 
１２ これらの経済制裁以外の非軍事的措置については、本論第 1 章第 3 節において述べる。 
１３ 大沼（1993 年）、52 頁。 
１４ 連盟規約 12 条 1 項、13 条 4 項、15 条 6 項参照。 
１５ 正式には、「戦争法抛棄に関する条約」。1929 年発効。「国家の政策の手段としての戦争を抛
棄すること」が一般的に規定された（不戦条約１条）。 
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対シ戦争行為ヲ為シタルモノ」として、「他ノ総テノ連盟国ハ、之ニ対シ直ニ一切ノ通商上又ハ
金融上ノ関係ヲ断絶シ、自国民ト違約国国民トノ間ノ一切ノ交通ヲ禁止シ、且連盟国タルト否ト
ヲ問ハス他ノ総テノ国ノ国民ト違約国国民ト違約国国民トノ間ノ一切ノ金融上、通商上又ハ個
人的交通ヲ防カツスヘキコトヲ約ス」と規定した １６。 
国際連盟（以下、連盟）は、国家間の紛争を戦争によって解決するのではなく、経済的措置
に「国際社会のルール違反を制止するための制裁手段としての独立の地位を与え」１７て、武
力を伴わない「非軍事的制裁」による紛争解決を試みたのである。 
これによって、「軍事的措置」は法律上機能しにくい状況が整い、「非軍事的措置」が国連に
よる主な強制措置となってきた １８。経済制裁行為を国際的に「組織化」した連盟は、ブルガリア
侵攻を行なったギリシアに対して（1925 年）、また、アビシニア（現、エチオピア）侵略を行なっ
たイタリアに対して（1935 年）、経済制裁を発動した １９。連盟規約には、国際的な侵略行為を
防止し、国家間の戦争を終了させるために、武力を伴わない強制行動として、非軍事的制裁
が規定されていた。 
しかしながら、連盟理事会は紛争当事国も含めた全会一致により決定が行なわれるため、
「違約国」に対しても非軍事的制裁の決定を行なうことは非常に困難であった。また、制裁の
履行に関しても、1921 年の連盟総会において、国家が制裁措置を講じるか否かの判断を個
別国家が独自で決定できること、ならびに各加盟国が段階的な措置を講じることなどが決定さ
れた。つまり、連盟の非軍事的制裁システムには大きな限界があった ２０。 
そこで、連盟の限界を鑑みて、国連憲章において規定される非軍事的措置は、連盟によっ
て採択された非軍事的制裁をより周到な制度化したメカニズムとして規定された。 
                                                     
１６ 大沼保昭、藤田久一『国際条約集』（2000 年）、43-44 頁。 
１７ 宮川（1992 年）、46 頁。 
１８ 経済制裁の役割を歴史的視点から整理した研究として代表的なものに、David W. Drezner の
The Sanctions Paradox: Economic Statecraft and International Relations (1999); Geoff Simons の Imposing 
Economic Sanctions: Legal remedy or genocidal tool? (1999); Hossein G. Askari らの Economic Sanctions: 
Examining Their Philosophy and Efficiency (2003); 山手治之、香西茂（編集代表）『21 世紀国際社会に
おける人権と平和・国際法の新しい発展をめざして（上巻）：現代国際法における人権と平和の保障』
（2003 年）がある。 
１９ 浦野起央（編著）『20 世紀世界紛争辞典』（2000 年）、609 頁。 
２０ 同上、45-46 頁。 
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第一次大戦後には連盟が創設されて連盟規約が締結され、その 9 年後には不戦条約によ
って、国家が一方的に戦争に訴えることが違法化された。第一次大戦の反省もむなしく勃発し
た第二次大戦の後に国際連合が設立され、国際連合の下で一切の武力行使が法律上は否
定された ２１。1945 年に採択・発効した国連憲章は、連盟規約や不戦条約の下では許容される
ものと解される余地があった「戦争に至らざる武力行使」を含めて一切の「武力による威嚇又は
武力の行使」を禁止し（2 条 4 項）、例外的に武力の行使が認められる場合についてはその要
件を厳格に明記した。 
これによって、国連の下での戦争行為が否定され ２２、また、法的根拠が確立したことにより、
非軍事的措置は国家に残された主要な対外政策の手段となったのである。 
国連安保理によって非軍事的措置が決定される際には、以下のプロセスを踏まなければな
らない。 
まず、国連憲章は、第 7 章第 39 条において、「安全保障理事会は、平和に対する脅威、平
和の破壊又は侵略行為の存在を決定し、並びに、国際の平和及び安全を維持し又は回復す
るために、勧告をし、又は第 41 条及び第 42 条に従つていかなる措置をとるかを決定する。」
と規定している。つまり、違反行為が確かに、「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行
為」であるか否かの認定が、この条約に基づいて慎重に検討される ２３。 
次に、とるべき「措置」を決定されるのであるが、その前に、事態の悪化を防ぐために関係当
事者に対して勧告を行う。また、必要と認める暫定措置に従うよう、当事者に要請することが、
第 39 条の規定によって定められている。 
そして、当事者が、この暫定措置に従わなかった場合に、「措置」が決定されることになる。
措置には、「非軍事的措置」と「軍事的措置」がある。 
「非軍事的措置」について、第 41 条は、安保理が、「その決定を実施するために、兵力の伴
わないいかなる措置を使用すべきかを決定することができ、且つ、この措置を適用するように
国際連合加盟国に要請することができる。この措置は、経済関係及び鉄道、航海、航空、郵便、
電信、無線通信その他の運輸通信の手段の全部又は一部の中断並びに外交関係の断絶を
含むことができる。」と規定している。 
                                                     
２１ 詳しくは、植木俊哉『基本論点 国際法』（1998 年）、199-201 頁。 
２２ 国連憲章第 1 章第 2 条 4 項。植木、同上。 
２３ 第 39 条にいう 3 要件の文言、つまり、「平和に対する脅威」、「平和の破壊」、「侵略行為の存
在」の認定を巡っては議論がある。詳しくは、本論第 1 部第 2 章第 1 節で述べる。 
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さらに、安保理が、「第 41 条に定める措置では不充分であろうと認め、又は不充分なことが
判明したと認めるときは、国際の平和及び安全の維持又は回復に必要な空軍、海軍又は陸軍
による示威、封鎖その他の行動を含むことができる。」のである。但し、軍事的行動をとることを
決定するためには、次の第 43 条に定められた「特別協定」、つまり、｢兵力の数及び種類、そ
の出動準備程度及び一般的配置並びに提供されるべき便益及び援助の性質を規定する｣協
定を締結する必要がある。しかし、国連軍の規模や兵力分担率などを巡る大国間の見解の不
一致から、この協定の締結は不可能であるために、今日まで適用されたことはない ２４。 
つまり、軍事的措置を発動するためには、先ず、「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵
略行為」の認定が39条でなされ、次に、40条の｢勧告｣で問題が解決せず、41条の「非軍事的
措置」では不充分であることを確認し、さらに、43 条の「特別協定」を締結する必要が生じる。 
また、国連憲章第1 章第2 条4 項は、武力による威嚇又は武力の行使は、「いかなる方法に
よるものも慎まなければならない」として一般的に禁しているほか、第 7 章第 51 条は、武力攻
撃に対する自衛の場合のみ、武力行使を容認している。 
ゆえに、国連が軍事的措置を発動することは、国連憲章において大幅に制限されており、
国連に残された集団安全保障の具体的な手段は、非軍事的措置のみとなる。 
非軍事的措置の中でもとりわけ発動されてきたのは、経済制裁である。経済制裁は、包括
的な措置、例えば全面的輸出入の禁止から、部分的な財政・金融上の措置、通商・貿易上の
措置、渡航の制限および禁止措置、武器禁輸措置など多様な手段 ２５を含むことから、違法行
為者の態度に応じていくつかの手段を組み合わせたり、措置の強度を変えたりして発動され
てきた。 
 
 
○ 国連による経済制裁の特徴 
 
国連による経済制裁には、集団的安全保障体制の維持のために、多数の国によって実施
される集団的措置であるというだけではなく、国家（あるいは国家群）および地域機構によって
発動される制裁と比較して、以下に指摘するように主に 4 点の特徴をもつ。 
                                                     
２４ 島田（1997 年）、306 頁。 
２５ 詳しくは、中谷（1987-1988 年）； 深津（1982 年）； 宮川（1992 年）； 岡部（2001 年）を参照。 
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第一に、国際組織の決定に基づいて発動される経済制裁措置は、原因行為の事実・違法
性認定、およびとるべき措置の決定が、第三者機関である国際組織によってなされるため、一
般には、より客観的な判断に基づいた措置である点が指摘できる。 
一方、国家が単独で制裁を行なう場合には、制裁国自身によって主観的に原因行為の事
実・違法性認定がなされ、制裁国自らにより措置が決定されるため、自国に有利な恣意的認
定の下に経済制裁措置が濫用される危険がある。国家によって発動される制裁制裁は、貿易
摩擦、経済摩擦を主な原因として発動されるため、経済的政治的「強者」から「弱者」へ科され
る傾向が強く、大抵の場合、発動国によって主観的に原因行為の事実、違法性の認定がおこ
なわれ、どのような態様の措置を発動するか、もしくは、一国の国益に沿う形で決定される。地
域的機構による措置も同様に、ある特定地域に共有される価値（例えば冷戦中はイデオロギ
ー的なものを理由に発動されたように）に基づいて発動されるため同様の恣意性を含む。 
もっとも、地域機構の場合と同様に、国連の場合も、恣意性と無縁とはいえない。制裁国が
組織の構成国である以上、制裁国の主観が多少とも組織の決定に影響を与えることは不可避
である。国連安保理による決定が、恣意性から開放されるためには、少なくとも原因行為の事
実・違法性の認定については、制裁国から完全に独立した第三者機関である国際裁判機関
（国際司法裁判所および国際仲裁裁判所）による判断がなされることが望ましいとされる ２６。し
かしながら、管轄権の問題や緊急の場合にすぐに対応できないなどの理由によって国際裁判
所に一定の限界がある以上、国連による判断に依拠せざるを得ないのも現実である ２７。 
また、常任理事国 5 カ国に違反行為があった場合には、その国が、安保理の場で自国に対
する制裁に対して賛成することはあり得ないため、安保理の機能は麻痺することになる。この
ような場合には、総会が主導権をもって措置を勧告することになる ２８が、その場合も、安保理
による決定と同様に、一連の手続きが国連憲章に基づいてなされるため、「正当性
（legitimacy）」は確立している。 
第二に、発動理由にも明確な違いがある。国連による経済制裁は、国連憲章が規定する集
団的安全保障のための具体的な手段である。そのため、国連が問題とするのは、国連憲章第
7 章第 39 条にあるように、「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為の存在」であり、そ
                                                     
２６ 中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、933 頁。 
２７ 恣意性について詳しくは、中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、937-940 頁。 
２８ 「平和のための結集決議」（1950 年 11 月 3 日）は、これを認めている。 
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の目的は、「国際の平和及び安全を維持し又は回復」である。例えば、自国の領土を越えて他
国での違法行為、国内で自国民に重圧を与えるなどの行為、テロのように国境をまたいで行
なわれる違反行為などを取り除き、国際社会の秩序を回復することが目的である。 
一方、単独国家や特定の国家による地域機構によってしばしば発動される経済摩擦などを
理由する制裁は、発動される動機が、秩序や法規範の回復という目的以上に、発動国側の国
益や安全保障上のニーズによって支配される場合が圧倒的である。 
第三は、国家によって一方的に発動される経済制裁の場合には、措置をとるかどうかは各
国の自由であるのに対し、国際組織の決定に基づいて発動される経済制裁の場合には、各
加盟国による措置の実施は義務である ２９。国連憲章は、第48条において、安保理の決定は、
「国際連合加盟国によって直接に、また、国際連合加盟国が参加している適当な国際機構に
おけるこの加盟国の行動によって履行される」として、安保理による決定の履行義務を規定し
ている。また、加盟国の中には、措置を履行することによって、経済的困難に陥るものも出てく
ることから、そのような国家に対しては、「加盟国の相互援助義務」(第 49 条)、「経済的問題解
決のための安保理との協議」（第 50 条）３０によって、配慮している。 
第四は、国家の単独の決定に基づいて発動される経済制裁措置は、継続中の違法行為に
対してのみならず、再発防止の確約を得る目的で、既に完了している違法行為に対しても取
られる ３１のに対して、国連安保理の決定に基づいて発動される経済制裁措置は、通常、継続
中の違法行為に対してのみにとられる。それは主に、違法行為を停止させる緊急措置の機能
                                                     
２９ これについては、本論第 2 章第 2 節において、詳しく述べる。 
３０ 例えば、国連が安保理決議 661（1990 年 8 月 6 日）によって、イラクに対して制裁を発動した直
後には、経済的困窮を訴える国家が多数出現した（1990年末の時点で20カ国）。これらの国が、国連憲
章第7 章50 条に従って制裁委員会に支援を要請してきたことから、委員会は全国家および国連関連機
関、国際金融機関、地域金融機関に支援を求めた。Bruno Simmma (ed.), The Charter of the United 
Nations: A Commentary (2002) , Vol.1, pp. 784-788. 詳しくは、本論第 2 部第 4 章で述べる。 
３１ 1983 年 9 月 1 日に発生した、ソ連による大韓航空機撃墜に対して、西側諸国が、アエロフロー
ト機等の乗り入れを2週間から2ヶ月に亘って停止した措置が、その例として挙げられる。中谷（1987年）
第 100 巻 7/8 号（二）、653-654 頁および、658 頁の注 11。 
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を有する ３２。 
以上に、国連経済制裁の特徴を述べた。 
次に、国連経済制裁における、機能上の限界について考察を加える。この点については、
本論第 2 章において詳しく述べるが、端的な表現が許されるならば、国際組織は「世界政府」
でも世界国家の執行機関でもないという認識がまず必要である。 
国連が国際法上の機関である限り、国際法の履行や不履行、強制や制裁の構造をめぐっ
て基本的に存在する枠組みを超えることはできない。それを超えるならば、そこでの対象とな
った側における状況よりも、措置をとった側により多くの問題が発生する可能性がある。また、
安保理での決定を支持して加盟国の「力」が動員され、措置が履行されるわけであるが、それ
らはすべて、加盟国の協力に依存しているため、履行遂行の成果が思うように見られない場
合もある。また、コストの分担ないし配分の問題も抱える。この 2 点は、加盟国の積極的な協力
が得られる場合には利点であるが、協力が得られない場合には限界となりうる。 
国連経済制裁は、以上のような点において、単独（あるいは複数）国によって発動される経
済制裁とは、性質の相違があることが明確になった。さらに、これらの特徴は、地域機構による
制裁に比べて、普遍的国際組織である国連の場合に、より強く現れる。 
 
 
第２節  制裁措置として選ばれる積極的理由：軍事的措置との対比において 
 
既に述べたように、国連が国際違法行為に対する反応としては、「軍事的措置」と「非軍事
的措置」が存在する。従来の研究においては、非軍事的措置、とりわけ経済制裁は、武力制
裁との「類似」において並列的に論じられることがむしろ一般的であった ３３。両者とも、国際違
法行為に対してもっとも強力なインパクトを及ぼしうるものであり、違法行為国に対して物理的
な圧力を加えるという面においては共通する要素を含んでいる。 
しかしながら、経済制裁には以下のように、武力制裁とは異なった特徴がある。中谷和弘は、
「経済制裁の国際法上の機能とその合法性：国際違法行為の法的結果に関する一考察」『国
                                                     
３２ 国際判決の不履行に対して経済制裁措置がとられる場合には、原因行為は既に完了して
いる場合もある。経済制裁措置は違法行為責任の解除（事後救済）の機能を有するものとなる。
中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、940 頁。 
３３ 中谷（1987 年）第 100 巻 5/6 号（一）、374 頁。 
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家学会雑誌』（1987-1988 年）の中で、以下のような相違を指摘する ３４。 
第一に、武力制裁は直接的な履行強制であるのに対して、経済制裁は間接的な履行強制
である。つまり、違法行為と制裁措置との間の直接的関連性の有無に違いがある。武力行使
の場合は通常、両者の間に直接的関連性が存在する。例えば、人質拘留に対する軍事力使
用の場合、措置は人質救出を直接に実施することであり、まさに即物的に違法行為の結果と
して生じた状態の除去を行なう点に、武力制裁の場合の特徴がある。これに対して、経済制裁
の場合には、違法行為と制裁との間に直接的関連性は一般には存在しない。人質拘留に対
してとられる輸出入禁止措置は、直接的には人質を救出することにはならないが、輸出入禁
止措置という経済的手段を用いることによって、人質拘留の意図に働きかけ、最終的に解放し
てもらうことにある。経済制裁においては、経済的措置を科することによって違法行為国にな
んらかの心理的圧力を加え、いわば間接的に履行を強制する点が、直接的に履行を強制す
る武力制裁とは異なる ３５。 
第二の相違は、武力制裁は通常、継続中の違法行為に対してとられ、緊急措置として「違
法行為を停止する」という意味での原状回復を行なうのが特徴であるが、これに対して、経済
制裁の場合は、緊急措置としての機能に限定されない点である。原状回復が不可能な場合で
あっても制裁措置はとりうるのである。例えば、原因行為が領空侵犯などの非有形的損害の場
合は、陳謝・責任者の処罰・再発防止の確約といった措置をとることが必要とされて金銭賠償
のみでは一般には、十分な救済ではないとされる。 
第三の相違として、次節で詳しく述べるが、武力行使による措置と、武力の行使を伴わない
経済制裁の一般国際法における許容範囲の相違が挙げられる。まず、武力の行使は、国際
法上、著しく制限されている。違法行為に対して武力を行使することは、国連憲章において
｢武力による威嚇または武力の行使｣が一般的に禁止されているし ３６、事実上、「武力攻撃に
対する自衛」に該当する場合にのみ武力行使が容認されている ３７にすぎない。また、「友好関
係宣言」３８においても「国は武力行使をともなう復仇行為を慎む義務を負う」として武力復仇が
一般的に禁止されている。 
                                                     
３４ 中谷（1987 年）第 100 巻 5/6 号（一）、374-377 頁。 
３５ しかし、このような二分法になじまない場合もあるとされる。詳しくは、中谷（1987 年）、375 頁。 
３６ 国連憲章第 2 条 4 項 
３７ 国連憲章第 7 章第 51 条。 
３８ 国連決議 2625。 
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しかしながら、論者によっては、武力攻撃に対する場合以外にも、一般国際法上、武力行
使が容認される場合があるとされる ３９。しかしながら、たとえこのような見解に立つとしても、国
際違法行為に対する武力制裁一般が認められるわけではなく、人質拘留の場合やタンカー
座礁に伴う油流出による海洋汚染の場合のように、「緊急を要しかつ違法行使の放置が事態
の悪化に繋がる恐れがある」場合に容認されるにすぎない。ゆえに、軍事的措置は、武力攻
撃という極めて限定された国際違法行為に対してのみ発動できるにとどまっている。 
これに対して、経済制裁は、一般国際法上、かなり広く許容されている。当該国際違法行為
の直接の被害国は、均衡性その他の要件を満たす限り、あらゆる国際違法行為に対して経済
制裁措置をとることが許容されている。また、それ以外の国も、侵略、植民地支配、ジェノサイ
ド、アパルトヘイトなどの「普遍的な義務」の違反に対しては、輸出入禁止・航空機乗入停止な
ど一定の経済制裁措置をとることが許容されている。 
軍事的措置、非軍事的措置ともに、安保理が、違法行為を、「平和に対する脅威、平和の破
壊または侵略行為の存在を決定」４０した後、国連憲章第 41 条の非軍事的措置では不十分で
あろうと認め、または不十分なことが判明したと認めるときには、国際の平和および安全の維
持または回復に必要な空軍、海軍または陸軍の行動をとることができる ４１のである。なお、ここ
で軍事的措置と非軍事的措置の発動順位について鑑みれば、「不十分であろうと認め」という
文言からも分かるとおり、前者の発動に際しては、後者の前置を要求するものではなく、安保
理は状況に応じてどちらの措置を選択するかの自由をもつ。 
しかしながら、国連憲章第 42 条が本来予定していた武力制裁はこれまで全く機能していな
い。とくに冷戦下では、五大国のコンセンサスがとれなかったことや、国際法における紛争処
理の方法が武力から非武力へと大きく制限されたことも、経済制裁が外交活動の中心となった
背景として重要であるが、軍事的措置の発動の前提として、特別協定を加盟国との間に締結
することが義務付けられていることも機能しない原因のひとつである ４２。つまり、特別協定をど
のようなものにすべきかについて討論する軍事参謀委員会において大国間で意見が一致し
                                                     
３９ つまり、武力攻撃に対する場合以外の武力行使であっても、一般国際法の「自衛」と解すること
によって、あるいは、国連憲章第 2 条 4 項はすべての武力行使を禁止する趣旨ではないと解することに
よって、容認されるという理論構成がとられる。 
４０ 国連憲章第 7 章第 39 条。 
４１ 国連憲章第 7 章第 42 条。 
４２ 国連憲章第 7 章第 43 条。 
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なかったため、これまで特別協定は一つも成立していない。例えば、朝鮮動乱（安保理決議
83、1950 年 6 月 27 日）の際がそうである。本来予定されていた軍事的制裁は機能せず、その
任務を果たすはずの国連軍は、「幻の国連軍」４３に終った ４４。 
以上の比較に照らせば、国連の場においては、非軍事的措置は軍事的措置に比べて、実
際にははるかに機能しうるものであると結論付けることができる。 
軍事的措置と非軍事的措置との間にこのような性質の相違が存在する以上、両者を一括し
て考えることは、国家のとりうるオプションとしてたとえ政策的には意味があるとしても、法的に
は妥当ではない。経済制裁は、武力行使の「補完的な」役割を担うものではなく、全く異なる措
置である。 
それゆえ、両者の相違点を踏まえつつ、経済制裁は独立した概念であるとの認識に立って
考察を加えることが、経済制裁研究にあたって重要だと思われる。 
 
 
第３節  制裁措置として選ばれる積極的理由：他の非軍事的措置と比較して 
 
非軍事的措置の中でも、とりわけ経済制裁が、なぜ他の非軍事的措置に比べて積極的に
発動されてきたのかを明らかにするために、経済制裁の持つ重要性と、それが占めるポジショ
ンについて考察する。 
経済制裁以外の非軍事的制裁には、外交上の制裁、不承認主義、非難・抗議、内部的制
裁の 4 つが挙げられる ４５。 
                                                     
４３ 高野雄一『国際法概論 下』（1972 年）、371 頁。 
４４ 国連憲章第 39 条では、「国際の平和及び安全を維持し又は回復するために、勧告をし」という
文言があり、これに従って軍事的措置を勧告することは可能である。なお、国連総会決議 377（「平和の
ための結集決議」1950 年11 月3 日）によって、総会にも軍事的措置を勧告する権限が付与されている。
しかしながら、勧告という形で加盟国からアド・ホックかつ自発的に兵力を集めて国連軍を構成し、その
国連軍が強制措置を行なった例は、1950 年の朝鮮動乱の際以外には現れておらず、その後形成され
た国連軍は強制措置を伴わない｢平和維持活動｣としての国連軍であり、国連憲章第 7 章の予定する強
制措置とは異なるものである。さらに、その創設には関係諸国の同意を要件とするため、すべての重大
な国際違法行為に対して適用可能ではないという限界がある。 
４５ 狭義においては、非軍事的制裁イコール経済制裁を意味するが、一般的には、非軍事的措置
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まず、外交上の制裁とは、違法行為国に対する外交上の抗議、および違法行為国との外交
（および領事）関係の断絶、さらに自国大公使の召還や、違法行為国の外交官追放などを含
む。外交(及び領事)関係の断絶は、外交上の制裁としては最も厳しい措置であるが、より包括
的な制裁、例えば経済制裁の一部としてでなければ実効的でないとされる。また、違法行為
が継続中のものである場合、それを外交（及び領事）関係の断絶のみによって停止させること
は極めて困難である。 
次に、不承認主義である。不承認主義とは、侵略、植民地支配、アパルトヘイトなどの「普遍
的な義務」に違反する行為の結果生じた「状態」を指す。例えば、1931 年 1 月の米国による満
州国不承認宣言に続いて、国際連盟は 1932 年 3 月の総会決議において、連盟規約又は不
戦条約に違反する結果の「不承認」という、より一般的な形で示した。これに対して、第二次大
戦後は、民族自決権への弾圧、アパルトヘイトなど、侵略行為以外の「国際犯罪」の結果生じ
た国家の不承認が行なわれている。これに対して取られる措置は、不承認国および関係国と
の外交・領事関係の不確立及び条約の不適用（但し、人道的性質の多数国間条約は除く）、
不承認国への（または、その関係国）あらゆる援助・支援の不供与が含まれ、一定の外交・経
済上の措置を意味する。 
しかしながら、この措置は、違法行為の結果生じた「不承認状態」を対象としたものであって、
違法行為国に直接に向けられたものではないため、この点において、本来の経済上・外交上
の制裁措置とは性格が異なる。ゆえに、不承認となるような違法状態を除去するには、そのよ
うな状態を作り出した国家に対して外交・経済上の制裁措置をとることが少なくとも必要であり、
単に「不承認」だけでは、違法状態の除去には不十分とされる ４６。 
次に、国際違法行為に対する非難・抗議、つまり「道義的制裁」である。具体的には、非難
声明や、原因行為の非難決議である。しかしながら、非難・抗議をもって、賠償・違法行為停
止などといった目的を達成することは困難である ４７。 
最後に、国際組織による内部的な制裁であるが、これは、組織上の義務に違反した加盟国
に対して、権利および特権の停止、投票権停止、除名などの内部的な制裁措置をとることを指
す。これらの措置によって、国際組織から付与されているさまざまな便益を剥奪されることは、
                                                                                                                                                     
には、経済制裁以外に本文で述べた 4 つの措置が含まれる。本論では、後者に則って議論する。詳しく
は、中谷（1987 年）第 100 巻 5/6 号（一）、382-385 頁。 
４６ 同上、384 頁。 
４７ 同上。 
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被制裁国にとっては不利益となる。 
しかしながら、被制裁国が最終的に組織から脱退したり、あるいは脱退させられることは、組
織に対して負う義務から解放されることになり、その結果、組織の側としては、もはやそれ以上
圧力を加えることができなくなることから、内部的な制裁には限界がある。内部的な制裁は、そ
れ自体としては弱い措置であり、その実効性は、被制裁国が組織による便宜供与をどれだけ
必要としているかに依る。国際社会の組織化の進展により、国家には組織の助力が不可欠な
ものとなっていくことが予想されるため、内部的な制裁のインパクトも強まるといえよう。 
以上のように、4 つの措置、すなわち、外交上の制裁、不承認主義、非難・抗議、内部的制
裁は、経済制裁や武力制裁に比べて発動にコストがかからないという利点があるものの、被制
裁国に影響を及ぼすことはそれ単独では困難である。 
しかしながら、以上の検討に照らす時、経済制裁以外の 4 つの措置それ単独では、経済制
裁に比べると、被制裁国に対して与えるインパクは少ない。ゆえに、単独ではなく複数の措置
（主に経済制裁）を組み合わせたり、措置の強度を変えたりすることによって、被制裁国に対し
て、より大きな影響を与えうることは明らかである。また、他の非軍事的制裁も経済制裁とともに
間接的な履行強制の性格を有するが、「経済」という国家運営にもっとも重要な分野への打撃
を与えうる経済制裁は、特に今日のような経済的依存の発達した国際関係においては、最も
強力な間接的履行強制であるといえる。 
アナン事務総長の諮問機関である「脅威、挑戦、変化に関する国連事務総長ハイレベル諮
問委員会（Secretary-General’s high-level Panel on Threats, Challenges & Changes）」は、2004 年
末の報告書 ４８『より安全な世界をめざして：責任の共有（A More Secure World: Our Shared 
Responsibility）』において、制裁は「国際社会の平和と安全への脅威を抑止するという意味に
おいて極めて重要なツールであるが完全なものとはいえない（In dealing preventively with the 
threats to international peace and security, sanctions are a vital though imperfect tool.）」としながらも、
「武力と非難の中間的役割を果たしうる（a necessary middle ground between war and words）」と位
置づけている。 
 
 
                                                     
４８ UN Document A/59/565. 全文は、【http://www.un.org/secureworld/】から読むことができる。 
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第４節  経済制裁に含まれる多様な手段 
 
経済制裁は、非軍事的制裁の中でも最も強力な強制措置であることは、既に前節で述べた。
次に、経済制裁に含まれる諸措置について検討を加える。 
経済制裁と見なされる措置については、国連憲章は第7 章第41条において、「安全保障理
事会は、その決定を実施するために、兵力の使用を伴わないいかなる措置を使用すべきかを
決定することができ、且つ、この措置を適用するように国際連合加盟国に要請することができ
る。この措置は、経済関係及び鉄道、航海、郵便、電信、無線通信その他の運輸通信手段の
全部又は一部の中断ならびに外交関係の断絶を含むことができる」と規定されている。 
国連憲章に記載されている措置は、「兵力の使用を伴わないいいかなる措置」と形容されて
いるようにかなり幅広いが、実際に発動されている措置は、大きく分けて以下の 5 つである ４９。
包括的制裁、財政・金融上の措置、貿易・通商上の措置、渡航の制限および禁止措置、武器
禁輸措置である。 
財政・金融上の措置とは、借款の供与の制限または停止、為替の制限、交換の停止を意味
する。当該政権の在外私有財産の一部または全部の差押ないし凍結する「在外資産に対す
る措置」や、在外国有資産の一部または全部の没収、および在外私有財産の一部または全部
の没収も含まれる。 
通商・貿易上の措置とは、経済援助の削減あるいは全面停止、輸出入の一部あるいは全面
停止が主な措置である。また、当該政権が、他国、地域機構および国際機構と締結した通商
航海条約や、その他の経済関係条約の破棄も意味する。例えば、最恵国待遇などの停止もこ
れに含まれる措置である。 
渡航の制限および禁止措置とは、政権者およびその家族、エリート層などのビザ発給の停
止、また、海外への旅行の制限あるいは禁止を指す。 
武器禁輸措置とは、武器あるいは関連物資の輸出入の制限あるいは禁止を意味する。武
器および武器関連物資は、将来的に、「平和に対する脅威、平和の破壊，侵略行為」を引き起
こす原因ともなる物資である。ゆえに、これらを制限することは、間接的には「平和に対する脅
                                                     
４９ これらの分類については、深津（1982 年）； 中谷（1987-1988 年）； Cortrights & Lopez (2002) 
に依拠している。 
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威、平和の破壊、侵略行為」を制限あるいは抑止する効果をもつとされる ５０。 
そして、上記の措置の全てを含む措置として、包括的制裁がある。包括的制裁では、物品
の輸出入が一切禁止されるが、被制裁国一般市民への保護として、食糧品や医療品などは
禁輸から外されるのが通例である。そして、それは、以下の条約、①ジュネーヴ条約（第 4 条
約、1949 年）５１、②国際的武力紛争の犠牲者に関する追加議定書（第 1 追加議定書、1977
年）５２、③非国際的武力紛争の保護に関する追加議定書（第2追加議定書、1977年）５３におい
て規定されている ５４。経済制裁下における無辜の人民の権利については、主に、本論第 1 部
第 2 章第 3 節、および第 3 部第 5 章において詳しく述べる。また、これらの保護が進められて
いく過程で生じる問題点については、第 2 部の対イラク制裁の事例を通じて検討する。 
【表 1】は、国連安保理の決定によって、1990 年代に発動された経済制裁 13 件について、
発動された措置が分かるように分類したものである。
                                                     
５０ 国連による武器禁輸とその問題点について詳しくは、吉村祥子「国連による武器禁輸とその問
題点」横田洋三、山村恒雄編『現代国際法と国連・人権・裁判： 波多野里望先生古稀記念論文集』
（2003 年）、88 頁。 
５１  23 条（第 1 パラグラフ）において、「各締約国は、他の締約国（敵国である場合も含む。）の文
民のみにあてられた医療品および病院用品ならびに宗教上の行事に必要な物品からなるすべての送
付品の自由通過を許可しなければならない。各締約国は、また、15 歳未満の児童および妊産婦にあて
られた不可欠の食料品、被服および栄養剤からなるすべての送付品の自由通過を許可しなければなら
ない」と規定されている。 
５２ 54 条 1 項において、｢戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは禁止する｣と規定されて
いる。 
５３ 14 条（第 1 文）において、「戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは禁止する」と規定さ
れている。 
５４ 中谷和弘「現代における経済制裁と交戦・中立法および国際人道法との関係」村瀬信也、真山
全(編)『武力紛争の国際法』（2004 年）、304-311 頁。 
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【表 １】 国連安保理の決定による経済制裁（1990 年代） 
 
対象国(および政権および
特定勢力） 
安保理決議 
（年） 
包括的制裁 財政・金融上の措置
通商・貿易上の措置
（商品取引：石油、木
材、ダイヤモンド） 
渡航の制限および
禁止措置 
武器禁輸措置
 661(1990) × × ×(全て）   × 
イラク 670(1990)       ×   
 1137(1997)       ×   
 
旧ユーゴスラビア 
713(1991)         × 
(セルビア/モンテネグロ） 757,787(1992) × × ×(全て） ×   
 820(1993) ×         
ソマリア 733(1992)         × 
リビア 748(1992)       × × 
 883(1993)   ×       
リベリア 788(1992)         × 
カンボジア 792(1992)     ×(木材、石油）     
ハイチ 841(1993)   × ×(石油）   × 
 917(1994) × × ×(全て） ×   
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 864(1993)     ×(石油)   × 
1127(1997)      ×   アンゴラ 
  1173(1998)   × ×(ダイヤモンド）     
ルワンダ 918(1994)         × 
スーダン 1054(1996)           
シエラレオネ 1132(1997)     ×(石油） × × 
旧ユーゴスラビア 
(コソボ） 
1160(1998)       × 
アフガニスタン 
(タリバン） 
1267(1999)   ×   ×   
 
出典： David Cortrights & George A. Lopez (eds.), Smart Sanctions, 2002, pp. 4-5； 国連制裁委員会【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】 
の資料； 横田洋三（編）『国連による平和と安全の維持：解説と資料』（2000 年）； 各事例に関連する国連安保理決議【http://www.un.org/documents/】 
を基に筆者が作成した。 
注： 旧ユーゴスラビアは、ボスニア（1991 年-1995 年）とコソボ（1998 年-2001 年）の 2 つの事例に分けた。 
   各決議についてより詳しくは、本論第 3 部第 6 章【表 6】において述べる。
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【表 1】から明らかなように、対イラク、旧ユーゴスラビア、ハイチの 3 件は包括的経済制裁で
ある。また、アンゴラの反政府ゲリラ組織であるアンゴラ全面独立民族同盟「National Union for 
the Total Independence if Angola（以下、UNITA）」に対する 3 度にわたる制裁も、時期をずらし
て部分的制裁を発動したとはいえ、事実上は包括的制裁に近い措置であったといえる。1993
年には石油取引の禁止を武器禁輸措置と組み合わせて発動し、1997 年には渡航の制限およ
び禁止措置をさらに加え、1998 年には財政・金融上の措置とダイヤモンドの取引禁止措置を
共に科すというように、部分的制裁を組み合わせた。 
上記以外の制裁については、部分的あるいは限定的な措置がとられた。制裁措置の傾向と
して見られるのは、財政・金融上の措置は大抵、他の措置、例えば、渡航の制限および禁止
措置や武器禁輸措置と組み合わせて発動されているし、通商・貿易上の措置は、石油、木材、
ダイヤモンドといった物品の売買ボイコットの形がとられている。また、渡航の制限および禁止
措置が単独で発動された例はない。武器禁輸措置は、ソマリア（1992 年）、リベリア（1992 年）、
ルワンダ（1994 年）、ユーゴスラビア（コソボ地区）（1998 年）に対して単独で発動されている。
一般市民への影響が少ないという人道的配慮によって、武器禁輸という措置がとられたものと
思われる。 
経済制裁に含まれる措置のうち、渡航の制限および禁止措置と武器禁輸措置は、一般市
民への被害が少ないことから望ましいとされる。とくに武器禁輸措置は、政権の支配層にとっ
て打撃を与える一方、被制裁国の一般市民に直接かかわりのない物資を制限するという意味
で、全面的な禁輸措置よりも、より「非人道的」ではないと考えられている 55。しかしながら、い
ずれの措置も期待されるほどの結果を残していないため、その履行性と有効性については議
論がもたれている 56。また、通商・貿易上の措置について、輸出入額の割合を変えるほか、そ
れぞれの措置に絞って禁止するなどさまざまな方法があり、違法行為国の態度に応じてフレ
キシブルな対応が可能である。 
一方、財政・金融上の措置は、制裁の発動国の国民にもダメージを与える貿易制裁とは異
なり、制裁対象の政権官僚など一部の対象への打撃にとどまるため、通商・貿易の停止や包
括的制裁の代替手段として注目されてきた。しかしながら、単独では効果が見られないことか
                                                     
55 国連による武器禁輸とその問題点について詳しくは、吉村（2003 年、論文）、87-110 頁。 
56 これら制裁措置を改善していく試み（「スマート・サンクション」の議論）については、本論第 3 部
において詳しく述べる。 
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ら、武器禁輸などと併せて科すことが提言されている 57。 
これらの経済制裁措置は、その目的と効果に応じてある程度手段と強度をコントロールでき
るところに重要な特色があるため、経済制裁の目的に対する効果を評定しつつ措置の程度と
段階を選択していくことが重要とされる 58。しかしながら、その効果に関しては、国連加盟国に
よっていかに忠実に履行されるに依るところが大きいため、各国の国レベルでの法的整備環
境にも深く関連する問題であることが指摘されている。 
 
 
第５節  制裁の効果を左右する要因と「実効性」を巡る議論 
 
国連は、以上のようなさまざまな措置を組み合わせて、国際社会の秩序を維持するために、
経済制裁を活用してきた。被制裁国の違反行為を中止させる等の目的を達成するためには、
制裁の強制力は強い方がよいであろうし、そのために、利用できる強制手段はできるだけ多
いこと、また、被制裁国に対してできる限り大きな経済的損害を与える環境を作っていくことが
望ましいといえる。これらの点は、発動国と被制裁国との経済状況を数量化することにより、あ
る程度の結論を得ることができよう。 
しかしながら、経済制裁の「効果」について判断することは難しい。なぜなら、被制裁国が経
済的困窮に耐えうる力、当該政権の戦略、国民の結束力の程度などによって目的の達成度に
違いが出るからである。さらに、発動する側が政治的経済的利害損失を計算する際に、どのよ
うな要素を考慮に入れるのかによっても、効果の評価は異なる。また、発動する側と被制裁国
との関係のみならず、第三国との関係、その時の国際情勢も効果に深く影響する。 
つまり、制裁の効果を換算することは実に難しいが、国連が経済制裁の効果を上げるため
に考慮してきた幾つかの要因は指摘できる。以下に、重要と思われる要因、8 つを記した 59。 
                                                     
57 これらの措置の効果や今後の戦略については、「スマート・サンクション」の議論も含めて、本論
第 3 部で詳しく述べる。 
58 深津（1982 年）、31 頁。 
59 これから挙げる要因は、以下の文献に依拠している。Hufbauer, Schott and Elliott (1990), pp. 
97-102.; Margaret P. Doxey, Economic Sanctions and International Enforcement (1980), pp. 77-83.; James 
M. Lindsay, “Trade Sanctions as Policy Instruments: A Reexamination,” International Studies Quarterly 30 
(1986), pp. 153-173.; Cortright & Lopez (2000), pp.18-19.； 宮川（1992 年）、84-88 頁。 
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第一に、被制裁国の貿易構造に関する要因が幾つか挙げられる。まず、被制裁国の発動
国への貿易依存度である。被制裁国の経済が発動国との貿易に依存する度合いが高ければ
高いほど、経済制裁がその国に与える影響は大きい。逆に、被制裁国が仮に自給自足を完全
に実行している国であったならば、制裁は意味をなさないことになる。また、被制裁国の貿易
相手が特定の少数国に限られていればいるほど、その少数の貿易相手国が経済制裁を実施
した場合には大きな効果を発揮する。さらに、被制裁国が貿易代替手段をもつか否かも効果
を左右する要因である。被制裁国が、制裁国に取って代わる物資の供給先を国内や海外に
容易に見つけることができる場合や、第三国からの金融支援が得られるなど支払い手段を容
易に確保することができる場合には、制裁の効果は低下する。  
第二に、被制裁国の経済の規模が挙げられる。被制裁国の国民所得が小さければ小さい
ほど、経済制裁は大きな効果を発揮する ６０。被制裁国の制裁による負担が、GDPの 2 パーセ
ントを超えれば効果があるとも見られている ６１。 
第三に、被制裁国の政治体制である。例えば、共産主義国は不況やインフレの圧力をあま
り受けることもなく経済活動を行なうことから、貿易を民間部門に委ねている資本主義国に対
する制裁に比べると、一般的に効果が低いといわれる ６２。 
第四に、外貨準備の多寡の問題がある。他国の通貨や通貨に代わりうる金などの決済手段
を大量に保有する国は、たとえ輸出ができなくなっても、他の国からの輸入が止められない限
り、なんとか必要な物資の購入を続けることができる。また、当然そのような決済手段も涸渇し
ていくが、ほかの代替取引国を探したり、代替輸出品を開発するための時間を稼いだりするこ
とができる。逆に、経済制裁が科されている最中に自然災害が発生したり、国内のゲリラ活動
が活発化したり、隣国との武力衝突が勃発したりした場合、被制裁国はそうした非常事態に対
処するために手持ちの外貨や金を消費しなければならなくなり、経済制裁の効果を相乗させ
ることになるだろう。 
第五に、被制裁国と周辺国との関係が挙げられる。安保理が加盟国に経済制裁を呼びか
けても、抜け駆け的に、被制裁国を支援することによって利益を得る周辺国や友好国あるいは、
                                                     
６０ 宮川（1992 年）、84-88 頁。 
６１ Cortright & Lopez (2000), pp.18-19. 
６２ 宮川（1992 年）、87 頁。；Chantal de Jonge Oudraat, “Making Economic Sanctions Work,” 
Survival, The IISS Quarterly, Vol. 42, No. 3 (autumn 2000), pp. 115-117. 
  38
それらの国に属する企業が存在する ６３。また、自国の経済的利益あるいは政治的利益を考慮
して、被制裁国を支援することによって得られる利益を優先する国もある。 
第六に、安保理内でのコンセンサスの有無である。安保理の中でも、実質的に制裁の主導
権を握る国（例えば、対イラク制裁のときの米英）が存在する場合、それらの国と他の国との間
に、制裁の科し方、あるいは目的などを巡ってコンセンサスがとられているか否かは、制裁効
果を左右する大きな要因である。コンセンサスがとられていなければ、足並みが崩れ、効果は
半減する。 
第七の要因として、制裁の履行の監視状況によって効果は変わる ６４。いかに緻密に策定さ
れた経済制裁も履行および監視が不十分であれば、抜け駆けが生じ、効果は低下する ６５。大
掛かりな制裁であればあるほど、通常の貿易や人の流れなどが滞ることから生じる損害も大き
くなり、制裁に対する抵抗も大きくなる。国連加盟国の履行に際して生じる問題については、
次章において詳しく検討する ６６。 
第八に、制裁を科すタイミングも制裁の有効性を左右する要因として指摘される。経済制裁
は発動された最初の年に一番インパクトが強く表れるといわれている。ゆえに、発動してすぐ
に被制裁国と効果的に交渉するが重要である。すぐに効果が表れない場合には、政治的目
的を達成するには、平均 3 年以上の年月を要するといわれている ６７。 
以上に、制裁の「効果」を左右すると考えられる直接的、間接的な要素について整理した。
但し、実際の効果は必ずしも想定された通りの結果になるとは限らない。国連が多くの国々を
動員して制裁を実施し、被制裁国の対外経済活動のほとんどを停止したにもかかわらず、被
制裁国が抵抗しつづける場合もあれば、厳しすぎる制裁をかけることによって相手国が追い
詰められて武力に訴えて反撃してくる場合もある。例えば、国際連盟によって発動された対イ
タリア制裁（1935 年）の場合は、イタリア自身が非常事態を宣言し、ソマリアに対する侵略行為
                                                     
６３ 例えば、連盟による対イタリア制裁の際、米石油会社が輸出を継続したことなど。 
６４ 国連加盟国による制裁の履行上の問題、国連機関による各国による履行状況の監視の問題に
ついては、次章において詳しく検討する。 
６５ 例えば、国連が発動した対南ローデシア制裁では、イギリス海軍がモザンビークのベイラ港に
向かう船舶を臨検した。これは、抜け駆けを監視して、制裁の効果を高めるためであったといわれる。対
南ローデシア制裁について詳しくは、深津（1971 年）を参照。 
６６ 本論第 1 部第 2 章第 2 節。 
６７ Hufbauer, Schott and Elliott (1990), p. 101. 
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をかえって強化した例である ６８。 
制裁を、効果的なものにするためには、様々な可能性や要素を考慮に入れつつ、慎重な
立案と実施が必要となる。 
次に、実際に制裁が科された後、どのような結果を「効果がある」として評価するのかについ
て検討する。従来、最も一般的に用いられてきた評価基準は、違法行為を停止できたか否か
というものであり、これを唯一の評価基準とする論者も少なくない ６９。 
この基準に従うに限り、国際連盟による対イタリア制裁、ソ連のアフガニスタン侵攻に対する
米国による対ソ連制裁など違法行為を対処できなかったケースは当然非実効的とされる。また、
最終的に違法行為が停止された場合であっても、例えば、国連による対南ローデシア経済制
裁は、制裁措置発動からこの目標達成まで十数年も要したこと、武力解放闘争がスミス政権崩
壊により重要な役割を果たしたこと、などから、実効的との評価は下されていない ７０。経済制
裁措置自体が中心となって目標を達成したという意味で一応「実効的」との評価が下せるのは、
米国による対イラン制裁（人質解放という目標を達成）、OASによる対ドミニカ制裁（人権抑圧・
独裁政権の瓦解という目標を達成）、米国・ECなどによる対ポーランド制裁（政治犯釈放という
一応の目標を達成）など少数にとどまっている。しかも、これらの事例は、国連が主体となった
ものではない。その意味では、国連による経済制裁措置は非実効的という結論に至りそうであ
る。 
歴史的に見ると、戦間期においては、経済制裁の実効性について高い評価が与えられて
いた。国際連盟による対イタリア経済制裁が違法行為を停止できなかったという意味において
失敗した事実も、その評価を損なうことにはならなかった。なぜなら、多くの人々は、その失敗
の原因を経済制裁そのものにではなく、集団安全保障の不十分性、つまり多くの国が制裁に
積極的に参加しなかったことに求めたからである。経済制裁への高い評価は、第二次大戦後
                                                     
６８ 国際連盟によって、連盟規約第16条が適用された唯一のケース。イタリアは制裁下において、
侵略行為を進め、1936 年にアビシニアを併合した。結局、連盟は制裁解除の後、併合を追認することに
なった。 
６９ 例えば、Kimberly A.Elliott, “The Sanctions Glass: Half Full or Completely Empty?” International 
Security 23, no. 1 (summer 1998)； Robert A. Pape, “Why Economic Sanctions Do Not Work,” 
International Security 22, no. 2 (fall 1997)など。 
７０ 研究者によって評価はさまざまである。例えば、Wallensteen(1983)pp.94-95；中谷（1988 年）第
101 巻 5/6 号（六/完）473 頁および注３など。 
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もしばらくは続いた。 
しかしながら、冷戦中は、イデオロギーの対立から安保理内でのコンセンサスが取れず、安
保理が機能不全に陥っていたこともあり、経済制裁は非実効的であるとの見解が徐々に支配
的になっていった。 
とくに費用対効果を研究する多くの学者は、経済制裁は、当該政権の政策変更や政権の転
覆といった直接的で最終的な目的はほどんど達成できないとして、国際政治のツールとして
多くの場合は効果がないと結論付けている。 
例えば、エリオット (Kimberly Ann Elliott)７１、ドクシー（Margaret P. Doxey） ７２、ハース
（Richard N. Haass)７３、ペイプ (Robert A. Pape)７４、プリーグ（Earnest H. Preeg)７５らも、経済制裁
は本来の外交目的を達成するにはその効果があいまいであり、多くの場合効果はないと結論
づけている。つまり、「経済制裁は “slap on the wrist （軽い叱責）” といった控えめな効果
（modest gains）しかもたず、 “a major change in policy is … harder to come by”（政策を変換さ
せるような大きな変化は期待できない）」との見解を示した ７６。 
しかしながら、この分野で実証的な研究を行なったハフバウアー（Gary Hufbauer）らは、多く
の論者が言うほど経済制裁は非効果的ではないとして反論している。ハフバウアーらは、独自
の評価方法によって過去に発動された制裁（単独国家、地域機構、多国間組織によるもの）す
べての事例 116 を分類し、その 35％が成功、30％以下が失敗という結果を出していた ７７。 
つまり、経済制裁の「実効性」の判断には.、一定の評価はなく、評価の基準によって、制裁
の実効性は変わるのである。先に挙げたような、制裁の非実効性を指摘する研究者は、当該
政権の違反行為の停止、政策変更や政権の交替といった直接的な効果を制裁に求めて判断
しているが、後者のハフバウアーらは、制裁の目的を、被制裁国の違反行為の停止という目的
                                                     
７１ Elliott (1998), pp.50-65. 
７２ Margaret P. Doxey, International Sanctions in Contemporary Perspective (1996). 
７３ Richard N. Haass (ed.), Economic Sanctions and American Diplomacy (1998). 
７４ Pape( 1997), pp. 90-136. 
７５ Earnest H. Preeg は、Feeling Good or Doing Good with Sanctions ( 1999)の中で、経済制裁は、
“have been almost entirely ineffective in achieving their intended foreign policy objectives while having a 
substantial adverse impact on other U.S. foreign policy and commercial interests” と述べた。 
７６ Doxey (1996), p.65. 
７７ Hufbauer, Schott and Elliott (1990). 
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に限定せずに、当該政権に対して何らかのメッセージを伝えたり、国際社会に対して当該政
権の違反行為を知らしめたり、あるいは、第三国が類似行為を繰り返さないよう自制を促したり
といったデモンストレーション効果など、限定的な効果も、実効性として捉えているのである。
アナン国連事務総長もかつて、「制裁は政治的対話を促進したり、攻撃者のこれ以上の紛争
能力を奪ったりする効果がある」ことを述べていた 78。 
また、制裁が果たしうる役割として、将来の暴力を未然に防ぐ場合や、民主的な政府を立ち
上げるための手助けになる場合がある。とくにジェノサイドのような問題を抱える政権に科す場
合には、今後このような迫害が二度と起こらないようにするための予防的な役割も期待される。 
このように、制裁の効果を幅広く捉えれば、国家、地域機構、国連が頻繁に制裁を発動して
きた理由の説明がつく。つまり、制裁を発動する側は、「違法行為が停止された」、「賠償が行
なわれた」、「再発防止が確約された」というような明白な結果は容易に引き出せないことは承
知のうえで、先に述べたような、限定的効果を制裁に求めていると思われる。従来は、無視さ
れがちであった「外交ツール」としての制裁の役割を考察することができる 79。 
このように考えれば、制裁下での、当該政権の態度、特に政府声明も、制裁効果の有無を
測る基準となりうる。例えば、被制裁国の政府が、統計などを掲げて制裁措置による被害を具
体的に示し、国際社会に向けて措置の不当性を強調しているような場合には、経済制裁が一
定の実効性をあげている証左と捉えることができる。また、声明がない場合でも、第三国が別
の状況において同種の違反行為を犯すことを回避した場合にも、経済制裁の効果が多少なり
ともあったことを示す指標となる。 
このように、当該政権と交渉するための手段のひとつとして制裁を捉える考え方は、被制裁
国における人道的被害を最小限に抑える観点からも、注目されている。包括的制裁のみでは
なく、制裁の対象および措置において、的を絞って効果的に科そうという部分的(限定的)制裁
と、制裁を科しながらも交渉の余地を残しつつ制裁解除への道を模索する動きは、後に検討
される「スマート・サンクション」の検討と整合するものであり、国際協調や平和が長続きする基
礎を築くうえでも多くの可能性を開くものである。 
無論、これは、宥和政策、つまり、国際社会の平和への脅威となる政権を大目に見ることと
は一線を画す考え方であり、威嚇的で抑圧的なアプローチよりも多くの利点を持つとされる。
                                                     
78  Kofi Annan (16 April 1998). 
79  David A. Baldwin, Economic Statecraft (1985) は、制裁の効果について定義し直す必要があ
ると指摘していた。 
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これが、「バーゲニング・モデル（bargaining model）」に沿った考え方である 80。従来の議論に
おいて、制裁は、「政治的駆け引きの道具というよりはむしろ、懲罰的な手法において用いら
れてきた（in a punitive manner, rather than as tools of political bargaining）」制裁を、交渉段階に
おける手段として捉える。制裁を外交ツールとして、被制裁国と政治的な対話をもつといった
ことがイメージされている。 
この点に注目して、近年、制裁についての評価方法を見直したのが、コートライト（David 
Cortrights）とロペズ（George A. Lopez）８１らによる分析である。彼らは、従来の研究では無視さ
れていた、経済制裁が与える「限定的なインパクト」を見直すことを主張している。経済制裁は、
国際社会に対して被制裁国の悪行を知らしめるなど象徴的な意味合いを持ち、事態は改善し
ないまでも、それ以上の惨事を抑止する効果があると強調する。 
例えば、彼らは、既に述べたように、被制裁国及び政権が制裁の影響について「声明を出
す」ことも、制裁の成果と見なしている。例えば、対イラク制裁時のフセイン政権が、国際社会
に向かって制裁による一般市民への影響の深刻さを訴えたことも、経済制裁が政権にとって
痛手であったことの証左であったと指摘する。制裁は、軍事行動と比較して安価であり、コミュ
ニケーション手段として有用であるから、頻繁に発動されてきたという説明である。 
常に違法行為停止のみを経済制裁措置に求めることは、やや過剰な期待であって、制裁
措置がうまく機能しなかったからといって、制裁措置に対して否定的な評価を下すことは、加
盟国が、違法行為に対して何の策も講じずに放任してしまう結果に繋がりかねない。また、別
の場合には、それとは逆に、加盟国が違法行為に過剰反応することによって、制裁という手段
を無視して、即軍事的介入に、短絡的につながる危険性も有する ８２。 
それゆえ、このような過剰な期待のみを経済制裁措置に抱くべきではなく、たとえ究極の目
的が違法行為の停止にあるとしても、政治的駆け引きのための外交的ツールとしての役割を
経済制裁に求めていくことで、実効性を評価することは必要である。 
 
                                                     
80 「バーゲニング・プロセス（bargaining process）」ともいわれる。Euclid A. Rose, “From a Punitive to 
a Bargaining Model of Sanctions: Lessons from Iraq,” International Studies Quarterly, Vol. 49 (Sept. 2005) 
が詳しい。 
８１ Cortrights & Lopez (eds.), Economic sanctions: panacea or peacebuilding in a post-cold war 
world? (1995). 
８２ 中谷（1988 年）第 101 巻 5/6 号（六/完）、472 頁。 
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小括 
 
第1章においては、経済制裁を含む「非軍事的措置」を、国連のもちうるもうひとつの強制措
置である「軍事的措置」と比較することによって、なぜ、非軍事的措置が頻繁に用いられてきた
のかを検討した。 
非軍事的措置は、武力行使を含まないため国際法上の許容範囲が広いこと、国際法上著
しく制限されてきた軍事的措置と比べて事実上機能しうること、物理的暴力を伴わないため直
接的かつ大規模な犠牲を伴わないこと、また、違法行為者に対して予め発動の可能性を明ら
かにしておくことによって平和破壊行為を事前に抑止する効果が期待されていることなどを指
摘した。軍事的措置と、非軍事的措置とは、双方に大きな性質上の違いがあることから、ふた
つの措置を並列的、あるいは、補完的に論じるのではなく、両者を区別して議論することが必
要である旨を明らかにした。 
次に、他の非軍事的措置と比較することによって、経済制裁の持つ重要性と、国連の強制
措置として、期待される役割について整理した。経済制裁以外の非軍事的制裁には、外交上
の制裁、不承認主義、非難・抗議、内部的制裁の 4 つが挙げられるが、これらの措置は、経済
制裁や武力制裁に比べて発動にコストがかからないという利点がある。しかしながら、それぞ
れそれ単独では、被制裁国に与えるインパクが少ないことから、他の複数の措置と組み合わ
せたり、措置の強度を変えたりする必要があることを述べた。そして、「経済」という国家運営に
もっとも重要な分野への打撃を与えうる経済制裁は、特に今日のような経済的依存の発達した
国際関係において有効な強制措置であることを確認した。 
さらに、経済制裁措置に含まれる 5 つの措置について、その特徴を述べた。包括的制裁、
財政・金融上の措置、貿易・通商上の措置、渡航の制限および禁止措置、武器禁輸措置であ
る。これらの経済制裁措置は、その目的と効果に応じてある程度手段と強度をコントロールで
きるところに重要な特色があるため、経済制裁の目的に対する効果を評定しつつ措置の程度
と段階を選択していくことが重要であることを述べた。しかしながら、その効果に関しては、国
連加盟国の履行に依るところが大きいため、各国の国レベルでの法的整備環境にも深く関連
する問題であることを指摘した。 
次に、経済制裁は国連がもちうる強制措置として重要ではあるが、その実効性は、様々な要
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因によって左右されることを確認した。例えば、被制裁国の経済の規模、被制裁国の政治体
制、外貨準備の多寡の問題、被制裁国と周辺国との関係、また、制裁を科すタイミング、安保
理内でのコンセンサスの有無や、加盟国の制裁措置の履行状況などである。実際の制裁では、
これらの要因が複雑に絡み合うため、制裁の実効性は容易には判断できない。 
但し、最近の議論においては、従来のように、当該政権の違反行為の停止や、政権交替や
政策変更といった最終的な目的が達成できなければ「失敗」と見なすのではなく、制裁の外交
ツールとしての役割を含めて幅広く捉えなおす研究が見られるようになった。経済制裁は、軍
事行動と比較して安価であり、コミュニケーション手段として有用であることから、制裁が強制
手段として頻繁に用いられるようになってきたという考え方である。 
次章においては、以上のような理由から、頻繁に発動されてきた経済制裁が、どのような問
題点を孕んでいるのかを、措置が決定・発動されてから、実際に加盟国によって履行され、被
制裁国および第三国に影響を及ぼしていく過程の中で論じていく。 
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第２章  国連経済制裁が抱える諸問題 
 
 
第１節  決定・発動に際しての諸問題 
 
第 2 章においては、国連経済制裁が安保理によって決定・発動されてから、各加盟国によ
って履行されていく過程において生じる諸問題について考察する。 
まず、国連経済制裁が決定・発動される場合に生じる問題点について整理する。安保理に
よる経済制裁措置の決定と、安保理以外による決定の違いについて、また、それぞれの決定
による加盟国への拘束力の有無についてどのような問題が生じるのか指摘する １。 
 
○ 安保理による決定 
 
安保理による制裁措置の発動は、まず原因行為の事実・違法性を認定し、次いで具体的な
措置を決定するという手続きをとる。前者の認定とは、国連憲章第 39 条にいう「平和に対する
脅威、平和の破壊又は侵略行為の存在」を決定する（determine）ことであり、後者は、憲章第
41 条に基づく措置を決定する（decide）ことである。 
しかし、このプロセスに基づく経済制裁措置とは別に、実際には、上記の要件を満たさない
形で、同様の経済的諸措置が安保理の決議に基づいてとられた例がいくつか存在する。そこ
で、経済制裁措置の発動要件認定の問題（国連憲章上の根拠の問題）、および措置決定の
問題、措置履行の際に問題となる拘束力の有無について検討を行なう。 
 まず、前者の問題、要件認定の問題については、「例外」の場合について検討してから、通
常の「平和に対する脅威（threat to the peace）、平和の破壊（breach of the peace）または侵略行
為の存在（act of aggression）」の認定がなされる場合について検討する。 
                                                     
１ 以下の考察は、主に、アラン・プレ、ジャン=ピエール・コット共著『コマンテール国際連合憲章：
国際連合憲章逐条解説』（1993年）、Bruno Simon (ed.) The Charter of the United Nations: A Commentary, 
Vol. 1 & 2（2002）、深津栄一『国際法秩序と経済制裁』（1982 年）、中谷和弘「経済制裁の国際法上の機
能とその合法性：国際違法行為の法的結果に関する一考察」『国家学会雑誌』第 100 巻 11/12 号（三）
（1987 年）、島田征夫『国際法』（1997 年）、吉村祥子『国連非軍事的制裁の法的問題』（2003 年）に依拠
する。 
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 国連憲章第 7 章第 39 条にいう「平和に対する脅威、平和の破壊または侵略行為の存在」の
決定、つまり制裁発動の前提として規定されている要件認定が明確になされることなく、経済
制裁措置が発動される場合がある。このような場合でも、原因行為に対する何らかの事実・違
法性認定決議がなされ、措置はそれに準拠して決定されるのが通常である。その際に最も問
題となるのが、第 39 条にいう 3 要件の文言、つまり、「平和に対する脅威」、「平和の破壊」、
「侵略行為の存在」とは一致しない場合に、経済制裁が発動されるか否かである。 
この問題が生じたのは、アパルトヘイトを行なっていた南アフリカ共和国に対して武器禁輸
等を発動した安保理決議 181（1963 年 8 月 7 日）および 182（同年 12 月 4 日）、植民地支配を
継続していたポルトガルに対して武器禁輸等を発動した安保理決議180（1963年7月31日）、
さらに、白人少数支配政権の下で一方的独立を宣言した南ローデシアに対して経済関係断
絶等を発動した安保理決議 217（1965 年 11 月 20 日）においてである。 
 南アフリカのケースでは、安保理決議 181 において、「すべての国に対して、直ちに、南アフ
リカへ武器、あらゆる種類の弾薬、軍事輸送手段の販売及び輸送を中止するよう厳粛に要請
する（solemnly call upon）」とされたが、この要請は、国連憲章第 39 条の「平和に対する脅威」
等の要件認定に基づいてなされたものではなく、措置の対象国である南アフリカの事態につ
いて、「国際の平和と安全を重大に妨げる（disturb）ものであることを確信して（being 
convinced）」と表現されているに過ぎない。同様に、南アフリカの事態に対する安保理決議
182 でも、「国際の平和と安全を重大にかく乱するものであるという確信を強めた（being 
strengthened）」と表現されている ２。 
このように諸決議に基づいて発動された経済制裁は、「平和に対する脅威」等の明確な認定
を安保理が行なうことなしに発動されたものである。憲章第 7 章下の状況の認定は、どの程度
まで認められるのか、つまり、どこまで「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為の存
在」という文言自体にとらわれるかは、決議解釈の際のきわめて微妙な問題とされる ３。 
この問題に関しては、「平和に対する脅威」がまさに目前に差し迫っている状況を示す場合
には、広く第 7 章の規定する状況に含まれると考えることが不可能ではないにしても、他の文
言の場合、特に「平和に対する脅威」を示す文言がほかの文言に取って代わられた南アフリカ
問題の決議の場合には、憲章第7章の要件認定はあったとはいえないことから、発動される措
                                                     
２ 中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、942-943 頁。 
３ 同上。 
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置も第 41 条に基づくものではないとされている ４。この場合の憲章上の根拠としては、国連憲
章第 40 条が該当すると考えられている ５。 
結局のところ、第 39 条の「平和に対する脅威、平和の破壊、又は侵略行為の存在」の認定
なくして発動される経済制裁措置は、憲章が本来予定したものではなく、憲章上の根拠を見
出すことは難しい。 
従来は、確かに、伝統的な国際法においては国内問題とみなされていたような事態を主要
な要素として経済制裁が決定され始めたことは明らかであるが、上記に挙げた事例は、「アパ
ルトヘイト、民族自決、植民地体制の克服などの、国際社会にとって高度に政治的な問題であ
ったり、国際平和を脅かすおそれのある問題であったりしたために、このような例外が成立し
た」６として理解できる。 
つまり、決議においては、「平和に対する脅威」等の文言を使用してはいないが、決議内容
の意味するところは、「平和への脅威」である。これらは、従来の決議に照らせば、「例外」であ
るともいえるが、「平和に対する脅威」概念の拡大が多彩になってきている証でもある。 
そして、安保理の決定をコントロールし得る上位の権威主体が存在しない以上、結局のとこ
ろ、安保理の裁量によって決定されることになる。「平和に対する脅威」等の文言を使用してい
なくても、経済制裁が決定されれば、安保理が「そう決定したもの」が国連憲章第 7 章の状況
にあるということになるのである。 
同様の傾向を含む最近の事例としては、2001 年 9 月 11 日に米国において発生したテロ攻
撃が、国際の平和と安全に対する脅威を構成するとされた。安保理決議 1267（1999 年 10 月
15 日）においては、テロ行為の責任を「タリバン（the Taliban）」、「ウサマ・ビン・ラディンと関係
者（Usama Bin Laden and associates）」に言及し、安保理決議1333（2000 年12 月19 日）におい
ても、「the Taliban」と、有責者を明示的に言及したが、安保理決議 1373（2001 年 9 月 28 日）と
それに先駆けての非難決議 1368（2001 年 9 月12 日）においては、単に「terrorists」と表記する
に留まり、その責任をタリバンに帰属させてはいない。これらの決議は、対象を明確に認定し
てはいないが、テロ行為の防止と根絶、そしてテロリストおよびテロリストを匿うか、指示する者
の責任追及のためには国際社会が一丸となって取り組んでいく姿勢を示した。これらは、国際
                                                     
４ 中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、942-943 頁。 
５ 同上。南アフリカへの制裁については、吉村祥子『国連非軍事的制裁の法的問題』（2003 年）、
155-177 頁が詳しい。 
６ 吉村（2003 年）、45 頁。 
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テロリストの財産はもちろんのこと、テロリストへの資金援助の防止も徹底的に行なう目的で財
産・金融上の措置が、渡航禁止措置と併せて発動された。テロリズムと推定される行為が、安
保理において強制措置発動の前提となる「平和に対する脅威」とみなされるか否かについて
は、議論がもたれている最中である ７。 
2004 年末に発表された 『より安全な世界をめざして：責任の共有』８は、現在、そして今後
十数年先の国際社会にとっての重大な脅威として、以下の6つの脅威群を挙げている。①「貧
困、伝染病、環境汚染を含む経済的社会的脅威（Economic and social threats, including 
poverty, infectious disease and environmental degradation）」、②「国家間の紛争（Inter-State 
conflict）」、③「内戦、大量殺戮やその他の大規模な残虐行為を含む国内紛争（Internal 
Conflict, including civil war, genocide and other large-scale atrocities）」、④「核兵器、放射能兵
器、化学兵器、生物兵器（Nuclear, radiological, chemical and biological weapons）」、⑤「テロリ
ズム（Terrorism）」、⑥「越境組織犯罪（Transnational organized crime）」、である。 
これらの中には、従来は国内問題と捉えられていた事案も含まれるが、今後は、「脅威」とし
て定義づけられ、強制措置の対象となる可能性が高い。 
次に、通常に、国連憲章第 39 条下で、「平和に対する脅威、平和の破壊、又は侵略行為の
存在」の認定が行なわれる場合について検討する。「平和に対する脅威」、「平和の破壊」の
各々の場合について検討した後、「侵略行為の存在」について検討を加える。 
安保理は、「平和に対する脅威」の認定にあたって、次の二つの基準を考慮している。第一
は、脅威の現実性である。これについては、「脅威」を「現実に生じている脅威」と「起こりうる脅
威」とに分け、前者は憲章第 7 章の予定する状況に、後者は憲章第 6 章の予定する状況に対
応するものである。 
第二は、脅威の持続性である。例えば、南ローデシア問題に関しては、一方的独立から生
じた事態を「平和に対する脅威」と認定（安保理決議 232、1966 年 12 月 16 日）したのは、事件
から一年以上後のことであった。それ以前の諸決議、例えば一方的独立宣言後に出された安
保理決議 217（1965 年 11 月 20 日）では、「やがて国際の平和と安全に対する脅威を構成する
と決定するであろう」と述べるにとどまっている事実からみて、安保理は、ある事態がまだ最近
                                                     
７ この問題については、西井正弘 「大規模国際テロと国際法」、2-20 頁、および、藤田久一「9.11
大規模テロと諸国の対応：国際法秩序の危機か変容か」、21-35 頁が詳しい。ともに、『国際問題』No.505
（2002 年 4 月）。 
８ UN Document  A/59/565. および、【http://www.un.org/secureworld/】。 
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のものである場合には、たとえ重大なものであっても、「平和に対する脅威」であると直ちには
認定しない傾向があること、つまり、一定期間の持続が「平和に対する脅威」の認定要件として
考えられていることがわかる。なお、「現実性」、「持続性」の判断にあたって安保理は一般的
に慎重な態度を取っているが、その背景には、多少とも政治的考慮が作用していると考えられ
る ９。 
次に、「平和の破壊」について検討する。 
「平和の破壊」が認定された例としては、1950 年に勃発した朝鮮戦争、1982 年に発生したフ
ォークランド（マルビナス）紛争、およびイラン・イラク戦争（1980-1988 年）が挙げられる。朝鮮
戦争に関しては、常任理事国のソビエト連邦が欠席した安保理において「平和の破壊」が認
定されており、それに基づいて、朝鮮国連軍が派遣された（安保理決議 82、1950 年 6 月 25
日）。しかしながら、フォークランド（マルビナス）紛争およびイラン・イラク戦争に関しては、事
務総長の仲介や停戦を要求する決議が採択されたものの、国連による強制措置が実施される
には至らなかった。 
「平和の破壊」は、単に「状況」のみならず、その状況を発生させた「行為」をも含むと考えら
れている。実際、安保理決議 82１０が武力攻撃という「行為」を「平和の破壊」と認定しているの
に対して、安保理決議 502（1982 年 4 月 3 日）では、当該地域の「状況」を「平和の破壊」として
いる。 
また、上記のように、「状況」のみを「平和の破壊」とする基準と、その状況を発生させた「行
為」をも含む基準の両方を考慮したうえで、憲章第39 条下の「平和に対する脅威」等の認定が
なされたとしても、非軍事的措置を含む強制措置が決定されない場合もある １１。 
「平和に対する脅威」等の認定は、非軍事的措置を発動する上での前提条件ではあるが、
平和を回復するためにとられる措置は強制的手段に限定されるものではない。特定の事態が
「平和に対する脅威」等と認定されたとしても、可能であれば、これを平和的に収拾することが
望ましいことから、国連憲章は、安保理に事態の悪化を防止するための「暫定措置」などの余
地を与えている １２。暫定措置とは、措置を決定する前に、必要または望ましいと思われる暫定
                                                     
９ 詳しくは、吉村（2003 年）、149-155 頁。 
１０ 同決議では、北朝鮮への援助停止が、後の決議 84 では軍事的措置が規定されている。 
１１ モーリス・ベルトラン（Maurice Bertrand）（著）、横田洋三・大久保亜樹（訳）『国連の可能性と限
界』（1995 年）、46 頁。 
１２ 国連憲章第 7 章第 40 条。 
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的な措置に従うように、関係当事者に要請することができるというものである。 
しかし、暫定措置では事態を平和的に収拾することができないと判断された場合には、憲
章第41条の非軍事的措置がとられることになる。ただし、その場合においても、決議上で国連
憲章第 41 条と明確に規定することなく、事実上「非軍事的措置」と考えられる措置が安保理に
おいて決定されることがある。 
特に最近採択されている決議においては、国連憲章第 41 条という特定の条文に言及せず
に、「国連憲章第 7 章の下に行動し、」と規定されている場合が多い。例えば、イラクへの非軍
事的措置を決定した安保理決議 661（1990 年 8 月 6 日）がその典型である。国連憲章第 41 条
は第 7 章の中にある規定であるので、法的根拠の問題は発生しないと考えられる。 
次に、「侵略の存在」について検討を加える。 
「侵略行為の存在」の認定についても、安保理は慎重な姿勢を保ってきた。南ローデシアの
モザンビークに対する侵略行為については、「the recent acts of aggression」１３と言及したに留
まっているし、南アフリカ １４に対しても、「the acts of aggression」と表現して、それぞれ「侵略」と
いう言辞を用いたのみであった。他に侵略と解されるような明白な干渉については、あえて侵
略とは認定していない。例えば、イスラエルによるイラクのタムズ原子力発電所の爆撃につい
ては、「平和に対する危険の惹起（the danger to international peace and security）」を確認したに
すぎなかった １５。また、クウェートに侵攻したイラクに対しても、「平和の破壊（a breach of 
international peace and security）」（安保理決議 660）と述べるに留まった。 
このような認定は、ある国に対しては厳しく、他の事態に関しては寛容であるとも指摘できる。
安保理が、第39条の3要件から認定用語を選択することができるという自由裁量権をもってい
るからである。他の用語と同様に、背景には政治的な考慮が常に存在する １６。 
 
 
                                                     
１３ 安保理決議 411（1977 年 6 月 30 日）。 
１４ 安保理決議387（1976年3月31日）および累次決議における。アラン・プレ、ジャン=ピエール・
コット（共著）、中原喜一郎、斎藤惠彦（監訳）『コマンテール国際連合憲章：国際連合憲章逐条解説 
上』（1993 年）、813-816 頁。 
１５ ちなみに、この事件に関しては、総会が侵略の認定を行なっている。アラン・プレ他（1993 年）、
813-815 頁。 
１６ 同上、816 頁。 
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○ 安保理以外による決定 
 
安保理のみならず、国連総会においても「平和に対する脅威」が認定されたり、非軍事的制
裁と考えられる措置をとるよう国連加盟国に対し要請が行われたりすることがある。国連はその
設立当初、集団的安全保障に関する決定権限を安保理に集中させ、拒否権を持つ大国の反
対があれば、決定が行えないシステムを確立した。しかし、その後、東西対立が激化したこと
によって、安保理は西側諸国とソビエト連邦が互いに相手を非難しあうための場と化した。 
このため、安保理においては、決議よりも拘束力の緩やかな特定措置の「勧告」という便宜
的方法が導入され、また、さらには、機能の麻痺した安保理に代わって、総会や経済社会理
事会（以下、経社理）が「勧告」を発するという慣行が定着した。 
総会による勧告の実例としては、古くは、朝鮮動乱の際の「平和のための結集決議」（1950
年）１７がある。同決議によれば、安保理においてコンセンサスが得られないときには、国際の
平和と安全を維持・回復するための集団的措置１８について総会が、加盟国に適当な勧告を行
なうことができ、総会閉会中に、安保理の 9 理事国または総会の過半数の要請によって緊急
特別総会が招集される。 
しかし、国際の平和と安全の維持に総会がどの程度貢献できるかは、国連憲章の解釈の問
題としても議論の余地があるところである １９。 
既に述べたように、安保理が平和に対する脅威、平和の破壊または侵略行為の認定を行い、
加盟国に対して非軍事的措置をとるよう決定することができる。このように、非軍事的措置の決
定権限は第一義的に安保理にあり、かつ、加盟国に対して非軍事的措置を履行するよう強制
できるのは安保理の決定のみである。 
それゆえに、安保理が決定ではなく「勧告」とみなされる文言、例えば decide（決定する）で
はなく、call upon（要請する）という文言を非軍事的措置の決議の中に盛り込む場合や、総会
が非軍事的措置を「勧告」するといった場合には、それが法的に妥当性を持つのかという疑問
が生じる。 
 
                                                     
１７  1950 年 11 月 3 日。 
１８ 平和の破壊や侵略行為がある場合には兵力の使用も可能とされている。 
１９ 島田（1997 年）、309 頁。 
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平和と安全の維持に対する総会と安全保障理事会の責任 
（カッコ内の数字は国連憲章の条文数を表す） 
 
  安全保障理事会 総会 
責任 主要な責任 二次的な責任 
権限と任務 
国際の平和と安全の維持に関する主要な責
任を負う（24）。平和の破壊、侵略行為など
の認定ととるべき措置を決定する（39）。 
国際の平和と安全に関する問題を討議し勧告
する（11-2）。但し、例外として①安保理が任務
遂行中に勧告できない（12-1）、②具体的行動
が必要な問題は安保理に付託する（11-2）。 
欠陥 
常任理事国の拒否権行使による安保理が
麻痺するおそれがあること、および二重拒否
権を行使する余地（可能性）があること。 
討議し、勧告を発するにすぎない。 
改善策 
棄権を拒否権とみなさない慣行や二重拒否
権に対して安保理議長に問題の手続性に
ついて裁定する権限を付与する。 
「平和のための結集決議」に示されるような総会
の機能の強化。 
 
出典： 島田征夫『国際法』（1997 年）308 頁を基に、筆者が作成した。 
 
 
国連憲章によれば、総会は「国際の平和及び安全の維持についての協力に関する一般原
則を、…〔中略〕…審議し、並びにこのような原則について加盟国若しくは安全保障理事会又
はこの両者に対して勧告することができる」２０、そして、「国連加盟国若しくは安全保障理事会
によって、又は第 35 条 2 に従い国際連合加盟国ではない国によって総会に付託される国際
の平和及び安全の維持に関するいかなる問題も討議し、並びに、…〔中略〕…一若しくは二以
上の関係国又は安全保障理事会あるいはこの両者に対して勧告をすることができる」２１。 
つまり、総会は、一般的な国際の平和と安全に関する事項を審議し、勧告することは可能で
ある。また、単一もしくは複数の国家ないし安保理によって付託されれば、個別の「国際の平
                                                     
２０ 国連憲章第 11 条 1 項。 
２１ 国連憲章第 11 条 2 項。 
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和及び安全の維持」に関する問題について討議し、並びに関係国及び安保理に勧告すること
も可能である。 
ここで問題となるのは、総会と安保理との権限の違いである。総会によって発動された非軍
事的措置に基づいて国家がとる経済的措置が国際法上合法とされるか否かについては、議
論がある ２２。経済制裁を発動する権限は国連憲章上、安保理に委ねられているとするのであ
れば、総会の勧告に基づいて国家がとる経済的措置は正当化されないことになる。つまり、総
会は制裁に関して、勧告以上のことは決定できないのである ２３。 
 
○ 法的拘束力の有無 
 
次に、安保理による経済制裁発動決議が、各加盟国に対してどのような形で法的拘束力を
もつのかについて検討を加える。 
非軍事的措置を発動する際に、安保理決議には、加盟国を拘束するパラグラフが含まれる。
そして、決議に措置が明記される際には、ほとんどの場合は、その前文において、「第 7 章の
下で行動し（Acting under Chapter VII of the Charter）」との文言があり、その後に、安保理が決
定した措置を加盟国に対して履行すべきものとして記述される。安保理が、加盟国に対して要
請する内容、とるべき措置によって、そこで使用される動詞は変わってくる。例えば、「～すべ
き(shall ~)」、「～要請する（call upon ~）、「～を決定する（decide~）」などが使用される。 
また、非軍事的措置が、たとえ「関税と貿易に関する一般協定（GATT、ガット）」、通商協定、
投資協定、航空協定などに抵触したとしても国連憲章に基づく義務は、当該協定に基づく義
務より優先することが、憲章第16 章第103 条において、「国際連合加盟国のこの憲章に基く義
務と他のいずれかの国際協定に基く義務とが抵触するときは、この憲章に基く義務が優先す
る」と、明記されている ２４。 
国連憲章第 25 条は、「国連加盟国は、安全保障理事会の決定（decisions）をこの国連憲章
に従って受諾し且つ履行することに同意する」と規定している。このため、国際法学における
通説では、安保理の決定は、法的拘束力を有し、その決定の不履行は、国連憲章違反となり、
                                                     
２２ 吉村（2003 年）、48-55 頁。 
２３ 島田（1997 年）、308 頁。 
２４ 国連憲章第 16 章第 103 条。 
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国家責任が生じる。そのため、安保理によって決定がなされれば、比較的多くの国家が国内
的措置をとる。事実、国連安保理によって非軍事的措置が決定された場合、加盟国に対して、
当該非軍事的措置に関連して講じた国内的措置を、国連に報告するよう決議をもって要請さ
れるのが通常である ２５。 
しかしながら、安保理によって決定された非軍事的措置を履行するよう、加盟国に要請する
決議が、安保理によって再三繰り返されているのも事実である。この事実は、国連憲章上の義
務規定にもかかわらず、安保理によって決定された措置を履行しない国家が現実には多数存
在していることを示唆している ２６。 
その理由のひとつとして、決議に使用される文言（動詞）によって、拘束力の強弱があると考
えられている。国連憲章第 7 章における強制措置の決定すべてが同一の法的拘束力を有す
るかが疑問とされる。例えば、経済制裁が発動される際の安保理決議には、「決定する
（determine, decide）」という動詞の他に、「要請する（call upon）」、「要求する（request）」、「強く
促す（strongly urge）」、「勧める（recommend）」、「促す（encourage）」といった様々な動詞が用
いられている。加盟国が、これら動詞のニュアンスをどのように解釈して法的拘束力の有無、
あるいは強弱を捉えるかは、加盟国の判断によるところが大きい。また、決定主体である安保
理の意図が必ずしも明白ではない場合もあり、即座に判定することは大変難しい。 
これについて、国際司法裁判所の勧告的意見は、拘束力の有無は、各々の場合において、
解釈されるべき決議の表現、決定に至る討論、援用される憲章の諸規定、及び、一般に安保
理の決議の法的効果を決定する助けとなりうる全ての事情を考慮して決定されるべきであると
している ２７。 
安保理による決定措置は、「国際の平和と安全の維持・回復」という目的をもつゆえに、全加
盟国によって実施されるのが望ましい。ゆえに、安保理による決定は加盟国への拘束力を有
すると解することが妥当である。 
                                                     
２５ 国連決議に基づく非軍事的措置に対する国家の実行については、吉村（2003年）、223-314頁
が詳しい。 
２６ 吉村（2003 年）、226-227 頁。 
２７ 中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、952-954 頁。安保理の経済制裁発動決議の拘束力の
有無の問題に関しては、「安保理決議 276 にもかかわらず南アフリカがナミビアに居座っていることの法
的効果」勧告的意見（1971 年 6 月 21 日）において言及している。詳しくは、国際司法裁判所（ICJ）のホ
ームページ【http://www.icj-cij.org/icjwww/idecisions/isummaries/inamsummary710621.htm】を参照。 
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第２節  履行に際しての諸問題：制裁委員会の機能を中心に 
  
次に、経済制裁の実施上に生じる問題点（限界・欠点）について指摘する。 
国連経済制裁が加盟国によって履行される際に生じる主な問題点は、以下の4つに要約で
きる。 
第一に、原因行為の発生時点から、経済制裁措置の影響が被制裁国の経済に及ぶまでに
は、往々にしてかなりの時間を要することである。まず、原因行為の発生から、制裁措置の決
定に至るまでに時間を要する。例えば、国連による対南ローデシア経済制裁の場合は、一方
的孤立から拘束力ある措置の発動（安保理決議 232）まで一年余が経過した。さらに、措置が
決定されてから実施されるまでにも時間が必要とされる。そのため、この間に、被制裁国が国
内経済を統制して既に貯蔵されている輸入品を効率的に使ったり、外国為替の規制によって
最も必要とする製品のみを輸入したりすることが可能となる。それゆえ、経済制裁は持久戦の
様相を呈することになる。 
第二に、経済制裁措置が効果を上げるためには、被制裁国の経済を完全に孤立・窮乏化さ
せることが必要であるが、現実にはそのような状態を実現することはほとんど不可能である。単
独あるいは特定国による制裁の場合には、被制裁国が制裁国以外の代替市場を求めることが
考えられるため、制裁による完全孤立は当初から望めないことは明らかである。また、国連に
よる制裁の場合においても、すべての国が経済制裁措置を完全に遵守することは無理である。
もし、被制裁国の完全な孤立を達成しようとするのであれば、それは封鎖によらなければなら
ない。しかしながら、封鎖は軍事的措置であることから、国連憲章で禁止されており、実施は
不可能である。 
第三に、第二点目と関連することであるが、加盟国の企業が、安保理決議に背いて、「抜け
駆け」的な動きをすることである。とくに、被制裁国と事業提携をしている企業などは、制裁に
よって、直接的な商業上の損失を被ることになる。そこで、企業のなかには、損失を避けようと、
さまざまな形で経済制裁に抵抗するものがいる。例えば、南アフリカに対する経済制裁は長く
続いたが、同国で営業活動をしていた企業のなかには、現地法人化したり、従業員に販売権
を譲渡するなどして、制裁を逃れて活動を続けた企業もあった。ちなみに、このケースでは、
世界銀行も安保理の経済制裁決議に従わず、南アフリカおよびポルトガルの求める融資案件
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を決定した ２８。 
第四に、経済制裁措置が、制裁国の経済を害する反面、被制裁国の経済を活性化させるこ
とがまれにあることである。被制裁国との経済的関係の深い国による経済制裁措置の実施は、
被制裁国に強いインパクトを与えうるが、反面、自国経済への打撃も大きいため、これらの諸
国は措置の実施をためらうことになる。たとえ被制裁国を国際的に非難すること自体には反対
でなくても、制裁措置実施によって自国経済が悪化する場合には積極的協力は見合わせると
いう考え方が行動原理になる場合がある。このように、経済制裁を履行することから経済的困
窮に陥った国家に対して国連は、憲章第 50 条において、問題解決に向けて協議できる権利
を保護している。他方、経済制裁は時に被制裁国経済の潜在力を引き出すことがある。例え
ば、米国による対ソ連穀物禁輸（1980 年）は皮肉にも、ソ連の農業を刺激し、国内における穀
物制裁を増やす結果となった。このように、外部からの刺激によって国内経済のポテンシャル
が引き出されうるため、第一の理由と合わせて、経済制裁はますます長期化することとなりか
ねない。 
経済制裁の効果を高め、副次的影響を最小限に抑えるためには、加盟国が安保理で決定
された措置を迅速に、そして忠実に履行すること、また、国内の企業の抜け駆け的な行動を阻
止することが必須である。ゆえに、先に指摘した事実上の限界を克服していくかが重要であ
る。 
先に挙げた限界（欠点）のうち第一の点については、措置の国内的実施に関する法令をあ
らかじめ準備しておき、原因行為発生後、迅速に制裁措置を実施することで緊急性の要請
（特に継続中の違法行為の場合）に応えられるよう備えることが重要である。しかしながら、安
保理決議が各々の国家の国内に編入された場合に、安保理の決定と国内法との関係、編入
手続きならびに国内における法的効力については、さらに詳細な分析と議論が必要であると
される ２９。 
また、第二、第三点目については、特に国連による措置の場合、経済制裁が全加盟国やそ
                                                     
２８ 横田洋三「世界銀行の『非政治性』に関する一考察（一）（二）」『国際法外交雑誌』第 76 巻第 2、
3 号（1977 年）。； 中谷（1988 年）第 101 巻 1/2 号（四）、159-165 頁および関連注。； 庄司真理子「国連
機構相互の関係」横田洋三（編）『新国際機構論 上』（2006 年）、207 頁。 
２９ 国家が安保理決議を履行する際の措置について詳しくは、吉村（2003 年）、221-293 頁および
関連注を参照のこと。吉村は、とくに経済主要国（米国、英国、EC/EU、日本）が、履行する際の措置に
ついて分析している。 
  57
の企業によって忠実に履行されないことが問題であり、各国による国際法規範防衛の意図、な
いし「国際の平和と安全」を防衛する意図を高めることが不可欠の課題である。また、国内的
履行のための監視機能を高めることも重要である。 
第四の点については、経済制裁措置の実施によって自国の経済が困難に陥ると予測され
る国が、措置の履行への積極的参加を躊躇しないよう、憲章第 50 条の確認と共に、それらの
国に対して国際的な援助を行なえるような制度の確立も重要な課題である。 
 
○ 履行監視のための方策 
 
 既に述べたように、安保理によって決定された制裁措置が実効性を高めるためには、加盟
国によってその措置が忠実に履行されることが重要である。しかしながら、前述のとおり、実際
には十分な履行がなされるとは限らない。 
例えば、経済制裁の不履行は、明示的になされる場合と、暗黙裡になされる場合とがある。 
前者の事例としては、自国の経済的理由に基づき対南ローデシア経済制裁に参加しなか
った南アフリカおよびポルトガルの例が挙げられる。南アフリカとポルトガルについては、安保
理決議（決議 232 及び 253）に対応する国内法が制定されなかったため、決議は国内法上の
効果をもたなかった。また、米国は、国内的措置を発動したが、南ローデシアにおける反乱状
態が終了したのを見て、安保理による制裁解除決議を待たずに、国内法を解除した ３０。 
これに対して、後者、つまり暗黙裡になされる不履行は、私企業による巧妙な「抜け駆け」を
関係諸国が気づかないか、もしくは気づいても黙認するケースがある。私企業による抜け駆け
として代表的なものは、原産地証明書を偽装すること、および、最終仕向地をごまかして第三
国から当該国に再輸出することがある。このような行為を防止し、経済制裁措置の履行を確保
する策を講じることは、経済制裁の実効性を高める上で必要不可欠である。例えば、アンゴラ、
シエラレオネ、リベリアなどのダイヤモンド産出国における、いわゆる紛争ダイヤモンドの国際
取引の規制が挙げられる。これについて、国連は、ダイヤモンド業界や NGO からの協力を得
て、不正輸出ができないように、国際的な認証制度の確立を進めている。 
以上に挙げたような安保理決議不履行をいかに防止し、履行を確保するかが、国連にとっ
て極めて重要な課題となる。 
                                                     
３０ 南ローデシア制裁については、深津（1971 年）が詳しい。 
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国連が、加盟国の履行を確保する目的で備えている手段には以下の 3 つが考えられる。す
なわち、「名指し非難」、「事務総長による報告」、「補助機関による履行監視活動」である。 
まず、名指し非難とは、特定の国家が行なった国際違法行為に対する国際機構の「非難・
抗議」決議をさす。特定国家に対して、何らかの措置を履行するよう要請するものと考えられて
いる ３１。 
例えば、対南ローデシア制裁の際に禁輸の対象となっていたクロム鉱を輸入する目的で法
律を制定した米国を非難した安保理決議318（1972 年7 月28 日）がある。また、総会において、
決議履行確保の目的で名指し非難が行なわれたケースは多い ３２。例えば、南アフリカの差別
的政権と政治、軍事、核、経済その他の分野で協力する国家を非難し、特に、英国、米国、フ
ランス、西ドイツ、日本、ベルギー、イスラエル、イタリアを名指しで非難し、南アフリカ政府の
への協力をやめるよう要請した決議 34/93Aがある。このような決議は、「原因行為の違法性を
確認する機能を有」し、「経済制裁発動の合法性の基礎を与えうる」ものであるとして評価され
ている ３３。 
次に、事務総長報告書とは、以下のような事例を指す。すなわち、特に、国連安保理にお
いて非軍事的措置が決定され、その制裁に対していかなる国内的措置を講じたかを事務総
長に報告するよう要請された際に、国内的措置がまとめられて、事務総長報告書として後に提
出されるものである。例えば、対南アフリカ制裁の際には、安保理決議 181 において、履行確
保の手段として、以上のような要請が行なわれ、後に、事務総長の報告書が安保理に提出さ
れた（1963 年）３４。また、対南ローデシア制裁の際にも、安保理決議 232 において各国による
履行状況の報告が要請された（1966 年）３５。 
三つ目の手段として、決議の履行確保のための機能を主に担う「補助機関による履行監視
活動」、つまり、安保理の補助機関として設置される制裁委員会（Sanction Committee）の活動
がある ３６。以下に、制裁委員会のもつ任務、権限、限界について整理する。 
                                                     
３１ 吉村（2003 年）、178-179 頁。 
３２ 同上。 
３３ 中谷（1987 年）第 100 巻 5/6 号（一）、384 頁。 
３４ S/5428 (11 Oct. 1963). 
３５ 1966 年 12 月 16 日。実際には、制裁委員会によって、報告がなされた。詳しくは、吉村（2003
年）、180 頁および注 217。 
３６ 制裁委員会について詳しくは、吉村祥子「国連の非軍事的制裁における『制裁委員会』の機能
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安保理決議に基づいて非軍事的制裁の発動が決定されると、制裁委員会が設置される ３７。
制裁委員会は、機構上は安保理の補助機関と位置づけられている。 
制裁設置に際しては、安保理の仮手続き規則28条（「安全保障理事会は、特定の問題のた
め、委員会（コミッションもしくはコミッティー）を儲け、または報告者を任命することができる。」）
に基づくとされる。また、非軍事的措置の決定・発動と同時に、制裁委員会が設置される場合
が多いが、制裁発動後しばらく期間を経てから設置される場合もある。例えば、コートジボワー
ル（2004 年）、スーダン（2005 年）がそのケースである ３８。 
安保理によって非軍事的措置が発動される場合には、制裁措置の内容自体は、最終的に
は安保理によって決定される。 
国連下においてこれまでに設置されたどの制裁委員会も、最終的に制裁措置の内容を決
定したり、委員会の活動内容を決定したりする権限は与えられていない。別言すれば、国連安
保理において非軍事的措置が決定される際には、その内容や発動・解除の期間、制裁委員
会の任務内容に至るまで安保理が最終的な決定権限を有しているのであり、制裁委員会は内
部手続きなど、安保理決議によって規定された範囲内において活動する。 
安保理決議により規定される制裁委員会の任務内容については、制裁措置の履行措置の
情報収集・分析や、決議の履行確保に関する勧告などにとどまる場合もあるが、より広範囲な
任務内容を課されたり、当初課された任務内容が追加・変更されたりする場合もある。 
例えば、対旧ユーゴスラビア制裁の際に設置された制裁委員会は、制裁決議の履行監視
任務に加えて、禁輸の効果を高める方法を安保理に勧告すること、人道目的でユーゴスラビ
ア共和国に離発着する航空機への制裁措置を適用除外とするか決定すること、国連憲章第
50 条に基づく国家からの要請を検討すること、入国禁止の対象となるセルビア軍関係者等の
リストを作成すること等、広範囲の任務内容が追加的に課された ３９。 
また、本論第 2 部において述べるイラク制裁委員会には、履行監視及び安保理に対する勧
告任務や、措置の履行によって経済的困難に直面した国家からの要請を審議するという、国
                                                                                                                                                     
と役割」『修道法学』第 22 巻 1/2 合併号（2000 年 3 月）、165-253 頁。 
３７ 国連安保理が設置した制裁委員会について詳しくは、
【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】を参照。Global Policy Forum は、制裁委員会の
会合について詳しい【http://www.globalpolicy.org/security/data/sancmtgs.htm】。 
３８ これらの事例については、本論第 3 部第 6 章において述べる。 
３９ 安保理決議 724（1991 年 12 月 15 日）。 
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連憲章第 50 条に基づく任務 ４０に加えて、制裁を一部適用除外してイラクの石油及び石油製
品を一定量売却した資金により行なわれる人道援助活動「石油と食糧交換プログラム
（Oil-for-Food Program）」に関する任務も課された ４１。 
このように、今日、直接あるいは間接的に制裁委員会に課されている任務は、各々の委員
会によって大きく異なっており、制裁決議の履行監視にとどまらず、人道上の目的で取引され
る物資に対する制裁の適用除外の認定なども含まれる。また、国連憲章第 50 条に基づく国家
からの要請の審議、安保理への勧告など、幅広い任務が課されている場合もある ４２。 
また、安保理決議によって規定される個々の制裁委員会の任務内容や履行監視・制裁の
適用除外に関する手続は事例ごとに異なる。制裁委員会に寄せられる情報は時として膨大な
量にのぼる場合がある。任務の拡大や業務の増加に比べて、制裁委員会を担当する事務局
の職員数は十分ではないという指摘もあり、制裁委員会が十分に機能することが可能かという
点には疑問が残る。制裁委員会の役割の再検討とともに、委員会を補完したり、代替したりす
る機能をもつ副次的機関の設置が急がれる。 
例えば、経済制裁の実効性を高めるための提案として、憲章第 7 章第 49 条の具体的な実
施に加えて、安保理が制裁を決定した場合に、各加盟国による制裁措置の履行状況を監視し
て、違反があった場合には措置をとる権限を持つような「制裁履行確保委員会」といった組織
の設置を提案する声 ４３や、履行監視のための常設の独立組織である「国連監視機構（UN 
Monitoring Organization、UNMO）」の設置を提案する声もある ４４。 
このような特別な組織の設置は未だ実現されてはいないが、後に本論第 3 部で述べるよう
に、制裁委員会の活動を補完するような一時的措置が、2000 年以降の事例において導入さ
れるようになってきた。制裁委員会と連携して、ソマリアの場合の「監視団」（2003 年設置）、ア
フガニスタン（アルイカイダ、タリバン）の場合の「分析特別チーム」（2004 年設置）、リベリアの
場合の「パネル委員会」（2004 年設置）など、それぞれ事例によって名称は異なるものの、履
行を監視するシステムの充実が図られている。 
                                                     
４０ 安保理決議 661（1990 年 8 月 6 日）。 
４１ 安保理決議 700（1991 年 6 月 17 日）。本論第 2 部で詳しく述べる。 
４２ 任務内容についてより詳しくは、吉村（2000 年）、177-180 頁。 
４３ 大沼（1993 年）、52 頁。 
４４ Lloyd (Jeff) Dumas, “A Proposal for a New United Nations Council of Economic Sanctions,” 
Cortright & Lopez (2003), p.193. 
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国家の意思のみに依存することなく、活動の透明性を確保しながら、非軍事的措置の策定
から履行確保措置までを広範囲に決定するのか、あるいは限定された機能のみを有するのか、
機構上「直接ほかの主体に規律を及ぼす」権限を有するのか、それとも安保理の補助機関と
して限定された役割を果たしていくのか、制裁委員会に関しては再検討すべき点が多い。 
 
 
第３節  制裁の副次的影響：一般市民の権利を中心に 
 
○ 人道上の問題についての研究 
 
従来の経済制裁についての議論はもっぱら、制裁の有効性の評価に集中してきた４５。多く
の研究が、制裁の「成功」または「失敗」の要因４６、特に被制裁国の国内要因の抽出に努力し
てきた４７。これらの研究によって、外交上の手段としての経済制裁の性格がかなり明らかにさ
れてきたが、本来制裁の第一義的対象標的ではないはずの一般市民への被害が本格的に
議論されるようになったのは、1990年後半になってからのことである。 
冷戦終結により東西のイデオロギー対立の構図が崩れ、普遍的価値としての人権などのモ
ラルが追求され始めたことを背景に、制裁行為が引き起こす無辜の市民への被害が表面化し、
                                                     
４５ 経済制裁の一般的な有効性の評価について従来議論してきたのは国際政治学であり、先行
研究は多数に上る。例えば、独自の定義付けにより費用効果も含めて経済制裁を分析した代表的なも
のに、Hufbauer, Schott and Elliott (1990)がある。他に、学説を整理したものとして、Pape (1997), pp. 
90-136.; William Kaempfer and Anton Lowenberg, “Unilateral Versus Multilateral International Sanctions: 
A Public Choice Perspective,” International Studies Quarterly 43, no. 1 (March 1999), pp. 37-58. などがあ
る。 
４６ 一定以上の目標達成度を条件として、達成か未達成かを判断するものが多い。例えば、
Hufbauer, Schott and Elliott (1990）。 
４７ 例えば、Johan Galtung は、被制裁国への経済的ダメージが当該国の政治体制の変化にどう影
響するかという点について「naïve theory」を展開した。しかし、Baldwin やその他の多くの研究者は、制
裁は必ずしも政治的変化に影響を与えないとして反論した。（詳しくは、Johan Galtung, “On the Effects 
of International Economic Sanctions: With Examples from the Case of Rhodesia,” World Politics XIX, April 
1967 を参照のこと。） 
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様々な倫理的問題が主に欧州の研究者によって提起されるようになってきた ４８。すなわち、研
究者の関心は、制裁の有効性や被制裁国の国内政治への影響の分野から人道問題へと
徐々にシフトしてきたのである。 
但し、日本語文献においては、制裁の倫理面への言及はほとんどなされていない。経済制
裁関連の先行研究においては、国際法の視点から議論したもの ４９、個別的安全保障研究に
おいて、制裁関係国の政治経済に関わる視点から費用対効果および政治的目的達成度につ
いて研究したものが主流を占めている ５０。他方、人道的見地から制裁について言及したもの
は、武力介入の事例を扱うものが大勢であって ５１、経済制裁を扱ったものはほとんどない ５２。
経済制裁は、「外交圧力以上、武力行使未満の中間的な措置」あるいは「使い勝手のよい政
策手段」５３とする認識、すなわち軍事的制裁よりも苦痛を伴わない措置であるとの認識が日本
においては一般的であり、制裁行為に含まれる倫理的問題について指摘する声はあまり聞か
れない。 
日本における議論とは対照的に、欧米においては、既に古くから経済制裁が抱える問題に
                                                     
４８  例えば、Patrick Clawson, “Sanctions as Punishment, Enforcement, and Prelude to Further 
Action,” Ethics & International Affairs 7 (1993), pp. 17-37.; Lori Fisler Damrosch, “The Collective 
Enforcement of International Norms through Economic Sanctions,” Ethics & International Affairs 8 (1994), 
pp. 73-74.; Albert C. Pierce, “Just War Principles and Economic Sanctions,” Ethics & International Affairs 
10 (1996), pp. 99-113. などが同様の見解を示している。 
４９ 深津（1982 年）； 中谷（1987-1988 年）； 吉村（2003 年、著書）など。 
５０ 例えば、山本『経済制裁の戦略的含意に関する研究』（2000 年）および「経済制裁と『安全保障
のジレンマ』」『早稲田政治経済学雑誌』第 341 号（2000 年）； 岡部（2001 年）および「経済制裁の有効
性：国際政治経済の視点から」（2000 年）がある。 
５１ 例えば、東郷育子「『人道的介入』の新たな潮流とその意義：問われる民主化と近代化への貢
献」『国際政治』第 125 号（2000 年）、115-130 頁。； 篠田英朗「国際規範の歴史的・理論的検討：秩序・
正義そして主権国家」『平和研究』第 26 号。；千葉眞・佐藤正志・飯島昇蔵『政治と倫理のあいだ：21 世
紀の規範理論に向けて』（2001 年）など。また、哲学的な見地から国際政治の動きを分析したものとして、
エリ・ウィーゼル/川田順造編『介入？人間の権利と国家の論理』（1997 年）；根井康雄『戦争の倫理につ
いての哲学的議論』（1996 年）などがある。 
５２ かろうじて以下の文献がある。中谷（2004 年）。 
５３ 星野（1999 年）。この報告書はアメリカによる貿易、通商上の経済措置について書かれているが、
本論で引用した部分は、経済制裁全般について言及した部分である。 
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ついて指摘されてきた。過去の政治指導者の発言を紐解いてみると、1920 年代末にはすで
に指摘されていたことが明らかになっている。 
例えば、第 28 代米大統領ウィルソン（Woodrow Wilson）は、経済制裁を、「平和的で、静か
であるが、致命的な治療法（peaceful, silent, deadly remedy）」５４と形容した。また、米国務長官
ダレス（John Foster Dulles）は、第一次大戦後に発表された、米経済制裁委員会（U.S. 
Committee on Economic Sanctions）による報告書の中で、1928 年におけるパリ不戦条約にお
ける経済制裁の規定を倫理的な観点から再検討し、罪のない民間人にまで被害が及ぶことか
ら問題があるとして、包括的制裁ではなく、武器禁輸などの部分的制裁へと的を絞って科すこ
とを提案したという ５５。 
このように、かなり以前から問題提起はなされていたものの、本格的に議論されるようになっ
たのは、1990 年に入って国連が頻繁に経済制裁を発動するようになり、その影響が深刻にな
り始めてからのことである。 
この頃になると、国連事務総長もしばしば制裁が一般市民に与える悪影響について言及す
るようになった。例えば、ブトロス・ブトロス＝ガリ前国連事務総長は、「対象国の無防備な集団
（つまり一般市民）を苦しめることが、政治指導者に圧力をかける手段として合法的か」５６との疑
問を投げかけている。 
また、国連安保理の5つの常任理事国も、制裁の人道的な影響について懸念を表明してい
る。1995 年に、中国、フランス、ロシア、英国、米国の国連大使は、国連安保理の事務総長に
書簡を送り、安保理による包括的な制裁は対象国の無防備な集団（民間人）に対する悪影響
を極力最小限に抑えるべきである」５７ことを訴えた ５８。 
                                                     
５４ “A nation boycotted is a nation that is in sight of surrender. Apply this economic, peaceful, silent, 
deadly remedy and there will no need for force. It is a terrible remedy. It does not cost a life outside the 
nation boycotted, but it brings pressure upon the nation that, is my judgment, no modern nation could resist.” 
Barry E. Carter, International Economic Sanctions: Improving the Haphazard U.S. Legal Regime (1988), 
p.9. 
５５ S.J. Drew Christiansen and Gerard F. Powers,  “Economic Sanctions and the Just-War Doctrine,” 
Cortright & Lopez (1995), p.97. 
５６ Boutros Boutros-Ghali, Supplement to an Agenda for Peace: Position Paper of the 
Secretary-General on the Occasion of the 50th Anniversary of the United Nations, A/50/60, 3 January 1995, 
pp. 17-18. 
５７ United Nations Security Council, Letter Dated 13 April 1995, Addressed to the President of the 
Security Council, S/1995/200, Annex 1. 
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現在の国連事務総長であるアナンも、経済制裁を政治的利得と不釣合いな苦痛を国民に
負わせる「あまりに頻繁に発動されるなまくらな手段（too often blunt instrument）」５９と評し、「平
和の維持と人権の保護（protect human needs）という二つの任務を負う国連に対してジレンマを
突きつけた」として制裁の難しさを告白している。 
1990 年代になるまで経済制裁が抱える人道上の問題が本格的に議論されてこなかった理
由として、①経済制裁よりも、直接的かつ大規模な犠牲を招く武力行使についての議論が優
先したこと、②経済制裁は、武力行使より平和的で使い勝手のよい手段という認識が根強いこ
と、③費用対効果による評価とは異なり、倫理的側面についての分析は目に見える形で提示
しにくいこと、④被制裁国内の政権の性質や政治的経済的状況と複雑に絡み合い、制裁が実
際どの程度当該国に影響を与えたのか測り難いこと、⑤経済制裁には評価の基準がないに
等しく、議論を一般化することが難しいため、現実にはケース・バイ・ケースで判断せざるをえ
ないこと、⑥経制裁問題が第一次大戦終結以降、特殊な枠組（本論で後に議論する「正戦
論」）によって分析されてきたため、解釈が難解になっていること ６０などが指摘できる。 
経済制裁が引き起こす具体的な弊害としては、被制裁国の国民を栄養失調、病気、死に至
るほどの飢餓に追い込むという直接的な影響が挙げられる。さらに、その多くが経済的弱国で
ある被制裁国に対して、これまで救済機関を通じて食糧や医療の供給を行ってきた団体が、
制裁によって当該国内に入れず、従来のようにコミットできない状況が作りだされてしまうことも
問題である。これによって事態はさらに深刻なものとなる。 
また、制裁の有効性に影響する社会的なインパクトもある。例えば、ある制裁が人道的に深
刻な被害をもたらし、一般国民に受け入れがたい苦しみを与えた場合、制裁発動国は外から
の政治的サポート、とくに、効果的に制裁を遂行するために不可欠な国際社会からの協力を
失うことになる。つまり、効果的な制裁が行えないことになり、目的は達成されにくくなる。だら
だらとした制裁が続き、人的被害が増大するという最悪のシナリオとなる。 
                                                                                                                                                     
５８ このような安保理内での見解の相違、また、安保理と総会は 1997 年に「国連加盟国に対して圧
力をかける手段として」制裁を非難するなどの決議を採択との見解の不一致などの国連内には非整合
性が見られる。これについてはさらなる考察が必要であるが、議論の複雑化を防ぐため、本論ではこれ
以上立ち入らない。 
５９ Kofi Annan (16 April 1998), p.25. 
６０ Joy Gordon, “A peaceful, silent, deadly remedy: the ethics of economic sanctions,” Ethics and 
International Affairs,Vol.13 (1999), p. 123. 
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そこで、国際人道の視点から、制裁措置がもたらしうる被制裁国の人民への悪影響がどの
程度を超えれば許容されないかが問われることになる。 
本来、経済制裁は、被制裁国を経済的境地に追い込み苦しめることによって、対象国の政
策を変更させる性質をもつことから、被制裁国の一般市民への苦痛は避けられないものとなる。
問題なのは、被制裁国における被害の深刻さの度合いであり、制裁の目的と影響の「均衡性」、
「人権」の倫理的限界を越えるかどうかである。国連がイラク（1990 年）、旧ユーゴスラビア
（1992、1993 年）、ハイチ(1994 年)に対して発動した包括的経済制裁は、この倫理的限界をは
るかに越えたものであった。 
人々への被害がどれほど甚大なものであったかを実証することは難しいとされるが、例えば、
イラクの場合は、制裁下の 1991 年 8 月から 1998 年 3 月までの期間で、5 歳以下の乳幼児死
亡者数は少なくとも 10 万人、多く見積もれば 22 万 7 千人にのぼり、そのおよそ 4 分の 3 は経
済制裁に直接起因すると報告されている ６１。ハイチ(1993 年)の場合も、国連による制裁期間
に高い乳児死亡率が報告されている ６２。ボスニア戦争時の対ユーゴスラビア制裁もまた社会
的に深刻な事態を招いたケースである ６３。これらの事例において、国連安保理は、当該国の
国民の保護と苦痛の緩和を約束したが、国連の責務である平和の維持が優先されたために、
人権保護活動が有効に機能しなかった。 
むろん、一般市民への被害は制裁によってのみ引き起こされたものではない。被制裁国の
政権にも責任がある。例えば、政権のエリートたちは、限られた食糧などの資源を国民に配分
せずに自らが備蓄する。イラクが典型的な例である ６４。ハイチのケースも同様である。ハイチ
軍部が食糧や燃料の配給を中断していたことが事態を悪化させた。制裁発動側の意図とは裏
腹に、政権エリート層は、経済制裁の有責者であるにもかかわらず、食糧や燃料を備蓄したり、
                                                     
６１ Richard Garfield, “Morbidity and Mortality among Iraqi Children from 1990 to 1998: Asessing the 
Impact of Economic Snactions.” Occasional Paper Series 16: OP: 3. Institute for International Peace Studies 
(1999). 
６２ 例えば、ハイチの場合には、制裁発動後一ヶ月も経たないうちに、一般国民とくに乳幼児への
大きな被害が報道された。Howard W. French, “Study Says Haiti Sanctions Kill Up to 1,000 Children a 
Month,’’ The New York Times, November 9, 1993.など。 
６３ 詳しくは、Clawson （1993）; Christiansen and Powers（1993）; Damrosch （1994）. 
６４ 米紙The New York Times によるとイラクは国連の経済制裁をかいくぐって日量20万バレルの石
油を売却し、一年間で 7～8 億ドルの収入を得ていた（The New York Times, February 16, 1995）。 
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特別なルートから物資を密輸するなどして、かえって裕福な生活を送るという逆転の結果を招
くこともある ６５。このように、政治的利害(political gain)と、国民の苦痛（civilian pain）の間には、
複雑で長い因果の連鎖が存在する ６６。 
 
○ 無辜の人民の権利 
 
経済制裁を人道的観点から分析した場合に特に問題とされるのは、生命に対する権利、健
康に対する権利、である６７。 
まず、生命に関する権利は、全ての人類にとって最も崇高な基本的権利とされており、「市
民的及び政治的権利に関する国際規約（International Covenant on Civil and Political Rights、
ICCPR）」６８の第6条「生命に対する権利及び死刑」において、 「すべての人間は、生命に対
する固有の権利を有する。この権利は、法律によって保護される。何人も、恣意的にその生命
を奪われない。」（第6条、1）と、言及されている６９ 。また、この権利は、「児童の権利に関する
条約（Convention on the Rights of the Child）」７０（以下、CRC）によって補足されている。後者に
おいては、「締約国は、すべての児童が生命に対する固有の権利を有することを認めること」
                                                     
６５ Damrosch (1994), p.74. 
６６  Thomas G. Weiss, David Cortright, George A. Lopez and Larry Minear (eds.) Political Gain and 
Civilian Pain: Humanitarian Impacts of Economic Sanctions (1997). 
６７ 中谷（2004 年）； de Wet (2004);  Anna Segall, “Economic sanctions: legal and policy 
constraints,” in International Review of the Red Cross No. 836 (1999), pp. 763-784.; Boris Kondoch, “The 
Limits of economic Sanctions under International Law: the Case of Iraq,” 
【http://www.casi.org.uk/info/kondoch01.pdf】. 
６８ 1966 年採択。国連第 21 回総会にて採択。市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権
規約）に定める権利を侵害されたと主張する個人からの通報を受理し検討する規約人権委員会（Human 
Rights Committee）の権限を認めた選択議定書。詳しくは、国際法学会『国際関係法辞典』（2005 年）、
446 頁。 
６９ 詳しくは、大沼・藤田『国際条約集』（2000 年）、69-77 頁。 
７０ 1989 年、国連第 44 回総会にて採択。詳しくは、国際法学会（2005 年）439 頁；大沼・藤田（2000
年）、109-115 頁。 
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７１、また、「締約国は、児童の生存及び発達を可能な最大限の範囲において確保する」７２こと
が規定されている。つまり、制裁によって、乳幼児の栄養不良、飢餓が発生することを回避し
なければならないことが明言されている。 
以上のふたつの文献以外に、「国際人権規約（International Bill of Human Rights）」に含ま
れる「経済的社会的及び文化的権利に関する国際規約（ICESCR）」も、食糧に対する権利の
一環として捉えられている。 
以上のような、国際人道法の観点からは、輸出入の禁止をはじめとする経済制裁が与えうる
被制裁国の一般国民への経済的悪影響が、どの程度を超えれば許容されないかが問題とさ
れる。経済制裁の場合、被制裁国の経済に打撃を与えることによって政策の変更を促す（国
際法違反を中止させる）という基本構造を有するものである以上、当該国国民への一定程度
の経済的打撃は不可避であるが、生命を脅かすほど過大な打撃になることを避けることが人
道上の観点から要請される。特に問題とされるのは、一般市民の飢餓の問題である７３。 
具体的には、戦時における文民の保護に関するジュネーヴ条約における「各締約国は、他
の締約国（敵国である場合を含む。）の文民のみにあてられた医療品及び病院用品並びに宗
教上の行事に必要な物品からなるすべての送付品の自由通過を許可しなければならない。
各締約国は、また、15歳未満の児童及び妊産婦にあてられた不可欠の食糧品、被服及び栄
養剤からなるすべての送付品の自由通過を許可しなければならない」という規定７４、また、国
際的武力紛争の犠牲者の保護に関する追加議定書における「戦闘の方法として文民を飢餓
の状態に置くことは、禁止する」という規定７５、さらに、非国際的武力紛争の犠牲者の保護に関
する追加議定書の「戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは、禁止する」という規定７６
の射程範囲が問題となる。 
軍事的措置とは一線を画して経済制裁措置を発動する目的は、経済的政治的圧力を、一
般市民を危険に晒さない形で科すということである。あらゆる状況において、生命に対する権
利を認識することが前提条件となる。 
                                                     
７１ 第 6 条「生命に対する権利」、1。 
７２ 第 6 条「生命に対する権利」、2。 
７３ 中谷（2004 年）、297-318 頁。 
７４ ジュネーヴ条約第 4 条約（1949 年）、第 23 条第 1 パラグラフ。 
７５ 第 1 追加議定書（1977 年）、第 54 条 1 項。 
７６ 第 2 追加議定書（1977 年）、第 14 条第 1 文。 
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次に、健康に対する権利について検討する。ICESCRは、安保理に対して、全ての人々に
対して平等に医療品などのサービスを提供すること、差別を理由にサービスを蔑ろにしてはい
けないことを定めている７７。また、たとえ必要最低限であっても栄養面から適切で安全な食糧
の供給、住居、衛生設備、安全で持ち運び可能な水の供給、そして、世界保健機構（World 
Health Organization、以下 WHO）の「必須医薬品に関する行動計画（WHO Action 
Programme on Essential Drugs）」７８の下で、必要時には薬品を入手できるような環境を保つこと
を強調している。 
また、国連食糧農業機関（Food and agriculture organization of the United Nations、以下
FAO）の世界食糧サミット5年後会合（2002年）において採択された「飢餓撲滅のための国際的
連帯（International Alliance against Hunger）」と題する宣言においては、「食糧は政治的および
経済的圧力のための道具として使用されてはならない」ことが繰り返され、また、「国際法およ
び国連憲章と合致せず、また食糧安全保障を脅かす一方的な措置は控える必要性」が再確
認された７９。さらに、同宣言では、食糧に対する権利自体の捉え方について、その実定法性、
射程範囲、効果を巡って議論がもたれ、加盟国の努力が強調された。 
以上のような精神を反映して、安保理決議に基づく非軍事的措置に関しても、特に包括的
な制裁が発動される際には、食糧の禁輸は措置の対象から除外されている。 
例えば、南ローデシアに対する安保理決議253（1968年5月29日）、イラクに対する安保理決
議661（1990年8月6日）、旧ユーゴスラビアに対する安保理決議757（1992年5月30日）、ハイチ
に対する安保理決議917（1994年5月6日）においても、食糧および医薬品は輸出禁止対象か
ら除外されていた。 
すなわち、南ローデシアに対する安保理決議においては、「厳格に医療目的を対象とした
供給品」、「学校及び他の教育機関において用いられる教育用の資材・物資」、「出版物」、「報
道資材」及び「特別の人道上の状況における食糧」８０が、イラクに対する安保理決議において
                                                     
７７ ICESCR の第 12 条において、「健康を享受する権利」について規定している。詳しくは、大沼・
藤田（2000 年）、67 頁。 
７８ Action Programme on Essential Drugs ( 1998 年)。詳しくは、WHO のホームページ
【http://whqlibdoc.who.int/hq/1998/WHO_DAP_98.12.pdf】。 
７９  Draft Declaration of the World Food Summit: five years later（10-13 June, 2002）。詳しくは、FAO
【http://www.fao.org/DOCREP/MEETING/004/Y6948E.HTM#TopOfPage】を参照。 
８０ 安保理決議 253（1968 年）、パラグラフ 3（d）。 
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は、「厳密に医療目的を対象とした供給品」及び「人道上の事由がある場合における食糧」８１
が、旧ユーゴスラビアに対する安保理決議においては、「厳密に医療目的を対象とした供給
品」及び「制裁委員会に通告された食糧」８２が、ハイチに対する安保理決議においては、「厳
密に医療目的を対象とした供給品」及び「食糧」８３が、それぞれ販売・供給の禁止対象から除
外された。 
但し、以上の決議において留意すべきは、医薬品は無条件に禁輸対象から除外されてい
るのに対して、食糧については人道上の事由（南ローデシア、イラク）、制裁委員会への通告
（旧ユーゴスラビア）といった前提条件が付されていることである。医薬品の方が食糧よりも重
視されていることが伺われる。 
食糧が無条件で禁輸対象から除外されているのは、ハイチの事例のみである。南ローデシ
ア、イラク、ユーゴスラビアと比較して、ハイチは国家全体が極端に困窮していたため、人道上
の救済措置を当初から最優先させたためであると考えられる。 
さらに、食糧禁輸の除外に留まらず、困窮状態にある無辜の人民に対して食糧援助がなさ
れた場合もある。対イラク経済制裁時に導入された「石油と食糧交換プログラム」である。1996
年に始まり、制裁解除の半年後 2003 年末までの約 7 年間に亘って実施されたこのプログラム
は、国連の管理下でイラクからの石油の限定的輸出を認め、販売代金の一部を食糧・医療品
の購入に充てるという計画であった。 
これについては、本論第 2 部で詳しく検討するが、同プログラムの下では、イラク一般市民
の栄養状況改善のために、1996 年には、国民ひとりにつき一日1,200 キロカロリー、2002 年に
はひとりにつき一日 2,200 キロカロリーが摂取できるように工夫された食糧バスケットが毎月配
給された ８４。バスケットには、果物、野菜や肉は含まれていなかったものの、小麦、小麦粉、砂
                                                     
８１ 安保理決議 661（1990 年）、パラグラフ 3（c）。 
８２ 安保理決議 757（1992 年）、パラグラフ 4（c）。 
８３ 安保理決議 917（1994 年）、パラグラフ 7（a）。 
８４ イラク計画室のホームページ【http://www.un.org/Depts/oip/background/inbrief.html】。イラクにお
いて、ひとりの人間が健康的な生活を維持するために、一日あたりに最低必要なカロリー摂取量は、
2,100 キロカロリーとされている。それをかろうじて上回る量の食糧バスケットが配給されたことになる。貧
困ライン（poverty line）は国によって異なる。詳しくは、FAO
【http://www.fao.org/FOCUS/E/SOFI/glo-e.htm】および【http://www.fao.org/news/1999/img/sofi99-e.pdf】
を参照のこと。 
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糖、米、粉ミルク、茶、塩、洗剤、石鹸、豆、れんず豆、食用油などが含まれた。 
これらの措置により、制裁末期になってからではあるが、イラク国民の栄養状況は改善に向
かい始めた。2001 年のイラク 15 県の中部および南部に居住する 15 歳以下の幼児の栄養不
良の割合は、1996 年の半分の数値にまで低下した。また、1996 年には 23 パーセントであった
体重不足の幼児の割合は、2002 年には 10 パーセントにまで減少した。さらに、慢性栄養不良
児童の割合は、1996 年の 32 パーセントから 2002 年には 24 パーセントに、急性栄養不良児
童の割合は、1996 年の 11 パーセントから 2002 年には 5.4 パーセントに減少した ８５。また、国
連が食糧分配などを担当したイラク北部においては、より顕著な改善が見られた ８６。 
人道上の理由に基づく経済制裁からの一部除外は、特定のサービスにおいてもみられる。
例えば、対イラク経済制裁の場合には、安保理決議670（1990年9月25日）において、イラクか
ら及びイラクへの貨物を搭載した航空機の離陸を禁止した。また、イラク向けの航空機が上空
通過するのを全加盟国に対して禁じたが、制裁委員会によって承認される場合などは除くとし
た。 
安保理決議に基づく非軍事的措置の場合、各加盟国が負う義務としての措置の履行は、
可能な限り国際人道法規に合致した措置を採用すべきであると国連憲章103条に規定されて
いる８７。 
つまり、包括的制裁であっても、以上に述べたような数々の人道法に基づいて、一般市民
の経済的、社会的、文化的な権利が配慮されるべきであり、安保理は、安保理決議そのもの
の有効性、正当性を保つためにも、当該国の人民への影響を定期的に監視することが求めら
れている。制裁の対象国が内戦中である場合などは、制裁発動時点において既に国内経済
が悪化している場合が多いことから、人権保護のさらなる配慮と措置が必要となってくる。 
国連事務総長は、安保理によって制裁が発動された後の被制裁国の状況についての監視
を強めるため、具体的な提案を盛り込んだ書簡を安保理に提出した ８８。制裁委員会の機能と
                                                     
８５ 『南・中部イラクの5歳未満児の栄養状態の概要』2002年11月ユニセフ・イラク事務所のホーム
ページ【http://www.unicef.or.jp/siryo/prs_80.htm】を参照 
８６ 詳しくは、本論第 2 部第 4 章において述べる。 
８７ 国連安保理決議による措置を遂行するために既存の条約上の義務に抵触しても、それに優位
する。但し、後者の義務が jus cogens (強行規範）となっている場合は除く。 
８８ Proposals to improve the work of the sanctions committees(S/1999/92)。詳しくは、
【http://daccessdds.un.org/doc/UNDOC/GEN/N99/023/21/PDF/N9902321.pdf?OpenElement】を参照。 
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その問題点および改善点については前節で述べたが、この書簡においても、制裁委員会が
制裁期間を通じて、一般市民、とりわけ乳幼児への影響について監視を強めるべきであること、
安保理が将来発動する制裁において監視システムを充実させるべきことが強く求められてい
る。 
監視システムの機能の充実については、国際難民高等弁務官事務所（(Office of ) the 
United Nations High Commissioner for Refugees、以下 UNHCR）」８９、赤十字国際委員会
（International Committee of the Red Cross、以下 ICRC）９０、あるいは、ガリ前事務総長による
「平和への課題：追補（Supplement to an Agenda for Peace）」においても９１強調されている。 
以上のように、国連は、生命に対する権利、健康に対する権利、また、食糧に対する権利を
念頭において一般市民の保護をさらにすすめるとともに、他方ではエリート層に対象を絞って
制裁を科し、監視システムの強化を図ることによって措置の実効性を高めることを目的にした
制裁改革を、2000 年に入ってから検討している。 
国連自身が、人道的観点から制裁、とりわけ包括的制裁の見直しを呼びかけたものとして、
研究者によって国連人道問題局（当時）９２に提出された報告書 「より人道的でより効果的な制
裁を目指して：国連システムの可能性を高めるために」 （1977年）が挙げられる。また、人権の
観点からの報告書「経済制裁が人権にもたらす副次的影響」（2000年）がある。 
さらに、アナン国連事務総長が軍事制裁のあり方について安保理に提言した文書「武力紛
争下での文民保護に関する安保理への事務総長報告」（S/1999/957, 8 Sept. 1999）の中で、部
分的制裁について言及している箇所は特に重要である９３。 
また、一般の研究機関から提言された「スマート・サンクション」の議論は、国連機関関係者
や各国代表が参加して議論を重ねており、今後の国連経済制裁のあり方を策定するうえで注
目すべき議論である。これについては、本論第 3 部において詳しく述べる。 
                                                     
８９ Committee on Economic, Social and Culutral Rights, General Commen, No. 8 (2000), para.13. 
９０  Resolutions of the 26th International Conference of the Red Cross and Red Crescent, Resolution 4: 
Principles and Action in International Humanitarian Assistance and Protection, para F4 (b), (29 Feb. 1995). 
詳しくは、赤十字国際委員会（ICRC）のホームページ
【http://www.icrc.org/Web/Eng/siteeng0.nsf/iwpList74/74376546F3367824C1256B660059A8EE#top】。 
９１  Boutros-Ghali, Supplement to An Agenda for Peace: Position Paper of the Secretary-General on 
the Occasion of the 50th Anniversary of the United Nations, A/50/60 (3 January 1995), pp.17-18. 
９２ 現在の国連人道問題調整局(Office of Coordinating Humanitarian Affairs、OCHA)。 
９３ パラグラフ 54 において言及している。 
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小括 
 
第 2 章においては、国連経済制裁が安保理によって決定・発動されてから、加盟国によって
その措置が履行されていく過程において生じる諸問題について考察した。 
安保理による制裁措置の発動は、まず、国連憲章第 7 章第 39 条に基づいて、原因行為の
事実・違法性を認定し、次いで、第 41 条に基づく措置を決定するというプロセスをとるのが通
常である。 
しかし、実際には、上記の要件を満たさない形で、同様の経済的諸措置が安保理の決議に
基づいてとられた例がいくつか存在する。そこで、経済制裁措置の発動要件認定の問題（国
連憲章上の根拠の問題）、および措置決定の問題、措置履行の際に問題となる拘束力の有無
について検討を行なった。冷戦後は、アパルトヘイトや、民族自決、植民地体制の克服、さら
に、最近の対テロ決議など、従来は国内問題とみなされていたような事態を主要な理由として、
経済制裁が決定されるようになったことを指摘した。これらは、以前の決議に照らせば、「例
外」であるともいえるが、「平和に対する脅威」概念の拡大が多彩になってきている証左である
と解釈した。 
また、安保理以外、具体的には、総会によって制裁が決定される場合について、主に加盟
国への拘束力の観点から考察した。安保理以外による制裁措置の発動については、いずれ
も、「勧告」という形での決定が可能であるが、その権限において大きな違いがあるため、加盟
国がとる経済的措置が国際法上合法化されるか否かについては、議論があることを述べた。 
また、安保理による経済制裁の発動決議についても検討を加えた。安保理の決定は、法的
拘束力を有することから、決定がなされれば、比較的多くの国家が国内的措置をとる。しかし
ながら、決議の条文において使用される動詞は、例えば、「決定する（determine, decide）」、
「要請する（call upon）」など様々であるため、加盟国への履行要請に強弱があると考えられて
いる。つまり、国連憲章第 7 章における強制措置の決定すべてが同一の法的拘束力を有する
かは、疑問であることを述べた。 
また、国連経済制裁が加盟国によって履行される際に生じる主な問題としては、①原因行
為の発生時点から、被制裁国の経済に及ぶまでにかなりの時間を要すること、②経済制裁措
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置が効果を上げるためには、被制裁国の経済を完全に孤立・窮乏化させることが必要である
が、現実にはそのような状態を実現することはほとんど不可能だということ、③加盟国の企業が、
安保理決議に背いて、「抜け駆け的な」動きをすること、④経済制裁措置が、制裁国の経済を
害する反面、被制裁国の経済を活性化させる場合があること、を挙げた。  
これらへの解決案として、各加盟国が国内的履行のための監視機能を高めることが重要で
あること、また、経済制裁措置の実施によって自国の経済が困難に陥る国に対して、憲章によ
る保護以外に、国際的な援助を行なう制度を確立する必要があることなどを述べた。 
制裁が、被制裁国および周辺国の無辜の人民に対して大きな影響を与える点については、
従来の議論は立ち遅れているが、一般市民の権利は、もともと、国際人道法において保護さ
れていることを確認した。具体的には、「市民的及び政治的権利に関する国際規約」、「国際
人権規約」、「ジュネーヴ条約」において保護されている旨を述べた。 
以上のような人道的配慮によって、安保理決議に基づく非軍事的措置であっても、特に包
括的制裁の場合には、経済制裁の主要な一部をなす輸出入禁止措置のうち、食糧の禁輸は、
措置の対象から除外されているが、実際の制裁においては、本論の対イラク制裁において見
られるように、従来の保護では賄えないような人道的状況が発生する。ゆえに、今後の制裁に
おいては、先に述べた人道法の観点からの保護はもちろんのこと、それらを一歩進めた具体
的な救済措置がさらになされるべきであることを示唆した。
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おわりに 
 
第 1 部においては、まず、国連経済制裁の理論上の機能、国際法上の地位、強制措置とし
て期待される点を挙げた後、実際に制裁が決定、履行される過程において生じる様々な問題
を指摘し、それらを改善するための提言をした。 
第一に、経済制裁が加盟国によって忠実に履行されないことは問題であることから、履行の
ための監視機能を高めることが重要であることを確認した。特に、安保理の補助機関である制
裁委員会の機能の向上が望まれている。 
第二に、原因行為の発生から制裁措置の影響が被制裁国の経済に及ぶまでかなりの時間
がかかること、また、違法行為の発生から措置が発動されるまで、安保理内で諸々の手続きを
踏んでいる間に、被制裁国が制裁に備えて、備蓄品を準備するなど制裁に備える可能性があ
ることから、加盟国は国内的実施に関する法令を予め準備しておき、緊急性の要請に応える
ことが重要であることを指摘した。 
第三に、一切の通商を禁止する包括的制裁は無辜の人民への被害が大きいことから、必要
があれば早急に人道的措置を導入することが望ましいことを挙げた。とくに人道上の問題につ
いては、一般市民への被害を、生命に対する権利、健康に対する権利から考察した。包括的
制裁の場合はなおさら、無辜の人民への配慮は人道法に基づいてなされるべきであり、安保
理は安保理決議そのものの有効性、正当性を保つためにも、制裁の影響を定期的に監視す
ることが求められると結論づけた。 
経済制裁が、国連による集団的安全保障システムにおいて「合法的」措置であり、国際法に
合致しつつ国際法規範を防衛することが可能であること、軍事的措置が一般国際法上大幅に
制限されて事実上機能し得ない現状においては、非軍事的措置とりわけ経済制裁に、制裁の
機能遂行を期待せざるを得ないことを挙げた。 
また、制裁の影響については、本来制裁対象ではない無辜の人民への影響が甚大である
ため、今一度彼らを保護する国際規約の内容を確認したうえで、それ以上に、何らかの人道
的配慮と措置が必要であることを強調した。 
第 2 部では、以上に述べたような、国連経済制裁が抱える問題点を包含する事例として、対
イラク制裁を挙げ、制裁中に導入された大規模な人道的例外措置について述べる。安保理が
抱える諸問題がどのように人道的被害に繋がっていくのかを具体的に提示した。 
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第２部 経済制裁と「人道的例外措置」：対イラク経済制裁（1990 年 8 月 6 日
～2003 年 5 月 22 日） 
 
 
はじめに 
 
第 2 部においては、第 1 部で概観した諸問題を包含しており、かつ経済制裁の実施過程で
大規模な人道的措置が導入された初めての事例である、対イラク経済制裁を取り上げる。 
1990 年 8 月 2 日にクウェートに侵攻したイラクに対して、国連安保理は、1990 年 8 月 6 日に
安保理決議661を採択して、対イラク経済制裁を発動した。クウェートとの国境の侵犯、大量破
壊兵器を巡る国内への査察の拒否などを原因に、以降 13 年に亘って継続されることになる経
済制裁がここに始まった。 
以上の制裁に加えて湾岸戦争の影響もあって、イラクの国内状況は疲弊し、国民は医薬品、
食糧の不足に苦しみ、飲み水にも欠乏する状況に陥った。 
このような状況に対して安保理の中では、たとえ制裁下であっても一般市民の最低限の生
活は守られるべきであるとの意見が強くなった。そこで、国連は、イラクに査察を受け入れるこ
とを促し、イラク政府と妥協点を探って度重なる交渉を繰り返したが、二者の対立状況は容易
に解消しなかった。 
その間にイラク国内での人道状況は益々悪化し、国連が従来行なってきた救済措置では
賄いきれなくなってきたため、1996 年末に、大規模な「人道的例外措置」が導入されることに
なった。これが、「石油と食糧交換プログラム（Oil-for-Food Program」」である。 
プログラムは、イラクが所有する石油を売却することで得られる収入を人道物資の購入に
充てるというものである。イラクは、国連の監視の下に、このプログラムの条件に沿って、国連
によって承認された価格メカニズムを通じて、限定された量の石油を輸出することを許された。
そして、その収入を国内の人道物資の購入だけでなく、湾岸戦争で被害を被った周辺諸国へ
の賠償金として支払うこと、イラク国内に存在すると思われる大量破壊兵器の査察継続のため
の国連の活動費および事務経費に充当することが定められた。 
しかし、イラク政府は、これを国家の主権を侵害するものであるとして拒否した。このために、
プログラムは当初の計画通りには進まなかった。そこで、国連は、プログラムの実効性を高め
るために修正を加えた。修正されたプログラムは、2003年5月22日の経済制裁解除の半年後、
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すなわち同年 11 月末まで継続された。 
「石油と食糧交換プログラム」は、制裁に人道的配慮を大幅に加えた点、制裁の対象を政府
や軍部に絞りこもうとした点において、後に本格的に議論されることになる「スマート・サンクシ
ョン」へと繋がる先駆的な措置であったと位置づけられ、評価できる。 
しかし、一方で、同プログラムは経済制裁の不徹底という問題を生んだ。石油輸出枠の上限
は徐々に引き上げられ、ついには撤廃された。イラク政府はプログラムの規定する国連の決
済を通さずに収入を得る機会を増やし、軍備増強を図っていたのである。 
こうした事態に対応するために、英国によって提出された改訂案は、米国からは賛同を得た
ものの、ロシア、中国、フランスの反対にあい、安保理内での激しい議論の後、原案に大幅な
修正が加えられることになった。修正案は、新たに、「二重使用の懸念のある物品リスト（Goods 
Review List）」（以下、「禁止物品リスト」）を導入するとともに、民生品については輸入手続を簡
素化するなどの見直しが加えられた。「禁止物品リスト」とは、軍事物資ないし軍事用に転用可
能と見なされる（二重使用）物品を挙げたものである。国連大量破壊兵器廃棄特別委員会や
国連監視・証明・視察委員会などの対イラク国連軍事監視委員会が、調査結果からリストアッ
プしたものであった。 
この第 2 部では、まず、人道的例外措置である「石油と食糧交換プログラム」が導入された
経緯を、対イラク制裁の発動から解除までの一連の流れの中で概観する。その後、プログラム
がイラク国内の経済状況、人道状況にもたらした効果と問題点ついて検討を加える。また、措
置の後期で提出された英米によるプログラムの改訂案についても併せて検討する。 
こうした作業を通じて、経済制裁に人道的配慮を加えることの必要性を述べるとともに、人道
的措置を実行するにあたって生じる諸問題を明らかにする。
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【イラク地図】 
 
  出典： イラク計画室 (Office of the Iraq Program)のホームページ         
【http://www.un.org/Dept/oip/index.html】。 
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第３章  「人道的例外措置」の実施過程とメカニズム 
 
 
第１節  対イラク制裁決議採択から解除まで 
 
1990 年 8 月 2 日のイラクによるクウェートへの侵略及び占領に対して、国連安保理は同日
直ちに、イラクによる行為を「国際の平和と安全の破壊」であると認定し、国連憲章（以下、憲
章）第7 章第39 条及び第40 条に基づき、イラクに対して、クウェートからの即時及び無条件の
撤退、両国間における事態解決のための交渉を要請した（安保理決議 660）１【巻末、添付資
料】。 
しかし、事態が改善を見ないため、安保理は、イラクによるクウェートの侵略及び占領を終
了させる目的で、1990 年 8 月 6 日安保理決議 661【巻末、添付資料】を採択、直ちに、制裁委
員会を設置した。イエメンとキューバが棄権して成立したこの制裁決議は、国連加盟国の国内
措置を経て、それぞれ実施されることになった ２。 
安保理決議 661 において、安保理は、全加盟国に対して、以下の活動を禁止した。 
①イラクまたはクウェートを原産地とし、この決議の日の後にイラクまたはクウェートから輸出
されるすべての産品あるいは製品の自国の領域への輸入、②イラクまたはクウェートからの産
品あるいは製品の輸出を促進するような活動を自国や自国の領域において行なうこと、③イラ
クまたはクウェートから輸出される産品あるいは製品にかかわる取引で自国民もしくは自国旗
船によって、自国の領域において行われる活動、および、そのような活動や取引を目的とする
イラクまたはクウェートへの資金の移動を含む一切の活動、④イラクもしくはクウェートにおける
商業企業、工業企業、公益企業に対して、いかなる資金またはその他のいかなる財政的、経
済的資源を利用させること、⑤自国民及び自国の領域内のすべて企業に対して、資金又は資
                                                     
１ イラクがクウェートに侵攻した背景については以下の文献が詳しい。E. Lauterpacht CBE, QU, 
C.J.Greenwood, Marc Weller and Daniel Bethlehem ed., The Kuwait Crisis: Basic Documents. Cambridge 
International Documents Series, Vol.1. (1991) 、および、国枝昌樹『湾岸戦争』（1993 年）、C.G. ウィーラ
マントリー（著）、浦田賢治（訳）『国際法から見たイラク戦争：ウィーラマントリー元判事の提言』（2005 年）
など。 
２ 各国の対イラク制裁の実施については以下の資料が詳しい。D.L.Bethlehem ed., The Kuwait 
Crisis: Sanctions and Their Economic Consequences, 2 vols, (1991). 
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源を自国の領域外へ移転すること。 
但し、安保理決議 661 とこれに続く関連決議による対イラク制裁は、例外として、医療・保健
品以外の物資のイラクへの販売・供給の禁止、およびそれに関連する財政取引の禁止措置は、
同決議の下で設立された制裁委員会に通知される食糧品に対しては適用しないこと、また、
厳密に医療または人道上の目的のための支払いに限っては、資金を送金することが認められ
た。しかしながら、医療物資および食糧品以外のほとんどの通商を禁止した国連史上前代未
聞の厳しい措置であったため、制裁後まもなくイラクの人道的状況は悪化し、イラク問題が常
に国連安保理の最優先の議題として残るまでになった。 
そこで、安保理は人道状況を改善するため、制裁委員会のメンバーにより保留あるいは反
対が唱えられなければ、イラク政府への「異議なし手続き（ “no objection” procedure）」の下で、
食糧、医療品に限っての供給品は承認することにした。この措置によって、イラク市民の生活
に必要不可欠な物資は、制裁開始から 6 年間、合法的に購入できるようになっていた。しかし
ながら、後に詳しく述べるように、実際には保留が多くなされたために物資の配給が大幅に滞
り、状況は益々悪化することとなった。 
安保理決議666（1990 年9 月13 日）は、イラクの人道状況が深刻化していることについて初
めて言及し、必要があれば直ちに食糧をイラクおよびクウェートに供給することを決定した。こ
の決議以降、国際人道法 ３に照らしてイラクの国内状況の改善を求める条項が安保理決議の
中に頻繁に盛り込まれるようになった。 
このように人道状況が益々悪化したことから、早急に事態を収拾すべく、安保理は、決議
678（1990 年 11 月 29 日）【巻末、添付資料】において、翌年 1 月 15 日までの 45 日間の猶予
期間にイラクがクウェートから撤退しない場合には、クウェート政府を支援する諸国（加盟国）
に必要なあらゆる手段を行使することを決定した。 
しかしながら、イラクがこれに従わなかったため、翌年 1991 年 1 月 16 日に米軍を中心とす
る多国籍軍は空爆に続いて 6 日間の地上戦を行なった ４。これが「湾岸戦争」である。1 月 17
日から 2 月 27 日まで続いた。 
この攻撃によって、イラクはクウェートから駆逐されたが、バグダッド及び他の主要都市の発
                                                     
３ 広義においては、人間の尊重を確保するためのすべての国際法規範を含めるが、狭義におい
ては、交戦法規の中で特に戦争犠牲者の保護を目的とする規則（ジュネーヴ法）のみが含まれる。詳し
くは、国際法学会（1995 年）、293 頁を参照。 
４ この軍事行動については、憲章上の根拠を欠くとして、違憲とする説がある。 
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電所、水道、下水施設、橋、石油精製所、港、空港、道路は破壊され機能しなくなっていた。
国内のインフラがほとんど破壊されたため、人道状況は更なる悪化をみた。 
WHOによる 1991 年 2 月の報告によると、バグダッドの水供給は戦争以前の 5 パーセント以
下であり、イラク国民の飲み水の主な供給源であるチグリス川に未処理下水が流れ込み機能
しなくなった ５。 
停戦発効後、安保理は、安保理決議 686（1991 年 3 月 2 日）において、イラク政府に対して
暫定的な停戦条件を提示したが、イラクの協力拒否によって、安保理決議660および661を履
行させることは達成できなかった。およそ 1 ヵ月後に正式な停戦条件が安保理決議 687 によっ
て提示されることになるが、この停戦条件には、元国連事務次官アーティサーリ（Martti 
Ahtisaari）率いる調査団による報告いわゆる「アーティサーリ リポート（Ahtisaari Report）」 ６が
大きく影響を与えたといわれている ７。この報告書は、イラクおよびクウェートの人道状況の悪
化と援助の必要性を明らかにし、制裁解除もしくは大規模な人道救済措置を求めた。 
1991 年4 月3 日に採択された安保理決議687【巻末、添付資料】は、安保理決議史上「最も
長く最も複雑」といわれる正式な停戦決議であり、非軍事的措置の解除、緩和、継続及び再検
討に関する規定が盛り込まれた。安保理決議687は、26の序文、34の条項とサブセクションか
ら構成されている。決議は、「イラクが事務総長と安保理に対し、本決議を受諾することを公式
に通知すれば、イラクとクウェート及び安保理決議 687 に沿ってクウェートに協力する加盟国と
の間に正式な停戦が成立することを宣言する」と規定し、停戦に関する枠組みを定めた ８。 
この決議には、経済制裁解除のためにイラクが実行しなければならない 8 つの条件が提示
されていた。例えば、国際的監視の下で大量破壊兵器および射程距離 150 キロ以上の弾道ミ
サイルなどの破壊、撤去または無害化をイラクが無条件に受け入れることが含まれていた ９。 
また、安保理決議 661（1990 年 8 月 6 日）に盛り込まれた例外措置、すなわち、「イラクに対
                                                     
５ 詳細は、United Nations Security Council Report to the Secretary-General on Humanitarian Needs 
in Kuwait and Iraq. (1991, New York) を参照。 
６ S/22366、1991 年 3 月 20 日。 
７  詳しくは、【http://www.un.org/Dept/oip/index.html】を参照。 
８ 安保理決議 687 及び関連文書については、横田洋三編『国連による平和と安全の維持：解説と
資料』（2000 年）440-453 頁が詳しい。また、決議 687 の条項全般にわたる分析および解説については、
松井芳郎『湾岸戦争と国際連合』（1993 年）、147-187 頁が詳しい。 
９ 詳しくは、横田（2000 年）、440-449 頁を参照。 
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する医薬品及び保健衛生に関する物資以外の一次産品及び製品の売却や禁止、また関連
する経済取引の禁止は、同決議により設置された制裁監視委員会に通知した食糧、また 1991
年 3 月 20 日の事務総長報告や今後の委員会の人道的必要性についての調査報告で明らか
にされる民政物資の供給については、簡略化された審査手続きの下に委員会の承認を得れ
ば、適用されない」ことも確認された。 
しかしながら、フセイン政権は安保理決議 687（1991 年 4 月 3 日）をイラクとイラク国民への
不当な侮辱であるとして非難し、査察の受け入れやクウェート国境の侵犯などについても不履
行を続けた。イラクが不服としたのは、「15 日以内に、イラクが保有すると思われる大量破壊兵
器を含む全ての武器の所在を明らかにする」という文言であった １０。 
また、この安保理決議 687 において、国連は、イラク国内の武器の査察と大量破壊兵器す
べての廃棄を目的に、国連大量破壊兵器廃棄特別委員会（United Nations Sepcial 
Commission、以下UNSCOM）を組織した。イラクは査察を全面的に受け入れると一旦は約束
したものの、実際には部分的な協力であったうえに、生物兵器についての質問には一切答え
なかったと報告されている １１。 
しかしながら、最終的には、イラクが安保理決議 687 の無条件受諾を安保理議長に通告し
た １２ことにより、1991 年 4 月 11 日、湾岸戦争の停戦は正式に成立した。 
この間に、安保理は、イラク＝クウェート間の国境に沿って非武装地帯を設置し、この地域
の監視をするための国連イラク＝クウェート軍事監視団（United Nations Iraq-Kuwait 
Observation Mission、UNIKOM）を派遣することを、事務総長に要請した。イラクはこの提案を
受け １３、UNIKOMは、国連憲章第 7 章に基づいて、6 ヶ月の任期で設置された １４。WHO、
FAO、UNHCR、国連児童基金（United Nations Children’s Fund、以下 UNICEF）、国連食糧
計画（World Food Programme、以下 WFP）、国連人間居住計画（United Nations Centre for 
Human Settlement (UNCHS)、以下 UN-Habitat）からの専門家で構成される視察団は、国際
社会が協力して、侵略行為に対応したケースであった。 
                                                     
１０ Eric Hoskins, Political Gain and Civilian Pain (1997), p.139. 
１１ ハンス・ブリクス著『イラク大量破壊兵器査察の真実』（2004 年）。 
１２ Exchange of letters between the Secretary-General and the President of the Security Council 
（S/22456, 24 Feb. 1991). 
１３ S/22454/add.3. 
１４ 安保理決議 689（1991 年 4 月 9 日）。 
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湾岸戦争は停戦を迎えたが、監視団の報告によって、湾岸戦争によるイラク国内の壊滅的
な状況が明らかにされた。報告書、「アガ・カーン リポート（Aga Khan Ｒeport）」には、イラクに
おける人道物資の必要性が強く訴えられていた １５。イラクの状況は、国連による通常の人道援
助プログラムではもはや対応できないことが明らかになった。 
そこで、緊急措置がとられることになった。これが、「石油と食糧交換プログラム
（Oil-for-Food Program）」１６である。プログラムが正式に発効されるのは 1996 年末であるが、プ
ログラムの基礎となる手続きについては、1991 年 8 月 15 日の安保理決議 706 において定め
られた。 
安保理決議 706 は、イラクに石油の一部輸出（180 日毎に 16 億米ドルの原油の輸出）を認
める決議であった。国連の管理下において輸出された石油の売却金は、国連の預託口座を
通じて、イラク国内向けの人道物資の調達に充てられることが決定された。また、石油売却金
の一部が湾岸戦争による損害賠償や UNSCOM および国際原子力機関（International Atomic 
Energy Agency、以下 IAEA）の活動費用、または、事務経費等に充てられることが定められ
たが、イラクはこの点について不満を示した。 
同じ日に決議された安保理決議707においては、イラクが、イラク境界および非武装地帯の
侵犯を繰り返したこと、先の安保理決議 687 に基づく義務を怠ってきたこと、さらに、UNSCOM
および IAEA との協力義務に関して深刻な違反を行なっていることを非難し、UNSCOM およ
び IAEA の査察団が望むすべての地区、建物、設備、記録、交通手段に関し、無条件、無制
限のアクセスを認めることを強く要請した。 
次いで、安保理決議 712（1991 年 9 月 19 日）は、「石油と食糧交換プログラム」の基本的な
構造を承認したが、イラク政府はプログラムが国家主権を侵害するものであるとして、受諾を拒
んだ。 
イラクの拒絶に直面したことにより、大量破壊兵器への査察は進展せず、人道状況はさらな
る悪化をみたことから、国連は、「石油と食糧交換プログラム」の実施のための努力を続けるの
                                                     
１５  Report to the Secretary-General on Humanitarian Needs in Iraq prepared by a Mission led by 
Sadruddin Aga Khan, Executive Delegate of the Secretary-General for humanitarian assistance in Iraq 
(S/22799, l dated 15 July 1991). 
１６  「イラク・プログラム」ともいわれる。「石油と食糧交換プログラム（Oil-for-Food Program）」 の詳
細は、イラク計画室 (Office of the Iraq Program)のホームページ【http://www.un.org/Dept/oip/index.html】
を参照。 
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と平行して、1995 年 4 月 14 日に安保理決議 986【巻末、添付資料】を採択した。 
これは、プログラムの新しい枠組みを設定したものであった。イラクの一般市民の栄養・健康
状態の低下を指摘する調査報告を受けて １７、安保理決議 986 は、石油売却量を「180 日毎に
16 億ドル」（安保理決議 706）から増量し、「180 日間に 20 億米ドル」を上限とする量の原油輸
出と、人道物資配給における責任をイラク政府が有する旨を承認した。 
さらに、この決議において同プログラムの有効期間は 180 日毎に区切って 1 期とし、イラク
国内の状況を監視しながら遂行していく方法が採択された。プログラムの期限は、累次の決議
により次々と第 13 期（2003 年 6 月）まで更新されていくことになった【表 2、91-94 頁】。 
この安保理決議 986 において安保理は、プログラムの更新と同時に、イラク政府に対して
UNSCOM による査察の受け入れ拒否を非難し、査察団の立ち入りを重ねて要求した。 
また、国連は、イラクとの妥協を図るために、イラクが人道物資配給における責任を有する
旨を認めた。しかしながら、クルド人が大多数を占める北部 3 県での人道援助に関してはイラ
クの権限を認めず、国連が引き続き直接管理することを確認した。この提案についてイラクは
当初拒否する姿勢をとっていたが、1996 年5 月に入ると、これまでの主張を一転して、1996 年
5 月 20 日に安保理決議 986 の実施方法を明確にした了解覚書（Memorandum of 
Understanding on the Sales of Iraq Oil, Implementing Security Council 986、以下MOU）１８を締
結し、決議内容を承諾した。イラクは、「UNSCOMとIAEAが査察を希望するあらゆる施設に対
して即時、無条件、無制限のアクセスを確保すること」を了承したのである。 
イラクが突如、安保理決議 986 を受諾した理由としては、ひとつには、イラクが各国の石油
会社と直接交渉して契約できる点が挙げられる。もうひとつには、査察を受け入れることによっ
て、安保理に課せられた義務を果たし、制裁の早期解除を目指したい意図があったからだと
推測されている １９。その動機付けとなったのは、UNSCOMとの水面下での約束であった ２０。
約束とは、査察団が、イラクの「主権と安全保障に関わる重大な場所」に入る際には、査察時
間（①なるべく時間をかけないこと、②イラクの都合で立ち入りが遅延される場合があること）や、
査察団の構成（立ち入るのは 4 人以下）などについて、イラク政府と調整することを約束したこ
                                                     
１７ 例えば Jean Drèze & Haris Gazder “Hunger and Poverty in Iraq, 1991,” World Development, Vol. 
20 (1992) など。 
１８ S/1996/356. 
１９ ブリクス（2004 年）、58-60 頁。 
２０ 同上。 
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とであった ２１。UNSCOMは、これらの「妥協点」を見出し、イラク側から安保理決議 986 の受諾
を取り付けたのである。 
その後、イラク軍がクルド族居住地域に侵攻したため、国連との交渉が中断される場面もあ
ったが、同年 8 月 12 日、制裁委員会は安保理決議 986 に規定された措置の実施に必要な一
連の促進手続き（S/1996/636）を採択し、1996 年 12 月 10 日に「石油と食糧交換プログラム
（Oil-for-Food Program）」が正式に発効した ２２。（プログラムの詳細については次節で述べ
る。） 
しかしながら、1998 年になっても大量破壊兵器の査察は進まず、国連は、イラクによる累次
の決議違反を非難し、査察協力の要請を繰り返す事態となり、イラク国民の生活は益々窮乏し
ていった。 
この事態を受けて、安保理はイラクに 180 日毎に 52 億 5600 万米ドルを超えない範囲の量
の原油販売を認めるとともに、その三分の二を人道物資の導入に充てること、また、戦争前に
40%程度に落ち込んでいた電力供給の改善のために資金を使用することを認めた（安保理決
議 1153、1998 年 2 月 20 日）。 
しかしながら、安保理決議 1153 の採択にあたっては、イラク政府および専門家からは、イラ
ク国内の石油産業における設備の修理の必要性と交換部品の欠如によって、上限まで原油
を産出することが困難であるとの見方が示された。また、国際市場において原油価格が下落し
ていたことも問題であった。そこで、安保理は、人道援助プログラムの一部として、設備修理の
ための交換部品やポンプの購入を認めて石油の増産を目指した。 
1999 年 12 月 17 日の安保理決議 1284 では、より多くの石油を輸出できるように、ついに石
油輸出量の上限が撤廃された。以後、プログラムは累次の決議によって更新され、継続され
ていくこととなった【表 2、91-94 頁】。この決議 1284 では、大量破壊兵器等の廃棄のためにイ
ラクにおいて査察等を行ってきた UNSCOM に代えて、未解決の武装解除問題を取り扱うとと
もに、より強力で継続的な監視と検証をする目的で、「国連監視検証査察委員会（United 
Nations Monitoring,Verification and Inspection Commission、以下 UNMOVIC）」が設置され
た。 
しかしながら、イラクは、プログラムが更新するたびに石油輸出量の増加が承認され、結局
                                                     
２１ ブリクス（2004 年）、58-60 頁。 
２２ 詳しくは、イラク計画室【http://www.un.org/Dept/oip/index.html】を参照。 
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は上限が撤廃されるという制裁の「緩み」を利用して、国連の「石油と食糧交換プログラム」の
輸出枠組みでの決済を通さずに収入を得る機会を増やし、軍備増強を図っていた。2001 年 7
月 3 日の安保理決議 1360 では、この状況を打開するために、英国は国連に制裁改革案を提
案した。その後、決済なしのイラクによる収入増加を阻止む目的で、詳細な対イラク輸出禁止
物品リスト「Goods Review List 」（以下、「禁止物品リスト」）を付帯した安保理決議 1382（2001
年11月29日）【巻末、添付資料】が、安保理内での議論の末、採択された。この決議において
は、民生品の輸入をすべて認めると同時に、武器として二重使用可能な物品について禁輸を
厳しくすることが定められた。 
2002 年 5 月 14 日の安保理決議 1409【巻末、添付資料】は、「禁止物品リスト」を導入し、人
道物資の承認手続きを改善する旨が決定された。それまでの人道物資に関する契約のほとん
どは決議 661 によって設置された制裁委員会によって承認されていたが、新しい手続きの下
では、「禁止物品リスト」に掲載された物品のみが制裁委員会の審議にかけられた。つまり、人
道物資に関しては制裁委員会によって逐一チェックされることなく配給されることになり、手続
きが簡素化された。 
しかし、このような更新にもかかわらず、イラクの経済情勢は、外貨獲得源の使途が制限さ
れていること、膨大な対外債務を抱えていること、巨額な湾岸戦争の賠償を支払う義務を負っ
ていることなどを理由として、依然として厳しいものであった。 
イラクが引き続き武装解除義務の不履行を続けていることを受けて、安保理決議1441（2002
年 11 月 8 日）は、大量破壊兵器や関連計画について全面かつ完全な申告、積極的に査察に
協力することなどを要求し、イラクに最後の順守の機会を与えた。 
安保理決議 1443（同年 11 月 25 日）では「石油と食糧の交換プログラム」の 180 日間の延長
が承認され、同年12 月4 日の安保理決議1447 では、プログラムの更なる延長が決定された。 
しかし、イラクから依然として回答が引き出せないため、米英軍は 2003 年 3 月 20 日から 5
月 1 日まで空爆を行なった。その時点で展開済みの兵力は米軍が 24 万人、英軍が 2 万 6000
人ほどであった。これに加えて、オーストラリア、スペイン、ポーランド、日本などのいくつかの
国が、戦闘部隊あるいは非戦闘部隊を派遣した。 
この武力行使は現在でもその正当性について議論がもたれているが、米国が主張する正
当化の事由は、イラクによる大量破壊兵器の製造と保有、隠蔽あるいはその利用の恐れであ
ったとされている。武力行使をするためには国連安保理の決議が必要だとする安保理多数派
の主張を退け、多数国の支持という意味での正当性を獲得することもないまま、いわば国連を
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置き去りにして始められた戦争であった ２３。この武力行使の正当化理由としては、安保理決議
678（1990 年 11 月 29 日、イラクのクウェートからの撤退を命じ多国籍軍に武力行使を授権）、
安保理決議687（1991 年4 月5 日、イラクへの大量破壊兵器査察を決定）と、安保理決議1441
（2002 年 11 月 8 日、同旨）のいわゆる「3 本決議」が挙げられる ２４。 
つまり、米国と英国は、上記の三本の決議により、武力行使は合法であったという議論を展
開している。その議論を要約すると、以下のようになる。①安保理決議 678 は、クウェートに軍
事侵攻したイラクに対して、多国籍軍が武力行使することを授権した、②安保理決議 687 は、
イラクが大量破壊兵器を廃棄し、国連の査察に応じることを義務付けている、③安保理決議
1441 は、イラクが安保理決議違反を繰り返していると認め、更なる違反があれば、「深刻な結
果に直面する」としている、④安保理決議 687 は、安保理決議 1441 の違反があった場合、事
態は決議 678 の時点に戻り、かつ停戦条件の不履行を理由に、決議 678 が授権する「武力行
使の条件」を適用させる、⑤従って、いつでも武力行使が法的に許される、という論理構成をと
る。このように、米英が主張するような正当化の理論を巡っては、さまざまな議論がなされてい
る ２５。 
結果として、この武力行使により、2003 年4 月9 日にフセイン政権は崩壊した。そして、同年
5 月 22 日に採択された安保理決議 1483【巻末、添付資料】によって、13 年間に亘って科され
ていた経済制裁は解除された。「石油と食糧の交換プログラム」は制裁解除後も継続され、
2003 年 11 月 21 日の終了にむけて段階的に削減されていった。 
                                                     
２３ 最上敏樹『国連とアメリカ』（2005 年）、3-14 頁。 
２４ 最上（2005 年）、15-18 頁。 
２５ 例えば、最上（2005 年）は、以下のように反論している。つまり、決議 1441 は、その採択過程で、
武力行使への自動的移行を否定しており、さらに、イラクによる違反が確認された場合には、「直ちに会
合を持ち」「事態を検討する」と規定し（第 11 項）、いかなる措置が取られるかは事後に決められるもので
ある。別言すれば、決議 1441 は、違反が確定した場合の対応を、この決議を視点として将来に向けて
指定するものであり、そこから過去に遡行することを促すものではないと解釈できる。また、遡って論拠
を求めるにしても、決議 687 は、大量破壊兵器廃棄義務違反および査察協力義務に対して安保理がと
るべき措置を具体的に定めているわけではない。「必要なさらなる措置をとる」（第 34 項）と述べており、
武力行使をしてよいとは述べていない。以上のように、米英両国政府あるいはそれを支持する研究者の
正当化議論は、大量破壊兵器廃棄及び査察義務違反への対応という本題に関する限り、かなり不十分
である。しかも、大量破壊兵器そのものが存在しなかったという疑問も大きくもたれている。詳しくは、最
上（2005 年）、15-18 頁。この問題について、本論では、これ以上は立ち入らないものとする。 
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制裁解除決議である安保理決議 1483 においては、フセイン政権後のイラク復興が、米英な
どの占領下（暫定占領当局〔Coalition Provisional Authority、以下 CPA〕）と、その下部組織に
あたる統治評議会（イラクのさまざまな民族/宗派の代表 25 名によって構成）によって進められ
ることが承認された。イラクの石油の管理については、輸出する一時的な権限は米英が持つも
のの、輸出状況は国際的監視委員会およびイラク人指導者によって監視されることが決まっ
た。戦後の復興計画については、復興人道支援室（Office of Reconstruction and Humanitarian 
Assistance、以下 ORHA）及び ORHA の管轄する民政チームによって推進されることが決定さ
れた。 
さらに、2003 年 10 月 16 日の安保理決議 1511 によって、イラク復興のための新決議が採択
された。2004 年 12 月 14 日には、サダム・フセインが米軍によってイラク中部で拘束された。 
イラクでは、2005 年 1 月末に暫定議会選挙が行なわれ、それ以降、憲法の草案作成、憲法
承認の国民投票、新憲法下での総選挙、そして、本格政権発足というプロセスを踏んで、新し
い国づくりが始まった ２６。 
UNMOVICおよびIAEAは、結局、大量破壊兵器を見つけることができず、そもそもそれら
が存在しなかったとの証拠も出始めた。イラク国内の全ての大量破壊兵器を開示するという報
告は、2006 年に発表される予定である ２７。これに関して、ブリクス（Hans Blix）元UNMOVIC委
員長は、米国がイラク攻撃の根拠としてしていた大量破壊兵器の開発情報は非常にあいまい
であり、米国の対応は完全な失敗であったと述べ、IAEAやUNMOVICが示した客観的な証
拠に対して、米国はもっと注意を払うべきであったとして、米国を非難している ２８。 
IAEAやUNMOVICは、イラク国内のほとんどの兵器を追跡、破壊することによって、イラク
の軍備増強を食い止めたとして、ある程度の評価は受けている ２９が、ブリクスは、今後の査察
活動への提案として、大量破壊兵器の拡散を防ぐには、国家情報機関が得る情報と、施設へ
のアクセス権限を持つ国際査察活動とをうまく組み合わせていく工夫を挙げている。そして、
                                                     
２６ これらの政治的プロセスは、イラク「基本法」（2004年3月制定）、および安保理決議1546（同年
6 月 8 日）によって定められた。詳しくは、外務省のホームページ
【http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/iraq/kankei.html】を参照のこと。 
２７ UNMOVICの委員長であったハンス・ブリクス（Hans Blix）は、2006年初頭に最終報告をすると
話した。2005 年 9 月 29 日の日本国際問題研究所主催のシンポジウムにて言及した。 
２８ 『朝日新聞』2005 年 10 月 13 日、15 面。 
２９ マントリー（2005 年）、60 頁。 
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情報機関が説得力ある情報を提供し、それに基づいて国際査察官が活動することで、効率を
挙げることを提言している。但し、国際査察官は、国家の情報機関などに従属すべきではなく、
独立していなければならず、さもなければ信頼性を失うことになるだろうと警告している ３０。 
ここで、採択されるまでに3度の修正のあった制裁解除の最終決議であるところの安保理決
議 1483 の意味について、少し触れておきたい。安保理決議 1483 は、アラブ諸国唯一の理事
国で米英主導に反発するシリアの欠席によって、15 理事国中 14 カ国が賛成して採択された。
これによって1990 年のクウェート侵攻以来続いてきたイラクへの国連経済制裁は解除された。 
さらに、同決議は制裁解除にとどまらず、石油事業の再開、運営と売却金の管理、占領国
の権限や占領統治期間の設定、さらには略奪されたイラクの文化財の回収にまで言及し、戦
後復興を包括する内容になっている。 
2003 年 5 月 9 日に米国、英国、スペインによって示された原案は、米英が強大な権限を持
って事実上無期限に占領統治することが可能な内容であった。そのため、イラクに巨額の債
権を保有し、石油事業に既得権益を持つフランス、ロシアなどが強い懸念を表明したことをき
っかけとして、各国間の駆け引きが浮き彫りになった。 
米国、英国、スペインは、フセインに大量破壊兵器に関する義務を履行させたり、フセイン
政権を崩壊させるために科した国連経済制裁は時代遅れであると主張した。さらに、米英西
は、経済制裁を継続することは、単にイラクの復興を遅らせるだけであるという認識を示した。
とくに米英は、他国との協力あるいは国連の決議で、イラクの戦後復興活動の正統性を高め
たいと考えていたとされる ３１。 
一方、フランス、ロシア、ドイツは、全面的な解除ではなく一時的な凍結措置を主張した。な
ぜなら、フランス、ロシア、ドイツは、フセイン政権との間で石油開発契約を交わしたにもかか
わらず、米国の管理する戦後プロジェクトの受注契約から締め出されるのではないかと懸念し
たためである。決議採択における各国の主張はバラバラであるが、結果的には、米英西と仏
露独との対立となった。 
結局、安保理決議 1483 は、米英西案に 100 箇所以上の修正を加えた上での採択となった。
                                                     
３０ モデルケースとして、IAEA が 1990 年代前半に、イラクの動きを探るために英国の情報機関員
を雇い、情報を得ていたという事例を挙げた。『朝日新聞』同上。 
３１ この辺りの各国間の駆け引きについては、以下の文献が詳しい。酒井啓子「『賢い制裁』の挫
折と緊張はらむ米・イラク関係」『アジ研ワールド・トレンド』No.73（2001 年 10 月）、43-50 頁。； ジンツァ
ン・ワン「経済制裁の内包するジレンマ」『外交フォーラム』158 号（2001 年 9 月）、50-54 頁。 
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そして、修正後の国連の役割は、人道支援の調整と統治機構設立の支援にとどめられ、米英
が暫定政権樹立を主導して石油事業を掌握する決議案の骨格は変わらなかった。同決議は、
イラクにおける国連の代表者(特別調整官)についても言及しているが、周辺的な役割になると
考えられる。 
以上に概観したように、国連はイラクへの制裁過程において、「石油と食糧の交換プログラ
ム」を中心とした人道的例外措置、そしてその改革案として英米案（のちに「スマート・サンクシ
ョン」を一般的に知らしめたといわれる）を導入するなど、さまざまな方策を講じた。しかしなが
ら、これらの措置の一番の目的であるイラク国民の人道状況の改善は思うように進まず、現状
以上の悪化を食い止めるという成果に留まった。 
イラク国内の大量破壊兵器の査察において、また、人道プログラムの遂行において、さらに
は、制裁解除後のイラクの石油産業への関与を巡る議論においても、安保理内の足並みは大
きく乱れた。この不協和音が、イラクに対する措置がうまく機能しなかった最大の原因であった
といえよう。 
 
 
第２節  人道的例外措置の具体化：「石油と食糧交換プログラム」 
 
前節では、人道的例外措置である「石油と食糧交換プログラム」が導入された経緯を、対イ
ラク制裁の発動から解除までの一連の流れの中で概観した。 
本節では、前節と若干重複する部分はあるが、「石油と食糧交換プログラム」のメカニズムと
具体的な内容に焦点を絞って考察する。 
なお、「石油と食糧交換プログラム」を含む人道的例外措置を制裁の「部分解除」と捉えて議
論する研究者 ３２もいるが、本論では、「例外措置」として捉える。なぜなら、国連安保理によっ
て「部分解除」と決議されたわけではないからである。 
1995 年の安保理決議 986【巻末、添付資料】に基づき 1996 年末から開始された「石油と食
糧交換プログラム」は、国連制裁下にあるイラク国民の人道的必要を満たすために考案された
                                                     
３２ 例えば、酒井啓子「イラクの経済制裁部分解除に関わる経済状況」『イラク・フセイン体制の現
状：経済制裁部分解除開始から一年』第 2 章、トピックレポート No.29（1998 年 2 月）
【http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Topics/29.html】。 
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措置であった。イラクの資源である石油を売却することによって、その収入を主に人道物資の
購入に充てる目的で導入された。 
このように、一国が所有する資源を売却することで得られる収入のみを財源に人道支援を
行なうことは国連にとって初めての試みであった。また、FAO、WHO、UNICEF、WFP、
UN-Habita、国連教育科学文化機関（以下、UNESCO）、国際電気通信連合（以下、ITU）、国
連開発計画（以下、UNDP）、国連プロジェクト・サービス機関（以下、UNOPS）の 9 つの関連機
関が、プログラムの履行を担当したことから、その規模と複雑さにおいて、国連がこれまで着手
した中で最大のプロジェクトであった。 
プログラムの枠組みは、1991 年8 月の安保理決議706 の時点で定められていたが、その内
容を巡ってイラク政府の拒否にあい、妥協点を巡って議論が重ねられていくことになった。そ
のため、プログラムが公式に開始されたのは 1996 年末のことであり、経済制裁が始まってから
実に 6 年余りが経過していた。 
次ページから掲載した【表 2】は、「石油と食糧交換プログラム」が策定されていく過程と、そ
の後、プログラムが、実質 7 年間に亘って実施されていく過程を、決議内容を基にまとめたも
のである。 
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【表 2】 「石油と食糧交換プログラム」の実施過程  
 
安保理決議 日時 主な決議内容 イラクの対応 
706 1991 年 8 月 15 日 
プログラムの手続きが決定。イラクに対して 180 日毎に 16 億ドルの
原油の輸出を認可し、うち 30%を超えない金額を戦災補償基金に
充当すること、石油売却金は国連の預託口座を通じて人道物資の
調達に充てることなどが決定。その他、国連特別委員会や、イラク=
クウェート間国境制定委員会の活動費の一部を、石油売却金から
捻出することを明記。 
拒否。 
707 1991 年 8 月 15 日 
イラク境界および非武装地帯の侵犯を非難、UNSCOM および
IAEA の査察団が望むすべての地区、建物、設備、記録、交通手
段に関し、無条件、無制限のアクセスを認めることを強く要請。 
─ 
（無回答） 
712 1991 年 9 月 19 日 プログラムの基本的な構造を承認。 
石油輸出の主
導権を国連が掌
握しているとして
拒否。 
プ
 ロ
 グ
 ラ
 ム
 実
 施
 前
 の
 手
 続
 き
 
778 1992 年 10 月 2 日  
イラクの人道状況悪化を受けて、国連加盟国に対して、イラクの原
油輸出に起因する資金が存在する場合には、安保理決議 706 及
び 712 によって設置された国連預託口座に移転するよう要請。 
─ 
程
 
（
 第
期間（①～⑬期：一期 安保理決議 日時 主な決議内容 イラクの対応 
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は 180 日） 
986 1995 年 4 月 14 日 
プログラムの有効期間を一期 180 日間と明記。査察団の受け入れ
を重ねて要求。石油輸出量を「180 日毎に 16 億ドル」（安保理決
議 706）から増量し、「180 日毎に 20 億ドル」を上限とする旨を承
認。イラク政府には各国の石油会社と直接交渉・契約する、人道
物資配給における責任を有することを認めたが、北部 3 県への配
給は国連人道問題計画局が管理する旨を決定。 
拒否→後に、了
解覚書を締結
（1996 年 5 月 20
日）。 
① 1996 年 12 月 10 日
～1997 年 6 月 7 日  
⇒986 に規定された措置の実施に必要な手続き（S/1996/636）を採択し、正式にプログラムが発効（12 月 10 日）。 
② 1997 年 6 月 8 日～
1997 年 12 月 4 日  
1111 1997 年 6 月 4 日 プログラムの 6 ヶ月間の延長を決定。 
人道物資の配
給計画を提出せ
ず、原油の輸出
が停止。 
③ 1997 年 12 月 5 日  
～1998 年 5 月 29 日 
1143 1997 年 12 月 4 日  プログラムの 6 ヶ月間の延長を決定。 ─ 
1153 1998 年 2 月 20 日 
「180 日毎に 52 億 5600 万ドル」を超えない範囲量の原油販売を
承認。この資金を石油関連設備の修理と交換部品の購入、および
電力供給の改善のために投入。 
─ 
④ 1998 年 5 月 30 日
～1998 年 11 月 25 日  
1175 1998 年 6 月 19 日 3 億ドル相当の石油関連部品やポンプの購入を許可。 ─ 
⑤ 1998 年 11 月 26 日
～1999 年 5 月 24 日 
1210 1998 年 11 月 24 日 プログラムの 180 日の延長を決定。 ─ 
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⑥ 1999 年 5 月 25 日
～1999 年 11 月 20 日  
1242 1999 年 5 月 21 日 
第 5 期プログラムがイラク国民の人道面を満たしていないこと、経済
的社会的インフラが 1990 年以前の基準にまで回復していないこと
を確認。追加分として、30 億ドル相当の石油輸出を承認。6 億ドル
相当の石油関連部品の購入を許可。 
─ 
 ～1999 年 12 月 4 日 1275 1999 年 11 月 19 日 第 6 期をさらに 2 週間延長。 ─ 
 ～1999 年 12 月 11 日  1280 1999 年 12 月 3 日  第 6 期をさらに 1 週間延長。 ─ 
1281 1999 年 12 月 10 日 プログラムの 180 日間の延長を決定。 ─ 
⑦ 1999 年 12 月 12 日
～2000 年 6 月 8 日  
1284 1999 年 12 月 17 日
石油輸出量の上限を撤廃。国連監視検証査察委員会
（UNMOVIC）を設置。 
─ 
⑧ 2000 年 6 月 9 日～
2000 年 12 月 5 日  
1302 2000 年 6 月 8 日 
プログラムの 180 日間の延長。事務総長は、イラクの人道上を把握
するために専門家を指名。水と衛生設備の配給をより迅速に行うよ
うに手配。 
─ 
⑨ 2000 年 12 月 6 日
～2001 年 6 月 3 日  
1330 2000 年 12 月 5 日  
石油売却金の 72%（うち 59%〔以前は 53%〕を中・南部、13%を北
部 3 県）を人道物資購入に、25%〔以前は 30%〕を湾岸戦争の戦
災賠償金に、2.2%を国連の活動資金に、0.8%を UNMOVIC およ
び IAEA の査察資金に充てることを決定。 
─ 
プ
 ロ
 グ
 ラ
 ム
 の
 実
 施
 過
 程
 （
 第
 ⑥
 期
 ～
 第
 ⑨
 期
 ）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 ～2001 年 7 月 3 日 1352 2001 年 6 月 1 日 第 9 期をさらに 30 日間延長。 ─ 
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⑩ 2001 年 7 月 4 日～ 
2001 年 11 月 30 日 
1360 2001 年 7 月 3 日 プログラムの 150 日間の延長を決定。 ─ 
⑪ 2001 年 12 月 1 日～
2002 年 5 月 29 日 
1382 2001 年 11 月 29 日 
英米による制裁改訂案の提示。プログラムの拡大と、軍需品および
ワッセナー・アレンジメントのリストにほぼ沿った汎用品のイラクへの
輸出は引き続き禁止の対象とするが、それ以外の製品は輸出禁止
の対象から外すことを決定。「二重使用の懸念のある物品リスト
（Goods Review List）」を協議。 
─ 
1409 2002 年 5 月 14 日 
安保理決議 1382 の確認。人道物資の承認手続きを改善。「二重使
用の懸念のある物資リスト（Goods Review List）」の導入を決定。 
武力解除義務
の不履行。 ⑫ 2002 年 5 月 30 日～
2002 年 11 月 25 日 
1441 2002 年 11 月 8 日 
大量破壊兵器および関連計画について全面かつ完全な申告をする
こと、積極的に査察に協力すること等を重ねて要求。 
拒否。 
 ～2002 年 12 月 4 日 1443 2002 年 11 月 25 日 第 12 期をさらに 9 日間延長。 ─ 
1447 2002 年 12 月 4 日 プログラムの 180 日間の延長を決定。 ─ 
プ
 ロ
 グ
 ラ
 ム
 の
 実
 施
 過
 程
 （
 第
 ⑩
 期
 ～
 第
 ⑬
 期
 ）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
⑬ 2002 年 12 月 5 日～
2003 年 6 月 3 日 
1483 2003 年 5 月 22 日 
経済制裁の解除。プログラムは、暫定占領当局（CPA）の下で段階
的に縮小しながら、6 ヶ月を猶予期間として 11 月 21 日に終了するこ
とを決定。それに伴って、事務所を閉鎖することも決定。 
─ 
出典： イラク計画室のホームページ【http://www.un.org/Depts/oip/background/phases.html】に掲載されているリスト、および、関連する安保理決議を基に筆者
が作成した。 
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イラク政府が国連の提示した案に抵抗した理由として、主に以下の 4 点が挙げられる ３３。 
第一に、石油売却金が、人道物資購入に充てられるだけではなく、その一部が、イラク国内
の大量破壊兵器査察のための国連の活動費や事務経費、湾岸戦争の被害国への損害賠償
にも充てられていたことが挙げられる。 
第二に、人道物資の配給については、基本的にイラクが権限をもっていたが、クルド族が大
多数を占める北部3 県に関しては、国連が直接管理していたため、イラクはこれを内政干渉で
あるとして反発していたことである。 
第三に、石油の輸出および売却金の管理を国連が行っていたことが挙げられる。石油の輸
出は、国連が定めた量を、国連が決めた価格メカニズムを通じて輸出され、その売却益は、国
連の預託口座を通じて人道物資の購入に充てられる仕組みになっていた。このため、イラクは
これについても、国家主権の侵害であり内政干渉であるとして反対した。 
そして第四に、イラクは、UNMOVIC および IAEA が大量破壊兵器の査察のために国内に
入ることも内政干渉であるとして拒否したことである。 
以上の 4 点を議論の焦点として、イラクとの妥協点を探りながら、プログラムの実施に向けて
議論が重ねられ、1995 年 4 月 14 日の安保理決議 986 において、安保理は、プログラムの詳
細を決定した【巻末、添付資料】。 
安保理決議 986 の特徴のひとつは、イラク政府が各国の石油会社と直接交渉して契約でき
る点にあった。石油輸出契約はイラクにとって主導権を取りうる数少ない機会のひとつであっ
た ３４にもかかわらず、イラク政府は、この安保理決議 986 を一年間受諾しなかった。その大き
な理由としては、安保理が、イラク中央政府の支配を離れた北部 3 県にまたがるクルディスタ
ン地域における人道物資配給の権限をイラクには認めず、国連人道問題計画局が引き続き
管理する旨を明記したことにあった。 
イラクは当初、安保理決議 986 の受諾を拒否したが、査察に関して、UNSOCOMとの「妥協
                                                     
３３ 酒井（1998 年）； ブリクス（2004 年）など。 
３４ 第1期に最も多く契約を獲得した国はロシアであり、次いで契約企業数が多いのが米国で7社、
フランス 6 社、日本 4 社、トルコ 3 社、英国 3 社であった。契約量で見ると、多い順に、米国、トルコ、フラ
ンス、英国で、日本、インドであった。ロシア、フランスが多くの契約を獲得した理由は、これまで経済制
裁の全面解除を呼びかけてきたことがイラク政府に評価されたためである。また、トルコも石油輸出ルー
トを握る国として、かつ密貿易相手国として重要な経済的パートナーであること、対クルド政策上共同行
動の必要性があることなどが戦略的に重視された。詳しくは、酒井（1998 年）、37-39 頁。 
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点」を見出し、1996 年 5 月 20 日にイラク政府は提案を受け入れ ３５、安保理決議 986 の実施方
法を明確にした了解覚書（MOU）を締結した ３６。 
この覚書においては、石油売却量をプログラムの正式実施以前に定めていた「180 日毎に
16 億ドル」（決議 706）から増量し、「180 日間に 20 億米ドル」を上限とすること、生産された石
油は、トルコのパイプラインを経由して売却されること、そして、その監視は制裁委員会が担当
することも確認された。 
8 月に入ると、反体制クルド組織が、イラク政府と協力して、湾岸戦争後解放区となっていた
北イラクのクルド族居住地域に侵攻したため、国連との交渉が中断される場面もあったが、8
月12日、制裁委員会は、安保理決議986に規定された措置の実施に必要な一連の促進手続
きを採択し（S/1996/636）、1996 年 12 月 10 日に「石油と食糧交換プログラム」が公式に発効し
た。制裁が発動されたてから実に 6 年が過ぎていた。 
プログラムの有効期限は 180 日（これを一期とする）に定められ、国内状況を見ながら、随時、
期限を更新していくことになった。結局、このプログラムは、次々と更新が重ねられ、第 13 期
（2003 年 6 月 3 日）まで更新されていくことになった【表 2、91-94 頁】。 
国連イラク人道調整官事務所（Office of the Humanitarian Coordinator in Iraq、以下
UNOHCI）が、人道物資の配給などを担当する「イラク計画室」Office of the Iraq Programmne
の任務を担い、クルド人が多く居住する北部 3 県を管理した。その他の 15 の中部および南部
の県についてはイラク政府が担当した。 
イラク国民に毎月配給される人道物資には、小麦、小麦粉、砂糖、米、粉ミルク、茶、塩、洗
剤、石鹸、豆、れんず豆、食用油を含む食糧バスケット（food basket）が含まれた。このバスケッ
トには、果物、野菜や肉は含まれていなかったが、国民ひとりにつき一日 2,200 キロカロリーが
摂取できるように工夫されていた。乳幼児のいる家庭向けには、離乳食あたるような食事や特
別な洗剤や石鹸も配給された。 
中部および南部の15の県と、北部3県に2,700万人居住するといわれるクルド人に対して、
毎月 45 万トンの食糧が、44,000 以上の個人商店のネットワークを通じて配給された。これらの
                                                     
３５ 理由については、前節において既に述べたが、イラクが決議 986 を受諾した理由には、
UNSCOM との約束があったと言われる。査察団は、イラクに、イラクが主張する「主権と安全保障に関わ
る重大な場所」に入る際には、査察時間や査察団の構成について調整することを約束したとされる。ブリ
クス（2004 年）、58-60 頁。 
３６ S/1996/356 （1996 年 5 月 20 日）。 
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国民のうち約半数は 15 歳以下であるとされ、月々の配給に頼っている国民は全体の 60 パー
セントにあたると報告されている ３７。 
また、24 の分野（食糧、食糧運搬、健康、栄養、電気、農業と灌漑、教育、運送と通信、水と
衛生、住居、地雷撤去作業、難民などの配置、石油関連部品と設備など）が、当面は支援の
主な対象となった。 
ここで、石油の売却益の使途について説明しておきたい。 
まず、イラクから石油の購入を希望する国は、「石油と食糧交換プログラム」を通じて、制裁
委員会より許可を受け、その購入代金を国連の預託口座に直接振り込む。そして、その資金
は、事務総長による承認の下で、人道物資の購入、イラク戦争の戦災補償金、国連のイラク国
内への査察資金などの目的別に分けられる。 
安保理決議 1330（2000 年 12 月 5 日）においては、石油売却による収入の 72 パーセント（う
ち 59 パーセントを中部及び南部、13 パーセントを北部3 県）は人道物資の購入に、25 パーセ
ントはジュネーヴ条約に基づいて湾岸戦争の戦災賠償金に、2.2 パーセントは国連の活動資
金に、0.8 パーセントは UNMOVIC 及び IAEA の査察資金に充てることが決定されていた。 
つまり、中部及び南部への割り当て率は、以前の 53 パーセントから 59 パーセントに引き上
げられたほか、戦災賠償金への割り当て率が 30 パーセントから 25 パーセントに引き下げられ
た。 
イラク政府は資金そのものを管理することは認められていないが、事務総長に承認された
配給計画の商品分類リストに上がっている人道物資の購入に割り当てられた額の使用は認め
られた。このシステムの下で資金調達される契約は全て、国連事務局に提出され、制裁委員
会の調査を受ける。医療物資および食糧品の契約は通常、委員会による承認を必要としない
通知によって処理される。その他の日用品は「異議なし」手続きの下で委員会により一件ずつ
に調査・検討されることになった。 
そして、イラク国内に輸入される人道物資は全て、事務総長が承認したイラクの 4 箇所の入
り口において、国連の独立の査察官により照合・確認された。供給者は商品がイラクに到達し
たことを確認した後、国連のイラク口座から支払いを受けることになった。 
以上のようなプロセスを経て、プログラムは実施されていたが、第 3 期（1997 年 12 月 5 日～
1998 年 5 月 29 日）に入っても、イラク国内に存在するといわれている大量破壊兵器への査察
                                                     
３７ イラク計画室のホームページ【http://www.un.org/Depts/oip/background/phases.html】。 
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は進まなかった。そのため、安保理は、イラクによる決議違反を非難しては、査察協力の要請
を繰り返す事態となり、イラク国内の人道状況はますます深刻化していった。そこで、安保理
は、プログラムの規定外の石油輸出を承認した（安保理決議 1242、1999 年 5 月 21 日）。 
この時期の人道状況について事務総長は、1999 年 4 月 28 日の報告において、食糧供給
及び水の衛生状況が改善されてきたことと、救命用の医薬品が十分に入手できるようになって
きたと評価しているが ３８、それは、国連の管轄下にある北部に限ってのことであった。同じ時
期に出された人道パネルによる報告によれば、特に北部においては食糧が行き渡り、健康状
況は大きく改善されているようであるが、他の県の状況を見ると、このように大規模な救援活動
をもってしても対応しきれない状況にあると結論付けている ３９。 
そこで、安保理決議1153（1998年2月20 日）によって、人道物資をもっと購入できるように、
石油輸出量の上限が引き上げられた。しかし、この売却益の多くは、石油関連施設の修理と
石油器機の交換部品の購入、電気の供給改善のために投入された ４０【表 2、91-94 頁】。 
また、同年 6 月 19 日の安保理決議 1175 では、3 億ドル相当の石油関連部品やポンプの購
入が許可された。そして、安保理決議 1284（1999 年 12 月 17 日）において、ついに石油輸出
量の上限が撤廃された。これによって、石油設備のフル活動が可能となり、イラクの石油輸出
量は一日 200 万バレル、年間石油収入は約 180 億ドルに達した ４１。 
しかし一方では、上限の撤廃という経済制裁の緩みによって、イラク政府が国連の「石油と
食糧交換プログラム」の輸出枠組みでの決済を通さずに収入を得る機会が増えてきたことが、
国連にとって焦眉の課題となってきた。 
そこで、決済なしのイラクによる収入増加を阻止するために、英国は米国の賛同を得て、
「制裁改革案」を国連に提案した。この改革案は、イラクへの民生品の輸入をすべて認めるこ
                                                     
３８ Review and Assessment of the Implementation of the Humanitarian Programme established 
pursuant to Security Council Resolution 986 (1995). December 1996-November 1998, S/1999/481 (28 April 
1999). 
３９ Report of the second panel established pursant to the note by the president of the Security Council 
of 30 January 1999 (S/1999/100), concerning the current humanitarian situation in Iraq (Annex II of 
S/1999/356). 
４０ 安保理決議 1153（1998 年 2 月 20 日）。 
４１ 1991 年から 2002 年までのイラクの石油生産は日量平均 140 万バレルであった。ちなみに、
1970 年代のピークは日量 300 万バレルであった。フセイン政権（1979 年～）から量が低下し、湾岸戦争
以前の水準は 1989 年平均で日量 280 万バレル、同期間の石油収入は約 61 億ドルであった。 
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と、安保理決議 687（1991 年4 月3 日）で輸入禁止となった武器および軍需品については引き
続きさらに取り締まること、また、武器として二重使用の可能な物品を厳しく取り締まることを目
的としていた。武器として二重使用の可能な物品とは、例えば、電子機器、情報機器、レーダ
ー、センサー、医療用機器などの他に、輸送手段となるトレーラーやローダーなども含まれる。
これらは、「対イラク輸出禁止物品リスト（Goods Review List）」として、安保理決議 1382（2001
年 11 月 29 日）【巻末、添付資料】に付帯された。（このリストについては、次節で詳しく述べ
る。） 
そして、翌年、2002 年 5 月 14 日の安保理決議 1409 では、輸入物資全てではなく、「禁止
物品リスト」に掲載されている物資のみを制裁委員会の審査にかけるようにシステムが変更さ
れ、手続きが簡素化された。これによって、軍事関連物資に対するチェックは厳しくなり、他方、
人道物資に関してはより迅速な配給が可能となった。 
また、同時期に、人道状況のさらなる改善のため、支援の対象を、当初の 24 分野に加えて、
建設、産業、労働と社会福祉、情報、文化、宗教関連、法務、財務、イラク中央銀行の分野に
対してもインフラ整備が行なわれた。 
2002 年 12 月 4 日の安保理決議 1447 によって、「石油と食糧交換プログラム」は更に延長さ
れ、第 13 期（最終期）に突入した。 
この頃のプログラム末期になってやっと、食糧の輸入と配給がスムーズになされるようになり、
国民の栄養状況は、改善方向に向かい始めた。例えば、1996 年には一日ひとりにつき 1,200
キロカロリーであった食糧バスケットは、2002 年 11 月の時点では倍の 2,200 キロカロリーを配
給できるようになった。その結果、2001 年の 15 の中部および南部に居住する 15 以下の幼児
の栄養不良の割合は、1996 年の半数にまで改善された ４２。 
しかしながら、人道援助の効果が見え始めた矢先の 2003 年 3 月 20 日から 5 月 1 日に亘る
米英軍による空爆に伴って、プログラムの下での石油の輸出は中止を余儀なくされた。 
その後、イラクへの経済制裁は 2003 年 5 月 22 日の安保理決議 1483 によって解除され、イ
ラク石油を輸出する一時的な権限は米英に認められた。輸出状況については、暫定占領当
局（CPA）が、イラク人指導者と協力しながら管理にあたった。その後、CPA は、プログラムの規
模を徐々に縮小し、制裁解除の半年後、2003 年 11 月 21 日まで継続したが、この時期のプロ
グラムの詳細に関する情報は、イラク計画室のホームページ上においても見当たらない。結
                                                     
４２ イラク計画室のホームページ【http://www.un.org/Depts/oip/background/inbrief.html】。 
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局、プログラムを担ったイラク計画室は、2004 年 5 月末日をもって閉鎖された。 
プログラムは、7 年間（1996 年 12 月から 2003 年 11 月）に亘って実施され、この間に、総額
650 億ドル相当の石油、56 億バレルが輸出された。ここから、130 億ドル相当の食糧と 20 億ド
ル相当の医療品が供給された ４３。 
このように、プログラムは、長年に亘ってイラク国内の人道状況の改善に力を注いできたが、
制裁委員会の手続き上の問題やイラク政府の非協力的な対応によって十分に実効性を挙げ
ることができなかったと評価されることが多い ４４。 
詳しくは、第 4 章において述べるが、プログラムの実効性を損なった国連内の原因を、以下
に簡単に挙げておく。 
第一に、制裁委員会に対する人道物資の申請において、とくに汎用性のある物品に関して
多くの保留がなされたことである。保留の多さについては、イラク制裁委員会事務局のジンツ
ァン・ワン国連上級政務次官が、「委員会が特に懸念しているのは、石油関連の部品と設備を
含む人道的契約に対する保留の問題である。」と述べている ４５ように、人道物資の配給が行き
届かなかった大きな原因であることは明らかである。 
第二に、物資購入に至るまでの国連の煩雑な手続きの問題である。1996 年 5 月の合意覚
書によると、物資を購入するためには、まず、イラク政府が分配計画を国連に提出し、国連人
道問題調整局（UN Office for the Coordination of Humanitarian Affairs、以下OCHA)が審査し、
その後、取引用の銀行口座を開設する。そして、次に、国連事務総長が石油問題専門家と監
視員を任命し、最終的に輸出入を規定する手続きを安保理の下に置かれた国連制裁委員会
が承認する、という手順が定められた。このように、多くの担当機関によって逐一上記のプロセ
スを踏むため、購入契約が申請されてから正式に許可が下りるまで相当な時間がかかった ４
６。 
                                                     
４３ イラク計画室【http://www.un.org/Depts/oip/background/phases.html】を参照。 
４４ 酒井（1998 年）； ジンツァン・ワン（2001 年）。 
４５ ジンツァン・ワン（2001 年）、51 頁。 
４６ このような国連内の行政監査制度が抱える問題点については、以下の論文が詳しい。蓮生郁
代（一橋大学博士課程後期）『国連における行政監査制度の現状と課題：国連イラク石油食料交換計画
（UN Oil for Food Program）にみる制度的課題』（日本国際連合学会、第 7 回研究大会、2005 年 5 月 29
日）。 
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第三に、プログラムを巡る安保理内での利権争いである ４７。先進国は、制裁解除後のイラク
における石油開発に関して大きな関心を持ちながらも、他方、石油売却資金で軍備増強を図
るイラクに対しては常に脅威を抱いていた。軍事的には押さえつけたいが、経済的には利用
したいという先進国によるイラクへの「経済的関心」と「軍事的脅威」４８という矛盾が各国を利権
に走らせたといえる。このため、安保理内では足並みが乱れ、人道的例外措置が実効性を損
なう原因となった。 
次節では、「石油と食糧交換プログラム」を含めた対イラク制裁の改革を図るために、2001
年 5 月に、英国が米国の賛同を得て、国連に提案した制裁改訂案について考察する。 
 
 
第３節  人道的例外措置の見直し：英米による制裁改訂案 
 
○ 英国が提出した改訂案の目的 
 
イラクへの対応において、米英は二つの点を焦眉とみなしていた。第一は、近年の経済制
裁の緩みによって、イラク政府が国連の「石油と食糧交換プログラム」の輸出枠組みでの決済
を通さずに収入を得る機会を増やしていることであり、第二はその収入によって、軍備増強を
図っていることであった。そこで、「経済」と「軍事」を明確に区分したうえでイラクと対峙するた
めの方策がとられた ４９。 
「軍事」については、米英軍が、2001 年2 月にイラクへの空爆を行い、完備しつつあるイラク
の防空網を破壊した。もし、イラクの防空システムが拡充すれば、イラク飛行禁止空域におけ
る米英軍の偵察活動が極めて危険に晒されるからである。直接イラク国内の軍事設備を攻撃
して、イラクの軍備増強を阻止したことによって、米英にとっては差し迫った問題を解決したと
いえる。 
                                                     
４７ V.Gowlland-Debbas, United Nations Sanctions and International Law (2001). 
４８ これに対しては、米軍が直接イラク国内の軍事設備を攻撃して軍備増強を阻止した。2001 年 2
月の米英によるイラク空爆は、完備しつつあるイラクの防空網を破壊するために実施されたものであり、
この防空システムが拡充すれば、イラク飛行禁止空域における米英軍の偵察活動が極めて危険に晒さ
れることになるため米英にとっては差し迫った課題であった。 
４９ 酒井（2001 年）もこの矛盾について指摘している。 
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一方、「経済」については、英国が 2001 年 5 月に国連に対して制裁改訂案を提出すること
で解決を試みた ５０。この制裁改訂案には、主に三つの目的が含まれていた。 
第一に、国連が財政管理を強化して、違法な石油輸出に対する国境管理を厳しくすること、
第二に、制裁を軍事分野に集中して、周辺国との密貿易による軍事物資の流入を防ぎ、大量
破壊兵器の開発および軍備増強を阻止すること、第三に、人々の苦痛を緩和するため、イラク
に民生品を購入する自由をさらに与えて人道状況を改善することであった。 
しかし、この改訂案を巡っては、安保理内での各国の国益を背景とした激しい議論が生じ
て、意見の調整がなかなか付かなかった。このため、協議は、2001 年 5 月から 11 月まで続い
た。 
 
○ 英米案の問題点 
 
英国によって提案され、米国が賛成した改訂案の骨子は以下のとおりである。 
第一に、軍備増強に利用される可能性のある密貿易を極力減らして、イラクの国連監督外
の収入を徹底的に阻止すること。第二に、イラクの周辺諸国との交易の拡大はこれら諸国の国
内経済に多大な影響を与えていることから、これを否定できないことを認め、民間交易に対す
る制裁を解除してイラクへの密貿易への依存度を減らし、先進工業国が制裁違反の汚名を懸
念することなくイラクと取引できるようにすること。第三に、とくに米英による制裁維持の姿勢が
イラク国民を疲弊させているという人道上の非難に応えられるようにすること、であった。 
しかしながら、安保理内で問題となったのは、もっぱら第二の点であった。 
対イラク制裁に何らかの打開策が必要であるとの認識は、ブッシュ新政権の成立を契機とし
て米国で強まっていたが、具体的な提案という形で国連において浮上してきたのは1998年12
月の米英軍を主とするイラクへの空爆後であると言われる ５１。空爆は、一般市民に甚大な被
害を出したうえに、イラク政権に国連決議を遵守させることもできなかったため、国際社会から
の批判が相次いた。さらに、国連査察団のイラクへの入国を決定的に不可能にする契機とな
った意味でも、否定的な効果しかもたなかった。 
同じ時期に、米ブルッキングス研究所のオサリバン（O’Sullivan Meghan）研究員が包括的な
                                                     
５０ SC/7093 (3 July 2001) meeting records を参照。 
５１ 酒井(2001 年)、46 頁。 
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制裁代替案 ５２を提案しているので、英米による改訂案と比較対照のために簡単に紹介する。 
オサリバン案では、①フセイン政権を支えている資源である石油関連の事業を、フセイン政
権から遠ざけること、②国際的支援を得ること、③人道的配慮をさらに進めること、の三点が提
案されている。 
具体的には、①については、イラク油田開発における外資の導入を許可すること、非軍事
部門、特に農業部門や産業部門への外資導入を許可すること、②については、イラクが債務
を返済できるように石油輸出の収入を利用できるようすること、③については、各国が、イラク
国内の農業生産の向上に繋がるような人道物資を輸出すること、非軍事物資を全面的に制裁
から解除することなどが含まれる。さらに、その他の提案としては、イラク国民が他国と行ったり
きたりできるよう、一般人に限って、海外渡航、飛行禁止の解除が挙げられている。 
一方、監視を強化すべき点として、イラク政権関係者の資産凍結を強化すること、関係者の
渡航禁止をより厳しく監視すること、国連預託口座にある資金の使用期限を設定することなど
を挙げているほか、反体制派に対する軍事支援は有効ではないので、反体制派の一部が主
張するフセインの国際法廷での戦争犯罪認定を進めることなどが挙げられている。 
この案では、親イラク諸国(例えば、安保理内では、フランス、ロシア、中国)５３のイラク国内
での様々な経済利権を保証したうえで、これらの諸国からの協力を軍事管理、資金管理にお
いて求めるという点にある。油田開発を含む外資導入を許可したり、債務返済のために石油を
輸出するという発想は、フランス、ロシアへの懐柔案であるともいわれた。他方、制裁で破壊さ
れたイラク国内の経済、とくに農業の建て直しを盛り込むなど、人道的配慮を具体的に示した
案として画期的であるとして評価されている ５４。 
以上に対して、英米による案では、非軍事物資の制裁解除と航空機乗り入れの限定的許可、
国境交易の監視強化を謳ったのみで、債務問題の解決はおろか外資の導入を認める条項も
見当たらない。 
                                                     
５２ O’Sullivan Meghan, “Iraq: time for a Modified Approach,” Policy Brief, No. 71 (2001)
【http://www.brookings.edu/comm/policybriefs/pb71.pdf】. 
５３ イラクが親イラク国と見なしている国は、安保理内では、フランス、ロシア、中国である。他に、イ
タリア、スペイン、オーストリア、デンマーク、ベルギー、スイス、イラン、トルコなどを友好国と見なし、最
優先国として、シリア、エジプト、チュニジア、UAE を挙げている。詳しくは、酒井（2001 年 10 月）、46 頁
の表 1 を参照。 
５４ 酒井（2001 年）、46 頁。 
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○ 安保理内での議論 
 
英米による案に対しては、イラクだけでなく、その周辺国も懸念を表明した ５５。例えば、ヨル
ダンは、自国の「社会、経済および政治的安定を非常に脅かすであろう」と述べ、さらに、新た
な制裁の採択は、イラクおよびパレスチナ過激派組織への支援を広げるようなものでもあると
して反対した。同様に、シリアもこの提案の保留を訴え、6 月の会談では、アサド大統領がアナ
ン事務総長に対して、このメカニズムを実施するために国連の査察官がシリアに入ることは認
めない、と述べたという ５６。 
また、新イラク国のひとつであるフランスも、英米案に添付されていた「禁止物品リスト」につ
いて批判した。品目リストが 23 ページにものぼる長大なものであったため、英米との審議を繰
り返して、結局 10 ページにまで削減させた経緯がある。また、周辺国がイラクから輸入可能な
原油量を一日につき 20 万バレル増やすことや、戦災補償への割り当て率を 20 パーセント ５７
に軽減することなど、アラブ諸国に配慮した点を盛り込んだ独自の案を安保理に提出して、英
米に対して対抗姿勢を見せていた ５８。 
さらに、フランスの主張するイラク国内への外資導入の許可は受け入れられなかったが、英
国が、ターンキー・プロジェクト（完全引渡し形式）５８を許可する項目を追加したことによって、
フランスは妥協したとされる。つまり、フランスは、このターンキー・プロジェクトを、制裁解除後
に、イラクでの油田開発計画を可能する「グレーゾーン」として理解したのである。将来の油田
開発計画への希望が残されたことから、結局、英米案を指示することになった ６０。 
このように、フランスは妥協することになったが、英米案に最後まで抵抗したのはロシアであ
った。イラク問題を議論するために、安保理で開かれた二日間に亘る討論においても、ロシア
                                                     
５５ ジンツァン・ワン（2001 年）、54 頁。 
５６ 同上。 
５７ この時点での戦災補償割り当て率は、25 パーセントであった。 
５８ 酒井（2001 年）、46-47 頁。 
５８ 工場や発電所などのプラントの建設の請負契約において、全体を一括して請け負って試運転
を行い、スイッチを入れればすぐ運転開始できる状態にして引き渡すことを約束した契約のこと。開発途
上国におけるプラント建設などで普通に行なわれる。 
６０ 安保理内でのやり取りは以下に詳しい。酒井（2001 年）、43-50 頁。 
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は制裁解除と外資の導入を主張し続け ６１、最終決定予定日の 7 月 3 日まで拒否権発動すら
匂わせて英米案に反対した。 
ロシアは、「イラクがIAEA査察を受け入れて 120 日間協力的であったら、制裁を 120 日間棚
上げすべきだ」と訴えたといわれる。ロシアの意図としては、いったん制裁を棚上げしてしまえ
ば、その後（イラクが非協力的であったという理由で）制裁の再開決議が出ようとも、拒否権を
発動して、実質的な恒久的な制裁の棚上げを目論んだと推察される。年間 25 億ドルの対イラ
ク貿易取引額を誇るロシアが、ここまで確立してきたイラクにおける経済利権を堅持せんと固
執したためだと見られている ６２。 
そこで、英米は、一旦、7 月下旬に改訂案を取り下げた。安保理内では、新たな制裁プログ
ラムを立ち上げるのではなく、「石油と食糧交換プログラム」を単純に延長することがより適当
だとの合意がなされた。結局、プログラムの一ヶ月の延長を決定した安保理決議1352（2001年
6 月 1 日）、および、さらに 150 日の延長を決定した安保理決議 1360（同年 7 月 3 日）が全会
一致で採択された ６３。しかしながら、その間においても、英米は、制裁を改定するための努力
を水面下で続けた。 
そして、「石油と食糧交換プログラム」が更新期を迎えた2001年11月に、英米は再び、改訂
案の導入に向けて他の安保理諸国との間での調整を進めた。その結果、安保理決議 1382
（2001 年 11 月 29 日）において、プログラムは更に半年延長されることになったが、この決議の
特徴は、単なる延長ではなく、次の更新期に改訂案が導入できるような下地作りのための項目
が盛り込まれたことであった。すなわち、同決議の第2項では、半年後に「禁止物品リスト」を導
入するため、さらなる協議を続けることが定められた上、決議リストが附帯された ６４【巻末、添付
資料】。 
リストは、軍事物資ないし軍事用に転用可能と見なされる（二重使用）物品を詳細に挙げた
もので、A、B、Cの 3 つの部分から成る。リストAは、これまで、IAEA、UNSCOM、UNMOVIC
がそれぞれの調査に基づいてリストアップしたものであり、リストBは「ワッセナー取極
                                                     
６１ 40 カ国以上が演説した公開討論(SC/7085, June 26, 2001 と SC/7088, June 28, 2001)。 
６２ 酒井（2001 年）、47 頁。 
６３ その結果、決議 1352（2001 年 6 月 1 日）によって「石油と食糧交換プログラム」の一ヶ月の延長
に続き、7 月 3 日、安保理は決議 1360 において、さらに延長して 7 月 4 日から始まる新たな 150 日間の
「石油と食糧交換プログラム」（第 10 期）を全会一致で決定した。 
６４ S/RES/1382 (29 June 2001). 
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（Wassenaar Arrangement）」６５に基づくものであるが、それらに加えて個別のアイテムをまとめた
ものとしてリストCがある。 
具体的には、リスト A には、核兵器、化学兵器、生物兵器関連の物品，リスト B には、コンピ
ューター、電子機器、情報機器、レーダーなど、リスト C には、リスト B には含まれていない精
密機器、例えば、情報精密機器やセンサーといった細かい部品から、ミサイル関連機器、輸
送手段となるトレーラーやローダーなどが含まれた。 
このように禁止物資を細かく分類し、取り締まるべき物品を明確にして徹底的に禁止するこ
とによって、それ以外の物品、とくに食糧や医療品については、輸入手続を簡素化して、より
迅速な配給を可能にする意図があった。 
しかしながら、このように禁止物資が明確化した場合には、産業施設などのメンテナンスや
サービスなどの扱いをどうするかという問題が出てくる。従来から、米英が軍事転用可能として
輸出許可を凍結したために進められなかったインフラ建設や修復契約の数は多く、結果的に
イラク国民の生活水準の悪化を招いたとする批判があった。そうした批判を回避するとともに、
インフラ関係の大規模な国内開発契約を期待している外国企業、特にロシア、フランスの要望
に応えるために、ターンキー契約を認める形を取った。 
インフラ開発の停滞という問題は、人道関係機関のみならずアメリカの政策提言者の間でも
指摘されていた。上水道や病院などインフラ設備の整備不全や人材の不足は、イラク国民の
生活に支障をきたしていたし、教育システムの崩壊による学力、技術水準の低下などの問題も
あった。ロシアとイラクは、今後はこうしたインフラ開発計画を推し進めることで、さらには外国
投資を制裁下でも認めさせることによって、外国企業を惹きつけ、「リスト」導入による制裁強化
に対抗しようと模索しているのではないかと推察された ６６。 
しかしながら、11月に入ると、ロシアが柔軟な姿勢を見せ始めた。安保理決議1382（2001年
11 月29 日）ではリストの併記に異議を唱えず、英米案の導入に道を開いた。これは、対テロ戦
                                                     
６５ 1966年に制定。通常兵器・二重使用物資の管理に関する取極。冷戦終結に伴い、その存在意
義を失ったココムに代わり、1996 年 7 月に設立された後継体制であり、兵器の拡散がもたらす危険を除
去し、もって地域および国際の平和と安全に貢献することを目的とする。詳しくは、国際法学会『国際関
係法辞典』（1995 年）、902-903 頁を参照。 
６６ 酒井啓子「9・11 テロ事件とアメリカの対イラク政策」『「テロ」と「戦争」のもたらしたもの』第 2 部 9
章（2002 年 2 月）、110-111 頁、【http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Topics/pdf/45_09syo.pdf】。 
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争でのアメリカに対するロシアの全面的協力体制が成立していたからだと推測される ６７。また、
フランスが妥協したように、油田開発における外国投資が認められることによって、ロシアがイ
ラクに対して持つ利権の多くは維持されると判断したためでもあろう。事実、米英のロシア説得
においては、こうした経済的妥協点が模索されていた ６８。 
「禁止物品リスト」の取引品目は 2002 年に入ってから拡大され ６９、5 月 14 日の安保理決議
1409【巻末、添付資料】に添付された。このリストは、兵器別にリストA～E、すなわち、化学兵
器分野、生物兵器分野、ミサイル兵器分野、核兵器分野、通常兵器分野と 5 つに分類 ７０され
ており、安保理決議 1382 に添付されたリストより遥かに詳細で、実に 410 ページを超える長大
なものであった。 
これは、油田開発などのイラク国内での利権については、各国の国益が絡むためコンセン
サスは得られないが、イラクの軍事開発、軍事物資輸入に対して厳しい措置を取ることについ
ては、いずれの国も一致してその必要性を認めた結果である。 
安保理決議 1409 では、人道面への更なる配慮として、従来は制裁委員会の承認が必要だ
った輸入物資の契約を、「禁止物品リスト」に掲載された物品のみを審査にかけられるように改
革した。つまり、手続きが簡素化されたことによって、人道物資に関してより迅速な配給が可能
となった。先に述べたように、インフラ整備を含む人道関連、医療関連の物資については、従
来は 24 分野に限られていた援助に加えて、2002 年 6 月には新たに 10 分野に対する支援が
設けられた。 
以上に述べたように、英米による制裁改訂案は、結果として、英米案の本来の目的であっ
た「軍備増強に利用される可能性のある密貿易を極力減らして、イラクの国連監督外の収入を
徹底的に阻止すること」、および、「イラクの周辺諸国との交易を認め、民間交易に対する制裁
を解除してイラクへの密貿易への依存度を減らし、先進工業国が制裁違反の汚名を懸念する
ことなくイラクと取引できるようにすること」については、ある程度方策が定まったが、「制裁維持
の姿勢がイラク国民を疲弊させているという人道上の非難に応えられるようにすること」につい
ては、配慮が後回しになった。 
                                                     
６７ 酒井（2002 年）、109-110 頁。 
６８ 酒井（2001 年）、47 頁。 
６９ S/2002/515 (3 May 2002). 
７０ A. chemical section, B. biological section, C. missile section, D. nuclear section, E. conventional 
section から成る。 
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確かに、「禁止物品リスト」を付帯した安保理決議 1382 は、民生品の輸入をすべて認めると
同時に、軍備増強に利用される可能性のある密貿易を極力減らして、イラクの国連監督外の
収入を徹底的に阻止することを主な内容としている。また、安保理決議 1382 および 1409 の両
決議前文においては、「イラクにおける人道的状況を改善することを決定し」と明記されており、
人道的配慮を強調している。この点において、この提案は、「スマート・サンクション」の趣旨を
含むものであったと見なすことができる ７１。 
しかし実際には、安保理では、軍需物資のリストの中身、石油関連事業の権益について半
年に亘って議論することになり、人権を最優先に考えたうえでの案であったのかは大いに疑
問である。英米が、フランスやロシアから妥協を引き出している間に、イラクの国内状況が更な
る悪化をみたことは言うまでもない。 
後に詳しく述べるが、「スマート・サンクション」の目的は、一般市民への過度の損害を回避
し、国際法違反に直接責任のある指導層への打撃を極大化することが狙いである ７２。イラクに
対しては、もっぱら、武器禁輸に絞った方策がとられたことになる。 
 
 
 
小括 
 
第 3 章においては、まず、国連が、制裁下のイラクにおいて、人道的例外措置、「石油と食
糧交換プログラム」を導入した経緯を、制裁の発動から解除までの一連の流れの中で概観し
た。その後、プログラムのメカニズムと具体的な内容に焦点を絞って考察を加えた。 
「石油と食糧交換プログラム」は、長年に亘ってイラク国内の人道状況の改善に力を注いで
きたが、現状を食い止める効果しかもたなかったとされる。その原因として、制裁委員会の手
続き上の問題やイラク政府の非協力的な対応、また、プログラムの終了後に露呈した国連内
での不正や、行政監査システムの問題などが挙げられた。 
そこで、英国は米国の賛同を得て、制裁改訂案ともいうべき提案を安保理に行なった。この
提案には、主に三つの目的が含まれていた。第一に、国連が財政管理を強化して、違法な石
                                                     
７１ 中谷（2004 年）。 
７２ Cortright and Lopez (2002). 
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油輸出に対する国境管理を厳しくすること、第二に、制裁を軍事分野に集中して、周辺国との
密貿易による軍事物資の流入を防ぎ、大量破壊兵器の開発および軍備増強を阻止すること、
第三に、人々の苦痛を緩和するためイラクに民生品を購入する自由をさらに与えて人道状況
を改善することであった。 
これらの目的を達成するために、英米は、改訂案に「禁止物資リスト」を添付することを提案
した。つまり、軍事用に転用可能な物品の輸入を徹底的に禁止するとともに、それ以外の物資
に関しては、輸入手続を簡素化し、より迅速な配給を目指すものであった。 
しかしながら、安保理では、軍需物資のリストの中身、石油関連事業の権益について議論
が集中し、人権を最優先に考えたうえでの案であったのかは疑問である。その間に、イラクの
国内状況は更なる悪化をみた。つまり、この案は、スマート・サンクションの趣旨を含むもので
あったが、実際は、人道的配慮よりも、武器禁輸に絞った措置がとられたという点においての
み、スマート・サンクションであったといえる。 
そこで、次の第 4 章では、制裁中に安保理によって導入された人道的措置、および制裁改
訂案が、イラクの国内経済、人道状況に与えた影響について検討を加えることによって、これ
ら例外措置の評価を試みる。 
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第４章 「人道的例外措置」への評価 
 
 
第１節  措置導入後の経済状況と人道状況 
 
イラクに対する安保理決議においては、制裁対象から食糧や医薬品を原則的に除外すると
いった通常の人道的配慮に加えて、様々な人道的救済措置が設けられた。 
例えば、安保理決議 661（1990 年 8 月）においては、医療・保健品以外の物資のイラクへの
販売・供給の禁止、およびそれに関連する財政取引の禁止措置は、同決議の下で設立され
た制裁委員会に通知される食糧品に対しては適用しないこと、つまり、「食糧禁輸の完全解
除」が決定された。また、安保理決議 666（1990 年 9 月 13 日）は、制裁委員会に対して、イラク
及びクウェートの人道状況を監視すること、また、必要に応じて食糧を配給することを義務付け
た。これ以降の累次決議、例えば、安保理決議 687（1991 年 4 月 3 日）1、および 706（1991 年
8 月 15 日）2、986（1995 年 4 月 14 日）3の採択に際しても、決議 661 の内容が再三にわたって
確認された。 
他方、イラク周辺国など、制裁によって影響を受ける第三国に配慮した決議もなされた。例
えば、安保理決議 669（1990 年 9 月 24 日）は、安保理決議 661 で決定された措置を履行する
ことで経済的困難に直面した国々が、国連憲章第 50 条に基づいて支援を求めてきたことから、
安保理は、問題解決に向けて協議を続けていくことを決定し 4、多国間あるいは二国間の経済
的援助がなされた。憲章第 50 条は、少しあいまいな表現によってだが、安保理が別の国家に
                                                     
1 決議 661 の例外措置、すなわち、「イラクに対する医薬品及び保健衛生に関する物資以外の一
次産品及び製品の売却や禁止、また関連する経済取引の禁止は、決議 661 により設置された制裁監視
委員会に通知した食料、また 1991 年 3 月 20 日の事務総長報告や今後の委員会の人道的必要性につ
いての調査報告で明らかにされる民政物資の供給については、簡略化された審査手続きの下に委員
会の承認を得れば、適用されない」ことも再確認された。 
2 1996 年末に公式発効される「石油と食糧交換プログラム」の基礎をなす決議である。 
3 「石油と食糧交換プログラム」を策定。 
4 この後の累次決議においても、しばしば同様の要請が記されている。例えば、安保理決議 678
がある。 
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対してとった強制的行動の結果、経済的被害を受けたすべての国家がその国の窮状を安保
理に訴えることを認めている 5。だからといって、これらの国家が何らかの援助を受けることが
保証されているわけではないが、イラクの事例では、制裁後まもない 1990 年末の時点で、安
保理に経済的困窮を訴えてきた国家は既に 20 カ国にのぼっていたため、何らかの特別な援
助が必要であると判断された。事務総長は、彼らの要請を受け入れ、全加盟国および国連関
連機関、国際金融機関などに二国間あるいは多国間援助を呼びかけた。これによって、IMF
は財政支援の拡大、世銀は追加借款を行なった他、米国は、非公式ではあるが、湾岸危機財
政調整グループ（Gulf Crisis Financial Coordination Group） を立ち上げ、総額157 億ドルの特
別貸付やプロジェクト・ローンを貸与した 6。 
しかし、国連がイラクに対して科した経済制裁、とりわけ石油の禁輸がイラク国内に与えた打
撃は大きかったといわれる。なぜなら、石油輸出のルートは、簡単に封鎖できるペルシア湾と、
全ての船舶が通るシャッタル・アラブ（Shatt-al-Arab） 水路の二つだけであるうえ、イラン、トル
コ、サウジアラビアといった国々の協力によって石油貿易制裁はさらに効果を増したからであ
る。また、イランとの戦争で弱体化した軍隊を立て直そうとしていたイラクにとっては、武器関連
の輸入禁止は打撃であった。そのうえ、イラクがクウェートから撤退することを拒絶したため、制
裁はさらに強められ、米国は英国と共にペルシア湾周辺に軍隊および兵力を派遣する結果を
招いた。 
また、湾岸戦争の影響により、インフラが破壊されたことも人道状況を悪化させた。貯水所
や下水などの衛生設備が破壊されたことにより、直接的な栄養失調が引き起こされた。さらに、
コレラやマラリアといった疫病が流行った原因ともなった 7。当時の人道状況に関する調査数
値は調査の対象、時期、場所などによりまちまちであり、比較検討することは難しいが、制裁期
間にイラク国民が苦しんだことには疑いの余地はない。 
【表 3】は、湾岸戦争終結後、複数の国連機関および研究機関によってほぼ同じ時期になさ
れたイラクの乳幼児の栄養状況に関する調査結果である。 
 
 
                                                     
5 Simma (2002), Vol.1, pp.784-788.； アラン・プレ他（1993 年）、929-936 頁。 
6 Simma (2002) Vol.1, pp.784-788. 
7  ヒューマン・ライツ・ウォッチ（Human Rights Watch） の調査が詳しい
【http://www.hrw.org/press/2000/01/iraq-memo.htm】。 
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【表 3】 湾岸戦争後のイラク乳幼児の栄養状況に関する調査 
 
調査機関 調査日 調査地 対象児数 対象年齢
体重不足
児の割合
（％） 
発育障害
児の割合
（％） 
急性栄養失
調児の割合
（％） 
ヘレンケラー団、セ
イブ・ザ・チルドレ
ン、ユニセフ（Helen 
Keller, Save the 
Children, UNICEF） 
1991 年 5 月 バスラ 231 6 歳以下 40 18 19 
タフツ大学 
（Tufts University） 
1991 年 6 月 バスラ/アマラ 680 5 歳以下 26 39 4 
ユニセフ、バスラ
（UNICEF Basra） 
1991 年 7 月、 
8 月 
バスラ 742 5 歳以下 22 21 7 
国際研究チーム
（International Study 
Team） 
1991 年 8 月 全土 300 ヵ所 2,902 5 歳以下 12 22 3 
カソリック救済会
（Catholic Relief 
Services） 
1991 年 12 月 バグダッド 315 5 歳以下 17 9 11 
ユニセフ、テヘラン
（UNICEF Tehran） 
1991 年 5 月 
イランのクルド
人キャンプ 
900 5 歳以下 32 29 
─ 
（データなし）
 
注： 「体重不足」とは、慢性的な栄養失調による発育障害、もしくは、短期間の体重減少による急性栄
養失調のどちらか、あるいは両方を含むものとする。「発育障害」とは、慢性的な栄養失調を指す。
「急性栄養失調」とは、短期間による体重の減少を指す。 
出典： Eric Hoskins, “The Humanitarian Impacts of Economic Sanctions and War in Iraq” in Thomas. 
Weiss, D. Cortright, G. A. Lopez and Larry Minear (eds.), Political Gain and Civilian Pain: 
Humanitarian Impacts of Economic Sanctions (1997) p.115. 
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UNDPによると、1989 年には 10 万人あたり 50 人であった妊婦死亡者数は、1997 年には 10
万人あたり 117 人に増加している。また、乳幼児については、1991 年以降に国内状況を調査
したUNICEF 8 によると、イラク人口の 85 パーセントにあたる中部と南部 9における 5 歳以下の
乳幼児の死亡率は、1984 年から 1989 年の期間は 1,000 人中 56 人だったものが、1994 年か
ら 1999 年の期間には 1,000 人中 131 人にまで増加した【グラフ 1】。このように、イラク政府が
管理していた中部・南部においては、1994-1998 年の期間の死亡率が北部の 2 倍以上になっ
ている。しかし、一方、国連が人道支援を担当した北部における乳幼児の死亡率は、同期間
を境に、かなりの減少を見せている。 
 
 
【グラフ 1】 イラク北部、および中・南部における乳幼児死亡率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典： Unicef's Report, “Results of the 1999 Iraq Child and Maternal Mortality Survey,” August 1999, and 
The U.S. State Department's Report, “Saddam Hussein's Iraq,” September 1999. 
【http://www.scn.org/ccpi/UNandUSreports.html】  
 
                                                     
8  Unicef's Report, “"Results of the 1999 Iraq Child and Maternal Mortality Survey” (12 August 
1999). 詳しくは、UNICEF のホームページ【http://www.unicef.org/newsline/99pr29.htm】を参照。 
9 既に述べたことであるが、1996 年 8 月末にイラクと国連の間で取り交わされた覚書によれば、イ
ラク政府は、プログラムの遂行において、自国の中部と南部に位置する 15 県については責任を負うこと
になっていた。【http://www.un.org/Depts/oip/background/fact-sheet.html】を参照。 
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また、【グラフ 2】は、5 歳以下の乳幼児の死亡率に関して、最近の調査に基づく数値と、
1980年代に見られた死亡率の減少傾向が1990年代も続いた場合の仮定値の格差を示したも
のである。この格差から、制裁による影響の大きさが伺える。 
 
 
【グラフ 2】 イラクにおける 5 歳以下の乳幼児の死亡率： 最近の調査に基づく数値と、1980
年代の死亡率の減少傾向が 1990 年代も続いた場合の仮定値の格差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典： Unicef's Report, “"Results of the 1999 Iraq Child and Maternal Mortality Survey" August 1999, and 
The U.S. State Department's Report "Saddam Hussein's Iraq,” September 1999.
【http://www.scn.org/ccpi/UNandUSreports.html】 
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さらに、コロンビア大学のガーフィールド（Richard Garfield）による独自の調査では、イラクの
子どもたちの栄養不良と死亡率との相関関係についての分析がなされている。いわゆる「ガー
フィールド レポート（Garfield Report）」は、1991 年 8 月から 1998 年 3 月にかけての 5 歳以下
の乳幼児死亡者数は、少なくとも 10 万～22 万 7 千人にのぼり、これら死亡者のおよそ 4 分の
3 は経済制裁に起因すると報告している 10。 
このような状況に対応するために、1996 年 12 月末より大規模な人道的例外措置、「石油と
食糧交換プログラム」が導入された。また、水と衛生、教育、運送と通信といった 24 分野のイン
フラ整備も進められた。 
さらに、人道物資には、果物、野菜や肉は含まれなかったが、ひとりにつき一日2,200キロカ
ロリーが摂取できるように、小麦、小麦粉、砂糖、米、粉ミルク、茶、塩、洗剤、石鹸、豆、れん
ず豆、食用油を含む食糧バスケット（food basket）が用意され、15 の中部および南部の県と北
部 3 県に居住する 2,700 万人といわれるイラク国民に対して、毎月 45 万トンの食糧が、44,000
以上の個人商店のネットワークを通じて配給された。乳幼児のいる家庭向けには、離乳食にあ
たるような食事や特別な洗剤や石鹸も配給された。イラク国民のうち約半数は15歳以下である
ことから、月々の配給に頼る国民は、全体の 60 パーセントにあたると報告された 11。 
1996 年 1 月半ばには 3000 にまで下落していたイラク・ディナール（以下、ID）１２が、「石油と
食糧交換プログラム」が最終的に決定された 1996 年 11 月末には、750～800IDに回復した。
その後、物資到着の遅れなどから失望感が先にたち、1997 年 3 月に一時的に 1000IDに回復
したのを除いて、1997 年前半期は概ね 1200～1800IDで推移した。人道的措置はディナール
の価値上昇にはそれ程の効果をあげなかった。但し、措置導入後の供給増を見越しての在
庫放出などが相次いだことから、物価は 1996 年以降ある程度改善傾向が見られた １３。 
また、食糧品到着直後には、卵、食用油、小麦粉など主要食糧品の価格は 2 分の 1 から 3
分の2に低下した。UNICEFレポートによれば、1997年4月から5月に、食糧16.6%、肉10%、
                                                     
10 Richard Garfield, “Morbidity and Mortality among Iraqi Children from 1990 to 1998: Asessing the 
Impact of Economic Snactions.” Occasional Paper Series 16: OP: 3. Institute for International Peace Studies, 
University of Notre Dame (1999 年 3 月). 
11 イラク計画室 【http://www.un.org/Dept/oip/index.html】。 
１２ 1 米ドル＝1000~1250 イラク・ディナール。 
１３ 酒井（1998 年）、33-34 頁。； Eric Hoskins, “The Humanitarian Impacts of Economic Sanctions 
and War in Iraq” (1997), pp.114-116 など。 
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食用油 20%、粉ミルク 45.5%、トマト 33.3%、小麦粉 65％に、それぞれ価格が低下した １４。 
このように、物価は上向いたものの、国民の栄養状況が改善されるには至らなかった。例え
ば、プログラム導入一年後の 1997 年 11 月に発表されたFAOの報告書に基づいて、アナン国
連事務総長は、イラク国民の中でも幼児死亡率の高さ、健康悪化状況、食糧分配システムの
不備、電力の欠乏、水不足等など社会状況の悪化について指摘し、とくに 5 歳以下の乳幼児
のうち 3 分の 1、また、26 歳以下の国民の 4 分の 1 は栄養不良の状態であると述べた １５。 
プログラムの導入 2 年後に発表されたFAOレポートによれば、栄養失調率はにわかに減少
してきているが、乳児の 14.7%、5 歳以下の乳幼児の 25%は栄養不良の状況にあり、依然とし
て危機的な状況であった。わずかながら改善されてきたものの、制裁前の 1990 年以前の数値
と比べると未だかなりの悪化を示していた １６。 
人道状況がなかなか改善されない大きな原因として、プログラムによる物資の輸入が予想
以上に遅れたことが指摘できる。プログラムが正式に動き出したのは 1996 年 12 月中旬であっ
たが、食糧がイラクに初めて到着したのは翌年 1997 年 3 月末であった １７。 
次のページの【表 4】は、1996 年 12 月から 6 ヶ月間の、人道物資の分配状況である。分配
予定額（A）と、実際に分配された量（B）にかなりの開きがあることが分かる。ほとんどの物資に
関して、当初の予定量の 20～30 パーセントの供給しかなされていないことが明らかである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
１４ これについては、UNICEF【http://www.unicef.org/newsline/99pr29.htm】が詳しい。 
１５ FAO, Evaluation of Food and Nutrition Situation in Iraq (1998). 
１６ Ibid. 
１７ 酒井（1998 年）、36 頁。 
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【表 4】 1996 年 12 月からの 6 ヶ月における人道物資分配状況     (単位：1000 トン) 
 
  
分配予定量 
（A） 
世界食糧計画（WFP）が提
示した必要輸入量（1996
年 4 月） 
実行配分量（B） B/A （%） 
野菜油 127.8 198 29.4 23 
乳児用粉ミルク 8.1
─
（データなし）
3.1 39 
豆類 127.8 70 28.1 22 
米 319.5 770 62.7 20 
塩 19.2 ─ 3.6 19 
砂糖 255.6 734 15.5 6 
茶 19.2 ─ 1.1 6 
精白小麦 1419.8 2200 533.3 38 
石鹸 32.7 ─ 5.8 18 
洗剤 45.8 ─ 9.1 20 
合計 2375.3 ─ 691.6 29.1
 
出典： 酒井啓子「イラクの経済制裁部分解除に関わる経済状況」『イラク・フセイン体制の現状：経済制
裁部分解除開始から一年』第 2 章、トピックレポート No.29（1998 年 2 月）、35 頁。  
 
 
このような配給状況を、人道物資以外の項目での支出と比較すると、その遅れがさらに際立
つ。次のページの【表 5】を見ると、戦災補償金や国連活動費など、人道物資以外の項目につ
いては、ほぼ予定通り支払われており、極めて順調に実行されていることが分かる。 
1996 年 5 月の了解覚書(MOU)１８には特別な付帯合意はないものの、石油売却金によって
                                                     
１８ S/1996/356 (20 May 1996). 
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得られた収入のうち安保理決議705で定められた比率の上限一杯の30%が補償基金に、また
5～10%が国連活動資金に当てられる旨が定められた。そのうち戦災補償に関しては 97 年前
半期中に予定全額の支払いを実行、さらに最優先事項の個人申請（主として戦争当時クウェ
ートに在住したエジプト、スリランカ、インド人労働者を対象）はすべて審査を完了し、6 月末に
は団体申請の審査に移っている １９。国連補償委員会は、それまでに 260 万件、2200 億ドル以
上の補償申請を受けていたといわれているが、その最大の補償対象はクウェートで163億ドル、
米国が 88 億ドル、サウジアラビア、イランがそれに続き高額となっている ２０。 
 
 
【表 5】 1996 年 12 月からの 6 ヶ月における石油輸出収入使途        (単位：100 万ドル) 
 
  分配予定額 実行支出 
イラク政府による人道物資購入 
（中部および南部地域向け） 
878.4
（うち 691.3 が食糧品購入）
572.0
国連による北部地域向け人道物資購入 
215.4
（うち 113.3 が食糧品購入）
49.4
国連戦災補償金 497.2 497.2
国連活動費 36.5 20.3
国連特別委員会費 13.3 13.0
石油パイプライン輸送費 90.0
─
（データなし）
その他 16.6 16.6
合計 1747.4 1168.5
 
出典：酒井啓子「イラクの経済制裁部分解除に関わる経済状況」『イラク・フセイン体制の現状：経済制裁
部分解除開始から一年』第 2 章、トピックレポート No.29（1998 年 2 月）、35 頁。 
                                                     
１９ 酒井（1998 年）、36 頁。 
２０ 同上。 
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前章でプログラムの問題点を指摘した際に述べたことであるが、食糧品および医療品に関
して配給が遅れた原因の一つは、物資購入を実行するに至るまでの国連の煩雑な手続きに
あった。まずイラク政府が分配計画を国連に提出し、OCHAが審査、その後の取引用の銀行
口座を開設する。それから、事務総長が石油問題専門家と監視員を任命し、輸出入を規定す
る手続きを制裁委員会が承認する、という手順が定められていた ２１。そのため購入契約が申
請されてから正式に許可が下りるまで相当な時間がかかった。 
また、制裁委員会に対する人道物資の申請において、とくに汎用性のある物品に関して多
くの保留がなされたことも、人道物資が行き渡らなかった原因のひとつである。プログラム当初
の180日間には600 余の輸出契約書の申請がなされたが、半分程度の契約しか承認されず、
1997 年 4 月の段階では、計画されていた食糧輸出のわずか 10 パーセントしか到着していな
かった。より深刻なのは医薬品であり、食糧品以上に審査に時間がかかることから、7 月半ば
段階で到着した医薬品は予定量のわずか 1%、8 月 1 日段階でも 25%でしかなく、国連も「医
薬品の不足は深刻な問題」と認める事態となった ２２。 
こうした遅れに対するイラク政府の言い分を、酒井（1998 年）はMiddle East誌およびAl 
Hagat誌の報道から紹介している。イラク政府は、「国連制裁委員会は契約金額のチェックの
みがその役割であるはずなのに、契約内容にまでクレームをつけているのは違法である」とし
て不満を述べた。また、「分配の遅れは米国の責任であり、多くの契約が軍事転用可能という
理由で保留ないし却下されている。特に医薬品契約の 40 件が米国によって保留されている」
と米国を批判した。これに対し米国は、物資到着が 3 月まで遅れたことについて、「151 人分の
分配監視委員がイラク国内に到着していないため、監視のないところで物資を搬入することは
できない」とその理由を指摘しているが、国連側が「国連事務局の手の届かないところに障害
がある」と認めたように、審査に厳しい米国と英国、一方、審査に甘いフランス、ロシアといった
形で制裁委員会のメンバー間で契約許可に対する対応がまちまちになっていたことが、物資
配給の遅れの背景にあった ２３。 
1999 年 10 月には国連事務総長により安保理議長国に対する書簡が提出され、制裁委員
                                                     
２１ 1996 年 5 月の合意覚書（S/1996/356,20 May 1996）による。 
２２ 本件の詳細については、Faleh A. Jabbar, Ahmad Shikara and Keiko Sakai, “From Storm to 
Thunder, Unfinished Showdown between Iraq and U.S.,” IDE Spot Survey, no.11 (1998)；酒井（1998 年）。 
２３ 酒井（1998 年）、37 頁。 
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会における過度の保留に対する懸念が示された。 
当時、イラク制裁委員会事務局であったジンツァン・ワン国連上級政務次官は、「石油関連
の部品と設備を含む人道的契約に対する保留の問題」を認め、制裁委員会が、人道的物資の
供給を促進させるために、安保理によって委託された職責の履行に力を入れていたことを告
白している ２４。 
しかし、依然として全申請の 17 パーセント前後は、契約手続きの不備などを理由に、制裁
委員会によって保留にされた。2001 年 5 月 14 日の時点で、プログラムの第 1期から第 9 期ま
での分として、イラクの中部・南部地域向けの人道物資購入のために、総額270億3000万米ド
ル相当となる計 1 万 5708 件の契約の申請書が提出された。このうち総額 217 億 9000 万米ド
ル相当となる 1 万 2373 件が制裁委員会により承認、あるいは国連事務局によって通知された
が、全申請の 17.8%に達する総額 37 億 1000 万米ドル相当の 1699 件が保留にされた ２５。 
また、配給の面においても問題があった。1999 年2 月の国連事務総長報告によればこのプ
ログラムのもとで購入された医薬品の半分は運搬されず、倉庫の中にあったとされる ２６。 
保留の多さや、配送の不手際は依然として改善すべき課題ではあったが、1999年4月の国
連事務総長報告では、「石油と食糧交換プログラム」は基本的な食糧と医療に関する必要に
応え、優先順位の高い目的に沿うものであったとして評価された。また、食糧供給および水の
衛生状況は改善され、救命用の医薬品が十分手に入るようになったと述べた ２７。 
1999年3月に人道パネル報告も「石油と食糧交換プログラム」は食糧の欠乏状況を緩和し、
健康状況を大きく改善し、とくに北部地域において状況の改善が顕著であったとしてある程度
の評価を与えている。しかし、まだ完全にはプログラムの目的は達成されておらず、仮に達成
されたとしても、イラク国民の必要の一部しか充たすことは無理であり、大規模な救援活動をも
ってしても、イラクの状況はそれで対応できる範囲を超えていたと結論づけている ２８。 
                                                     
２４ ジンツァン・ワン（2001 年）、51 頁。 
２５ 同上。 
２６ S/1999/187（22 Feb. 1999）. 
２７ Review and Assessment of the Implementation of the Humanitarian Programme established 
pursuant to Security Council Resolution 986 (1995). December 1996-November 1998, S/1999/481. 
２８ Report of the second panel established pursant to the note by the president of the Security Council 
of 30 January 1999 (S/1999/100), concerning the current humanitarian situation in Iraq (Annex II of 
S/1999/356). 
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この後、プログラムの末期になってようやく、イラク国民の栄養状況は改善方向に向かい始
めた。1996 年には 23 パーセントであった体重不足児の割合は、2002 年には 10 パーセントに
まで下がった。さらに、慢性栄養失調児の割合は、32 パーセント（1996 年）から 24 パーセント
（2002年）に、急性栄養失調児の割合は、11パーセント（1996年）から5.4パーセント（2002年）
に下がった。北部に居住する 5 歳以下の乳幼児についての同時期の統計は、急性栄養失調
の割合が 20 パーセントの減少、慢性栄養失調については 44 パーセントの減少を示した ２９。 
以上のような評価を総合すると、1999 年までのプログラムの実施は状況の悪化を防ぐことに
おいて部分的な効果を発揮し、現状に歯止めをかけた。この点では、プログラムの導入にある
程度の評価を与えることができる。特に、プログラム中期に石油関連設備の修理が行なわれ、
石油輸出量の上限が撤廃されたことから、人道物資の流れもスムーズになった。制裁も末期
に至ってようやく人道的措置の成果が見えてきたことになる。しかし、相対的には、国連による
大規模な措置は、さらなる事態の悪化を回避するうえでは役立ったが、イラク国民の人道状況
の改善には程遠かったという厳しい見方もある ３０。 
 
 
第２節  人道的例外措置への評価 
 
プログラムの担当者であった国連関係者や国連関連機関は、プログラムの実効性に対して
ある程度の評価を与えている。例えば、国連上級政務官であり、イラク制裁委員会事務局であ
ったジンツァン・ワンは、「このプログラムは安保理決議の枠組み内での例外措置であるため、
決まった範囲の中で作業しなければならず、プログラムは批判の対象となりやすい」としながら
も、プログラムは、イラクにおける人道的状況の悪化をくい止め、多くの必要とされた一時的な
救済を数百万のイラク市民に与えることに成功した ３１と述べている。また、国連の石油監視官、
イラクに配置された国連の独立の査察官、イラク石油販売公社（SOMO）、および石油購入国
の間の協力は優れていたとして評価した ３２。 
                                                     
２９ 『南・中部イラクの5歳未満児の栄養状態の概要』2002年11月ユニセフ・イラク事務所のホーム
ページ【http://www.unicef.or.jp/siryo/prs_80.htm】を参照。 
３０ 松隈（2003 年）、173 頁。 
３１ ジンツァン・ワン（2001 年）、52 頁。 
３２ 同上。 
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しかしながら、プログラムの効果が見え始めたのは、制裁末期になってのことであるし、効果
といっても、「改善」というよりは現状に歯止めをかけたという程度であったというのが一般的な
評価である。 
プログラムを客観的に評価するためには、科学的調査に基づいたさらなるデータが必要で
ある。なぜなら、さまざまな調査機関による現地報告は、地域によってはデータがないこと、調
査の場所、期間もまちまちであり、毎年一定した調査もなされていなかったからである。例えば、
国際機構からの要請あるいは研究者チームが独自で調査した報告書、「アーティサーリ リポ
ート」(1991年)、「ガーフィールド リポート」(1999年)、「ボジィ リポート」(2000年)等に依拠して
プログラムの実効性を判断した場合には、実効性には疑問を持たざるを得なくなる。 
いずれにしても、イラク国内の人道状況は、イラクの大量破壊兵器の廃棄という本来の制裁
目的を果たすために生じる｢やむをえないリスク｣という許容範囲（あるとすればだが）を大きく
超えていたことだけははっきりしている。 
プログラムの実効性を損なった要因としては、イラクの非協力的な対応も大きいが、それに
加えて以下の 4 点を挙げたい。 
第一に、人道物資の申請において保留が多くなされたことである。すなわち、イラク制裁委
員会の手続き上の問題とは、制裁委員会に対する人道物資の申請において、とくに汎用性の
ある物品に関して多くの保留がなされた ３３。 
第二に、支援物資購入までの国連内での長い手続きである。物品購入以外の項目での支
出、主に補償関連の支払い（個人申請も含む戦災補償基金）３４が順調に実行されたため、な
おさら人道物資輸入の遅れが際立った。 
第三に、安保理内での利権争いも実効性を損なった大きな原因のひとつである ３５。先進国
の、イラクでの石油開発に対する大きな関心が、安保理内での足並みを乱した。 
第四に、「人道的例外措置」に対する国連とイラクの認識の違いである。すなわち、「人道的
例外措置」は国連にとってはあくまでも「一時的措置」であったが、イラク政権はそれを「制裁
全面解除」へのステップと見なしていた。そのため、措置の目的を「正しいメッセージ」としてイ
                                                     
３３ この点については、イラク制裁委員会事務局のワンが「委員会が特に懸念しているのは、石油
関連の部品と設備を含む人道的契約に対するホールドの問題である。」と述べている。ジンツァン・ワン
（2001 年）、51 頁。 
３４  S/1996/356 (20 May 1996)による。 
３５ Gowlland-Debbas (2001). 
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ラクに伝えられなかった国連の失敗と、イラク政権のしたたかさが浮き彫りになった。事実、イラ
クは、プログラムの輸出枠組みでの決済を通さずに収入を得る機会を増やして周辺国との密
貿易を行ない、石油購入企業に国連で設定した代金に上乗せして、その上乗せ分をイラク国
庫に支払うよう請求することによって、軍備増強を図った。 
措置が導入されるまで、また、実行されていく過程を分析するにつけ、先進諸国のイラクへ
の「経済的関心」ばかりが目立つ。とくに、英米による制裁改訂案における「禁止物品リスト」を
巡っては、米英に対する露仏という構図が鮮明になった。いずれも人道的見地からなされたも
のではなく、イラクにおける経済的利権を巡る戦略的な駆け引きであったとして批判できる ３６。 
2004 年末からは、「石油と食糧交換プログラム」のイラク石油輸出の一部を特定の商社に割
り当てるなど、国連内での不正疑惑が明らかになり ３７、2005 年 1 月末には、旧フセイン政権の
代理員が違法活動の容疑で訴追された ３８。また、このプログラムを遂行するにあたって、国連
内の行政監査制度に問題点があったことも指摘されている ３９。この点については、国連が疑
惑解明のために設置した独立調査委員会（Independent Inquiry Committee）によって調査がな
された。調査報告書は、安保理メンバーが水増し請求やリベートなどの不正収入を認識しなが
らも、主要国はそれを放置していたと指摘した ４０。さらに、イラクの大量破壊兵器問題における
国連の不手際も、メディアによって報道された ４１。 
このような大規模な経済的プログラムを国連が主導、遂行するにあたって、その組織上の性
格に淵源するふたつの大きな問題があると考えられる。ひとつは、国連が政治的、外交的機
                                                     
３６ David W. Drezner, “How smart are smart sanctions?” International Studies Review, No.5 (2003). 
３７ 『朝日新聞』、2004 年 12 月 11 日； 「初の容疑者訴追」『朝日新聞』、2004 年 1 月 20 日； フセ
イン政権が制裁の緩和を狙って、露・仏・英に「わいろ」を渡して工作したとする米上院の調査小委員会
が発表した（『日本経済新聞』、2005 年 5 月 18 日）など。 
３８ 『朝日新聞』、2005 年 1 月 20 日、7 面。 
３９ 蓮生（2005 年）。 
４０ 委員長：ボルカー米連邦準備制度理事会前議長。この独立調査委員会による中間報告書に
ついては、『朝日新聞』、2005 年 2 月 12 日を参照。その他の関連記事として、『朝日新聞』、2004 年 12
月 11 日、2005 年 1 月 20 日および 28 日がある。後に、国連は、国連関連機関で扱う資金の流れの透明
性を図るために、2004 年 12 月のスマトラ沖大地震・津波の救援策として各国からの拠出金の流れをホ
ームページで公開することを決定した。 
４１ 大量破壊兵器問題については、『朝日新聞』、2005 年 1 月 13 日および 14 日を参照。 
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構であるという性質上、「石油と食糧の交換プログラム」のような大規模な経済活動を目的とし
た組織ではないということである ４２。この問題に対しては、外部機関との連携をもつなど技術
的な面を洗練させ、より多くの経験を積むことによってプログラムの遂行がスムーズになること
は可能であろう。また、独立した調査委員会を設置するなどして監視システムを充実すること
が必要である。 
もうひとつは、プログラムの遂行において致命的な問題である。加盟国は国益を重んじるあ
まり、プログラムの本来の目的、つまり、イラク国民の保護を蔑ろにした。ジュネーヴ条約に基
づく人権保護の精神を最優先して人道的措置を成功させるように、自国の国益を超えて連携
することが必要であった。国連が、国益の優先を目的とした国家の集まりであることから、決議
に政治的思惑、経済的利権が絡むのは致し方ない面もあるが、特に冷戦後、人権などの普遍
的価値が重んじられてきたにもかかわらず、政治的思惑、経済的利権が、優先してしまうのは
問題である。各国が唯一、共感し、協力できる面が人道面であろう。 
人道状況が悪化したのは、イラク政府が国際社会に対して経済制裁解除への圧力を高める
ために人道プログラムの実施を妨害したことが原因であるとする声 ４３、あるいは、イラク国民の
食糧逼迫問題の主たる原因は国内の分配システムの不備にあり国連の制裁措置と人道問題
の発生との間に因果関係を立証することは不可能だ ４４との意見もある。このような分析に依拠
して議論するならば、まずイラク政府の責任を追及すべきであるとの主張も一定の説得力をも
つであろう。 
現状では、人道問題が国連による経済制裁措置に直接起因するものであるのか、あるいは、
イラク政府の配給に問題があるのかという点について実証的に証明するに足りるデータが存
在しないため、議論そのものが成立しないと見るのが一般的である ４５。研究者の中には、イラ
クの国内状況に関する正確な情報が十分に入手できない以上は因果関係を立証することが
できないとして本件に関する議論そのものを否定する声もある ４６。 
                                                     
４２ Michael Brzoska, “Putting More Teeth in UN Arms Embargoes,” Cortright & Lopez (2002), p.137. 
また、元米国国連協会会長で、現在はコロンビア大学国際機構センター所長であるエドワード・ラックも
同様のコメントをしている（『朝日新聞』、2005 年 2 月 12 日）。 
４３ de Oudraat (2000), pp. 106-108. 
４４ 松隈（2003 年）、69 頁。 
４５ 同上、70 頁。 
４６ 同上。 
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しかし、悪化した人道問題が仮にイラク国内の分配システムに起因するものであったとして
も、国連の経済制裁措置は全く責任を有さないとは言えないであろうし、国連の措置には何ら
国際法上の問題は存在しないとも断言できないであろう。また、国連憲章上の原則である人権
の尊重や人道主義の原則に経済制裁措置が違反していないかどうかの検討も必要である。 
具体的な対策としては、制裁による一般市民への影響を予想して、安保理決議 661 の半年
後に、事務総長が、イラク国内の人道状況を把握するためのにミッションを送ることを、制裁委
員会に異議なしで承認させたような措置が必要である。1949 年のジュネーヴ条約に基づく人
権保護の精神は、安保理決議において常に優先して考慮されるべきである。 
また、「世界人権宣言（Universal Declaration of Human Rights、UDHR）」４７や、国連憲章に
含まれている人権保障は考慮されて当然であるが、国連加盟国の多くは、「経済的社会的及
び文化的権利に関する国際規約」、「経済制裁と経済的及び文化的権利の尊重の関係」など
の国際規約の当事国である。ゆえに、人権侵害を回避する義務をもつのである。 
また、「人権の促進と保護に関する小委員会の報告書」４８は、経済制裁が、飢餓や伝染病を
引き起こす場合には、経済制裁自体の変更や解除を検討すべきだとしている。この考え方は、
国際人道法の精神に沿ったものと見なされている ４９。 
とくに、無辜の人民の飢餓に関しては、医療品の問題と同様に、①ジュネーヴ条約（第 4 条
約、1949 年）23 条（第 1 パラグラフ）の「各締約国は、他の締約国（敵国である場合も含む）の
文民のみにあてられた医療品および病院用品ならびに宗教上の行事に必要な物品からなる
すべての送付品の自由通過を許可しなければならない。各締約国は、また、15 歳未満の児童
および妊産婦にあてられた不可欠の食糧品、被服および栄養剤からなるすべての送付品の
自由通過を許可しなければならない」という規定、②国際的武力紛争の犠牲者に関する追加
議定書（第 1 追加議定書、1977 年）54 条 1 項の｢戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くこ
とは禁止する｣という規定、③非国際的武力紛争の保護に関する追加議定書（第 2 追加議定
書、1977 年）14 条第 1 文の「戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは禁止する」という
規定において問題とされる ５０。「武力紛争」を「経済制裁」と置き換えて解釈する必要がある。 
                                                     
４７ 1948 年採択。 
４８ E/CN.4/Sub.2/2000/33. 
４９ Jochen A. Frowein, “Opening Remarks: Sanctions and Human Rights Law,” Gowlland-Debbas 
(2001), pp. 125-127. 
５０ 中谷（2004 年）、304-311 頁。 
  126
また、近年では、FAOの世界食糧サミット 5 年後会合（2002 年）においても、食糧の確保が
強調された。つまり、「飢餓撲滅のための国際的連帯」と題する宣言において、「食糧は政治
的および経済的圧力のための道具として使用されてはならないこと」が繰り返され、また、「国
際法および国連憲章と合致せず、また食糧安全保障を脅かす一方的な措置は控える必要
性」が再確認された ５１。 
さらに、制裁と人権の問題に関しては、法律家の関心を高める必要がある。国連による「経
済的社会的及び文化的権利に関する国際規約」の一般勧告 ５２や、国連人権高等弁務官事務
所が対イラク経済措置の人権への影響を検討した報告書 ５３、そして、「市民的及び政治的権
利に関する国際規約」５４の内容も今一度検討される必要がある。 
イラクの人道的被害を「ジェノサイド」と形容する研究者は多い ５５。また、研究者だけでなく、
国連イラク人道調整官であったハリデイ（Denis J. Halliday）も、「安保理は、ジェノサイドとしか
言いようのない行為を長年続けたという意味で罪深い」として、安保理を非難した。 
ハリデイの後任のボン・スポネック（Hans von Sponek）もまた、イラクの状況を終わりが見えな
い「真の人道上の悲劇」と言い表し、「制裁はあらゆる側面において間違った人々に犠牲を与
え」、「長期の窮乏は社会的組織に穴を穿つ」と述べて、制裁に抗議して職を辞した ５６。 
ジェノサイドという用語を用いることは国際法上問題があるとしても、元国連職員によってこ
の用語が使われる事態は重く受け止めなければならない。 
 
                                                     
５１ Draft Declaration of the World Food Summit: five years later （10-13 June, 2002）。詳しくは、FAO
のホームページ【http://www.fao.org/DOCREP/MEETING/004/Y6948E.HTM#TopOfPage】を参照。 
５２ E/C, 12/1997/8, CESCR, General comment 8（12 Dec., 1997）. 
５３ “The HumanRights Impact of Economic Sanctions on Iraq,” Background Paper prepared by the 
Office of the Hight Commissioner for Human Rights for the meeting of the Executive Committee on 
Humanitarian Affairs（5 Sept. 2000）. 
５４ 詳しくは、本論第 1 部第 2 章第 3 節で述べた。 
５５ 例えば、George Lopez, “Economic Sanctions and Genocide: Too Little, Too Late and Sometimes 
Too Much” in Riemer, Neal (ed.) Protection against Genocide (2000), pp. 76-78.; Geff Simon, The 
Scouraging of Iraq, Sanctions, Law and Natural Justice, 2ed. (1998), pp. 241-243.; Simon, Imposing 
Economic Sanctions: Legal remedy or genocidal tool? (1999)など。 
５６ Denis J. Halliday, “The Deadly and Illegal Consequences of Economic Sanctions on the People of 
Iraq,” The Brown Journal of World Affairs, Vol. 7, No. 1 (winter/spring 2000), pp.229-233. 
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小括 
 
対イラク制裁においては、人道状況の悪化に伴って、安保理決議において様々な配慮が
なされると共に、国連史上最大規模の人道的例外措置である「石油と食糧交換プログラム」が
導入された。さらに、制裁末期には、人道的物資の配給を迅速に行なうことと、武器の更なる
禁止を目的に、英米による制裁改訂案も取り入れられた。 
しかしながら、プログラム、改訂案共に、人道状況の改善には即効性がなかった。 
プログラムの実効性を損なった要因としては、イラクの非協力的な対応も大きいが、それに
加えて以下の 4 点を挙げた。第一に、人道物資の申請において、とくに汎用性のある物品に
関して多くの保留がなされたことである。第二に、支援物資購入までの国連内での長い手続き
である。そのため、食糧品および医療品の現地への到着はかなり遅れた。第三に、安保理内
での利権争いである。とくに、英米改訂案についての議論の際には、イラクの石油を巡る利権
争いそのものであった。そして、第四に、「人道的例外措置」に対する国連とイラクの認識の違
いである。国連は、「石油と食糧交換プログラ」ムを単なる一時的な例外措置と見なしていたの
に対して、イラク政府は、制裁の全面解除へ繋がる部分的解除と捉えていた。事実、イラクは、
プログラムの輸出枠組みでの決済を通さずに収入を得る機会を増やして周辺国との密貿易を
行ない、軍備増強を図っていたのである。 
以上を理由として、人道的措置は実効性を失った。措置が実際に人道状況に効果をもたら
したのは、制裁の終わりが近づいてからであった。プログラム中期に石油関連設備の修理が
行なわれ、石油輸出量の上限が撤廃されてから徐々に人道物資の流れがスムーズになった。 
国連による大規模な措置は、さらなる事態の悪化を回避するうえでは役立ったが、イラク国
民の人道状況の改善には程遠かったという評価が多い。 
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おわりに 
 
イラクへの制裁は、長期間に亘って医療物資および食糧品以外のほとんどの通商を禁止し
た厳しい制裁であったため、一般市民への影響が甚大になり、救済措置として、国連史上最
大規模の人道的例外措置が導入された事例であった。また、人道的例外措置である「石油と
食糧交換プログラム」およびその後の英米による制裁改革案は、人道的配慮を加えた点、制
裁対象と対象措置を絞った点において、後に本格的に議論されることになる「スマート・サンク
ション」の要素を多く含むものであったとして、措置の導入の意図そのものは評価できよう。 
しかしながら、措置が導入されるまでのプロセス、実行されていくプロセスを分析するにつけ、
イラクにおける経済的利権を巡る戦略的な駆け引きが先行し、措置の迅速さを欠いたことで、
実際に、イラク市民の人道状況を改善するには及ばなかった。 
国連が政治的、外交的機構であるという性質上、「石油と食糧の交換プログラム」のような大
規模な経済活動を運営する組織ではないため、それをうまく機能させることができなかったこと
が挙げられる。また、国連は、国益の優先を目的とした国家の集合体であるため、安保理決議
に政治的思惑、経済的利権が絡むことはやむをえないが、この事例おいては、安保理内での
足並みが大きく乱れたことが指摘できる。とくに、イラク国内の石油権益を巡る争いが表面化し
た。前者の問題、つまり、国連が「石油と食糧交換プログラム」のような大規模な人道支援を円
滑に実施していくためには、国連機関が外部機関との連携をもつなど専門機関の機能を向上
させるなどの技術的な面を洗練させるとともに、独立した調査委員会を設置するなどして、加
盟国の履行を監視するシステムを充実させることが重要であることを指摘した。また、後者の問
題、つまり、安保理内におけるコンセンサスについては、人権保護の精神を最優先して、自国
の国益を超えて連携することが必要であることを指摘した。 
国連は、プログラムの反省点を活かして、イラクへの制裁解除後に二つの改革を行なった。
ひとつは、国連関連機関で扱う資金の流れの透明性を図るために、スマトラ沖大地震・津波被
害（2004 年 12 月）への各国からの拠出金 ５７の流れをホームページで公開したことである ５８。
                                                     
５７ スマトラ沖大地震・津波による救援策を協議するため、ジュネーヴで開かれた支援国会合では、
計 7 億万ドル以上の拠出が 18 カ国・地域から拠出されることが約束された（2005 年 1 月 11 日）。詳しく
は、2005 年 1 月 12 日付の『朝日新聞』を参照。 
５８ 詳しくは、OCHA のホームページ【http://www.reliefweb.int】を参照。 
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これは国連にとって「初の試み」であった ５９。もうひとつは、国連の第三機関として、「倫理室
（Ethics Office）」の設置を決定したことである ６０。これは、アナン事務総長が 2005 年10 月末の
リポートの中で提案していたもので、国連内のモラルを懸念する世論の声に応えたものとして
注目される。 
次の第 3 部においては、第 2 部の事例で具体的に提示した、国連経済制裁の問題点克服
のための方策を、研究者の主導で検討されてきたスマート・サンクションの議論を基に、人道
的、政策的見地から考察する。 
                                                     
５９ 【http://www.reliefweb.int】を参照。 
６０ “UN Management Reforms: 2005,” Status of  UN Management Reforms as at : 31 October 
2005,” Management Reform Measures to Strengthen Accountability, Ethical Conduct and Management 
Performance. 倫理室の設立は 2006 年 1 月 1 日付で公式に発効された。 
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第３部 国連経済制裁の再考：「スマート・サンクション」の模索 
 
 
はじめに 
 
第1 部においては、国連経済制裁の重要性と期待される役割について整理し、国連が制裁
を発動、実行するにあたっての問題点を提示した。そして、第 2 部において、それらの問題点
を包含する事例として対イラク制裁を取り上げた。 
イラクへの制裁は長期にわたる包括的措置であったために、一般市民への影響が甚大で
あった。そこで国連は、一般市民への保護を進めるために、大規模な救済措置である「石油と
食糧交換プログラム」を導入したり、武器禁輸に的を絞った措置を厳格化するなど、制裁内容
の見直しを行なった。 
イラク制裁下での大規模な人道的措置は、結局、人道物資購入の手続きや配給、イラク政
府の非協力、さらには安保理内での利権争いなど、プログラムを運営させていくうえで数々の
問題が生じたためにうまく機能せず、状況のさらなる悪化を食い止めるにとどまった。しかしな
がら、国連が講じたこれらの方策は、「人権保護」と「制裁の効果の追求」というふたつの目的
を実現させるための試行錯誤であり、後に本格的に議論されることになる「スマート・サンクショ
ン」の要素を含むものであった。 
そこで、この第 3 部においては、国連経済制裁はどのように改革されるべきなのかを、スマ
ート・サンクションの議論を基に、人道的、政策的見地から考察する。1990 年に安保理の決定
によって発動された経済制裁、とりわけ包括的制裁は、本来は制裁の第一義的な対象ではな
い一般市民に対して甚大な被害をもたらした。その反省に立ち、包括的制裁の見直しが検討
されていくわけであるが、包括的制裁が抱える問題は、人道面ばかりではない。安保理によっ
て決定された制裁措置を各国が履行する上で国連が負担するコスト、また、各国が措置を履
行することか生じる経済的困難なども問題に含まれる。 
そこで、スマート・サンクションの議論は、もともと安保理決議において認められてきた食糧
や医療品などの輸出禁止からの除外を、無辜の人民保護のためにさらにすすめる一方、武器
禁輸や金融、旅行分野での効果的な措置をエリート層へ科すことによって措置の実効性を高
めることである。 
包括的ではなく制裁のターゲットを絞り、人道状況に配慮し、かつ効果的な制裁とはいかな
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るものであるのか、またそれは可能であるのかを模索する。 
この第 3 部においては、スマート・サンクションの柱となる「人道保護」と、「戦略的措置」に焦
点をあてて考察する。まず、第 5 章において、国連経済制裁の倫理的側面について検討を加
える。そのために、制裁の人道的側面への配慮を見直す議論として、かつては戦争の倫理的
側面を問うため、現在は経済制裁の倫理分析に用いられる「正戦論」に基づいて考える。「正
戦論」は、交戦者と文民の差異化の上に成立する国際人道法の基本構造と合致するものでも
あり、「スマート・サンクション」の議論にも通じるものである。 
そして、第6章では、経済制裁の政策的側面について考察する。1990年代に国連が発動し
た経済制裁の中でスマート・サンクションの要素を含んでいた事例を整理することによって、ど
のような措置が効果的かつ人道的であるのかを整理する。 
さらに、研究者、各国代表者、国連関係者が参加してスマート・サンクションを具体化してい
く提言を行なった3つの会議を検討することによって、スマート・サンクション議論への理解を深
める。3つの会議とは、具体的には、金融制裁措置について議論した「インターラーケン・プロ
セス（Interlaken Process）」、武器禁輸および渡航に関する措置について議論した「ボン⁃ベルリ
ン・プロセス（Bonn-Berlin Process）」、制裁の履行と監視について議論した「ストックホルム・プ
ロセス（Stockholm Process）」を指す。 
議論を整理した後、「スマート・サンクション」の視点から、国連経済制裁に検討を加える。最
近の国連経済制裁において、どのようにスマート・サンクションの趣旨が取り入れられているの
かについて検討する。 
従来の研究においては、スマート・サンクションを分析している論文が少ないこと、また、ス
マート・サンクションを具体的に議論した 3 つの会議の報告書を跡づけした研究がなされてい
ないことから、本論において検討を加える。 
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第５章  人道上の問題へのアプローチ：倫理的視点からの分析 
 
 
第１節  制裁研究への新しい視点：倫理分析の必要性 
 
制裁は、対象国の政府（あるいは特定の権力掌握者、主導者）に対して、国際社会への脅
威となるような政策を転換させるよう促すという目的をもつため、当該国の一般市民に全く影響
を与えないということは残念ながらありえない。しかしながら、制裁において、一般市民への影
響を極力回避すること、予想以上の被害が生じたときには何らかの救済措置を導入することは
なされてしかるべきであろう。当該国が内戦中である場合には、制裁を科した時点で既に人道
状況が悪化していることが多いため、さらなる配慮が必要である。これについては、本論第 1 部
第 2 章において既に述べたが、国際人道法および一般市民の生命・健康・食糧に関する権利
についての法を根拠として人道保護が進められることは、制裁を科す側の義務である。 
人権の保護を進めるためには、国連と当該政権との交渉も重要である。なぜなら、制裁半ば
で、当該国の政権が政策転換など問題解決にむけて何らかの努力をすれば、国民の生命は
危険にさらされることなく、倫理的に許容できる程度の被害に留まる可能性が高いからである。
何の進展もないまま制裁が長期に渡れば、国民に多大な被害を与えることになる。 
深刻な人道上の被害を避けながら、当該国の政府が政治的に妥協する程度に十分かつ強
力な形で制裁を科すことが、発動国側に求められている 1。研究者が主導し、国連機関関係者、
各国代表者と共に、今後の制裁のあり方を模索する「スマート・サンクション」はその一例であり、
経済制裁のジレンマ状態、つまり、制裁を効果的に行ないたいが副次的影響は避けたいとす
る状況から脱出するための打開策とみなされている。本来意図しない制裁の副次的影響を最
小限に抑えつつ、対象国への政治的インパクトを最大限に引き出せるような新しい「機能」とし
て期待される 2。 
このようなスマート・サンクションの考え方は、国際法違反の真の責任の所在を追及するとい
う点で、個人の国際法上の責任を問う国際刑事裁判所（International Criminal Court、以下
                                                     
1
 Cortright & Lopez (2000), pp.25-26. 
2  スマート・サンクションについては、Cortright and Lopez (2002) が詳しい。 
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ICC）3と通底するものであり、また、交戦者と文民の差異化の上に成立する国際人道法の基本
構造と合致するものでもある。また、被制裁国の人民だけでなく、加盟国が制裁措置の履行か
ら生じる経済的問題に直面した場合、安保理と協議する権利を有することも、国連憲章第 7 章
第 50 条に示唆されている。これも、スマート・サンクションの考え方に通ずるものである 4。 
国連自身が包括的制裁について見直しを広く呼びかけたものとして、先にも述べたが、「より
人道的で効果的な制裁を目指して：国連システムの可能性を高めるために」（1997 年）と、「制
裁が人権にもたらす副次的影響」いわゆる「ボジィ リポート」（2000 年）が挙げられる。 
また、倫理的分析の際には、さまざまなアプローチがとられてきた。制裁を理解するうえで重
要な「有効性」に着目し、経済的圧力で相手の政権に制約を与え、被制裁国の政策あるいは
行為を阻止または撤回させるという目的がどれだけ達成できたかという「効果」について重点を
置く結果主義（ consequentialism）の立場、また、価値論に対して義務を論じる義務論
（deontology）から経済制裁そのものを否定する立場 5、功利主義（utilitarianism）6の立場から、
経済制裁を批判するアプローチもなされてきた 7。 
また最近では、国際的武力紛争による犠牲者の保護が強調された「ジュネーヴ条約」（1949
                                                     
3 在：オランダ、ハーグ。国際社会全体の関心事である最も重大な罪を犯した者を訴追、処罰する
ために設置された常設的な国際刑事裁判機構である。ICC は、個人の国際法上の刑事責任を問うもの
であり、18 歳以上の者に対して管轄権を行使する。国家元首、政府の長、公務員といった公的資格を理
由としてこの刑事責任から免れることはできない。国際法学会『国際関係法辞典』（2005 年）、274 頁。 
4 国連憲章第 7 章第 50 条の内容は、An Agenda for Peace (A/47/277-S/24111)においても確認さ
れている。 
5 義務や行為の義務・正邪は結果・目的（ときには動機）の善悪に還元できないとする説で、動機
こそが行為を評価づける。代表的な戦争否定論者であったカントの理論を用いて、経済制裁を理解する
ものである。経済制裁とは、国家が、もう一方の国家を服従させる手段として、罪のない人々を利用し、国
益を達成しようとすることであり、これは、カントのいう「人間の道徳的本分」に背反する行為である。エラ
スムスやカントは、代表的な戦争否定論者であった。 詳しくは、原田鋼『カントの政治哲学』（1975 年）を
参照のこと。 
6 「最大多数の最大幸福（the greatest happiness of the greatest number）」を倫理的・政治的・経済
的行為の規範とするベンサム（J.Bentham）およびミル（J.S.Mill）などによる 19C のイギリスの倫理学説。こ
の学説によると、経済制裁は、必ず多大な人的被害を伴う行為であるが、政治的目的そのものはあまり
達成されないのが現状であるから、受け入れがたい行為である。 
7  Ｇｏｒｄｏｎ(1999), pp.123-124. 
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年）と、それに続く「ジュネーヴ条約第一追加議定書」（1977 年）において確認された「マルテン
ス条項（Martens’ Clause)」によって、経済制裁を分析する研究者もいる。「ボジィ リポート」
（2000 年）は、この枠組を用いて国連経済制裁を分析したものである。 
マルテンス条項とは、1899 年ハーグ平和会議、1907 年のハーグ条約に含まれた制裁を規
定する条項であり、1949 年のジュネーヴ条約とそれに続くジュネーヴ条約第一追加議定書
（1977 年）においても再確認されている。その前文には、「一層の完備シタル戦争法規ニ関ス
ル法典ノ制定セラルルニ至ル迄ハ、締約国ハ、其ノ採用シタル条規ニ含マレサル場合ニ於テ
モ、人民及交戦者カ依然文明国ノ間ニ存在スル慣習、人道ノ法則及公共良心ノ要求ヨリ生ス
ル国際法ノ原則ノ保護及支配ノ下ニ立ツコトヲ確認スルヲ以テ適当ト認ム」と書かれており、とく
に、国際的武力紛争による犠牲者の保護に関する規定がなされている。 
ところが、多くの研究者が倫理分析に有効的であるとして用いてきた枠組みは、「just-war 
theory（正戦論）」8である。 
「正しい戦争」は、国際社会の利益にもかなっており、個々の国家の関心事に止まることなく、
国際社会の一員たるものはあげて支持すべきであり、他方で、「不正な戦い」を遂行する国は、
その相手にとって「敵国」であるだけでなく、国際社会そのものの敵であり、法の保護を失うこと
を意味する。このように、戦争を正と不正とに分ける理論を正戦論という。 
5～6 世紀にかけてアウグスティヌス（Augustine）によってその原型が形作られ、その後、アキ
ナス（Thomas von Aquinas）、グロティウス（Hugo Grotius）らによって発展せしめられ、ワォルツァ
ー（Michael Walzer）によって世に知られるようになったヨーロッパのキリスト教的伝統に基づく
思想である 9。 
「国際法の父」と称されるグロティウスの著書『戦争と平和の法』は、正戦論を自然法に基礎
付け、戦争法の発展に寄与した。このように考えると、戦争法ないし国際法の出発点が正戦論
であったといえる 10。 
正戦論の目的は、戦争の可能性と戦争の破壊行為を制限することであり、国際関係を倫理
                                                     
8  Just-war doctrine あるいは just-war tradition とも称される場合があるが、本論は、just-war 
theory で統一した。正戦論については以下の文献が詳しい。Robert L. Holmes, “Can War Be Morally 
Justified? The Just War Theory,” Jean Bethke Elshtain (ed.), Just War Theory (1992).； Richard J. Regan, 
Just War: principles and cases (1996).；植木（1998 年）、199-203 頁など。 
9  Michael Walzer, Just and Unjust Wars: A Moral Argument with Historical Illustrations (2000). 
10 波多野、小川（1998 年）、414-416 頁。 
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的に制限のある枠組にあてはめて分析することである。ここで強調されているのは、政治倫理
（正義）の追求である。 
グロティウスは、戦争発生の抑制（jus ad bellum）、および、いったん発生した戦争の規制（jus 
in bello）のために、様々な手法を重層的に用いるという形で、独自の戦争論を展開した。まず、
正当因（防衛、回復、刑罰）についての詳細な記述を通じて戦争の発生自体を未然に防ごうと
するとともに、正戦と異なる「正式戦争」の概念を編み出し、最高権力者によって宣戦布告され
た戦争であれば、事由の正・不正に関係なく、対敵殺傷、敵産の破壊、捕獲物の取得が認めら
れるとした。さらに、「緩和」の手法を使って、正戦を行なう側にも不正戦を行なう側にも戦闘行
為に一定の制限を課した。 
グロティウス以降の多くの学者は依然として伝統的な正戦論の枠組みを維持したが、それか
らの実質的な離脱現象も一部の学者によって有力に唱えられた。そして、19 世紀に至ると、自
由な戦争遂行権という考え、戦争の開始自体は国際法の規律対象外と捕らえられる考えなど
が唱えられるようになっていった。さらに、20 世紀になって、戦争の違法化に伴って唱えられ始
めた「正戦論」は、古典的正戦論とは異なる理論である 11。 
これらの、いわば新しい正戦論を扱った主な文献として、ピアス（Albert C. Pierce）の “Just 
War Principles and Economic Sanctions” (1996 年) 、アムスタッズ（Mark R. Amstutz）の 
International Ethics: Concepts, Theories, and Cases in Global Politics (1999 年) などが挙げら
れる。経済制裁の倫理分析は、おもに欧米の研究者によって進められているが、日本ではほと
んどなされていないのが現状である。 
正戦論自体は、古い価値基準の枠組みであるが、経済制裁の倫理分析が公共政策選択か
らの視点と結果主義による効率性（有効性）による評価の視点の両方を含んだ形でなされる必
要があると考えると、この枠組を経済制裁を分析することは意義がある。多くの研究者が、正戦
論を分析の枠組みとして利用してきた所以であろう。 
正戦論は正当な原因以外に基づく戦争は許されないとするルールであり、ふたつの部分か
ら成る。戦争に訴える権利を規制する法（jus ad bellum）と、戦争の手段を規制する法（交戦法
規 jus in bell）である。以下が、その規範である。 
 
 
                                                     
11 国際法学会（2005 年）、516-517 頁。 
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Elements of Just-War Theory  
 
①  The “jus ad bellum” (justice of going to war) has traditionally included the following six 
norms: 
 
1. Just cause: The only legitimate justification for war is to deter aggression, to defend 
against unjust attack, or to right a grievous wrong.  
2. Competent authority: The use of force is morally permissible only when it is 
legitimate, that is, authorized by government. Violence prosecuted by 
non-government groups or private individuals is immoral. 
3. Right intention: A war is just only if it seeks to restore a just peace. The goal of war 
must be to right the evil that justifies war in the first instance. 
4. Limited objectives: A war is just only if its goals are limited. An unconditional, 
unlimited war of attrition is morally unacceptable. Additionally, goals and means 
must be proportionate. 
5. Last resort: Before as state can legitimately resort to war, it must exhaust all 
peaceful means. War can be morally legitimate only when a state has made every 
effort through measures short of war (e.g., diplomacy, multinational negotiations, 
and sanctions) to seek to redress the evil.  
6. Reasonable hope of success: The use of force against an aggressor must have a 
reasonable chance of success. Good intentions are not sufficient. A war that is 
unlikely to achieve its limited goals is immoral. 
 
②   The “jus in bello” (justice in wartime) establishes norms governing the use of force in 
wartime. It includes the following two principles: 
 
1. Discrimination: Military force must be applied only against the political leadership 
and military forces of the state. Every effort must be made to discriminate between 
combatants and noncombatants, soldiers and civilians, to minimize civilian 
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casualties. Direct attacks against civilian targets, such as neighborhoods, hospitals, 
are morally impermissible. Indiscriminate mass destruction of cities is similarly 
impermissible. 
2. Proportionality: The destruction inflicted by military forces in war must be 
proportional to the goals they are seeking to realize. An indiscriminate war of 
attrition that seeks to eliminate the enemy society altogether is not morally justified. 
The goal should be to use the minimum level of violence to achieve the limited aims 
of a war. 
 
Source:  Amstutz Mark R. International Ethics: Concepts, Theories, and Cases in Global Politics, Boston: 
Rowman & Littlefield Publishers, Inc., 1999, pp. 101-102. 
 
以上の規範を邦訳すると、次のようになる。（訳は筆者によるものである。） 
 
「正戦論」 
 
① 「戦争に訴える権利を規制する法」は、伝統的に、以下の 6 つの規範を含む。 
 
1. 正当な原因： 侵略を防ぐため、不当な攻撃から自らを守るため、あるいは、明らか
な不当行為を正すため、の場合に限って、合法的に戦争に訴えることができる。 
2. 合法的権威： 武力行使は、正当性のある場合、すなわち、政府(君主)の宣言によ
る場合のみ、倫理的に許される。非政府組織あるいは個人による武力行使は倫理
にもとる。 
3. 正しい意図： 真の平和を取り戻そうとする場合にのみ、戦争は許される。戦争の最
終目的は、最初に戦争を正当化しようとする悪を正すことにある。 
4. 限定された目標： 戦争は、その目標が限られている場合にのみ正当化できる。無
条件で無制限な消耗戦は、道徳的に容認できない。さらに、最終目的と手段は釣
合いのとれたものでなければならない。 
5. 最後の手段： 戦争に訴えるのは最後の手段であり、その前に、国家は、全ての平
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和的な解決方法を尽くさなければならない。国家が、敵を正すために、戦争以外の
あらゆる手段（例えば、外交、多国間交渉、制裁）を通じて努力した場合にのみ、(最
後の手段として)戦争はかろうじて正当化できる。 
6. 成功の見込み： 侵略者に対する武力行使は、かなりの成功の見込みがなければ
ならない。「正しい意図」だけでは不充分である。制限された目的すら達成する見込
みのない戦争は、道徳に反する。 
 
② 「戦争の手段を規制する法」は、戦時における武力行使に関する規範であり、以下の 2 つ
の原則を含む。 
 
1. 差別化： 軍事力は、国家の政治的権力および戦闘部隊に対して向けられるべき
である。無辜の人民への犠牲を最小化するために、戦闘員と非戦闘員、兵士と一
般市民とを区別するあらゆる努力がなされなければならない。住宅街、病院など、
市民を標的にした直接的な攻撃は、倫理的に許されない。都市を無差別に破壊
することも、同様に、許されない。 
2. 均衡性： 戦争中に、戦闘部隊によって加えられる破壊行為は、彼らが達成しよう
とする目的と均衡がとれていなければならない。敵社会を全て破壊しようという無
差別的な消耗戦は、倫理的に正当化できない。戦争は、制限された目標を達成
するために必要最小限の武力を用いて、なされるべきである。 
 
 
 
「戦争に訴える権利を規制する法（jus ad bellum）」は、①正当な原因があること、②合法的
権威による宣言があること、③正しい意図があること、④目標が限定されていること、⑤他の手
段が尽くされたこと、⑥成功の見込みが確かにあること、の 6 つの規範から成る。また、「戦争の
手段を規制する法（交戦法規 jus in bell）」は、①戦闘員と非戦闘員との差別化、②均衡性、つ
まり、目的に照らし合わせて、用いる手段はそれに釣り合うものか、という 2 つの原則を含む。 
古くから唱えられてきた枠組みであるが、国際法上の原則として確立したものではなかった。
なぜなら、19 世紀までの伝統的な国際法の下では、戦争に訴えることは基本的に国家の自由
であると解されていたからである。 
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しかし、第一次大戦後には、国際連盟規約 12、不戦条約（正式には、「戦争法抛棄に関する
条約」）13によって、国際法は戦争に訴えること自体を一定の場合を除いて違法化する方向に
発展した。さらに、第二次大戦後の国連憲章によって、各国は国際関係において武力行使に
訴える権利を放棄することになった。つまり、各国には、侵略を受けた場合のみ、自衛の権利と
して武力行使が残されることになり、戦争はついに非合法化された。そして、正戦論の精神は、
「不戦条約」や「国際人道法」において活かされ、受け継がれることになったのである。 
つまり、現代の国際法の下では、「戦争」という状態が法理論上は存在しなくなったのである。
この状況においては、正戦論のような戦争を規制するルールなど不要に思える。しかしながら、
現実の国際社会には武力紛争が数多く発生しており、現象としての「戦争」はさまざまな形態
（国家間の戦争、植民地解放戦争、内戦）をとって行なわれてきた。内戦の場合は、国際紛争
よりもいっそうの残虐性を帯びることが多い。また、これと並んで、国連憲章にも規定された、人
民自決権の名の下に、民族解放戦争の形の紛争が増えてきた 14。 
原則に違反して武力行使に訴えた国に対しては、国連が制裁を科すことによって、国際の
平和および安全の維持が図られる。そして、このシステムの下では、武力不行使義務に違反し
て戦争に訴えた側と、これに対して国連の側が行う（武力行使を含む）強制措置とを、現象とし
ては同じ武力行使であっても、法的には違法なものと合法なものとに区別する状況ができつつ
ある。このような状況が、国連によって発動される強制措置を、正戦論で分析することを可能に
している 15。 
ゆえに、研究者は、武力行使の際はもとより、「武力行使の代替行為」として発動されることが
多くなった経済制裁を、正戦論の規範にあてはめて議論する傾向にある 16。 
 
 
                                                     
12 国際連盟規約 12 条 1 項、13 条 4 項、15 条 6 項参照。 
13  1929 年発効。「国家の政策の手段としての戦争を抛棄すること」が一般的に規定された（不戦
条約１条）。 
14  モーリス・トレッリ（1988 年）。 
15 一種の「正戦論の復活」とも呼びうる状況である。植木（1998 年）、201 頁。 
16  Peter Rudolf, “Power Without Principles?: Ethical Problems of International Economic 
Sanctions,” Law and State, Vol. 57 (1998), p. 12. 
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第２節  「正戦論」の限界と新たな流れ 
 
正戦論を用いて経済制裁を分析する際には、人道的介入についての議論と同様に、｢道義
性：どういう場合に正当化されるのか」と「容認性：国際法などの各種の法制度上、正当性が認
められるかどうか」という問題が生じる。 
実際に発動された経済制裁を正戦論の枠組に当てはめた場合、特に問題とされるのは、以
下の項目である 17。 
 
① jus ad bellum（戦争に訴える権利を規制する法）  
a. just cause（正当な原因）は存在するのか。 
b. right intention（正しい意図）はあるのか。: とくに、以下に挙げる３タイプの制裁に
ついては、この「正しい意図」が証明される必要がある。 
１.  sanctioning without clarity of purpose (明確な目的のない制裁) 
2.  sanctioning in pursuit of symbolic sanctioning goals （象徴的な目的の制裁） 
3.  sanctioning out of national self-interest (自国の国益から科す制裁) 
 
② jus in bello（戦争の手段を規制する法）  
a. discrimination (戦闘員と非戦闘員との差別化)はなされているか。 
b. proportionality（均衡性）用いる手段は目的に照らし合わせて、釣り合いのとれたも
のであるか。 
 
正戦論の伝統からすれば、判断にあたって３つの次元が存在する。つまり、動機、手段、そ
れに結果である。このすべてが大事である。また、とりわけ問題とされるのは「差別化
（discrimination）」の原則である。武力行使の場合とは異なり、経済制裁においては「誰が『戦
闘員』で、誰がそうでないのか。」、「経済制裁の場合には、『戦闘員』と『非戦闘員』は、それぞ
れ誰を指すのか。」といった疑問が呈される。この場合には、「戦闘者」、「非戦闘者」というよりも、
「交戦者」、「文民」という用語を使用する方が、より自然であろう。 
これらの問題点を実例にあてはめた場合、どのように提示できるのだろうか。複雑化した今日
                                                     
17 Pierce (1996), pp.105-110. 
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の経済制裁は、先行研究において、倫理的側面からどのように評価されてきたのか。二つの実
例を挙げて検証したい。 
 
 
A. 対イラク制裁 （1990 年～2003 年） 
 
〇「正当な原因（just cause）」は存在したのか。 
イラクのクウェート侵攻に対して、クウェートと米国の要請により緊急安保理が開催さ
れ、安保理決議 660 が採択された（1990 年 8 月 2 日）。国際社会が一丸となって対応し
たことも特徴である。この決議は、国際の平和と安全の破壊が存在することを前文で認
定したうえで、イラクに対してクウェートからの無条件・即時撤退を要求した。しかし、イラ
クがこれを無視したため、イラクに経済制裁を科す安保理決議 661 が採択された。つまり、
安保理による強制措置がとられた時点で、「正当な理由」は存在したと考えられる。 
〇「正しい意図（right intention）」はあったのか。 
 国際社会による制裁の目的は不明瞭であったといえる。もともとは、イラクのクウェー
ト領域からの撤退が目的であったのに、それが達成されたあとも、イラクへの、大量破壊
兵器の査察が次なる目的となり、イラクがこれを拒んだため、13年に亘って制裁は続けら
れた。また、制裁継続の理由は、フセイン政権打倒とともに、フセインが化学兵器および
植物兵器など一切の大量破壊兵器を放棄することであった。これらは、特に米英によっ
て主張された。このような米英の姿勢に対して、国連は難色を示した。 
〇「差別化（discrimination）」はできたか。 
 制裁からわずか 5 ヶ月後には、90％以上の輸出入が禁止され、イラク国民の生活水
準は以前の 3 分の一にまで低下した。 
このように、制裁は一般市民を巻き込んだことから、「差別化」はなされなかったといえ
る。国連は、人道的見地から必要とされる食糧や医薬品を制裁項目から外し、許可を受
ければ、衣料品や文房具などもイラクに送ることを承認する決議を採択したが、依然とし
て一般市民へのダメージは大きく、措置も不十分であった。 
○「均衡性（proportionality）」はあったのか。 
安保理決議 661 によってイラクに科された制裁は、包括的なものであったが、食糧品
および医療品については禁輸から除外されていたことから、当初は、クウェートからの撤
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退という目的と、手段との釣り合いはとれていたのではないか。しかしながら、先に述べ
たように、制裁の「意図」が年月を経るとともに変わってきたにもかかわらず、措置の内容
は変更することなく、そのまま継続されたこと、また、制裁による疲弊に加えて、米軍を中
心とした多国籍軍による空爆が、市民にさらなるダメージを与えたことなどを鑑みると、均
衡性を徐々に欠いていったといわざるをえない。 
 
イラクへの経済制裁は大規模な武力行使を伴ったうえ、極めて長期間に亘って科された点、
また、国連史上最大規模の救済プログラムが展開された点においても、特殊なケースであっ
た。 
本論第 2 部で既に考察したように、対イラク制裁による人的被害は甚大であった。にもかか
わらず、この制裁は倫理的に正当であると見なす場合がある 18。この見解を示す研究者は、フ
セインの化学兵器の危険にさらされている人々を救ったのは経済制裁であると見なしている。
また、イラク国内での物品の欠乏は、制裁発動国に責任があるのではなく、イラク政府に一般
国民を守る能力がなかったためであると論じている。 
つまり、制裁時に政府や軍部が一般市民より率先して自らのために食糧を蓄えるのは予測
できることであるし、それによる一般市民へのしわ寄せについて、政権側は、当然予知できたは
ずである。発動国側の一般市民への配慮も必要であったことは否定できないが、これについて
は、意図的でない限り、結果が予測できたとしても、それについての責任は問えないとする考
え方である 19。 
この見解は、イラクの「特殊な事情｣を考慮にいれたものである。つまり、フセイン政権は、経
済制裁がイラクの民衆を苦しめていることを国際社会にアピールし、欧米の人権団体を利用し
                                                     
18 Clawson (1993), pp.17-18.; Lopez, “More ethical than not: sanctions as surgical tools” Ethics and 
International Affairs, Vol.13 (1999), pp.143-148. 
19 「二重結果の原則（Doctrine of double effect）」である。良い結果を目的とした行為であるが、悪
い結果を伴う可能性が予想されている場合に、次のような条件下で、これを倫理的に適切である得ると
認めるもの。①行為自体が倫理的に不適切であっては成らない、②良い結果のみが意図されており、悪
い結果の可能性は、ただ予想され、許容されているのみでなければならない、③悪い結果を介してよい
結果をもたらすものであってはならない、④悪い結果が予想されるにもかかわらず、行為を行なうことを
選択するに足るだけの理由。つまり、良い結果の見込みがなければならない。詳しくは、P.A. Woodward, 
The Doctrine of Double Effect: Philosophers Debate a Controversial Moral Principle ( 2001) を参照。 
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ているというのである。イラクのケースにおいては、経済制裁による打撃を直接的に国民に浴び
せるという、人道主義を逆手にとった指導者の挑発行為ともいえる側面も考慮に入れなければ
ならない。 
 
 
B. 対ハイチ制裁 （1993 年～1994 年） 
 
〇「正当な原因（just cause）」は存在したのか。 
1991 年 9 月に民主的に選ばれたアリスティド大統領が、軍事クーデターによって政権
を追われたことから政治的混乱が続くハイチに対して、国連安保理は、民主主義の回復
と、選挙によって選出された大統領の正当性の回復を目的に、石油の禁輸、武器禁輸
および金融・財政上の措置を発動した（安保理決議 841、1993 年 6 月 16 日）。その後、
アリスティド大統領の帰国に向けて軍部側と合意が成立したことを受けて、一旦制裁は
停止されたが、状況が改善されないことから、国連は、安保理決議 917（1994 年 5 月 6
日）によって、一切の貿易を禁止する包括的制裁に踏み切った。民主主義の回復のた
めに決議が採択されたことは、かつては国内問題とみなされていたような事態に対して
制裁が決定された冷戦後の新しい傾向であった。「正当な原因」は存在したといえる。 
〇「正しい意図（right intention）」はあったのか。 
民主主義の回復と大統領の復活という明確な意図があった。その証左として、1994 年
9 月のカーター合意によって軍指導部が退陣し、アリスティドが政権に復活したことを受
けて、安保理は制裁を解除した（安保理決議 944、1994 年 9 月 29 日）。 
〇「差別化（discrimination）」はできたか。 
 イラクのケースと同様、ハイチへの経済制裁も一般市民に多大なダメージを与えた。
1991 年のOASによる制裁直後には、24 万人の製造業者が失業したと報告されている。
制裁発動後一ヶ月も経たないうちに、一般国民とくに乳幼児への大きな被害が報道され
た 20。民主的に選出された大統領がいながら、彼が亡命したことによって、一般市民は
為すすべなく軍事政権下に置かれ、さらに、制裁のターゲットになったことは正当化でき
ない。一方、軍部は、制裁のダメージを受けずに、闇市などを通して物品をほしいままに
                                                     
20 Howard W. French, “Study Says Haiti Sanctions Kill Up to 1,000 Children a Month,’’ New York 
Times, November 9 (1993). 
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していた。ゆえに、交戦員と文民が差別化されたとはいえない。 
〇「均衡性（proportionality）」は存在したか。 
制裁以降、一般市民は苦しい生活を強いられたが、その被害は、制裁の影響による
ものとは特定できない。民族自決と民政回復の権利を剥奪されたことは考慮されてしか
るべきであるが、ハイチ国民の苦痛は致命的ではない。つまり、多くは命を落としたわけ
ではなく生き延びており、将来的によりよい生活を手に入れる可能性もあるとされる 21。 
 
ゆえに、ハイチへの制裁は、均衡がとれていたとされ、かろうじて「正当化」できるケースとさ
れる 22。 
 
正戦論においては、交戦者（経済制裁の場合は政権エリート層など）及び当事者政府以外
の一般市民は攻撃の対象にするべきではないとされているが、経済制裁とくに国際機構による
多国参加型の制裁は、イラクやハイチのケースに見られるように、一般市民を大いなる貧困に
至らしめ、エリート層を潤わせるという逆転の結果を招いた 23。このように対象国の国内事情が
絡んだ複雑な逆差別的現象は、正戦論では説明できないものである。制裁発動国が自分たち
の目的（対象国の政策変更を促すこと）を、対象国の一般市民の苦しみをもって達成すること
は倫理上受け入れがたいものである。交戦者と文民の「差別化」は非常に難しい問題であり、
どのように「差別化」するのかという点にこそ制裁の倫理上の問題があるといえよう 24。 
しかしながら、交戦者と文民の差別化にあまりにこだわるならば、兵器工場や軍事施設に的
を絞って破壊行為を行うといった方法の方が、経済制裁よりも、一般市民へのダメージが少な
いかもしれない。武力行使が常に非倫理的で、経済制裁が倫理的とは一概にはいえないので
ある。研究者の中には、経済制裁のように、長期に亘ってじわじわと制裁を続けて、結果的に
一般市民を巻き込むような方法よりも、軍事施設などを狙って集中的に爆撃するなどのほうが
                                                     
21 Piece (1996), p.106. 
22 Damrosch (1994), p.74. 
23 Ibid. この点については、アナンも報告書において懸念を示している（Report of the 
Secretary-General to the Security Council on the Protection of Civilians in Armed Conflict 「（武力紛争下
での文民保護に関する安保理への事務総長報告）」 S/1999/957, 8 Sept. 1999、パラグラフ 54）。 
24 Pierce (1996), pp. 99-113. 
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「より人道的」であるとの見方をする研究者もいる 25。 
他方、制裁が果たしうる役割として、将来の暴力を未然に防ぐ場合や、民主的な政府を立ち
上げるための手助けになる場合がある。対イラク制裁において、制裁の懲罰的な側面と予防的
な側面の両方について考える必要があったように、とくにジェノサイドのような問題を抱える政権
に科す場合には、一般市民には一時的に痛みを与えることにはなるが、今後このような迫害が
二度と起こらないようにするための予防的な側面を考慮しての措置となる。 
正戦論を用いて経済制裁を分析することについて、経済制裁の役割を倫理的に理解するう
えで有効であるとの意見は多い 26が、反対に、正戦論はとくに包括的経済制裁の倫理的側面
を理解するためには全く不適合であるとする意見も少数派ではあるが存在する 27。先に述べた
ように、経済制裁には、「懲罰としての制裁」、「武力行使の前段階としての制裁」、「（被制裁国
の）軍事力低下ための制裁」「ジェノサイドを未然に防ぐための予防措置としての制裁」など、ケ
ースによって様々な目的をもつことから、ひと括りには分析できないとの理由からである 28。 
そこで、現代の複雑化した制裁を、特に難しい問題である「差別化」を考慮したうえで、どの
ように分析したらよいのかを模索する研究がなされている。従来の正戦論を修正、発展させた
枠組の提案である。 
これらの倫理的考察は、大きな流れとして、年々、現代の経済制裁が孕む問題を分析できる
ように変更が加えられてきている点に特徴がある。 
以下に代表的なものを 4 つ挙げた。 
 
▶ダムロッシュ（Lori Fisher Damrosch）, “The Collective Enforcement of International Norms 
Through Economic Sanctions,” Ethics and International Affairs, Vol.8, 1994, pp.59-75. 
経済制裁を倫理的に分析する際に最も問題となった「差別化」を枠組の中心的要素に据え
たものである。ダムロッシュは、これを 「差別化規範（differentiation criterion）」と名づけ、国連
による集団的な制裁を念頭において、以下のように定義づけている。 
The collective response should, to the extent possible, target the perpetrators of 
violence or other wrongdoing and minimize severe adverse consequences on civilians who are 
                                                     
25 Adam Winkler, “Just Sanction,” Human Rights Quarterly, Vol. 21, No. 1 (Feb. 1999), p.155. 
26 例えば、Pierce (1996); Amstutz (1999) など。 
27 例えば、Christiansen & Powers (1995)など。 
28 Gordon (1999); Clawson (1993); Christiansen and Powers (1995). 
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not in a position to bring about cessation of wrongful conduct. 
（集団的対応は、極力、有責者を対象とするべきであり、違反行為を停止できる立場
にない一般市民への深刻な副次的影響を最小限に抑えるべきである。） 
 
▶アムスタッズ（Mark R. Amstutz）, International Ethics: Concepts, Theories, and Cases in 
Global Politics, 1999, p.157. 
正戦論原則は本来、戦争を禁止するため、また、戦時の際に、人々の苦痛を抑えるためのも
のであるが、経済制裁の倫理について判断を下すうえで有効であると評価している。そのうえ
で、古典的な 8 つの原則のうち、「合法的権威（competent-authority）」を除外し、現代的な要素、
例えば人権への配慮を取り入れて、独自の原則 「正しい制裁規範（just-sanctions doctrine）」を
定義している。 
以下に述べた 7 つの原則のうち、初めの 5 つは、経済制裁はいかなる場合に倫理上許され
るのかという枠組みを提示し、残りの 2 つで、制裁はどのように行使されるべきかについて条件
を提示している。（筆者が邦訳を付けた。） 
1. Just cause: The aim of economic sanctions must be just. This can involve 
promoting peace among states, but it can also involve promoting human dignity 
within states when regimes systematically abuse basic rights. 
「正当な原因」： 経済制裁の目的そのものが正しくなければならない。その目的
には、国家間の平和を促進することだけでなく、当該政権が基本的人権を構造
的に侵している場合には、国家は人間の尊厳を守ることも含まれる。 
2. Rights intention: Sanctions are legitimate only if they are imposed to promote just 
structures and policies. Sanctions are not justified to increase national power or 
extend economic influence. 
「正しい意図」： 制裁が正しい政権と政策を推進するために科される場合にのみ、
正当化される。制裁は、国益を強化したり、経済的影響を広める意図では正当化
されない。 
3. Limited objectives: Sanctions must have limited goals, involving behavioral reform 
of only those behaviors and institutions that are unjust and evil. In addition, the 
objectives of sanctions must be proportional to the good that they are seeking to 
achieve. 
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「限定された目標」： 制裁は、不正で好ましくない行為や政策を変更させるなどと
いった、限られた目的を持たなければならない。さらに、制裁の目標は、達成しよ
うとしている結果に見合うものでなければならない。 
4. Last resort: The imposition of sanctions must be preceded by other, less coercive 
instruments. Only when peaceful negotiations have failed is a resort to 
comprehensive economic sanctions morally warranted. 
「最後の手段」： 制裁を科す前に、より強制略の弱い他の手段を尽くしていなけ
ればならない。平和的な交渉が失敗した場合にのみ、包括的制裁は倫理的に
正当化される。 
5. Probability of success: The resort of economic sanctions must have a reasonable 
chance of success. That is, there must be a reasonable hope that the economic 
hardship inflicted on the target state will result in greater justice. 
「成功の可能性」： 経済制裁に訴えるには、それなりの成功を見込んでからでな
くてはならない。すなわち、対象国への経済的苦痛はより大きな正義を生む結果
となる確かな見込みが必要である。 
6. Discrimination: Economic hardship must be targeted on the government and the 
elites that support it. Economic hardship should not be imposed directly on 
innocent civilians. Following the principle of double effect, economic harm on the 
masses can be justified only as a by-product of the unintended effects of 
legitimately targeted sanctions. 
「差別化」： 経済的苦痛は、対象政権や政権を支えるエリート層に対して科され
るべきである。経済的苦痛は、無辜の人民に直接及ぶべきではない。「二重結果
の原則」に基づいて、大衆への経済的影響は、合法的な部分的制裁による予期
せぬ副次的影響としてのみ、正当化しうる。 
7. Proportionality: The good intended from sanctions must be proportional to the 
harm inflicted on the target state. 
「均衡性」： 対象国への影響は、制裁から予期できる結果と釣り合うものでなけれ
ばならない。 
 
 
  148
▶クリスチャンセン、パワーズ（S.J. Drew Christiansen and Gerard F. Powers）, “Economic 
Sanctions and the Just-War Doctrine,” David Cortright and George A. Lopez (ed.), Economic 
Sanctions: panacea or peacebuilding in a post-cold war world? , 1995, pp. 97-120. 
現代の経済制裁、とくに国連による包括的制裁を念頭においたうえで、従来の正戦論の各
項目をさらに明確な言葉を使い、強い調子で定義づけている。3 つの前提と 6 つの倫理的条件
から成る。（筆者が邦訳を付けた。） 
Thesis 1. Sanctions cannot be evaluated solely by standards of efficiency. Nor can they be 
endorsed or rejected in principle, without reference to their likely consequences. Rather, 
sanctions must be evaluated morally on a case-by-case basis, keeping in mind the full range of 
consequentialist and deontological considerations. 
定義 1. 制裁は、有効性からのみ評価してはならない。ましてや、原則を是認したり、ある
いは無視したり、予想される結果を考慮せずに評価してはならない。むしろ、制裁は、結果主
義の立場と義務論を熟考したうえで、個々の事例ごとに、倫理的に評価されなければならな
い。 
Thesis 2. The just-war analysis of wartime sieges and blockades is not adequate to evaluate 
most contemporary cases of comprehensive sanctions because (1)these sanctions are not imposed 
as a form of war but as an alternative to war; (2)the affected population may have assented to 
sanctions; and, (3)with appropriate humanitarian provisos, the harm inflicted by sanctions is not 
as immediate or as grievous as the harm of war. 
定義 2. 戦争時の包囲や封鎖を分析するための正戦論の規範は、現代の包括的制裁の
分析には多くの場合、適さない。なぜなら、(1)現代の包括的制裁は、戦争の形態をとって科さ
れているものではなく、戦争の代替手段として科されているからである、(2)制裁の影響下にあ
る人民は、制裁を(消極的だが)承諾している場合があるからである、(3)しかるべき人道法の保
護を適用すれば、制裁による影響は、戦争による影響に比べて直接的でも甚大でもないから
である。 
Thesis 3. Even when an alternative to war, the limited effectiveness of sanctions and the 
harm they cause to innocent populations create a presumption that a regime of comprehensive 
economic sanctions is morally problematic, and targeted sanctions are morally preferable.  
定義 3. 戦争の代替として科す場合でさえ、包括的経済制裁は倫理的に問題があり、部
分的制裁は倫理的に好ましいと仮定しても、経済制裁は限定的な効果しかもたず、無辜の人
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民に影響を及ぼす。 
In assessing whether this presumption against the use of comprehensive economic sanctions 
may be overridden, the following six criteria should be considered: 
包括的経済制裁に対するこの考えは、次に述べる 6 つの基準を考慮に入れて、評価され
るべきである： 
1. Grave injustice: Sanctions could be imposed if the target country has committed a 
grave injustice. 
 「重大な不正」： 制裁は、対象国が重大な不正を犯した場合に科される。 
2. A commitment to and prospects for a political solution: Sanctions should be pursued as 
an alternative to war, not as another form of war. They must be part of an abiding 
commitment to and a feasible strategy for finding a political solution to the problem that 
justified the imposition of sanctions in the first place. 
「政治的解決への関与および見込み」： 制裁は、戦争の変形ではなく、戦争の代替
行為であるべきである。制裁は、その発動を正当化できるような問題への政治的解決
を探るたゆまない関与であり、成功可能な作戦のひとつとでならなければならない。 
3. Humanitarian proviso: Civilians should be immune from grave and irreversible harm 
from sanctions, though lesser harms may be imposed on the civilian population. Provision 
must be made to ensure that fundamental human rights, such as the right to food, medicine, 
and shelter, are not violated. 
「人道法の条文」： 一般市民は、制裁から生じる甚大な影響から除外されるべきであ
るが、副次的な影響は受けることがある。ゆえに、食糧、医療、シェルターを得る権利
などは侵害されてはならない基本的人権は、人道法の条文によって保護されるべき
である。 
4. Penultimate resort: Less-coercive means should be used, whenever feasible, before 
resort to comprehensive economic sanctions. 
「最後から二番目の手段」： 包括的経済制裁を科す前に、それより強制力の弱い手
段は何でも試してみなければならない。 
5. Proportionality: The harm caused by sanctions must be proportionate to the good likely 
to be achieved. 
「均衡性」： 制裁の響は、予想される結果と均衡のとれたものでなければならない。 
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6. Legitimacy: Multilateral sanctions are preferable as a procedural protection against the 
potential misuse of sanctions by the strong against the weak, and as a means of strengthening 
international mechanisms for collective security and the peaceful settlement of disputes. 
「正当性」： 多国間制裁は、手続きを踏んで発動されるという意味から、強者から弱
者によって科される制裁のように潜在的に誤った使われ方はされないことから、集団
的安全保障の国際的なメカニズムを強化する手段として、さらに、紛争を平和的に収
める手段として好ましい。 
 
▶ヘーゼルゼット（Hadewych Hazelzet）, “Assessing the suffering from ‘Successful’ Sanctions: 
An Ethical Approach,” William J.M. van Genugten and Gerard A. de Groot (eds.) United Nations 
Sanctions: Effectiveness and Effects, Especially in the Field of Human Rights A 
Multi-disciplinary Approach, 1999, pp. 71-96. 
従来の正戦論の枠組みによる議論を踏まえたうえで、それらを整理し、自ら「正しい制裁原
則（just sanctions doctorine）」と名づけて以下のように規定しなおしている。具体的には、「正し
い制裁原則」をふたつに分け、正戦論の「戦争に訴える権利を規制する法（jus ad bellum）」と
「戦争の手段を規制する法（交戦法規 jus in bell）」に準えて、「制裁に訴える権利を規定する
法（jus ad sanctionem）」と「制裁の手段を規定する法（jus in sanctione）」としている。 
Jus ad sanctionem 「制裁に訴える権利を規定する法」： 
1.  Penultimate resort and commitment and prospect for a political solution 
 「最後から二番目の手段であり、政治的解決の見込みがあること」 
2.  Comparative justice 
 「比較的正当性があること」 
3.  Competent authority and legitimacy 
 「権威や正当性が十分にあること」 
4.  A just cause 
 「正当な原因があること」 
5.  Right intention 
 「正しい意図があること」 
6.  Proportionality 
 「(目的ととるべき手段との間に)均衡があること」 
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7.  Probability of success 
 「成功の見込みがあること」 
Jus in sanctione 「制裁の手段を規定する法」： 
1.  Proportionality 
 「(目的ととるべき手段との間に)均衡性があること」 
2.  Probability of success 
 「成功の見込みがあること」 
3.  Discrimination and the humanitarian proviso 
 「差別化と人道法の条文に配慮すること」 
  内容的には、先に挙げたクリスチャンセンおよびパワーズ(1999)の議論と極めて近いが、制
裁の「成功」や「効果」といったものを評価するよりも、「人的犠牲」を回避するための規範となる
ように、人道法を確認するなどの人道的配慮を全面に出して整理しなおしたものである。現代
の、人道的な問題を多く抱える制裁に即した規範となっている。 
また、この規範の特徴としては、制裁下で人権侵害が進んでいるにもかかわらず、平時と変わ
らずに経済活動が行なわれていることに対して疑問を呈し、「貿易を規制する法（ jus in 
commercio）」という条項を設けている点にある。この場合には、企業と消費者が、「交戦者」と見
なされる。子供を主な労働力として、彼らに商品を作らせてビジネスをする企業が責めを追うの
はもちろんであるが、それを購入する消費者も「罪」に問われるとされる。今日のように、情報が
発達した国際社会においては、商品がどのような経済的政治的状況下で生産されているのか
について、消費者は承知しているものと見なしているのである。そのうえで、人権保護の観点か
ら、企業の活動を監視する何らかの政策が必要であることが述べられている。 
 
以上のように、「正戦論」は古い価値基準といわれながらも、現代においても、その規範を基
に修正するなどして、経済制裁の倫理分析をする際の枠組としてそれなりの説得力をもってき
た。それは、制裁の発動国がこの枠組を意識して制裁を科しているからであり、枠組がいわば
発動国の「足かせ」として機能していると考えられる。また、逆に制裁行為の正当化のために正
戦論が利用されている側面も否定できないが、それはとりもなおさず、「古い規則」の正当性と
有効性を発動国自身が承認していることを意味するのではなかろうか。 
今後の倫理分析も正戦論を修正・発展させた形で進められていくことが予想されるが、枠組
はあくまでも「めやす」である点を忘れてはならない。制裁行為を枠組に機械的にあてはめて判
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断するだけでは意味をなさず、対象国の状況も考慮に入れたうえで、総合的に分析されてしか
るべきであろう。この制裁は倫理的であり、あの制裁は非倫理的であるというように明確な答え
が出るわけではない。また、問題を一般化して論じるのは無理であり、ケース・バイ・ケースでの
判断となる。 
倫理的アプローチは、措置の戦略化ばかりに傾きがちな制裁研究に、人道面への配慮を促
すうえで欠かせない視点である。これは、「スマート・サンクション」の議論に通じるものである。 
 
 
 
小括 
 
第 5 章では、制裁を倫理的な観点から考察する方法として、近年、「正戦論」の枠組みが用
いられていることを概観した。これは、かつての戦争を「正しい戦争」と「不正な戦争」に分け、戦
争を、戦争に訴える権利を規制する法（jus ad bellum）、および、いったん発生した戦争の手段
を規制する法（jus in bello）にあてはめることによって、様々な手法を重層的に用いるという独自
の枠組みである。 
第二次大戦後には、国連憲章によって、一切の武力行使が禁止されたことで、理論上の戦
争はなくなったわけであるが、研究者は、「武力行使の代替行為」として発動されることが多くな
った経済制裁を、正戦論の規範にあてはめて議論する傾向にあることを指摘した。 
このような倫理的アプローチは、従来のように費用対効果の視点から経済制裁を評価するの
ではなく、制裁を発動する際に、そして、発動した後に、どのような影響が出るのかという点につ
いて、一歩立ち止まって考える視点、また、現在検討が重ねられているスマート・サンクションの
議論においても重要な視点を提供している。 
経済制裁の意図は正しかったのか。仮に正しかったとしても手段はどうだったのかはまた別
の問題である。問われなければならないのは、他に選択肢はなかったか。他の手段は尽くされ
たのか。無実の生命を保護する努力は行われたのか。制裁措置は釣り合いのとれたものであ
ったのか。用いた手段は過度なものではなかったか。このような考慮について、自らに有利なよ
うに判断しがちな傾向をチェックする国際的多角的な手続きについて、どの程度注意が向けら
れたのか。結果はどうであったか。現地の事情への理解は十分だったか。意図せざる結果は招
いたのか。複雑で長い因果連鎖が存在する状況については慎重であることの必要性は繰り返
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し指摘しなくてはならない。効果についての判断を下す前に、動機と手段と結果のすべてが考
慮されなければならないだろう。 
次章では、政策的視点から「スマート・サンクション」を考察する。まず、1990年代に国連安保
理の決定によって発動された経済制裁の中で、スマート・サンクションの趣旨を含んでいた事
例を整理する。その後、研究者、各国代表者、国連関係者によるスマート・サンクションを巡る
議論を概観したのち、これらの議論が、最近の経済制裁において、どのように取り入れられて
いるのかについて検討を加える。 
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第６章 「スマート・サンクション」の模索：政策提言へ 
 
 
第１節  「効果のある」制裁措置を目指して：1990 年代の事例から 
 
国連は安保理決議の決定によって、1990 年代に 13 の国と地域および特定勢力に対して非
軍事的措置を発動した。その中には、イラク（1990 年）、旧ユーゴスラビア（1992、1993 年）、ハ
イチ（1994 年）のように、一切の通商を禁止する包括的制裁から、リビア（1992 年）、リベリア
（1992 年）、シエラレオネ（1997 年）、アフガニスタン（アルカイダ、タリバン）（1999 年）のように、
財政・金融上の措置、貿易・通商上の措置、渡航の制限および禁止措置、武器禁輸措置など
の部分的制裁を単独あるいは幾つか組み合わせて科すなど様々な形態が見られた。 
また、対象国が内戦状態にある場合には、国連の集団安全保障の観点から、また、当事国
の了承を得てから、中立的立場から人権保護を推進するために、国連平和維持活動（PKO）
を派遣して人道支援、食糧の配給といった活動を行うケースも多くみられる １。PKOの任務に
は、平和維持活動のほかに、武装解除のための強制行動などが含まれる場合もある ２。 
例えば、旧ユーゴスラビアにおいては、内戦収拾の目的で国連保護軍（UNPROFOR）が展
開された。クロアチア、ボスニア、マケドニアの３つの地域に展開され、クロアチアでは、本来
の停戦監視・維持を任務とした。ボスニアでは停戦合意が次々に破られていく状況の中で、か
ろうじて各当事者の合意のもとに人道援助活動の護衛を行った。マケドニアにおいては、紛争
は発生していなかったが、旧ユーゴ紛争が波及した場合に、アルバニアやブルガリア、ギリシ
アへと紛争の余波が拡大する恐れがあったため、予防展開を目的として、セルビア、アルバニ
                                                     
１ 国連の平和維持活動は国際社会の平和維持のために展開された活動であり、古くは、1960 年
から 1964 年までコンゴにおけるコンゴ国連軍（ONUC）がある。国連平和維持活動の目的は、紛争前の
予防的な性質のものから、内戦への収拾、紛争後の武装解除に至るまで多岐にわたるが、本論ではこ
れ以上立ち入らないものとする。各国における平和維持活動の展開について詳しくは、横田（2000 年）；
平和維持活動の各事例については、「国連平和維持活動の 50 年」、国連広報センターのホームページ
が詳しい【http://www.unic.or.jp/recent/act50_b.htm#a33】。 
２ 国連PKOの歴史的展開、その性格の移り変わり、問題点などについては、横田洋三（編著）『新
国際機構論 上』（2006 年）、36-41 頁を参照。 
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アとの国境で監視活動が行なわれた。予防展開軍の派遣は、国連軍史上初めてであった ３。 
また、ソマリアにおいては、第一次国連ソマリア活動（UNOSOM I）が派遣された後、より強
制的な性質をもつ第二次国連ソマリア活動（UNOSOM II）が展開された。これは、PKO であり
ながら、人道援助のみならず、戦闘阻止、強制武装解除、警察・司法を含む統治機構の構築
など、まさに国家そのものの再建援助を任務とした、国連憲章第７章のもとで平和強制を行う、
国連史上初めての PKO であった。 
また、ルワンダにおいては、国連ルワンダ支援団（UNAMIR）が展開された。移行期間中の
停戦並びに治安状況の監視を通じて、ルワンダ政府とルワンダ愛国戦線との間の合意履行を、
支援する目的で実施されたが、ツチ族に対する虐殺が発生した後にその任務は、停戦維持
のための活動に縮小した。 
このように、各国の情勢を鑑みながら様々な措置がとられるため、単純に比較できるもので
はないが、発動された措置、当該政権の政治的経済的社会的特徴、当該政権への制裁の政
治的および人道的影響を基準に分類することによって、どのような措置がどのような政権に対
して有効であったのかについて傾向を知ることは可能である。 
そこで、次のページにおいて、まず、1990年代に安保理によって発動された制裁13件を措
置別に分類した【表 6】。事例は少ないものの、より丁寧に分析することによって、どのような措
置がスマート・サンクションになりうるのか検討する。 
                                                     
３ 1995 年 4 月に、国連保護軍は展開地域によって 3 分割され、クロアチアには国連クロアチア信
頼回復活動（UNCRO）、ボスニアには第２次国連保護軍（UNPROFOR II）、マケドニアには国連予防展
開軍（UNPREDEP）が置かれた。これらは、「第三世代の PKO」といわれ、予防外交的発想からの PKO
である。横田（2006 年）、36-39 頁。 
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【表  6】 1990 年代に国連安保理決議によって発動された経済制裁  
 
事例 経済制裁に含まれる措置  
対象国(および政権および
特定勢力） 
安保理決議 包括的制裁 
財政・金融上の
措置 
貿易・通商上の制限
および禁止（石油、
木材、ダイヤモンド）
渡航の制限
および禁止 
武器禁輸 外交措置 
イラク 661 (1990.8.6) × × ×(全て）   ×   
670 (1990.9.25)       ×     
(1990-2003） 
1137 (1997.11.12)       ×     
旧ユーゴスラビア ① 713 (1991.9.25)         ×   
(セルビア/モンテネグロ） 
757 (1992.5.15), 
787 (1992.11.16)
× × ×(全て） ×   × 
（1991-1995） 820 (1993.4.17) ×           
ソマリア （1992） 733 (1992.1.23)         × ②   
748 (1992.3.31)       × × × 
リビア （1992-1999） 
883 (1993.11.11)   ×         
リベリア （1992-継続中） 788 (1992.11.19)         ×   
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対象国(および政権および
特定勢力） 
安保理決議  包括的制裁 
財政・金融上の
措置 
貿易・通商上の制限
および禁止 
渡航の制限
および禁止 
武器禁輸 外交措置 
カンボジア 
（1992-1994） 
792 (1992.11.30)     ×(木材、石油）       
ハイチ 841 (1993.6.16)  × ×(石油）   ×   
（1993-1994） 917 (1994.5.6) × × ×(全て） ×     
アンゴラ 864 (1993.9.15)     ×(石油)   ×   
1127 (1997.8.28)       ×   × 
（1993/1997/1998） 
1173 (1998.6.12)   × ×(ダイヤモンド）     × 
ルワンダ（1994～継続中） 918 (1994.5.17)         × ③   
スーダン（1996-2001） 1054 (1996.4.26)           × 
シエラレオネ（1997- 
継続中） 
1132 (1997.10.8)     ×(石油） ④ × ×   
ユーゴスラビア共和国  
(コソボ） 
        
（1998-2001） 
1160 (1998.3.31)
        
×
 ⑤ 
  
アフガニスタン（タリバン） 
（1999-継続中） 
1267 (1999.10.15)   ×   ×     
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出典： 各事例に関連する国連安保理決議【 http://www.un.org/documents/】；国連制裁委員会【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】の資料；
横田洋三（編）『国連による平和と安全の維持：解説と資料』（2000 年）；各事例に関連する国連安保理決議；David Cortright and George A. Lopez 
(eds.) Smart Sanctions (2002), pp. 4-5. を基に筆者が作成した。 
注： ＊外交上の措置は、不承認主義、非難・抗議決議、内部的制裁とともに、経済制裁以外の非軍事的措置として分類される。詳しくは、第 1 部第 2 章を参
照のこと。 
＊それぞれ継続中の事例における累次決議については、【表 7、176-177 頁】および【表 8、180-185 頁】において述べる。 
①旧ユーゴスラビアの事例は、便宜上、セルビア・モンテネグロと、コソボのふたつの事例に分けた。 
 ②束の間ではあったが、モハマド派とアイディード派の間に停戦合意が成立し（1992 年 3 月 3 日、S/236939）、国連ソマリア活動（UNOSOM）が設置され
た。その後、武器禁輸措置が再び科された（2001 年 6 月 19 日、安保理決議 1359）。 
 ③1995 年 8 月 16 日の安保理決議 1011 によって武器禁輸は解除されるが、フツ族に対しては引き続き制裁措置が継続された。 
 ④1998 年 3 月 16 日、安保理決議 1156 によって解除された。 
 ⑤United Nations Mission in Kosovo (UNMIK) および Kosovo International Peace Implementation Force (KFOR) に対しては、1999 年に武器禁輸
措置の対象から除外された。 
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【表 6】に含まれる 13 件の事例のうち、包括的制裁は、イラク、旧ユーゴスラビア、ハイチに
対して発動された。その他は、経済制裁措置に含まれる多様な手段、つまり、財政・金融上の
措置、貿易・通商上の措置、渡航禁止措置、武器禁輸措置が、単独あるいは、組み合わせて
発動されている ４。経済制裁以外の非軍事的措置としては、外交上の措置が頻繁に使用され
ている。とくに、スーダン（1996 年）の場合には、それ単独で発動された。 
【表 6】に基づいて、発動された措置から、当該政権にどの程度政治的な影響を与えること
ができたのかを考察する。その前に、どのような成果があれば政治的影響を与えることができ
たか、つまり「効果」があったと見なされてきたのかについて、従来の議論を整理しておきた
い。 
本論第 1 部第 1 章第 5 節で述べたように、経済制裁の効果を巡っては、一定の評価はない。
本論においては、直接的な成果のみならず、間接的な成果も含めて考察するために、「バー
ゲニング・モデル（bargaining model）」５に沿った分析をする。当該政権の政策変更および政権
交替などの直接的で最終的な制裁の目的を達することができなくても、それ以上の紛争を食
い止めるなど間接的な成果も含めて評価を試みた。 
まず、発動された措置を、当該政権への政治的影響から分類する ６。包括的制裁を科した 3
件のうち 2 つの事例、すなわち、イラクと旧ユーゴについては、部分的にせよ制裁の効果はあ
ったとされる。イラクの場合は、本論第 2 部で既に考察したように、国連大量破壊兵器廃棄特
別委員会（UNSCOM）がイラク国内のほとんどの兵器を追跡、破壊したと伝えているように、フ
セイン政権が軍事施設を立てなおすのを阻止したという点では、評価を与えることができるで
あろう。また、旧ユーゴスラビアの場合は、デイトン和平案に繋がるようベルグレイド政権から譲
歩を引き出したという点で成果があったとして評価されている ７。 
                                                     
４ 詳しくは、本論第 1 部第 3 章において述べた。 
５ 本論第 1 部第 1 章において述べた。この考え方では、制裁を、当該政権からの譲歩を引き出す
ためのポジティブな手段としてとらえる。制裁が、当該政権に懲罰を与えたり威嚇したりできるか、また、
経済的苦痛や社会的孤立から生じる困難から評価するのではなく、紛争にならないよう、あるいは紛争
を終らせるように促すことができたかどうかから評価する。Rose (2005). が詳しい。 
６ Cortright & Lopez (2002); de Jonge Oudraat (2000); Nossal (1989); Kaempfer & Lowenberg, 
“Unilateral Versus Multilateral International Sanctions: A Public Choice Perspective,” International Studies 
Quarterly 43, no. 1 (March 1999). 
７ Cortright & Lopez (2002), pp.6-10. 
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しかしながら、ハイチにみるように、包括的制裁がうまく機能するとは限らないのも事実であ
る。ハイチの場合は、当初の制裁措置は、財政・金融上の措置、石油、武器禁輸であったが、
一年後には、包括的制裁に加えて、すべての物品の禁輸に至り、さらに、金融措置の結果を
待たずして武力行使に踏み切った。 
また、財政・金融上の措置、渡航の制限および禁止、武器禁輸、通商上の措置、外交上の
措置を単独あるいは複数組み合わせて科した例として、カンボジア（1992 年）、リビア（1993
年）、アンゴラ（1998 年）は部分的成果があったとされる。カンボジアについては、通商取引上
の措置（木材と石油）のみを科したにすぎないが、結果的にクメール・ルージュを孤立、弱体化
させることができた稀な例である ８。リビアの場合は、テロリストの逮捕、国際テロリストからの影
響力の弱体化を果たしたという点で評価されている。アンゴラに関しては、当初は効果がなか
ったものの、徐々に、軍事的圧力とともに制裁を継続することで、反政府ゲリラであるアンゴラ
全面独立民族同盟（National Union for the Total Independence of Angola、以下UNITA）の動き
を牽制することができたとして、制裁は効果があったとされている ９。 
以上の 13 事例のうち、包括的制裁 2 件と、部分的制裁のうち 3 件、合計で 5 件の事例にお
いては、部分的に効果があったと判断できる。つまり、制裁の成功率は38パーセントとなり、対
象事例の数に違いはあるものの、先にあげたハフバウアーらの研究（第 1 部第 1 章第 5 節）に
近い形になり、経済制裁は強ち効果がないとはいえない結果になった。 
しかし一方、以下の 8 つの事例において、国連による経済制裁は効果が限られていた。例
えば、ソマリア（1992 年）の場合は、武器禁輸のみの措置であったためかほとんど制裁のイン
パクトが見られなかった １０。また、ハイチ（1994年）の場合は、一時的には交渉の余地も出て効
果があったかに思われたが、武装勢力の鎮圧や政権の政策変更はできなかった １１。また、シ
エラレオネ（1997 年）の場合は、反政府勢力の革命統一戦線（Revolutionary United Front、以
下RUF）に対して武器禁輸、渡航の制限および禁止、さらにダイヤモンド禁輸の措置を科した
が、RUFを鎮圧することはできず、和平推進にも影響を与えられなかった １２。 
次に、上記と同じ対象事例 13 件を、当該国への人道的影響から分析する。 
                                                     
８ Cortright & Lopez (2002), pp.6-10. 
９ Ibid. 
１０ Ibid. 
１１ Ibid. 
１２ Ibid. 
  161
人道的被害が特に深刻だったのはイラクの事例である。また、対ハイチ、旧ユーゴスラビア
への制裁も一般市民への影響が大きかった事例である。ハイチの場合は、1991年のOASによ
る制裁直後には、24 万人の製造業者が失業したと報告されているほか、国連による制裁発動
後一ヶ月も経たないうちに、一般国民とくに乳幼児の高い乳児死亡率が報告された １３。また、
旧ユーゴスラビアの場合は、5 歳以下の乳幼児の死亡率 １４が、1991 年には 24.1 パーセントだ
ったものが、1993 年には 24.9 パーセントに上昇した １５。とくに深刻だったのは、モンテネグロ
においてであり、1,000 人中 4 人が死亡というデータが残されている １６。 
アンゴラ、シエラレオネについては、重大な人道的危機が起こったが、これらの被害は、国
連による経済制裁というよりも紛争や市民間の争いの影響であったとされる。シエラレオネの
場合は、南アフリカ諸国経済共同体（Economic Community of West African States、以下
ECOWAS)が包括的経済制裁を科し、それによって深刻な人道被害がもたらされたといわれる。
国連はこの制裁措置には関連しておらず、むしろ、ECOWASによって引き起こされた人道被
害について国連は批判的であった １７。 
リビアの場合は、リビア政府は国連による渡航禁止措置が深刻な被害をもたらしたとして非
難したが、その根拠は明らかにされていない。さらに、武器禁輸措置は 5 年に亘って科された
が、これによる副次的被害は報告されていない １８。 
以上の分析によれば、渡航制限および禁止、あるいは武器禁輸などの対象を絞った部分
的措置の方が、包括的制裁措置と比較して、より人道的被害が少ないといえる。しかしながら、
だからといって、部分的措置がまったく人道的被害をもたらさないということではない。制裁は
制裁対象国（あるいは政権）を経済的社会的に混乱させることを目的としてなされる性質をも
つことから、必然的に社会的な痛みを伴うものである。たとえ対象を絞った部分的制裁が対象
政権に対してかなり慎重に科されたとしても、一般市民は少なからず打撃を受ける。また、制
                                                     
１３ French(1993). 
１４ 1,000 人あたりの割合を指す。なお、旧ユーゴスラビアの制裁について詳しくは、Julia Devin 
and Jaleh Dashti-Gibson, “Sanctions in the Former Yugoslavia: Convoluted Goals and Complicated 
Consequences,”  Weiss, Cortright, Lopez and Minear (1997), pp. 149-187. 
１５ Ibid. 
１６ Ibid. 
１７ OCHA, Interagency Assessment Mission to Sierra Leone: Interim Report (17 February 1998) 
１８ Cortright & Lopez (2002), p.6. 
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裁の打撃を受けるべき政権が、より脆弱な団体や野党政権に対して制裁の痛みをしわ寄せす
る可能性もある。 
その他の経済制裁がもたらす弊害として、正規の商業・金融ルートが遮断されることによっ
て、犯罪ネットワークや闇市が活発化することがある。また、渡航禁止措置や外交活動の禁止
は頭脳流出を招きかねない。 
このように、経済制裁には常に、予期せぬ副次的影響が伴う。そして、これらの影響がもっと
も顕著に現れるのが包括的制裁であることから、より制限された形で科される部分的制裁が期
待される。 
本論の第 1 部第 1 章第 4 節「制裁の効果を左右する要因」において述べたことと若干重複
するが、ここで再度どのようなタイプの政権に対して制裁は効果をもつのかについて確認す
る。 
まず、第一に、被制裁国の貿易体制に関する幾つかの要因が挙げられる。まず、被制裁国
の発動国への貿易依存度である。被制裁国の経済が発動国との貿易に依存する度合いが高
ければ高いほど、経済制裁がその国に与える影響は大きい。逆に、被制裁国が仮に自給自
足を完全に実行している国であったならば、制裁は意味をなさないことになる。また、被制裁
国の貿易相手が特定の少数国に限られていればいるほど、その少数の貿易相手国が経済制
裁を実施した場合には大きな効果を発揮する。さらに、被制裁国が貿易代替手段をもつか否
かも効果を左右する要因である。被制裁国が、制裁国に取って代わる物資の供給先を国内や
海外に容易に見つけることができる場合や、第三国からの金融支援が得られるなど支払い手
段を容易に確保することができる場合には、制裁の効果は低下する。  
第二に、被制裁国の経済の規模が挙げられる。被制裁国の国民所得が小さければ小さい
ほど、経済制裁は大きな効果を発揮する １９。 
第三に、被制裁国の政権体制である。例えば、共産主義国に対する経済制裁の場合は、
貿易を民間部門に委ねている資本主義国に対する制裁に比べると効果が低い ２０。 
第四に、外貨準備の多寡の問題がある。他国の通貨や通貨に代わりうる金などの決済手段
を大量に保有する国は、たとえ輸出ができなくなっても、他の国からの輸入が止められない限
り、なんとか必要な物資の購入を続けることができる。当然そのような決済手段も涸渇していく
                                                     
１９ 宮川（1992 年）、84-88 頁。 
２０ 同上、87 頁。； de Jonge Oudraat (2000), pp. 115-117. 
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が、ほかの代替取引国を探したり、代替輸出品を開発するための時間も稼いだりすることがで
きる。 
第五に、被制裁国と周辺国との関係が挙げられる。安保理が加盟国に経済制裁を呼びか
けても、抜け駆け的に、被制裁国を支援することによって利益を得る国家や、そこに属する企
業が存在する ２１。 
第六に、安保理の中でも、実質的に制裁の主導権を握る国が存在する場合、それらの国と
他の国との間に、制裁の科し方、あるいは目的などを巡ってコンセンサスがとられているか否
かは、制裁効果を左右する大きな要因である。 
第七に、制裁を科すタイミングも要因として指摘されている ２２。 
以上に指摘したように、当該政権の政治的経済的社会的特徴によって、制裁のインパクト
は左右される傾向がある。このような条件に加えて、制裁の効果を左右する鍵として、本論第 1
部第 2 章第 2 節で述べたように、制裁参加国の履行の有無が挙げられる。 
包括的制裁は、制裁参加国が自国の国益をかけて全力で履行する種類の制裁である。対
イラク制裁も最初の数年はイラク周辺国の協力も得て精力的に行なわれた事例である ２３。また、
旧ユーゴスラビアの場合も、米国がEU諸国と連携して「制裁支援ミッション（Sanctions 
Assistance Missions、SAMs）」を立ち上げて、ユーゴの隣国に派遣した。対アンゴラ制裁も、隣
国との提携によって、反政府ゲリラであるUNITAを追い詰めた。 
 つまり、国連加盟国が制裁措置を履行しなかった場合や、被制裁国の周辺に位置する国々
が協力しなかった場合には、制裁はうまく機能しないのである。例えばハイチの場合、国連に
よって科された制裁は包括的ではあったが、徐々に包囲網は穴だらけとなり、部分的に制裁
が解除されたり、再度措置を変えて科したりするなど徹底さを欠いた。シエラレオネの場合は、
隣国、とくにリベリアの不履行により制裁が機能しなかったため、国連はリベリアに対しても、ダ
イヤモンド不買などの制裁を科すことになった。 
このような過去の例からも明らかなように、加盟国による履行が確実に行なわれなければ、
制裁は包括的であっても部分的であってもうまく機能しない。 
さらに、各国の履行と関連して、制裁の履行の監視状況によって効果は変わる ２４。いかに
                                                     
２１ 例えば、国連による対イタリア制裁の際、米石油会社が輸出を継続したことなど。 
２２ Hufbauer, Schott and Elliott (1990), pp. 101. 
２３ 詳しくは、本論第 2 部において述べた。 
２４ 国連加盟国による制裁の履行上の問題、国連機関による各国による履行状況の監視の問題に
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緻密に策定された経済制裁も監視が不十分であれば、抜け駆けが生じ、効果は低下する。 
例えば、国連が発動した対南ローデシア制裁の最中に、イギリス海軍がモザンビークのベ
イラ港に向かう船舶を臨検したのも、こうした観点から、制裁の効果と高めるための方策であっ
た ２５。大掛かりな制裁であればあるほど、履行がスムーズになされなければ、通常の貿易や人
の流れなどが滞ることから、制裁発動国側にも大きな痛手となる。 
以上のような検討を通じて、制裁がどのような条件のもとでインパクトを増すかについての傾
向を捉えることができた。この傾向を踏まえたうえで、次に、どのような「戦略」をもって制裁を
科せばよいのかについて考察する。 
制裁の戦略を巡る議論においては、主にふたつの学派がある。ひとつは、最も効果的な制
裁とは「直ちに包括的な制裁」を科すことであるとする学派である。例えば、徐々に制裁を科す
方法をとれば、その間に、被制裁国は、国内物資を備蓄したり、代替貿易ルートや貿易相手
国を探したり、資産を安全な所に移動したりするなど、その時々の状況に適応することが考え
られる。ゆえに、制裁を科すのであれば当該国が混乱しているうちに、直ちに全面的な貿易
制裁をした方がよいとする主張である ２６。 
もうひとつの学派は、制裁は「徐々に強めて科す方法」が効果的であるとの考えをもつ。こ
の学派は、包括的制裁を戦争と同様に消耗戦と見なして、一般市民への影響が大きすぎると
して反対する立場に立つ。また、包括的制裁は部分的制裁よりも当該政権へのインパクトは大
きいかもしれないが、必ずしも政治的譲歩を引き出せるとは限らないばかりか、当該政権を頑
なにさせてしまうことから適当ではないとしている ２７。この学派は、経済制裁を、当該政権を交
渉の場に着かせるためのひとつの手段と見なしている。 
いずれの学派による戦略をとるにしても、当該政権の政治的、経済的、社会的特徴が効果
の鍵を握ると思われる。部分的制裁でも、当該政権が極度に脆弱あるいは弱小経済国である
場合には十分効果を発揮するであろうし、逆に、そのような政権に対して包括的制裁を科せ
ば容易に人道危機を招いてしまう。 
                                                                                                                                                     
ついては、本論第 1 部第 2 章第 2 節で述べた。 
２５ 対南ローデシア制裁について詳しくは、深津（1971 年）を参照。 
２６ 例えば、Hufbauer, Schott and Elliott (1990); Kimberly Ann Elliott, “Factors Affecting the Success 
of Sanctions,” Cortright & Lopez (1995), pp. 51-60.など。 
２７ Ivan Eland, “Economic Sanctions as Tools of Foreign Policy,” Cortright & Lopez (1995), pp. 
29-42.; Cortright & Lopez（2000）. 
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つまり、直ちに強力に制裁を科すのか、あるいは、徐々に強く制裁を科すのかを決定する
には、当該国の経済的、政治的状況について詳細な調査が必要であるばかりか、発動後に
予想される事態の深刻さについて慎重な分析も必須である。発動側が、当該国の人道状況を
危機的な状況にあると判断した場合には、政策を転換することも必要であろうし、制裁を見合
わせる決断も必要である。 
 
 
第２節  「スマート・サンクション」を意識して発動された制裁 
 
前節で検討したように、当該政権の政治的、経済的、社会的特徴を考慮したうえで戦略的
に経済制裁を科すことは、本来制裁の対象となるべき政権に効果的に影響を与え、一般市民
への悪影響を回避することに繋がる。そのような政策を具体化する議論が、「スマート・サンク
ション」 の検討である。 
スマート・サンクションの基本的な意図は、制裁の第一義的な対象である政権エリート層や
場合によってはその家族への制裁を強化、あるいは戦略化することによって、無辜の人民へ
の損害を回避すること、彼らへの保護を推し進めること、国連安保理決定による制裁を履行す
るうえで経済的に困窮しないよう第三国への影響を最小限にとどめることにある。具体的な措
置としては、もともと安保理決議において認められている食糧や医療品などの輸出禁止からの
除外を、無辜の人民保護のためにさらにすすめる一方、武器禁輸や金融、旅行分野での効
果的な措置をエリート層へ科すことによって措置の実効性を高めることである。 
この用語は、1998 年から一部の学会において使用されており ２８、2000 年からそれを具体化
する政策提言が議論されるようになった。 
しかし、学会において具体化に議論されるようになる前に、既に幾つかの事案においてス
マート・サンクションの内容を含んだ安保理決議が採択されていたことが確認されている。例え
ば、リベリア（1992 年）へのダイヤモンド禁輸と高官の渡航禁止、また、スーダン（1996 年）への
外交上の措置、アンゴラ（1998 年）への財政・金融上の措置は、エリート層への打撃を与える
                                                     
２８ 国連制裁に関する調査機関であり、Smart Sanctions などの著者コートライト（David Cortright） 
が所長を務める「第 4 の自由フォーラム（Fourth Freedom Forum）」のミラー（Alistair Miller）による。詳しく
は、【http://www.fourthfreedom.org/】を参照。 
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措置としてスマート・サンクションの端緒をなすと考えられている ２９。 
まず、スマート・サンクションを多少なりとも意識して発動されたものとして、例えば、対リベリ
ア制裁（1992 年 11 月 19 日、安保理決議 788）がある。2001 年には、従来の制裁を解除して、
新たに、リベリア産ダイヤモンドの輸入禁止と高官の渡航禁止に変更された。この事例につい
ては、紛争ダイヤモンドの流れからの措置であると考える論者もあるが、ダイヤモンドの輸入禁
止は、武器調達の資金源を絶つという意図を持つことから、軍縮、予防外交の戦略的な観点
からも、スマート・サンクションの一環としてみなすことができる。 
1995年のエジプトのムバラク大統領暗殺未遂事件に関与したとされるスーダンに対して、安
保理は、1996 年 4 月 26 日の決議 1054 パラグラフ 3(b)において、「スーダン政府の構成員、
同政府の官吏およびスーダンの軍隊の構成員による自国（アンゴラ）領域への入国または自
国領域の通貨を制限する措置をとること」を決定した ３０。 
同様に、被制裁国の有責者が所有する個人資産の凍結もまた、エリート層に打撃を与える
措置であり、例えば、アンゴラに対する措置において採用されている。アンゴラ内戦において、
反政府ゲリラであるUNITAが、和平合意を履行しなかったことに対して、安保理は 1998 年 6
月 12 日の決議 1173 において、各国（アンゴラを除く）は、UNITA、その上級官吏および成人
の家族の銀行口座を凍結するよう決定した ３１。 
また、本論第 2 部を通じて検討したように、対イラク制裁下において導入された「石油と食糧
の交換プログラム」は大規模な人道的措置であったことから、スマート・サンクションの議論が
なされる以前の事象ではあるものの、制裁に人道的配慮を盛り込んだ点において、その要素
を含む措置であったといえる。さらに、制裁末期に英米によって進められた制裁改訂案と関連
決議は、その前文において「イラクにおける人道的状況を改善することを決定し」とうたわれて
いる ３２ことから、人道的配慮は後手に回ったことは確かであるが、スマート・サンクションの理念
を盛り込んで、当該政権の軍備増強を阻止するためにイラクへの輸出禁止を一層厳しくする
                                                     
２９ 中谷（2004 年）312 頁。中谷は、ハイチへの包括的制裁（安保理決議９１７、1994 年 5 月 5 日）
の渡航上の措置についても、スマート・サンクションの趣旨が見られると指摘しているが、筆者は、包括
的制裁においてスマート・サンクションの趣旨そのものが成立しないと思われるため、本論の議論から除
外した。 
３０ 安保理決議 1054（1996 年 4 月 26 日）。 
３１ 安保理決議 1173（1998 年 6 月 12 日）。 
３２ 安保理決議 1382（2001 年 11 月 29 日）および、安保理決議 1409（2002 年 5 月 14 日）。 
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など、より戦略的な内容であった。この提案は、スマート・サンクションへの一般的な理解を深
めた事例と見なされている ３３。 
また、本論第 2 部第 4 章において述べたが、措置を履行することから経済的困難が生じた
国家に対して、国連憲章第 7 章第 50 条に従って、事務総長が、全加盟国および国連関連機
関、国際金融機関、地域金融機関に対して支援を呼びかけた点も、スマート・サンクションの
趣旨を含んでいた ３４。 
次節では、3 つの会議を通じて、スマート・サンクションが検討されていくプロセスを概観す
る。 
 
 
第３節  「スマート・サンクション」具体化への議論 
 
「スマート・サンクション」は、比較的新しい理念であるため、理念についても内容についても
漠然とした部分が多い。3 つの会議において話し合われたスマート・サンクションについての
議論を概観することによって、その理念と具体的提案を整理する。 
スマート・サンクションの基本的な意図は、もともと安保理決議において認められている食糧
や医療品などの輸出禁止からの除外を、無辜の人民保護のためにさらにすすめる一方、武器
禁輸や金融、旅行分野での措置をエリート層に限定して科すことによって、制裁の実効性を高
めることである。この研究に 1990 年初頭から取り組んでいたのは、「第 4 の自由フォーラム
（Fourth Freedom Forum ）」（米インディアナ）と、「ジョアン・クロック研究所（Joan B. Kroc 
Institute for International Peace Studies）」（米ノートルダム）３５であり、制裁が抱える人道上の問
題にいち早く着目していた。 
このような学会での議論を受けて、安保理においても制裁の効果を高めるための方策を模
索し始めた ３６。 
                                                     
３３ 中谷（2004 年）312 頁、および、酒井（2001 年）、43-50 頁。 
３４ これについて詳しくは、本論第 2 部で述べた。Simma (2002) Vol. 1, pp.784-788. 
３５ ノートルダム大学付属の研究所。Smart Sanctions などの著者 ロペズ（Goerge A. Lopez）が研
究員を務める。詳しくは、【http://www.nd.edu/%7Ekrocinst/about/index.html】を参照。 
３６ 非公式であるが、2000 年 4 月にはワーキンググループを設立した（S/6845, Security Council 
Press Release）。 
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国連自身が包括的制裁について見直しを広く呼びかけたものとして、「より人道的でより効
果的な経済制裁を目指して：国連システムの可能性を高めるために」（1998 年）と、「ボジィ リ
ポート」（2000 年）３７が挙げられる。 
また、国連は、非公式ではあるが、2000 年 4 月にはワーキンググループも設立している ３８。
2002年9月の報告書では、ワーキンググループによって、より実務的な観点から提言がなされ
た ３９。つまり、制裁委員会の役割、国連業務の遂行能力、制裁の監視機能などを強化して、制
裁の効果を高めるとともに、人道上深刻な事態を回避するためには各国間においてより高い
モラルの共有が望ましいこと、被制裁国周辺に位置する主要貿易相手国への影響を最小限
にとどめること、被制裁国への社会的経済的負担を長引かせないことなどが確認された。 
これは、1990 年代に経済制裁が頻繁に発動されたことで、安保理の決定による措置を履行
することから、経済的困窮に陥った国家を支援するという意図で、国連憲章第 7 章第 50 条に
おいて確認されている第三国の権利である。また、履行から生じて経済的困難に陥った国家
だけでなく、周辺貿易国など、国連加盟国であるかどうかを問わず、この問題の解決について
安保理と協議する権利を有することも含まれている。この内容は、「平和への課題（An Agenda 
for Peace）」 ４０においても確認されている。ワーキンググループにおいては、憲章第 50 条の
確認と、より深刻な場合には、事務総長を現地に派遣するなどして状況把握に努め、適切な
措置をすることなどが提案された。 
これまで、研究者、国連関係機関によって各々議論されていたことが、制裁研究へのひと
つの大きな流れとなる契機を作ったのが、スイス政府のイニシアティブによって開催された「イ
ンターラーケン・プロセス（Interlaken Process）」、すなわち、2 つの会議（「インターラーケンI」４１
（1998 年 3 月 17～19 日）と、「インターラーケンII」４２（1999 年 3 月 29～31 日）であった ４３。  
                                                     
３７ E/CN.4/Sub.2/2000/33 (21 June 2000). 
３８ S/2000/319 (17 April 2000). 
３９ Non-paper/Rev.10 (26 Spet. 2002). 
４０ 1992 年にブトロス・ガリ国連事務総長（当時）が提出した。A/47/277-S/24111. 
４１ 詳しくは、【http://www.smartsanctions.ch/interlaken1.htm】を参照。 
４２ 詳しくは、【http://www.smartsanctions.ch/interlaken2.htm】を参照。 
４３ これは、Watson Institute for International Studies （ブラウン大学付属の国際問題研究所、米ロ
ードアイランド）の 1998 年からの研究 “Targeted Financial Sanctions Research Project” の流れを汲む会
議であった。詳しくは、【http://www.watsoninstitute.org/TFS/targetedfinsan.cfm】を参照。 
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「インターラーケン・プロセス」では、各国から集まった各国政府代表者、研究者、および金
融業界、国連機関とくに人道問題携わる者などおよそ70名の代表者が、おもに金融制裁措置
について議論した ４４。金融制裁措置は、制裁の発動国の国民にもダメージを与える貿易制裁
とは異なり、制裁対象の政権官僚とその家族など対象となるべきものへの一部のダメージにと
どまるため、通商・貿易の停止や包括的制裁の代替手段として注目されてきた。しかしながら、
単独では効果が見られないことから、武器禁輸などと併せて科すことが提言された。また、国
連加盟国の国レベルでの履行確保に向けて国際法、国内法両面での整備が求められた。 
しかしながら、現実的な問題として、当事者が匿名や偽名で預金を行うケースもあり、真の
保有者が有責者であると判断することは、口座所在地国の十分な協力なしには困難であるし、
当該国はしばしば口座の機密性保持を金融取引のメリットとしてうたっている以上、十分な協
力が得られない可能性は高い。しかし他方で、用途が必ずしも明らかではない送金や資産凍
結を幅広く行なった場合には、一般国民の家族への日々の生活費などの送金が困難になり、
仕送りを欠いた家族が困窮してしまうこともありうる。このような事態に際しては、国連加盟国お
よび国際機構などの協力、連携が必須であるとともに、国連がガイドラインを提示し、履行を支
援する必要性が強調された。会議の報告書は、「インターラーケン・プロセス」としてまとめられ
た ４５。 
インターラーケンにおける議論は、この後、ドイツの研究機関「ボン国際センター（Bonn 
International Center for Conversion、BICC）」の主催で、ドイツ政府と国連事務局の共催による
会議に継承された。これが、 「ボン⁃ベルリン・プロセス（Bonn-Berlin Process）」（2000 年 12 月3
～5 日）である ４６。「ボン⁃ベルリン・プロセス」においては、武器禁輸および渡航に関する措置
についての議論がもたれた。 
武器禁輸および渡航に関する措置は、当該国の一般市民に直接関わりのない物資を制限
することから人道上の問題が少ないという意味で、スマート・サンクションの理念に沿った措置
としてふさわしいとされる。また、武器禁輸および関連物資は、「平和に対する脅威、平和の破
壊、侵略行為」を引き起こす原因であったり、将来的に引き起こす可能性を有したりする物資
である。これらを制限することは、間接的には「平和に対する脅威、平和の破壊、侵略行為」を
                                                     
４４ 被制裁国の資産を凍結するうえで効果的な具体策について約20の報告がなされた。日本から
は、吉川元偉（当時の国連日本代表部）が報告をした。 
４５ 詳しくは、【http://www.smartsanctions.ch/int2_papers.htm】を参照。 
４６ 詳しくは、【http://www.bicc.de/events/unsanc/】を参照。 
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制限あるいは抑止する効果をもたらすとも考えられている ４７。 
しかしながら、期待されるほどの結果を残していない ４８ため、その履行性と有効性について
議論がもたれた。問題点は、例えば、非軍事的制裁が発動される際には、制裁委員会が設置
されるが、制裁委員会は自ら現地調査を含む制裁違反の調査を行なうことはせず、もっぱら各
国（時としてNGOも含む）から寄せられる制裁違反の情報に基づいて、関係各国より情報提供
を受けるにとどまっているため、履行状況が分かり難いことである。加えて、制裁委員会にお
いては、制裁の対象とされない人道上の物資の認定を行なう場合があるが、一般的な禁輸に
比して武器禁輸の場合はさらに複雑な判定が必要なうえに、具体的に何が「武器」であるのか、
また、どれが民間用でどれが軍事用なのかを判断するのも難しいとされる ４９。また、現代の紛
争に多く用いられる小火器（small arms）、および軽武器（light weapons）は世界に 5 億以上も
存在し、70 以上の国家で生産されているといわれる ５０。他方、発動、履行に際しても、加盟国
の「政治的な非協力」が指摘され、政治性が含まれるといわれている ５１。 
そこで、取引の実態を把握することも困難であることから、国連が中心となって監視し、履行
を促すことが必要とされる。武器禁輸を公正に履行するためには、NGOからの協力も得て、ウ
ェブサイト上などで武器輸出入の情報を共有すること、国境付近の監視システムを強化するこ
とが提案された。また、敵対当事者の一方のみに武器が密輸されないよう禁輸を徹底されな
ければならないが、もしそれが不可能であることが明らかとなった場合には、見直しも含めて
再検討がなされるべきであることが話し合われた ５２。 
また、アンゴラ、シエラレオネ、リベリアに対して、武器禁輸に加えてダイヤモンドの輸入禁
止が新たに課せられた（いわゆる「紛争ダイヤモンド」conflict diamond）ように、今後は、単なる
                                                     
４７ Anan, S/1998/318. 
４８ コートライトとロペズは、武器禁輸を「国連の制裁の中でもっとも効果がなかった制裁」であると
述べている。（Cortright & Lopez, “Targeted Sanctions: Lessons from the 1990s,” Michael Brzoska, Smart 
Sanctions: The Next Step (2001), p.29. 
４９ この点について明確に規定したのが、対イラク禁輸を決定した安保理決議 687 であった。 
５０ A/54/258 (19 August 1999), para.12. 
５１ Paul Conlon, United Nations Sanctions Management (2000), p.116. 
５２ 武器禁輸については、吉村（2003 年、論文）、87-110 頁が詳しい。吉村は、武器禁輸の目的を、
①安全保障上・戦略上の目的による禁輸、②軍縮を目的とする禁輸、③外交上の目的による禁輸、④
集団安全保障を目的とする禁輸、分類したうえで分析している。 
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武器のみではなく、資金源を断つことにより、より効果的な武器禁輸の実行を目指しているも
のと思われる。 
一方、渡航の制限および禁止については、偽造されたパスポートや査証の取り締まりは必
須であるが、さらに、無辜の人民の家族との再会を阻害することのないよう配慮がなされなけ
ればならない。 
以上に挙げた 「インターラーケン・プロセス」と「ボン⁃ベルリン・プロセス」の成果は、2001 年
10 月末に国連安保理に提出され ５３、安保理ではこれを叩き台に具体的な議論が進められた
５４。40 カ国からの専門家、国連関係者の参加によるワークショップも開かれて、今後の経済制
裁のための詳細なガイドラインが作成された ５５。 
さらに、第 3 回目の会議として、スウェーデン政府がウプサラ大学（Uppsala University）５６と
共にスマート・サンクションの履行とその監視に焦点を当てた会議を催した。この会合には約
120 人の専門家が参加し、2001 年 11 月から一年間に亘って議論が続けられた。 
「ストックホルム・プロセス（Stockholm Process）」 ５７（2001 年 11 月～2002 年 11 月）として知ら
れる一連の議論は、これまでの二つの会議を総括するとともに、制裁の履行と監視の実効性
を高めるにはどのような方策が必要であるのかについて重点が置かれた。制裁の発動および
履行の際の意思決定に関わるあらゆるレベルの機関、例えば、安保理、制裁委員会、加盟国、
その他の実行機関、また、国連以外の国際機構、私企業、NGOの代表者も議論に加わった。 
議論の際には、異なるタイプの制裁（武器禁輸、金融・財政上の措置、渡航の制限および
禁止、通商上の制限及び禁止）に対して、それぞれグループが結成され、提言がなされ、具
体的なガイドラインが作成された。制裁の効果を高めるための提言として、制裁に関わる国連
内の各アクター、例えば、安保理、制裁委員会、専門委員会などの果たすべき役割について
確認がなされた。制裁委員会には、制裁の履行状況の把握、任務の透明性のためにも、要請
することが確認された。 
                                                     
５３ 2001 年 10 月 22 日と 25 日の安保理会合の議事録（それぞれ、S/PV.4394 と S/PV.4394 
resumption 1）を参照。 
５４ 4394th meeting (22 Oct. 2001), S/PV.4394. 
５５ Targeted Financial Sanctions: A Manual for Design and Implementation—Contributions from the 
Interlaken Process. 詳しくは、【http://www.watsoninstitute.org/TFS/TFS.pdf】を参照。 
５６ ウォーレンスティーン（Peter Wallensteen） が研究を主導した。 
５７ 詳しくは、【http://www.smartsanctions.se/】を参照。 
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また、履行を高めるためには、各加盟国間の協力、加盟国と国連機関との連携、あるいは、
地域機構と国連機関との協力関係の構築、NGO からの情報収集と協力などが重要であること
が強調された。とくに、履行をスムーズにするためには、加盟国の国内法環境の整備が必須
であることから、提言がなされた。 
さらに、報告の総括として、武器禁輸、財政・金融上の措置、渡航の制限および禁止などの
措置別に、「計画段階（planning phase）」、「実行段階（operational phase）」、「事後段階
（follow-up phase）」とフェーズ別にどのような点に留意して制裁を施行していったらよいのかに
ついての提言が盛り込まれた。 
この会議の成果は、「ストックホルム リポート（Stockholm Report）」【巻末、添付資料】としてま
とめられ ５８、2003 年 2 月末に安保理に提出された ５９。その後も、一連の議論の成果である「ス
トックホルム・プロセス」は、「スペシャル・プログラム（Special Program）」と名称を変えて、スウェ
ーデン政府とウプサラ大学を中心とする研究機関によって引き続き議論されている ６０。また、
本論においては詳しく扱わないが、この議論は国連制裁だけでなく、ウォーレンスティーンに
よってEUの共通防衛安全保障政策委員会（Committee for the Common Defense and Security 
Policy）の政策に取り入れられたことが明らかにされている ６１。 
以上に、金融制裁の可能性を提示した「インターラーケン・プロセス」、武器禁輸および旅
行・航空制裁について議論した「ボン-ベルリン・プロセス」、制裁の履行と解除に焦点をあてて
より具体的な案を国連安保理に提示した「ストックホルム・プロセス」を概観した。 
議論は未だ現在進行中のものであるが、各国代表者、国連機関関係者、研究者らが大勢
集まって長い時間をかけて議論したことは評価できることであるし、人権意識が高く ６２、安保理
                                                     
５８ Wallensteen, Staibano and Eriksson (2003). 
５９ Press Release, SC/7673 (25 Feb. 2003). ちなみに、この報告書を加筆、改訂したものが、 
Cortright & Lopez （2002)である。 
６０ イラク制裁からの教訓を得て、スマート・サンクションを話し合った成果として以下がある。Peter 
Wallensteen, Carina Staibano and Mikael Eriksson, The 2004 Roundtable on UN Sanctions against Iraq: 
Lessons Learned (2005) 【http://www.smartsanctions.se/literature/iraqreport_050210pdf】 
６１ 詳しくは、The Special Program on the Implementation of Targeted Sanctions (SPITS)のホームペ
ージ【http://www.smartsanctions.se/】を参照。 
６２ 国連人権規約よりも 13 年も早い 1953 年（1950 年採択）に発効していることからも分かるように、
欧州諸国には古くから社会的文化的な共通性もあり、人権意識が根付きやすい環境であったといえる。 
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内で政治的利害から遠いヨーロッパの国々が主導権を持って会議を進めていくことはとても興
味深いものである。 
アナン事務総長も述べているように、「制裁を単に『スマート』にするだけでは不十分であり、
制裁の目的を正確に明確に絞り込んだ上で科すことこそが、国連にとって今後のチャレンジ
であり、必要に応じた手段を講じていくことが制裁をより賢く（適切に）科す」６３ことである。さら
に、アナンは、「制裁は “a fire and forget weapon” ではなく、効果的な履行のためには国際
社会の政治的な努力と継続的なコミットメントが必要であるとして、制裁の再定義が必要であ
る」６４とも強調している。 
国連関連機関と研究者による一連の議論においては、制裁の「手段」など技術的な面を改
善する提案が活発になされた。しかし、以下の二点に対して説得的な説明がなされるべきで
あると考える ６５。 
第一に、各国の足並みが揃わなければ制裁は効果を持たないというのが研究者の共有す
る見解であるのなら、「スマート・サンクション」の方が、包括的制裁の場合よりも、各国のコンセ
ンサスがとりやすいことを意味するのであろうか？多国間における合意形成に関して、包括的
制裁と限定的制裁の比較が議論されていない。 
第二に、「スマート・サンクション」を推奨する立場の研究者ばかりでなく、効果に疑問を呈
する研究者 ６６も議論に加わるべきであったという点である。現場をよく知るNGOからのより多く
の参加も望ましい。一連の報告書に理想論的な印象が拭いきれないのは、賛否両論が揃わ
なかったせいではないだろうか。以上の不満はあるものの、さまざまな分野から有識者が参加
して議論を積み上げてきたことは評価できる。 
                                                     
６３ 2000 年 4 月 17 日にニューヨークの国連本部で行なわれた、国際平和アカデミー（International 
Peace Academy）主催、カナダ政府の協賛による経済制裁についてのセミナーにおいての発言である
（Press Release No.UNIS/SG/2545, 4/18, 2000）。1999 年 9 月 8 日にも 「部分的（限定的）制裁（targeted 
sanctions）」 の必要性について詳しくコメントしている（S/1999/957）。 
６４ 同上。 
６５ 例えば、シカゴ大学の Daniel W. Drezner は、 Cortright & Lopez (2002) に代表される「スマー
ト制裁」の議論について疑問を呈している。例えば、Drezner, “How smart are Smart Sanctions? （2003）
など。 
６６ 例えば、Drezner (2003) など。ロンドンの Overseas Development Institute は、とくに金融制裁の
効果について疑問を挙げた。詳しくは、【http://www.odihpn.org/pdfbin/sancconf.pdf】を参照。 
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第４節  「スマート・サンクション」が導入された事例 
 
【表 7、176--177 頁】は、2000 年に入ってから安保理の決定によって発動された制裁を表に
まとめたものである。1990 年代に発動された制裁が延長あるいは更新されたケースもあれば、
新たに科されたケースもある。エチオピア/リトアニアに対するように、発動されてから一年余り
で解除された事例もある ６７が、多くは 1990 年代から発動され、現在も継続中の事例である。表
から明らかなように、包括的制裁は一度も発動されていない。スマート・サンクションを意識し
てか部分的制裁を組み合わせたものばかりである。 
まず、多くの事案に見られるように、部分的制裁のうち、最も発動されているのは武器禁輸
措置である。安保理の決定として、冷戦中に武器禁輸が採択されたのは、1966 年の南ローデ
シアに対して ６８と、1977 年に南アフリカに対して ６９のみであるが、冷戦終結後、新しい安全保
障の環境の中で、武器禁輸は外交的に有効的な措置として現れてきた ７０。 
1990 年に安保理は、イラクのクウェート侵攻に伴い、対イラク全面的禁輸を決定した（安保
理決議 661）。1991 年には旧ユーゴスラビアの内戦に対して武器禁輸を発動し（安保理決議
713）、以降、1992 年には武装勢力間による内戦の続くソマリアに対して（安保理決議 1356）、
また、リビアによる（とされる）テロ活動を根拠にリビアに対して（安保理決議 748）、さらに、国内
の内戦を理由にリベリアに対して武器禁輸を発動した（安保理決議 788）。1993 年にはクーデ
ターが起きたハイチに対して（安保理決議 841）、また、内戦が続くアンゴラのアンゴラ完全独
                                                     
６７ 2000年12月12日の両政府による包括的平和協定（Comprehennsive Peace Agreement）が成立
したため、武器禁輸は解除された。その後、暫定安全保障地帯（Temporary Security Zone）が設けられ、
国連エチオピア・エリトリア・ミッション（United Nations Mission in Ethopia and Eritrea）と OAU
（Organization of African Unity）、国境委員会（Boudary and Claims Commissions）が停戦の監視、地雷の
除去、人道・人権活動の調整などの任務を行なっている（2002 年3 月15 日、安保理決議1320）。この任
務は、年に 1、2 回の安保理決議によって随時延長され、任務内容が確認されている。 
６８ 安保理決議 232（1966 年 12 月 16 日）。 
６９ 安保理決議 418（1977 年 11 月 4 日）。 
７０ イアン・アンソニー他「兵器生産および兵器貿易」ストックホルム国際平和研究所（編）黒澤満
（監訳）『SIPRI 年鑑 1994 下』（1995 年）、101 頁。 
  175
立民族同盟（UNITA）に対して発動した（安保理決議 864）。1994 年には内戦が続くルワンダ
に対して（安保理決議 918）、1997 年にはクーデターを理由にシエラレオネに対して（安保理
決議 1132）、1998 年にはコソボ紛争の続くユーゴスラビア共和国に対して（安保理決議 1160）、
それぞれ、武器禁輸が発動された ７１。 
2000 年に入ってからは、タリバンの活動（とされる）米国大使館爆破事件を含む、国際社会
の平和を脅かすテロ行為、およびオサマ・ビン・ラディンの引渡し要請を拒否したアフガニスタ
ンに対して、制裁を発動した。エチオピア、エリトリアに対しては、2000 年に両国国境を巡る紛
争を理由に発動した。2001 年には、再びソマリア、リベリアに対して、2003 年にはコンゴの東
部地域を不安定化させている武装集団および民兵に対して、2004 年には元レバノン首相ハリ
リ氏暗殺事件に関与したとされるスーダンに対して、政情不安の続くコートジボワールの全対
立勢力に対して、それぞれ発動された。 
                                                     
７１ 以上の 1990 年代に発動された制裁事例については、【表 6】（本論 156-158 頁）を参照。 
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【表 7】 2000 年に入ってから国連安保理決議によって発動された経済制裁  （以後の累次決議については、【表 8】180-185 頁を参照。） 
 
事例 経済制裁に含まれる措置  
対象国(および政権および特定
勢力） 
安保理決議 包括的貿易制裁 財政・金融上の措置 
貿易・通商上の制限
および禁止 
渡航の制限および
禁止 
武器禁輸 外交措置 
（決議1267、1999.10.15～）                    
アフガニスタン（タリバン） 
① 
1333 
(2000.12.19) 
  ×   × × × 
（～継続中）               
エチオピア/エリトリア           
（～決議1369: 2001.9.14) 
1298 (2000.5.17）
        
× 
  
(決議1132: 1997.10.8.～)               
シエラレオネ 1306（2000.7.5）     ×（ダイヤモンド）       
（～継続中）               
（決議788: 1992.11.19～)               
リベリア 1343（2001.3.7）     ×（ダイヤモンド） × ×   
（～継続中） 
  
 
  
  
    
    
(決議733、1992.1.23）              
ソマリア 1356 (2001.6.19)        ×   
（～継続中）              
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対象国(および政権および特定
勢力） 
安保理決議 包括的貿易制裁 財政・金融上の措置 
貿易・通商上の制限
および禁止 
渡航の制限および
禁止 
武器禁輸 外交措置 
テロ行為に関与する個人およ
び集団 ② 
1373（2001.9.28）
  
×   × × 
  
（～継続中）              
コンゴ           
（～継続中） 
1493 (2003.7.28)
        
× 
  
スーダン           
（～継続中） 
1556 (2004.7.30)
        
× 
  
コートジボワール       
（～継続中） 
1572
（2004.11.15）   
× 
  
× × 
  
シリア         
（～継続中） 
1636 
(2005.10.31)   
× 
  
× 
    
 
出典： 各事例に関連する国連安保理決議【http://www.un.org/documents/】；国連制裁委員会【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】の資料；The Special Program on 
the Implementation of Targeted Sanctions (SPITS)のホームページ【http://www.smartsanctions.se/】から筆者が作成した（2006 年1 月末の時点）。 
注： ルワンダに関しては、1994 年5 月17 日の安保理決議918 によって武器禁輸措置が発動された。2000 年からも決議は出されているが新たな制裁措置ではなく、ルワンダ
国際戦犯法廷に関するものであることから表には含んでいない。①および②については、安保理決議1267（1999年）や安保理決議1333（2000 年）はタリバンに明示的
に言及しているのに対して、安保理決議 1373（2001 年）とそれに先駆けての非難決議 1368 ではテロ行為の責任をタリバン政権に明示的に帰属させていないので、こ
の表では 2 つの事例に分けた。 
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このように、冷戦終結後の国際社会においては、安保理の決定によって、15 の国と地域およ
び特定政権に対して武器禁輸が発動された。この時期の武器禁輸の特徴としては、全面的あ
るいは部分的な禁輸の一環としてではなく、武器のみを対象とした禁輸が増加していることで
ある。例えば、旧ユーゴスラビア、ソマリア、リベリア、ルワンダ、エチオピア・エリトリアに対する
禁輸である。 
また、アンゴラ、シエラレオネ、リベリアに対しては、武器禁輸のみでなく、武器の購入の資金
源となるダイヤモンド（原石）の禁輸（貿易・通商上の措置）が新たに科せられることになった。シ
エラレオネの反政府勢力RUFが生産するダイヤモンドの禁輸措置（2000 年、安保理決議
1306）、また、シエラレオネの反政府勢力支援をしたリベリアに対してダイヤモンドの売買制限
（2001 年、安保理決議 1343）が科された。「紛争ダイヤモンド」を絶つ意図である。紛争ダイヤ
モンド問題は、国連安保理がアンゴラの反政府武装勢力（UNITA）にダイヤモンドの禁輸措置
を科した（1998 年）ことで国際社会の注目を浴びた。当初実効性が疑問視されていたが、NGO
のキャンペーン ７２や、ブランドイメージを傷つけたくない企業の思惑とも相まって、問題が大きく
なった。キンバレー・プロセスと呼ばれる交渉枠組みで、原産地証明の厳格化など国際取引の
改善策が取られている ７３。 
ダイヤモンド産出国においては、反政府勢力がダイヤモンドを不正輸出してその売却金を資
金源に武器を購入することから、内戦が長引く原因と見られている。これを放置すると、武力紛
争の助長、あるいは反政府勢力が合法的政府を転覆させるなど、人民の平和及び安全保障に
悪影響を及ぼすことから、国連は、ダイヤモンド業界、NGO などからの協力も得て、不正輸出
をなくすための規制を行なっている。よって、単なる武器のみの禁輸ではなく、その資金源を断
つことにより、より効果的な武器禁輸の実行を目指しているものと解釈できる。 
渡航の制限および禁止措置については、アフガニスタンのタリバン派などのテロリストに対し
て発動されているほか、コートジボワール、シリアに対しても発動されている。シリアについては、
国連加盟国に対し、元レバノン首相ハリリ氏暗殺事件の容疑者と名指しされた人物の海外渡
航を禁じるために必要な措置が、容疑者の全資産凍結と共に義務付けられた。コートジボワー
                                                     
７２ ダイヤモンドの売却代金が武器購入の資金源となっていることに関しては、人権 NGO であるヒ
ューマン・ライト・ウォッチ（Human Rights Watch）が 1994 年に指摘している。詳しくは、Human Rights 
Watch, Angola: Arms Trade and Violations of the Law of War since the 1992 Elections (1994), pp. 57-58。 
７３ 紛争ダイヤモンドについては、以下の文献が詳しい。武内進一「『紛争ダイヤモンド』の力学：グ
ローバル・イッシュー化と議論の欠落」『アフリカ研究』No.58（2001 年）、41-57 頁。 
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ルについては、2004 年 4 月に国連コートジボワール活動（UNOCI）が派遣されて緊張が高まる
中、11 月の初めに、制裁が発動された。これは、政府軍が反政府勢力の主要都市を数回にわ
たって爆撃した後、フランス軍を空爆して被害を出したことによる。安保理決議は、コートジボワ
ール政府が、停戦合意（2003 年 5 月 3 日）に反していると判断した。 
また、国際テロリストに対しては、渡航禁止措置が発動された。テロリストの特定については、
安保理決議 1267（1999 年 10 月 15 日）や安保理決議 1333（2000 年 12 月 19 日）ではタリバン
に明示的に言及した。一方、安保理決議 1373（2001 年 9 月 28 日）とそれに先駆けての非難決
議 1368（2001 年 9 月 12 日）においては、テロ行為の責任をタリバン政権に明示的に帰属させ
てはいない ７４。このように、明示的に言及した場合と、そうでない場合はあるものの、これらの決
議においては、テロ行為の防止と根絶、そしてテロリストおよびテロリストを匿うか、それに師事
する者の責任追及のために、国際社会が一丸となって取り組んでいく強い姿勢が示されている。
すなわち、渡航禁止措置と併せて、国際テロリストの財産はもちろんのこと、テロリストへの資金
援助の防止を徹底的にする目的で、財産・金融上の措置が発動された。各国は、国境の警備、
銀行業務、税関・移民手続き、法執行と情報協力、そして兵器移転の制限の見直しと強化を行
なうことが求められた。 
次ページの【表 8】は、【表 7、176-177 頁】における制裁から既に終了した事例を除いたもの
である。現在も継続中の制裁のうち、安保理決議においてスマート・サンクションが考慮されて
いる事例に限っている。また、ルワンダについては、2000 年に入ってから安保理決議は出され
ているものの、制裁措置に関するものではなく、国際戦犯法廷に関する決議のみであるため、
【表 7】には含まなかったが、制裁措置が更新、改訂されていく過程は、スマート・サンクションの
議論と関係するので、【表 8】には含んだ。 
【表 8】は、現在制裁中のそれぞれの事案が、決議を経るごとに改訂されていく過程が分かる
ようにまとめた。とくに内戦状態にあるアフリカ諸国が事例の多くを占めるため、経済制裁の措
置の内容とともに、国連憲章第 7 章のもとで設置された国連平和維持活動（PKO）の動きも盛り
込んだ。PKO の活動については、経済制裁との関連において、ソマリア、シエラレオネ、コート
ジボワールの 3 つの事例について後に詳しく述べた。 
                                                     
７４ 安保理決議 1267 では、「the Taliban」、「Usama Bin Laden and associates」、また、安保理決議
1333 では「the Taliban」と制裁対象を明記しているが、安保理決議 1373 においては、「terrorists」と表記
するに留まっている。 
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【表8】 現在継続中の制裁事例のうちスマート・サンクションの要素を含むもの（1990 年代から
継続されている事例も含む）                     
 
                                            ∗2006 年1 月末日時点。 
事例 主な安保理決議 決議内容 
733 (1992.1.23) 武器禁輸措置を決定。 
751 (1992.4.24) 
モハマド派とアイディード派の間に停戦合意が成立したため
（1992.3.3）、国連ソマリア活動（UNOSOM I）を開始。制裁委員会
（Sanction Committee）の設置。 
 
794 (1992.12.3) 
 
米国中心の多国籍軍（UNITAF）を派遣。ソマリアでの「大規模な人間の
悲劇」を「国際社会の平和と安全への脅威」と認定したうえで、憲章第 7
章のもとに「あらゆる必要な措置」をとることを容認。 
814 (1993.3.26) 
 
憲章第 7 章のもとで「平和強制」を行なう国連史上初の PKO である
UNOSOM II を設置。人道援助、戦闘阻止、強制武装解除、警察・司法
など国家の再建援助を任務とする。 
897 (1994.2.4) 
ＵＮＯＳＯＭ II の任務を縮小、武装解除や和平協定実施は現地の武
装勢力各派が自発的に行うとされ、平和強制権限は削除された。（→完
全撤退、1995.3） 
1356 (2001.6.19) 安保理決議 733 における武器禁輸措置の確認。 
1519 (2003.12.16) 
武器の禁輸状況の把握、措置の強化のための監視団（Monitoring 
Group）を設置。 
1558 (2004.8.17) 
安保理決議 733 および 1519 の決議内容の再確認（本決議から 30 日以
内に 6 ヶ月間設置）。制裁委員会（安保理決議 751）の再設置。監視団
（安保理決議 1519 で設置）への武器禁輸状況の報告の要請。 
 
 
 
 
 
 
 
 
ソマリア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1630 (2005.10.14) 
安保理決議 733 の再確認。監視団報告（2005.8.22）に鑑みて、武器禁
輸強化のため監視団に他の国際機構や周辺諸国との連携、空路・陸
路・水路等あらゆる輸送手段の監視徹底を要請。制裁委員会の再設置
（6 ヶ月間）。 
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918 (1994.5.17) 武器禁輸措置を決定。制裁委員会の設置。 
955 (1994.11.8) ルワンダ国際戦犯法廷（ICTR）の設立を決定。 
1005 (1995.7.17) 地雷除去のため爆薬の供給を許可。 
1011 (1995.8.16) 
ルワンダ政府に対する武器禁輸を一部解除、同日以後全面解除、政府
軍以外（フツ族）に対しては禁輸を継続。 
1013 (1995.9.7) 
とりわけ旧政府軍の武器禁輸状況を監視するために国際調査委員会
（Commission of Inquiry）の設立を事務総長に依頼。 
1053 (1996.4.23) 
制裁委員会に、旧政府軍の特にグレートレークス地区での武器の売買
に関する情報提供を国際調査委員会に要請。 
1078 (1996.11.9.) 
平和と安全に対する脅威を認定、事務総長による多国籍軍設立の提案
を歓迎。 
1080 (1996.11.15) 
人道的目的を達成するためにあらゆる必要な手段を用いることを許可さ
れた暫定多国籍軍の設立を決定。 
ルワンダ 
 
1161 (1998.4.9.) 
旧政府軍の武器の売買に関する情報収集を活発化させるように調査委
員会に要請。 
1132 (1997.10.8) 
カバ政権への軍事クーデターを起こした反政府軍（RUF）に対して石油
禁輸、武器禁輸、渡航制限を決定。制裁委員会の設立。 
1156 (1998.3.16) カバ政権復活を受けて、石油禁輸を解除。 
1171 (1998.6.5) 
 西アフリカ諸国経済共同体(ECOWAS)の監視団（ECOMOG）と国連
PKO には武器禁輸を適用しないことと、反政府軍に対する武器禁輸と
渡航制限の強化。 
1270 (1999.10.22) 
1998 年 7 月の国連シエラレオネ監視ミッション（UNOMSIL）の設置（安
保理決議 1181）後、和平合意（1999.7）が成立したのを受けて、軍事監
視要員数を従来の 70 名から最大 6,000 名とする国連シエラレオネ・ミッ
ション（UNAMSIL）を設立。 
 
 
 
 
 
 
シエラレオネ 
 
 
 
 
 
 1306 (2000.7.5) 
国際認証制度に基づき、政府の原産地証明書の添付がないダイヤモン
ドは禁輸。制裁委員会は、制裁違反および紛争地におけるダイヤモン
ドと武器の密輸取引を調査するため、パネル委員会を設立（同年 8.1）。
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1385 (2001.12.19) 
シエラレオネ政府による産地証明書付き以外のダイヤモンドの輸出禁
止を 11 ヶ月延長。 
1446 (2002.12.4) 安保理決議 1385 と同様の措置を 6 ヶ月延長。 
1470 (2003.3.28) 
シエラレオネ政府がダイヤモンド産出地域及び産業の管理を拡大して
いることを確認し、ダイヤモンドの禁輸措置を延長しないことを決定。 
 
 
シエラレオネ 
1610 (2005.6.30) 
情勢の安定をうけて UNAMSIL の任務を 6 ヶ月間延長の後、同年12 月
末日をもって終了することを決定。その後の国連のプレゼンスを強調。 
1267 (1999.10.15) 
タリバン支配地域への航空機離発着禁止、資産凍結を発動。制裁委員
会の設置。 
1333 (2000.12.19) 
ウサマ・ビン・ラディンと関係者への渡航制限、武器禁輸、財政・金融制
裁（資産凍結）を発動。アフガニスタン領域内のタリバン事務所の閉鎖。
1363 (2001.7.30) 
安保理決議 1267 および 1333 の制裁措置の履行監視のために何らか
のメカニズムを導入することを事務総長に要請。 
1388 (2002.1.15) 
安保理決議 1267 および 1333 で科したアリアナ・アフガン・エアラインの
タリバーン支配地域からの離発着禁止と事務所の閉鎖を解除。 
1390 (2002.1.16) 
安保理決議1267および1333の制裁内容を修正（航空機離発着禁止の
解除）。ウサマ・ビン・ラディン、アルカイダ組織、タリバン関係者全ての
資産凍結、渡航禁止措置の徹底を確認。 
1452 (2002.12.20) 安保理決議 1267 の財政・金融上の措置に一部例外を承認。 
1455 (2003.1.17) 安保理決議 1390 の内容を改善。監視委員会を再設置（12 ヶ月間）。 
1526 (2004.1.30) 
制裁の履行の強化。履行監視の特別チーム(Analytical Support and 
Sanctions Monitoring Team）の 18 ヶ月間の設置を事務総長に要請。 
1589 (2005.3.24) 
国連アフガニスタン支援ミッション（UNAMA）の活動委任期間を 2006
年 3 月 24 日まで延長。 
 
 
 
 
 
 
 
 
アフガニスタン 
（アルカイダ、 
タリバン） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1617 (2005.7.29) 
 
安保理決議 1526 の内容を再確認。 
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アフガニスタン 
（アルカイダ、 
タリバン） 
 
1659 (2006.2.15) 
2006 年 1 月 31 日のロンドンでのアフガニスタン支援国会議
( “Afghanistan Compact”）をアフガニスタン政府および国連加盟国全体
で推進することを確認。 
1343 (2001.3.7) 
リベリア産ダイヤモンドの輸入禁止、特定人物（リベリア政府高官等）の
渡航禁止、武器禁輸の発動。 
1509 (2003.9.19) 国連リベリアミッション（UNMIL）の設置。 
1521 (2003.12.22) 
状況が変化したため、安保理決議 1343 の制裁内容および制裁委員会
は解消し（2001.3.7）、新たに、武器禁輸、ダイヤモンドおよび木材の禁
輸、特定人物の渡航禁止措置の実施（12 ヶ月）を決定。 
1532 (2004.3.12) 特定人物に関する資産凍結および一切の金融の流れを遮断。 
1549 (2004.6.17) 
パネル委員会（2000 年 8 月設立←対シエラレオネ安保理決議 1306、
2000 年 7 月 5 日によるものと同じ委員会）の 5 ヶ月間の再設置
（2004.6.30-12.21）。 
1579 (2004.12.21) 
武器禁輸、渡航禁止、木材禁輸措置の 12 ヶ月間の延長と、その 6 ヵ月
後の調査の決定。ダイヤモンド禁輸の 6 ヶ月の実施と、その 3 ヵ月後の
調査を決定。パネル委員会の 2005 年 6 月 21 日までの延期。 
1607 (2005.6.21) 
ダイヤモンド禁輸の 6 ヶ月間の延長と、その 3 ヵ月後の調査の決定。パ
ネル委員会の 2005 年 12 月 21 日までの延期。 
 
 
 
 
 
 
 
 
リベリア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1647 (2005.12.20) 
武器禁輸、渡航禁止措置の 12 ヶ月間の延長と、ダイヤモンドと木材の
禁輸措置の 6 ヶ月間の延長決定。パネル委員会の 2006 年 6 月 21 日ま
での設置延期を決定。 
1493 (2003.7.28) 12 ヶ月間の武器禁輸、一切の武力活動の禁止を決定。 
1533 (2004.3.12) 
武器禁輸を監視するための制裁委員会と、情報分析のための専門家委
員会（Group of Experts）を設置。 
 
 
コンゴ 
 
 
1552 (2004.7.27) 
安保理決議 1493 の武器禁輸を 2005 年 7 月 31 日まで延長。専門家委
員会の 2005 年 1 月 31 日までの延長。 
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1596 (2005.4.18) 
安保理決議 1493 の武器禁輸の修正と措置の拡大を決定。特定人物へ
の渡航制限と財政・金融の部分的制裁を決定。 
1616 (2005.7.29) 
制裁の 2006 年 7 月 31 日までの延長と専門家委員会の再設置を決定。
暫定政権の延長。 
 
 
コンゴ 
 
 
1654 (2006.1.31) 
安保理決議 1533 により設置された専門家委員会に、同年 7 月 10 日ま
でに報告書を作成し、制裁委員会を通じて安保理に提出するよう要請。
1464 (2003.2.4) 
駐留仏軍と西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）軍を国連平和維持
軍として、国連コートジボワール派遣団（MINUCI）を設置。 
1528 (2004.2.27) 
2004 年 4 月 4 日をもって、MINUCI を国連コートジボワール活動
（UNOCI）に改組することを決定（実際の任務は、同年 4 月 4 日から）。
1572 (2004.11.15) 
武器禁輸の発動（即日）。特定人物への渡航制限、資産凍結について
は 1 ヶ月の猶予あり。制裁委員会の設置。 
1584 (2005.2.1) 
UNOCI および仏軍による武器禁輸の監視を決定。30 日の猶予後、専
門家パネルの設置を決定。 
1643(2005.12.15) 
安保理決議 1572 による武器禁輸、特定人物への渡航制限および資産
凍結を 2006 年 12 月 15 日まで延長を決定。 
 
 
 
コートジボワール 
 
 
 
 
 
 
1652 (2006.1.24) UNOCI、仏軍の活動を 2006 年 12 月 15 日まで延長することを決定。 
1556 (2004.7.30) 
南北西ダルフールで活動するジャンジャウィードを含む反政府勢力及
び個人に対する武器禁輸措置の即日発動。 
1591 (2005.3.29) 
武器禁輸措置の拡大。資産凍結及び渡航禁止措置の決定。制裁委員
会の設立。アフリカ連合ミッション（AMIS）と提携して制裁の監視を行な
うため専門家パネルを設立。 
スーダン 
1651 (2005.12.21) 専門家パネルの任務の延長（2006 年 3 月 29 日まで）。 
1636 (2005.10.31) 
特定人物の渡航禁止および資産凍結を決定。制裁委員会を設置。シリ
ア政府に対しては、元レバノン首相暗殺の容疑者物に関する情報提供
や拘束についての国連独立調査委員会への協力を要請。 シリア 
1644 (2005.12.15) 独立調査委員会の調査を 2006 年 6 月 15 日まで 6 ヶ月間延長。 
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出典： 各事例に関連する国連安保理決議【http://www.un.org/documents/】；国連制裁委員会
【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】の資料；横田洋三『国連による平和と安全の
維持：解説と資料』（2000 年）； 国際連合広報センター「国連平和維持活動の 50 年」
【http://www.unic.or.jp/recent/act50_b.htm#a33】からの情報を基に筆者が作成した。 
注： ルワンダへの 2000 年以降の決議は、ルワンダ国際戦犯法廷に関するものであるため、除外した。 
 
 
2000 年に入ってからの制裁と措置採択のプロセスには、【表 8】から読み取れるように、以下
の 5 つの特徴が見られる。これらの特徴は、国連経済制裁におけるスマート・サンクションの傾
向と捉えることができる。 
第一に、国連が制裁委員会の機能の向上を図るとともに、措置履行をより的確に監視する
ために、制裁委員会の活動を補完するような特別な組織が発足されていることである。さまざ
まな組織が、制裁委員会と連携して動き始めた。最近の事例からは、制裁委員会だけではな
く、ソマリアの場合の「監視団」、ルワンダの場合の「調査委員会」、アフガニスタン（タリバン）の
場合の「分析特別チーム」、シエラレオネやリベリアの場合の「パネル委員会」など、それぞれ
事例によって異なるが、履行を監視するシステムの充実が図られている。特に、冷戦後に頻繁
に発動されるようになった武器禁輸に関しては、発動決定時と同様に、その履行についても加
盟国の「政治的な非協力」が見られる ７５ことから、履行を促すためにも、国連が中心となって制
裁の調整を行なう必要があることから講じられた方策であろう。 
第二に、現在実行されている制裁事例については、国内が内戦中あるいは停戦中の事例
が多いことから、武器禁輸が制裁の鍵になっていることが分かる。当初は、政府側も含めて武
器禁輸を科していたものが、措置の改訂時に、対象を絞って科し直す事例が多くみられる。既
に、【表 8】からの考察によって明らかになったことで若干の繰り返しになるが、この時期の武器
禁輸の特徴としては、全面的あるいは部分的な禁輸の一環としてではなく、「武器」を対象とし
た禁輸が増加していることが挙げられる。例えば、旧ユーゴスラビア、ソマリア、リベリア、ルワ
ンダ、ユーゴスラビア共和国、エチオピア・エリトリアに対する禁輸である。また、アンゴラ、シエ
ラレオネ、リベリアに対しては、武器禁輸のみでなく、武器の購入の資金源となるダイヤモンド
（原石）の輸入禁止（貿易・通商上の禁止措置）が新たに課せられることになった。ただ単に、
                                                     
７５ Conlon (2000), p.166. 
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武器および関連物資を政治的妥協として禁輸の対象にするのではなく、より戦略的な観点か
ら、あるいは軍縮の観点とリンクさせながら行なっていくことが必要である。より詳細が禁輸の
内容を規定し、積極的な監視が図られている。 
第三に、措置の対象を限定して、その旨を明らかにすることによって、一般市民に影響が及
ばないようにしたことが挙げられる。これは特に、テロリスト対策に当てはまることである。安保
理決議 1267（1999 年）および 1333（2000 年）では、タリバンに明示的に言及しているし、リベリ
アの場合も特定人物の名前をリストに添付して公表した（安保理決議1521 および 1532）。特定
個人および特定団体の名前に関する情報を公表することによって、関連各国の支援が得や
すい状況を作っていくことが狙いである。 
第四に、措置そのものの有効期間が比較的短く設定されており、多くは半年あるいは一年
毎に見直しがなされていることが挙げられる。見直しの度に、制裁内容、対象、担当機関など
が更新されている。制裁の影響なども考慮しながら、措置を改訂している。 
第五に、被制裁国の一般市民への保護が、国連PKOの協力を得て進められていることが挙
げられる。最近の事例は国内紛争を抱える国が多いことから、制裁を加えたことによって事態
が混乱を招くことが多いため、事態の収束という目的に加えて、混乱を未然に防ぐという目的
のもとにPKOが地域機構と提携協力しながら活躍している ７６。とくに大規模に展開されてきた
ものとして、対ソマリア（国連ソマリア活動USONOM I, II）が制裁決定の 3 ヵ月後には活動を開
始、シエラレオネ（国連シエラレオネ監視ミッションUNOMSIL→国連シエラレオネミッション
UNAMSIL）、コートジボワール（国連コートジボワール活動MINUCI→国連コートジボワール
活動UNOCI）が挙げられる。従来の国際人道法に基づく一般市民への保護に加えて、PKO
による食糧、医療品の供給が行なわれる場合が多くみられた。とくに、ソマリアのUSONOM II
の場合は、国連が初の「平和強制」を行なった事例である。また、武器禁輸の監視もPKOによ
ってなされているケースがみられる（例えば、コートジボワール）。このようなPKOの活動につ
いては、国連が現地に入り込んで事態を収拾することによって、現地の状況が改善する場合
もあるが、反政府軍などによる反感を招いてさらなる犠牲者を出す場合もあるといわれる。しか
しながら、全般的な傾向としては、今後も、経済制裁下におけるPKOの活動は必須であると思
                                                     
７６ 国連の平和維持活動について詳しくは、横田洋三（2000 年）、国際連合広報センター「国連平
和維持活動の 50 年」【http://www.unic.or.jp/recent/act50_b.htm#a33】、浦野起央『冷戦、国際連合、市民
社会：国連 60 年の成果と展望』（2005 年）、51-55 頁を参照。 
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われる。 
PKO が、とくに大規模に展開されたものとして、ソマリア、シエラレオネ、コートジボワールが
挙げられる。以下に、簡単にではあるが、国連PKOによって人道的措置がとられた経緯を、制
裁との関連において述べる。 
 
○ ソマリア 
ソマリアに対して安保理は、1992 年 1 月 23 日の決議 733 によって、ソマリア武力勢力間の
内戦を理由として武器の禁輸措置を発動した。その数ヵ月後には、モハマド派とアイディード
派の間に停戦合意がなされ、事態は収拾されたかに思われた。しかしながら、干ばつと国内
経済の崩壊によって、未曾有の人道的危機に陥ったソマリアに対して、国連は、安保理決議
751（1992年4月24日）によって、伝統的なPKOである第一次国連ソマリア活動（USONOM I）
を設置した。これは暫定政府ではなく、内戦当事者から PKO を展開する合意を取り付け、人
道援助と停戦監視の双方を任務とするもので、非武装の監視団50人と軽武装500人から構成
された。しかしながら、派遣された UNOSOM I が内戦と現地状況の悪化と、資金不足によっ
て十分に機能できないことが明らかになると、同年 12 月 3 日、安保理決議 794 によって、米国
中心の多国籍軍（UNITAF）が派遣された。 
次いで、1993 年 3 月 26 日に、安保理は、決議 814 を採択し、憲章第 7 章のもとで平和強制
を行なう国連史上初の PKO である第二次国連ソマリア活動（UNOSOM II）を設置した。これは、
安保理が、ソマリアでの「大規模な人間の悲劇」を「国際の平和と安全への脅威」と認定したう
えで、憲章第 7 章のもとに「あらゆる必要な措置」をとることを容認したからである。第二次国連
ソマリア活動は、PKO でありながら、人道援助のみならず、戦闘阻止、強制武装解除、警察・
司法を含む統治機構の構築など、まさに国家そのものの再建援助を任務とした。 
2000 年 8 月にはジブチにおいて暫定政府が発足したものの、それを不満とする対立勢力
による武力衝突が引き続き発生した。翌年 6 月 19 日に安保理は、決議 1356 において、決議
733（1992 年1 月）で発動した武器禁輸措置の再確認を行なった。その後、武器禁輸状況の履
行状況を把握するため、監視団を設置（安保理決議 1519）した。続いて、翌年には、安保理決
議 1558 において、制裁委員会を設置し、武器禁輸状況の報告を監視団に要請した。 
安保理決議 1630（2005 年 10 月 14 日）では、同年 8 月の監視団報告を受けて、武器禁輸を
強化するとともに、監視団に他の国際機構や周辺諸国との連携、空路・陸路・水路等あらゆる
輸送手段の監視徹底を要請した。 
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○ シエラレオネ  
1991 年から革命統一戦線（RUF）が蜂起して、同国で産出されるダイヤモンドを財源に、反
政府戦闘行為を断続的に継続していた。このため、1996 年の選挙によってカバ政権が誕生し
たものの、翌年には軍事クーデターが起き、同政権はギニアに脱出せざるをえない状況に追
い込まれた。そこで、国連安保理は、RUF に対して、石油禁輸、武器禁輸、渡航制限に関す
る制裁を発動した（安保理決議 1132）。 
その後、西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）の監視団（ECOMOG）の介入によってカバ
政権が復活したことを受けて、安保理は石油禁輸を解除した（安保理決議 1156）。しかし、東
部地域では、ECOMOGとRUFなどの反政府勢力との間で戦闘が続き、一般市民への残虐行
為が多発した。状況が著しく悪化したため、国連は、ECOMOGと国連PKOに対して武器禁輸
を解除する一方、反政府軍への武器禁輸と渡航制限を強化した。 
1998 年 7 月には、旧戦闘員の武装解除・動員解除などを任務とする国連シエラレオネ監視
ミッション（UNOMSIL）が設置された（安保理決議 1181）。その後、和平合意（「ロメ合意」）が成
立した（1999 年 7 月）のを受けて、同年 8 月に安保理は、軍事監視要員の定員数を 70 名から
210 名に増加（安保理決議 1260）した。更に、同年 10 月には、USOMSIL に代わって軍事要
員の数を最大 6,000 名とする国連シエラレオネ・ミッション（UNAMSIL）を設立した（安保理決
議 1270）。 
その後も反政府勢力がダイヤモンドを不正輸出し、その資金を武器購入に充てていたため、
シエラレオネ政府の原産地国証明書がなければ一切取引ができない制度を導入した。制裁
委員会は、制裁違反および紛争状況の把握、およびダイヤモンドと武器密輸取引を調整する
ために、パネル委員会を設置した（2000 年 7 月 5 日）。 
シエラレオネは、2002 年 1 月に、カバ大統領によって内戦の完全終結が宣言されたが、ダ
イヤモンドを巡る反政府勢力の動きは依然活発で、その後も安保理決議によって監視制度の
延長がなされた。2005 年 6 月末には情勢が安定したきたことを受けて、UNAMSIL の任務を
12 月いっぱいで終了することが決定された。 
 
○ コートジボワール 
2001 年にイボワール人民戦線が政権を獲得し、バクボが大統領に就任した。2002 年には、
共和主義者連合を含む全ての政党勢力が参加した形で内閣が組織され、政情は一旦安定し
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たかに見えたが、これも長くは続かなかった。 
2002 年 9 月には、国軍兵士によるコートジボワール愛国運動（MPCI）が武装蜂起し、内陸
部で支配地域を広げ、国土は一気に内戦状態となった。国連安保理は決議 1464（2003 年 2
月 4 日）を採択して、駐留仏軍と ECOWAS 軍を国連平和維持軍に認定し、国連コートジボワ
ール派遣団（MINUCI）を設置した。これを受けて、バクボ大統領は、野党出身者を主要閣僚
に任命するなどして和平実現の姿勢を示したが、その後も和平プロセスは進展しなかった。 
2004 年には国連特使が、コートジボワール政府に和平合意の遵守を要請したが、受け入
れられなかったため、国連は、同年2 月27 日の安保理決議1528 において、国連コートジボワ
ール活動（UNOCI）を改組して、軍事要員を派遣することを決定した（UNOCI の実際の任務
は、同年 4 月 4 日から）。 
緊張が高まる中、2004 年 11 月に、バクボ大統領の指揮の下、コートジボワール空軍機が反
政府勢力「新軍」（コートジボワール愛国戦線などの反政府勢力の総称）の拠点を数度にわた
って爆撃したのち、仏軍を空爆し、仏軍に多数の犠牲者を出した。この事態を収拾するため、
国連安保理は、武器禁輸を即日発動することを決定し、併せて、特定人物の渡航制限、資産
凍結を1ヶ月の猶予をもって発動することを採択した（安保理決議1572、2004年11月15日）。 
その後、UNOCI と仏軍による武器禁輸の監視が強化され、各国の履行状況と禁輸状況を
確認するための専門家パネルが設置された（安保理決議 1584、2005 年 2 月 1 日）。その後、
2005 年 12 月の安保理 1643 においても、これらの条件が確認され、制裁は一年後の 2006 年
12 月まで延長されることが決定された。 
 
以上に述べたように、ソマリア、シエラレオネ、コートジボワールにおいては、内戦が収束し
ては再発するといった状況が続いており、このような状況下において、国連 PKO の活動は
益々不可欠なものになってきた。 
但し、国連が現地に入り込んで事態を収拾することによって、現地の状況が改善する場合も
あるが、反政府軍などによる反感を招いてさらなる犠牲者を出す場合もある 77ことから、国連に
                                                     
77 例えば、USONOM II は、飢餓状態の緩和など人道面で成果をあげたものの、強制行動を行な
ったことによって、自らを紛争当事者し、結果的に、国連側に数千人の犠牲者を出す惨事となった。そこ
で、1994 年 2 月 4 日、安保理は決議 897 を採択し、USONOM II に課せられた任務を大幅に縮小した。
武装解除や和平協定の実施は現地の武装勢力各派が自発的に行なうことが定められ、USONOM II の
平和強制の権限は削除された。その後も、ソマリアにおける和平プロセスの実質的な進展は見られず、
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は慎重な判断が迫られることになる。 
「スマート・サンクション」を実現していくためには、強制行動を決定できるという格段の権限
を持つ安保理だけでなく、国連の主要機関、および主要機関によって設立された付属的な国
際機構、専門機関を含む、いわば「国連システム」が必要に応じて組み合わせを変え、戦略を
練り、互いにうまく機能することが重要である。とくに、加盟国の履行が成功の鍵である。履行
がスムーズになされれば、制裁は長引かずに済み、結果として人的被害を最小限に抑えるこ
とが可能となる。 
 
 
 
小括 
 
1990 年に安保理の決定によって発動された経済制裁は、本来は制裁の第一義的な対象で
はない一般市民に対して甚大な被害をもたらした。また、安保理によって決定された制裁措置
を履行する上で国連が負担するコストの増加、措置を履行する際に各国が負担するコストの
問題なども生じた。それらの反省に立ったうえでの経済制裁のあり方を巡る議論が、スマート・
サンクションの検討である。 
第 6 章においては、まず、研究者の主導によって、国連関係者及び政府代表者と共に検討
されてきたスマート・サンクションを巡る議論を整理してから、最近の国連経済制裁にどのよう
にスマート・サンクションの趣旨が取り入れられているのかについて検討した。そして、その結
果、2000 年に入ってからの制裁決議に 5 つの特徴が見られることを確認した。これらの特徴は、
国連経済制裁におけるスマート・サンクションの傾向と読み取ることができる。 
第一に、国連が制裁委員会の機能の向上を図るとともに、措置履行をより的確に監視する
ため、また、制裁委員会の機能を補完するために、特別な組織が一時的に設立されているこ
とを挙げた。第二に、現在実行されている制裁事例は、国内が内戦中の事例が多いことから、
武器禁輸が制裁の鍵になっていることが分かった。この時期の武器禁輸の特徴としては、武
器の購入の資金源となるダイヤモンドの輸入禁止措置とともに、武器禁止措置が科されるケー
スが多く見られた。より戦略的な観点から、あるいは軍縮の観点とリンクさせながら行なわれて
                                                                                                                                                     
1995 年 3 月に UNOSOM II は完全撤退する結果となった。 
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いる。第三に、特定人物やその家族に絞って制裁が科されることがはっきりしてきた。特定個
人および特定団体の名前に関する情報を決議に添付するなどして公表することによって、関
連各国の支援が得やすい状況を作っていくことが狙いである。第四に、措置そのものの有効
期間が短く設定されており、その度に、制裁内容、対象、担当機関などの業務の見直しがなさ
れている。第五に、これは、制裁とは多少文脈が異なるが、被制裁国の一般市民への人道物
資の配給、または、武器禁輸の監視についても、国連 PKO によって進められているケースが
増えている点を挙げた。
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おわりに 
 
 この第 3 部においては、スマート・サンクションの柱となる「人道保護」と「戦略的措置」に焦
点をあてて考察した。 
まず、第 5 章においては、経済制裁研究に倫理的視点が欠かせないことを指摘した。。制
裁の人道的側面への配慮を見直す議論として、かつては戦争の倫理的側面を問うため、現在
は経済制裁の倫理分析に用いられる「正戦論」の枠組みにあてはめて考察した。「正戦論」は、
交戦者と文民の差異化の上に成立する国際人道法の基本構造と合致するものでもあり、「スマ
ート・サンクション」の議論にも通じるものである。 
そして、第6章では、経済制裁の政策的側面について考察した。1990年代に国連が発動し
た経済制裁の中でスマート・サンクションの要素を含んでいた事例を整理することによって、ど
のような措置が効果的かつ人道的であるのか整理した。さらに、研究者、各国代表者、国連関
係者が参加してスマート・サンクションを具体化していく提言を行なった3つの会議を検討する
ことによって、スマート・サンクション議論を概観した。 
その後、これらのスマート・サンクションの趣旨が、最近の経済制裁において、どのように取
り入れられているのかについて検討を加えた。その結果、スマート・サンクションの趣旨に沿っ
た決議がなされていることを確認した。 
研究者主導で始まったスマート・サンクションの議論には、国連関係者も積極的に議論に加
わり、具体的な提言を行なってきた成果もあり、経済制裁を科しながらも、交渉の余地を残すこ
のアプローチは、国際平和の秩序を構築する上でも、国連経済制裁に多くの可能性を開くも
のであるとして評価できる。現時点においては、スマート・サンクションの具体的かつ実効的な
手段は発展途上の段階であるといわざるをえないが、今後の傾向として、国連がスマート・サ
ンクションを意識して制裁を科していくことはまず間違いないといえる。 
経済制裁を従来のルールから新しいルールに移行していくことは政策面で、国連内だけで
なく、加盟国内でも遂行能力を高めることが要求されるため、うまく機能させるには時間を要す
るであろう。しかし、国連だけでなく、地域機構や NGO と連携することによって、政策面におけ
るテクニカルな部分を詰めて議論していけば、実現可能な問題である。 
スマート・サンクションを考察することは益々重要になってくると思われる。 
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結論 国連経済制裁の道義性と実効性 
 
 
本論は、集団的安全保障体制の下で、国際社会の平和を維持するために、国連がもちうる
具体的手段のひとつである「非軍事的措置」、とりわけ経済制裁について、人道的観点から考
察を加えた。 
国連の経済制裁のあり方を検討し、その人道上の問題を明らかにした後、それらの問題が
具体的に包含されている事例として対イラク制裁を分析した。対イラク制裁は、長期に亘った
ことに加えて、度重なる空爆によってインフラが破壊されたこともあり、イラク国内の人道状況
は悪化の一途を辿るのみであった。そこで、国連史上最大規模の人道的例外措置が導入さ
れた。本論では、対イラク制裁で導入された人道的措置を分析することによって、国連が、大
規模な人道的措置を展開する場合にどのような問題が生じるのかを指摘した。そして、それら
問題点が、「スマート・サンクション」の議論と通じて、緻密に検討されていくプロセスを分析し
た。国連経済制裁がこれから、どのような戦略をもって、国際社会の脅威に立ち向かうべきな
のか、方向性を提示した。 
第 1 部においては、まず、国連経済制裁の理論上の機能、国際法上の地位、強制措置とし
て期待される点について整理した。経済制裁は、国連がもちうる強制手段のなかでも武力行
使を含まないため、国際法上の許容範囲が広く、現実に発動しうること、また、違法行為者に
対して予め発動の可能性を明らかにしておくことによって、平和破壊行為を事前に抑止する
効果があることなどを確認した。 
また、経済制裁を他の非軍事的措置と比較することによって、その重要性と期待される役割
について整理した。経済制裁以外の非軍事的制裁（外交上の制裁、不承認主義、非難・抗議、
内部的制裁）は、経済制裁や武力制裁に比べて発動にコストがかからないという利点をもつも
のの、それぞれそれ単独では、被制裁国に与えるインパクが少ないことから、他の複数の措置
と組み合わせたり、措置の強度を変えたりする必要があることを述べた。そして、経済という国
家運営にもっとも重要な分野への打撃を与えうる経済制裁は、今日のような経済的依存の発
達した国際関係においては、最も強力な間接的履行強制であり、また、「武力」と「非難」の中
間的な措置として果たせる役割が大きいことを確認した。 
さらに、経済制裁措置に含まれる 5 つの措置（包括的制裁、財政・金融上の措置、貿易・通
商上の措置、渡航の制限および禁止措置、武器禁輸措置）は、その目的と効果に応じてある
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程度手段と強度をコントロールできるところに重要な特色があるため、経済制裁の目的に対す
る効果を評定しつつ措置の程度と段階を選択していくことが重要であることを述べた。しかし
ながら、その効果に関しては、国連加盟国による履行の程度に依るところが大きいため、各国
の国レベルでの法的整備環境にも深く関連する問題であることを指摘した。 
このように、経済制裁は国連がもちうる強制措置として重要であるが、その実効性は、様々
な要因によって「効果」を左右されることを確認した。例えば、被制裁国の経済の規模、被制裁
国の政治体制、外貨準備の多寡の問題、被制裁国と周辺国との関係、また、制裁を科すタイミ
ング、安保理内でのコンセンサスの有無や、加盟国の制裁措置の履行状況などである。その
ため、制裁の実効性を評価することは容易ではない。ただ、最近の議論においては、従来の
ように、制裁を、相手政権の行為を戒めたり、政権変更を迫るなどの懲罰的な手段としてよりも、
制裁対象国に政策を再考させたり、国際社会の中での行動を変更させたりするよう働きかける
外交的なツールと捉えられていることを挙げた。このように、制裁の捉え方が変化したことによ
って、その効果が見直され始めた。経済制裁は、軍事行動と比較して安価であり、コミュニケ
ーション手段として有用であることが、頻繁に発動されてきた理由であると見なされている。 
以上のように、経済制裁が国際社会の秩序を維持する役割として重要なポジションにあるこ
とを整理したうえで、次に、制裁が、実際に安保理によって決定、履行される過程において生
じる問題点について指摘した。 
まず、安保理による決議の恣意性の問題である。安保理による決定は、国際法に則って、
「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為の存在」が認定されるなど、一連の手続きを
踏んで決定されることから、国家によるそれに比べて恣意性は低い。しかしながら、恣意性か
ら全く無縁であるとはいえない。制裁国が組織の構成国である以上、制裁国の主観が多少とも
組織の決定に影響を与えることは不可避である。安保理による決定が、恣意性から開放される
ためには、少なくとも原因行為の事実・違法性の認定については、制裁国から完全に独立し
た第三者機関である国際裁判機関（国際司法裁判所および国際仲裁裁判所）による判断がな
されることが望ましいことを指摘した。 
もうひとつの大きな問題は、安保理において措置が決定した際に、国連加盟国は、その措置
を履行する義務を負うが、決議の条文の中で使用されている動詞（例えば、「決定する
（determine, decide）」、「要請する（call upon）」、「要求する（request）」、「強く促す（strongly 
urge）」、「勧める（recommend）」、「促す（encourage）」など）によって、加盟国への履行要請に
強弱がある点である。つまり、決定のすべてが同一の法的拘束力を有するかは疑問である。
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様々な動詞を用いるのは、決議の意図が不明瞭であるのか、あるいは、決議の読み手である
加盟国に解釈を委ねているのか、不明である。履行において、加盟国の足並みが揃わないそ
もそもの理由ではないか。条文の表記に関しては、多くの法学者が指摘していることから、こ
れから検討されていくことになるであろうが、現在の議論はもっぱら、加盟国の履行をいかにし
て促進するかということに集中している。 
加盟国の履行を高めるためには、各国が、企業に対して適用するときの法的効力を高めるよ
うな形で、国内法を整備することが重要であるとされている。また、原因行為の発生から制裁
措置の影響が被制裁国の経済に及ぶまでかなりの時間がかかること、違法行為の発生から措
置が発動されるまで、安保理内で諸々の手続きを踏んでいる間に、被制裁国が制裁に備えて、
備蓄品を準備するなど制裁に備える可能性があることから、加盟国は国内的実施に関する法
令を予め準備しておき、緊急性の要請に応えることが重要である点を指摘した。このような加
盟国の国内法の整備については、本論においては分析することができなかった。今後の課題
としたい。 
また、加盟国の措置の履行を監視する目的で、安保理は、「名指し非難」、「事務総長による
報告」、「補助機関による履行監視活動」の手段をもっているが、その中でも特に、安保理の補
助機関である制裁委員会の機能の向上が望まれている。 
制裁委員会の任務は、従来の履行措置に関する情報収集や分析などに加えて、イラクのケ
ースのように人道活動を担当したり、決議の履行確保に関して勧告を行なうなど、任務内容が
拡大する傾向にある。また、広範な任務をこなすための人員不足を指摘する声も聞かれるよう
になった。委員会を十分機能させるためにも、その役割の再検討と共に、委員会を補完するよ
うな機関の設立が望ましい。本論第 3 部で検討したように、実際、ソマリアの「監視団」、ルワン
ダの「調査委員会」、アフガニスタン（タリバン）の「分析特別チーム」、シエラレオネやリベリア
の「パネル委員会」に見られるように、一時的ではあるが、特別な組織が設置されるようになっ
てきた。履行が忠実になされれば、制裁が短期で解除される可能性が高くなる。 
本論の主な関心事である経済制裁の人道的側面については、イラク（1990 年）、旧ユーゴス
ラビア（1992、1993 年）、ハイチ（1994 年）に対して発動したような一切の通商を禁止する包括
的制裁は無辜の人民への被害が大きいことから、被制裁国あるいは周辺国における状況を見
極めることが大切であり、必要があれば早急に人道的措置を導入することが望ましいことを挙
げた。とくに人道上の問題については、一般市民への被害を、生命に対する権利、健康に対
する権利から考察した。包括的制裁であっても、無辜の人民への配慮は人道法に基づいてな
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されるべきであり、安保理は安保理決議そのものの有効性、正当性を保つためにも、制裁の
影響を定期的に監視することが求められると結論づけた。 
制裁が、被制裁国および周辺国の無辜の人民に対して大きな影響を与える点については、
従来の議論は立ち遅れているが、一般市民の権利は、もともと、国際人道法において保護さ
れていることから、それらの精神を反映して、制裁から食糧や医療品を排除するといった例外
措置を一歩進めて、今後の制裁においては、何らかの救済措置が、事例に応じて必要である
ことを示唆した。 
第 2 部においては、第 1 部で概観した諸問題を包含している事例として、国連による対イラ
ク制裁を取り上げた。事例をもって実際的に提示することによって、国連経済制裁が抱える理
論上の問題点がより具体的に分かり易くなると考えたからである。イラクへの制裁は、長期間に
亘って医療物資および食糧品以外のほとんどの通商を禁止した厳しい制裁であったため、一
般市民への影響が甚大になり、救済措置として、国連史上最大の人道的例外措置が導入さ
れた事例であった。また、人道的例外措置である「石油と食糧交換プログラム」およびその後
の英米による制裁改革案は、人道的配慮を加えた点、制裁対象と対象措置を絞った点におい
て、後に本格的に議論されることになる「スマート・サンクション」の要素を多く含むものであっ
た。 
しかし、これらの措置の策定および実行の際に、国連の成り立ちから生じる問題が露呈した。
つまり、国連が政治的、外交的機構であるという性質上、「石油と食糧の交換プログラム」のよう
な大規模な経済活動を運営する組織ではないため、業務をうまく遂行することができなかった
ことが挙げられる。また、国連は、国益の優先を目的とした国家の集合体であるため、安保理
決議に政治的思惑、経済的利権が絡むことはやむをえないが、この事例おいては、安保理内
での足並みが大きく乱れたことが指摘できる。とくに、、イラク国内の石油権益を巡る争いが表
面化した。前者の問題、つまり、国連が「石油と食糧交換プログラム」のような大規模な人道支
援を円滑に実施していくためには、国連機関が外部機関との連携をもつなど専門機関の機能
を向上させるなどの技術的な面を洗練させるとともに、独立した調査委員会を設置するなどし
て遂行を監視するシステムを充実させることが重要であることを指摘した。また、後者の問題、
つまり、安保理内におけるコンセンサスについては、抽象的であるが、人権保護の精神を最優
先して、自国の国益を超えて連携することが必要であることを指摘した。 
第 3 部においては、第 2 部の事例で具体的に提示した、国連経済制裁の問題点克服のた
めの方策を、スマート・サンクションの議論を基に、人道的、政策的見地から考察した。スマー
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ト・サンクションは、本来制裁を受けるべき対象に焦点を絞った措置を科すことで、無辜の人民
の犠牲を回避し、保護を進めることを目的としている。そこで、政策提言を理解するために、
「インターラーケン・プロセス」、「ボン⁃ベルリン・プロセス」、「ストックホルム・プロセス」において
の戦略的な議論を概観した。 
一方、人道的側面については、かつては戦争の倫理的側面を問うため、現在では、経済制
裁の倫理分析に援用されることの多い「正戦論」に沿って議論を展開した。「正戦論」は古い枠
組みではあるが、今日的な問題の倫理面を問う枠組みとなるように研究者によって加筆・修正
されている。交戦者と文民の差異化の上に成立する国際人道法の基本構造と合致するもので
もあることから、今後もスマート・サンクションの人道面を考察するうえで活用できることが分か
った。国際人道法に含まれる人権保護の原則に照らし合わせながら、経済制裁に制限は加え
られていくべきであることを確認した。 
また、第 3 部においては、現時点においては、スマート・サンクションの具体的かつ実効的
な手段は発展途上の段階であるといわざるをえないが、既にスマート・サンクションの趣旨に
沿った安保理決議がなされていることを確認した。 
さらに、現在発動中の制裁に関する決議内容を検討することによって、スマート・サンクショ
ンの趣旨が含まれていることを確認した。 
まず、国連は、制裁委員会の機能の向上を図るとともに、措置履行をより的確に監視するた
めの特別な監視団などを発足させるなどして、いくつかの組織が連携して活動し始めたことで
ある。各事例において、制裁委員会の活動を補完するような組織が設置された。これらの組織
は一時的に設置されたものであるが、従来は、各国や NGO からの情報のみで、現状を把握し
にくかった状況を改善した。定期的に、事務総長に対して報告書も提出されている。 
また、現在発動中の事例については、国内が内戦中あるいは停戦中の事例が多いことから、
武器禁輸が制裁の主な措置となっている。武器のみに禁輸を絞る事例のほかに、内戦が続く
リベリア、シエラレオネに見られるように、武器購入の資金源になっているダイヤモンドを禁輸
することによって、措置の強化を図っている。これらの戦略的制裁は、軍縮の観点からも評価
できる。 
また、渡航禁止措置に関しては、特定個人に絞って制裁が科されることがはっきりしてきた。
特に、テロリストやその家族など、特定個人および特定団体に関する情報を安保理決議に添
付したり、インターネット上で公表することによって、関連各国の支援が得やすい状況が作ら
れている。 
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各々の制裁措置の有効期間が短く設定されている点も、最近の傾向である。措置の多くは、
半年あるいは一年半毎に見直しがなされていることが挙げられる。この傾向は全般的に当て
はまることであるが、特に、反政府組織の暗躍によって当該国の政府が窮地にあると国連が判
断した場合には、当該政府軍に対する武器禁輸を解除して、反政府軍への禁輸を強化する
など、修正を加えた事例が多くみられる。制裁内容、制裁対象、措置履行および監視のため
の担当機関などが検討され、必要に応じて変更したり、新たな組織を設置したりしている。 
また、現在の制裁事例は、紛争を抱える国が多いことから、制裁を加えただけで事態が収
束することはもはや考えられないため、様々な形態の PKO を駆使して現地に入り、事態の収
拾にあたっていることが挙げられる。内戦下における人道物資の配給など、PKO の活動がな
ければうまくいかない場面もこれから多々見られることであろう。 
このように、最近の国連経済制裁には、数々の新しい傾向がみられる。とくに、内戦が続くこ
とによって窮地に瀕している国家と、国境を跨いで活動する国際テロリストが今後も引き続き手
強い制裁対象となることが予想できる。このふたつの対象に対して、まさにスマート・サンクショ
ンの検討が急がれるところである。 
つまり、反政府組織に対しては、武器を入手できないよう、その資金源となるダイヤモンドな
どを禁輸することが重要であるし、他方、内戦によって疲弊する一般市民に対しては、人道的
な救済措置が常に考慮されるべきであろう。 
また、国際テロリストにたいしては、当事者、関係者、家族も含めて、徹底的に資産の凍結を
行なうことが急務であるし、彼らの活動をさまざまな方面からの情報収集によって把握すること
が重要である。例えば、地域機構や専門的な情報をもつ NGO と連携は不可欠であるが、具
体的な方法としては、個人の有責者の責任を問う裁判所である国際刑事裁判所（ICC）と協力
するなどして、テロリストへの包囲網を狭めていくことも一策である。これまでの方策を一歩進
めた形での対応が迫られている。 
2004 年末にアナン国連事務総長に提出された報告書 『より安全な世界をめざして：責任
の共有』１は、「制裁の役割 」の重要性について次のように言及している。 
「制裁は、国際社会の平和と安全への脅威を抑止するという意味において極めて重要なツ
ールであるが完全なものとはいえない（In dealing preventively with the threats to international 
                                                     
１ 報告書の第 2 部、「集団的安全保障と予防への挑戦（Collective security and the challenge of 
prevention）」、pp.55-56 による。全文は、【http://www.un.org/secureworld/】から読むことができる。 
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peace and security, sanctions are a vital though imperfect tool.）」としながらも、「国際的ルールを侵
すものに対して武力と非難の中間的役割を果たしうる（They constitute a necessary middle ground 
between war and words when nations, individuals and rebel groups violate international norms）」と位
置づけている。 
また、報告書は、「財政・金融上の措置、渡航上の措置、武器の禁輸といった部分的制裁は、
対象政権やエリート層に対して影響を与えることができる一方、一般市民への犠牲は最小限
で済むとの理由から有効である（Targeted sanctions (financial, travel, aviation or arms embargoes) 
are useful for putting pressure on leaders and elites with minimal humanitarian consequences, provide 
a less costly alternative to other options）」として、部分的制裁を評価している。 
スマート・サンクションという用語こそは出てこないが、その趣旨と手法は意識され、今後の
国連経済制裁に取り込まれていくことが確かに読み取れる。 
今世紀の国連が果たすべき役割への指針とも言うべきハイレベル報告書が明らかにしてい
るように、経済制裁を科しながらも、交渉の余地を残すこのアプローチは、国際平和の秩序を
構築する上でも、国連経済制裁に多くの可能性を開くものであるとして評価されている。 
最後に、国連経済制裁においてスマート・サンクションを実現していくための課題をふたつ
挙げたい。 
まず、制裁本来の性質と同様に、スマート・サンクション実行の上で根本的に難しい問題で
あるが、「効果」の追求と「人道的配慮」というおそらく相反するものをいかに両立させるのかと
いう点にある。被制裁国に経済的に負担をかけることによって、政治的譲歩を引き出そうとする
経済制裁は、必然的に、対象政権のエリート層だけでなく一般市民への経済的、人道的影響
を伴うものである。一般市民への負担を最小限に抑えながら、なおかつ政治的な譲歩を得よう
という政策は、理論的にも実質的にも大変難しい行為であるうえに、制裁の遂行には対イラク
制裁にみられるように、各国の国益も絡み、プログラムはスムーズに遂行されるとは限らない。
国連は、「国際秩序」と「人権保護」という二つの任務を達成するよう今後もさらに努力していか
なければならないであろう。 
もうひとつの課題として重要なことは、国連全体の改革にも関連することから、ここでは簡単
に議論できないが、制裁の履行という観点からいうと、強制行動を決定できるという格段の権
限を持つ安保理だけでなく、国連の主要機関、および主要機関によって設立された付属的な
国際機構、専門機関を含む、いわば「国連システム」が必要に応じて組み合わせを変え、戦略
を練り、互いにうまく機能することが重要である。制裁を監視するために一時的に設置される
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パネル委員会やワーキンググループも含めて、それぞれが機能的に動くためにも、国連関連
機関、加盟国、地域機構、NGO など、さまざまなアクター間の提携とコンセンサスが必須であ
る。 
現実の国際社会においても、国際法上においても、経済制裁が、国際社会の脅威を取り除
き、秩序を回復し、平和を維持するための有効な手段であればなおさら、それをより人道的に
より効果的に「洗練」させていく必要がある。 
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あとがき 
 
 
本論は、筆者が 2006 年2 月に博士（学術）の学位論文として早稲田大学大学院アジア太平
洋研究科に提出したものである。 
学位論文の一部は、「経済制裁の倫理的側面をめぐる議論」というタイトルで、同研究科論
集 6 号（2003 年 9 月）に既に発表したものに大幅に加筆・修正したうえで、本論第 3 部に加え
た。 
筆者は、同研究科修士課程の頃より、国際関係における影響力の一形態としての「経済的
力の行使」について感心を寄せていた。修士論文においては、国家による経済力のプラスの
行使を念頭において、『日本の「人権外交」： ODA 大綱を中心に』を執筆した。その後、経済
力のマイナスの行使についての考察を進め、徐々に国連による「経済制裁」について関心を
深めていった。かねてより、集団的安全保障体制の下で冷戦後に急速に増加した国連安保理
による非軍事的措置とりわけ経済制裁の発動に興味を抱いていたことから、博士論文としてこ
の問題に取り組むことを決めた。 
とくに冷戦以降の国際社会において、単独国家では対処できないテロ、民族抑圧、人権侵
害といった脅威が増加し、それに対峙していくためには、なるべく多くの国家が参加して、広
範な共通意識をもって取り組んでいくことが重要であり、その際に、国連が果たせる役割は大
きいと考える。国連が集団的安全保障体制の下で活用できる強制措置は、現在のところ、経
済制裁措置のみであるが、それには改革すべき点が多々あると共に、制裁下での一般市民
への配慮も未だ不充分である。 
そこで、無辜の人民の犠牲を回避して保護を進める一方で、本来制裁を受けるべき対象に
より焦点を絞った措置を科すという「スマート・サンクション」の議論に注目して、本論を書き進
めた。国連加盟国および研究者らが英知を絞り、スマート・サンクションの議論を重ねていき、
安保理だけでなく、国連関連機関が必要に応じて組み合わせを変え、戦略を練り、互いにうま
く機能するようなシステム作りが急務であることを確認した。 
この論文を執筆するにあたっては、国連関連機関からの資料が膨大であったため、その整
理に長い時間がかかった。一方、資料を収集する過程で、国連の非軍事的措置に関する邦
文資料が少なく、それらを集めることが極めて大変であることが分かった。日本においても、国
連の非軍事的措置に関する議論が今後より多く行なわれることを期待しつつ、また、本論が多
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少なりとも理解を深める一助になればという思いも込めて書いたつもりである。 
本論の執筆に至るまでには、多くの先生方からご教示、ご批判、お力添えをいただいた。ま
ず、修士課程の頃よりプロジェクト研究でご指導下さり、学位論文の主査でもある白石昌也先
生に深く感謝したい。先生には、論文を書くということは、身を削り、血がにじむような努力によ
ってのみなされるものであることを教えていただいた。研究分野における先人への感謝の気
持ちをもちつつ、真摯な態度で課題に取り組むべきことも教えていただいた。また、論文委員
会の副査を務めてくださった西川潤先生、審査にあたってくださった川村亨夫先生には、それ
ぞれ、人権問題、国際法の分野において、修士課程の頃より大変お世話になり数々のご教示
をいただいた。また、中間発表会および最終審査会に出席してくださった篠原初枝先生には
常に励ましのお言葉をかけて頂いた。敬愛大学の庄司真理子先生からは、論文の骨格となる
部分について的確なご指摘を頂くと共に、本論第3部の一部分を日本国際連合学会で報告し
た際にもさらなるアドバイスをいただいた。深く御礼を申し上げたい。 
筆者にとっては、思いがけず、修士課程から続いて 7年も早稲田の杜で過ごすことになった。
英字新聞の記者として十年近く社会経験を積んでからの久しぶりの学生生活であったが、論
文を書くことにこんなにも打ち込めた時間を持てたことはとても幸せであった。大学院生活を
有意義に送ることができたのも、ゼミで切磋琢磨し合えた学友がいてこそのことである。とくに、
那須川敏之さん、玉腰辰巳さん、吉田忠洋さんにはゼミ発表毎に的確なコメントと、折に触れ
て様々な励ましの言葉をいただいた。とても感謝している。 
本論文で展開した議論は、国連経済制裁が抱える問題のごく僅かしか指摘できておらず、
未熟な点ばかりが目に付く。反省すべき点は多い。今後も多くの方々にご教示、ご批判をいた
だき、さらに考えを深めていきたいと思っている。何よりも、国連という現場で働いた経験がな
い筆者にとって、これから学ぶべき課題は多いが、これからも積極的にアンテナを張り巡らせ
て研究を深めていきたい。 
最後に、本論文の脱稿を待たずにこの世を去った実父に、間に合わせることができなかっ
たお詫びを言いたい。そして、どんな時もサポートの手を差し伸べてくれる母、それから、いつ
も私の選択を尊重し、応援してくれている私の家族に心から感謝したい。 
 
2006 年 2 月末日 
 
本多美樹 
